
古紙配合率100％再生紙と大豆油インキを使用しています。 
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　高速増殖炉（FBR）サイクル実用化戦略調査研究で検討しているFBRサイクル
のひとつの概念です。本概念では，FBRシステムをナトリウム冷却炉，再処理シス
テムを先進湿式法及び燃料製造システムを簡素化ペレット法としています。 
　FBRサイクルは，使用済燃料中のプルトニウム等を含む超ウラン元素（原子番号
92のウランを超える原子番号を持つ元素）を燃料としてリサイクルすることで，
ウラン資源の利用効率を飛躍的に高めることができます。また，高レベル放射性廃
棄物の発生を低減させることができます。 
　このような観点から，FBRシステム，再処理システム及び燃料製造システムの整
合が取れ21世紀の要求にかなうFBRサイクルを開発することを目的として，実用
化戦略調査研究を進めています。 

http://jserv-internet.jnc.go.jp/ 
http://www.jnc.go.jp/siryou/gihou/main.html
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　　または 
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画像提供： 
　大洗工学センター 
　　システム技術開発部　FBRシステムグループ， 
　　燃料製造システムグループ 
　　照射施設運転管理センター　燃料材料試験部 
　　照射燃料試験室 
　東海事業所 
　　環境保全・研究開発センター　先進リサイクル研究開発部 
　　先進再処理技術開発グループ，システム設計評価グループ 
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　実用化戦略調査研究で検討しているナトリウム冷却大型炉の候補概念。原子炉構造のコンパクト化，新材料の
採用などによる配管の短尺化，ループ数の削減（２ループ化），一次系ポンプと中間熱交換器の合体などの革新
技術を取り入れて，経済性の向上を図っています。

ナトリウム冷却ループ型炉

二次系主循環ポンプ

ポンプ組込型
中間熱交換器

原子炉容器

炉心

二重管直管型
蒸気発生器



サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１

　重金属冷却炉の候補概念。鉛ビスマス冷却材の特徴である水，空気との反応性がないこと，高沸点，優れた核
特性を活用し，システムを簡素化し経済性向上，安全性強化及び炉心性能の向上を追及したタンク型鉛ビスマス
冷却型中間モジュール炉です。

鉛ビスマス冷却中間型モジュール炉

主循環
ポンプ

蒸気
発生器

原子炉容器

炉心
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　ガス冷却炉の候補概念。高温におけるヘリウムの化学的安定性と被覆粒子燃料の耐熱性をいかし，直接ガス
タービン発電を行うことによって高いプラント熱効率とシステムの簡素化により，経済性の向上を図っています。

被覆粒子型燃料ヘリウムガス冷却炉

ガスタービン
発電ユニット

原子炉容器

炉心
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　水冷却型高速炉の候補概念。現行軽水炉の優れた運転・保守性を維持するとともに，プルトニウムの多重サイ
クルを可能としています。

水冷却炉

原子炉容器

炉心
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　ポンプ組込型中間熱交換器は，物量の削減を図るため，一次系ポンプと中間熱交換器を合体しています。しか
し，ポンプの回転振動が伝熱管に伝達し，支持板との繰り返し接触による摩耗が発生する恐れがあることから，
縮小振動試験装置を用いた振動試験を実施し，設計成立性を確認しています。

ポンプ組込型中間熱交換器の構造と伝熱管磨耗試験
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　ナトリウム冷却炉の大口径配管の設計成立性を確認するために，エルボ部における流れの状態，配管の圧力変
動などに関するデータを取得しています。エルボ付近では流れが不安定となるため，管内の圧力が変動し，これ
が配管振動の原因となります。

高流速・大口径配管の振動・流動試験
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　酸化物燃料の湿式再処理を行う設備の概念図。先進湿式法（NEXT法）の採用及び機器配置の工夫により，設置
スペースの大幅な削減を図っています。

NEXT法再処理プラントのセル内機器配置 

　金属燃料の乾式再処理を行う設備の概念図。米国アルゴンヌ国立研究所（ANL）が開発した溶融塩電解法に技術
改良を加え，効率的な運転を可能としています。

金属電解法のセル内機器配置
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「常陽」照射済燃料の溶解液を濃縮後，冷却することで回収したウラン

晶析法で回収したウラン

電解により陰極に回収した析出物（二酸化ウラン）

酸化物電解試験で回収した二酸化ウラン
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　�電力中央研究所と実施している「乾式再処
理プルトニウム試験に関する共同研究」で高レ
ベル放射性物質研究施設（CPF）に設置した数
１０g規模の試験装置により得られたウラン金属
の析出物です。溶融塩電解によって樹枝のよう
な形状に成長することからデンドライト（Den-
drite：樹枝状結晶）と呼ばれています。

金属電解法の溶融塩電解で回収した
デンドライト状のウラン金属

　マイナーアクチニド元素のひとつであるアメリシウ
ムを５％添加し，セル内遠隔操作により得られた混合
酸化物ペレットです。

５％Am含有燃料ペレット
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　高速増殖炉「もんじゅ」は，運転再開に向けての安全審査を終了し，詳細な設計の審査が行われているところ
です。運転再開後は，発電炉技術の確立，炉心，高温構造設計などに関する貴重なデータを取得する計画です。

高速増殖炉「もんじゅ」

　我が国の独自のエネルギー源を開拓するため，自主技術によりナトリウム冷却高速炉を設計・建設・運転し，
そこから得られる技術経験を後続炉に反映すること，FBRの開発に必要な高速中性子場として活用することを大
きな目的としています。２１世紀の高速炉技術開発の一翼を担う重要な役割が期待されます。

高速実験炉「常陽」
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　先進湿式法や金属電解法などの新たな再処理技術開発を行う研究開発施設です。

高レベル放射性物質研究施設（CPF）の外観

　環境負荷低減を図るために，長い半減期を持つマイナーアクチニド（MA）を含む燃料の製造技術の開発を行っ
ています。

照射燃料試験施設（AGF）の外観
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Fセルボ（FBRサイクル国際研究センター）外観
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サイクル機構技報No.２４
別冊特集号に寄せて

　国の原子力長期計画策定会議が始まり，我国の原子力開発を巡る議論がなされてい
る中で，長期的視点に立った「実用化戦略調査研究」の特集号を発行することは大変
意義深いものと考えます。特に今回はフェーズⅠの検討結果をもとにフェーズⅡの研
究開発を進め，その中間とりまとめの結果を報告書として取りまとめました。
　本報告書作成に当たっては，オールジャパン体制のもと，サイクル機構と各機関か
らの派遣者が一致協力して作業を進めるとともに，電気事業者と綿密な連携を取って
まいりました。これからも引き続き関係各機関との綿密な連携を維持し，本作業を精
力的に進める事が重要であります。
　我々の作業開始から約１年後に，米国が第４世代原子力システム（Generation- Ⅳ：
Gen- Ⅳ）を提唱しました。これには，日本，フランス，イギリス等の原子力先進国を
含めた１０ヶ国と欧州原子力共同体（EU）が参画しており，高速炉サイクルを中核に
した検討が進められています。
　Gen- Ⅳの目的，意義，目標等は，「実用化戦略調査研究」とほぼ合致しており，本研
究を始めた当時の関係者の先見性や多大な努力に，改めて感謝の意を表したいと思い
ます。
　本研究は先見性，独創性，整合性等が必要とされるプロジェクト研究であり，高い
目標に向かって積極果敢に挑戦していかなければなりません。
　動燃事業団の発足時に，当時の副理事長　清成　迪氏がプロジェクト研究を進める
に当たっての要諦を指示されています。その概要は，「自主開発と云う画期的事業の
試金石であるから，如何なる困難にもへこたれぬ旺盛な闘志をもつこと」，「部外のす
べてのところにあらゆる面でCommunicationを怠らぬこと」，「常に海外に出て各国の
実状を知ること」，「組織の中は常に考え方のVectorが合っていること」，「最も大切な
ことは，仕事は如何に困難であっても，何度失敗を繰り返しても常に笑声の絶えぬ組
織であること」等であります。
　我々が本プロジェクト研究を進めるに当たっては，こうした先達の見識や経験等を
参考にし，新たな道を切り拓いていかなければなりません。
　２００５年度にはフェーズⅡの最終とりまとめとそれ以降の研究開発の展開を明示して
いくことになりますが，世界のFBRサイクル開発のトップランナーに相応しい内容が
求められています。本研究に携わる関係者にはこうしたことを十分認識していただ
き，フェーズⅡの最終とりまとめに向け，これまで以上の努力をお願いしたいと思い
ます。
　最後に，サイクル機構内外の関係者の方々には，なお一層のご指導，ご支援をお願
い申し上げます。

理事

中島　一郎
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サイクル機構技報No.２４
別冊特集号に寄せて

　実用化戦略調査研究の特集号を３年振りに刊行できましたことは，この間にプロジ
ェクトを担った関係各位のご尽力，並びに，サイクル機構内外の多くの方々のご協力
ご支援の賜と，深く感謝申し上げる次第です。今回の特集号では，新たな成果とし
て，発電単価で４円/kWhをクリアーできる有望な候補概念が，高速炉と燃料サイク
ル施設の組み合わせを特定して５つ摘出できました。また，近頃話題の原子炉による
水素製造に関して，ナトリウム冷却高速炉を用いた水素製造システムの可能性も提示
できました。更に，実用化に向け取り組むべき研究開発計画に関しては，これまでに
得られた研究開発の成果や利用可能な国内外の研究開発インフラを踏まえ，体系的に
整理した原案が構築できました。本特集号を通じて，こうした成果の一端を理解して
頂けると幸いに存じます。
　ご承知のように，本プロジェクトはオールジャパン体制で進めて参りました。その
結果，これまでに，延べ１２０名の方々が大洗にある推進チームに参加され，また派遣
元に戻って行かれました。こうしたOBの方々からも，度々，力強いご支援や貴重な
ご助言を頂きました。本プロジェクトが，次世代の高速炉サイクル技術開発の裾野を
広げる役割も果たしてきた証左と言えましょう。本プロジェクトでは，高速炉サイク
ルがシステム全体を通して整合性・先進性を有するよう，個々の要素技術には独創
性・競合性を重視するよう心掛けて参りました。こうした経緯から，既に国内外の百
余の先端的研究を行う機関・企業と交流の実をあげて参りました。こうして築いた絆
は，第４世代原子力システムなど今後の高速炉サイクル実用化へ向けた国際共同開発
の枠組み構築の礎として機能すると期待しております。また，本プロジェクトを契機
として，独創的な着想が幾つか生まれております。こうした独創的な研究の萌芽がし
っかり育てられ果実を生むよう期待しております。
　電力自由化の流れの中，高速炉サイクル実用化に向けてのハードルは，嘗てのナシ
ョナルプロジェクトとしての自主技術開発時代のそれに比し，相当高いものとなって
おります。実用化戦略調査研究では，開始当初から，高度の安全性・経済性に加えて，
環境負荷低減性，資源有効利用性，核拡散抵抗性に関する優位性を明確に主張できる
よう高い開発目標を自ら設定し，取り組んで参りました。本特集号をご覧頂く皆様に
は，高い開発目標に適合する有望概念が幾つも摘出できたことをご理解頂きたいと存
じます。
　そして，関係者の皆様に対しては，実用化見通しの一層の明確化に向けた粘り強い
努力，積極果敢な挑戦の継続を期待しております。最後になりましたが，こうした活
動にとって国民の理解促進に向けた努力が，一層の重要性を持っております。こうし
た側面でも，本特集号の発行が寄与できることを期待しております。

特別技術参与

相澤　清人
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サイクル機構技報No.２４
別冊特集号　巻頭言

　実用化戦略調査研究は，１９９９年７月の開始から約２年間のフェーズⅠの期間を経
て，２００１年４月よりフェーズⅡを開始しました。フェーズⅡは，フェーズⅠで抽出し
た有望な概念について設計検討，要素試験等を実施し，今後追及すべき高速炉サイク
ルシステムの実用化概念を明確化すると共に実用化に至る研究開発計画を立案するこ
とを目的としています。昨年度末にこのフェーズⅡの中間報告をまとめ終わりまし
た。２００５年度末の最終報告までに今回整理した課題の検討を進め，概念明確化を着実
に進めていきたいと考えています。
　実用化戦略調査研究は，１９９９年の開始から５年を経過したことになりますが，この
間に世界では，実用化戦略調査研究の開始から約半年後に米国が提唱した第４世代原
子力開発の動きが世界規模の動きとして認知されるまでに成長し，高速炉サイクルシ
ステム開発に関する国際共同開発の芽が育ってきていると言うことができると思いま
す。特にこれからは，高速炉サイクルシステム開発を如何に合理的かつ効果的に進め
るかが重要であり，国際共同開発への期待はますます大きくなっています。この傾向
は，我が国の電力自由化のみならず海外においても同様の傾向と言えるでしょう。
　また，今後は高速炉開発の中核的な開発集団であるサイクル機構が日本原子力研究
所と統合され，原子力開発の日本唯一の新しい法人として船出することが決まってい
ます。
　元来，高速炉サイクルシステムの技術はこれまで培われてきた軽水炉技術の経験の
上に，革新的な技術を追加することによりはじめて実現するものでありますから，軽
水炉技術やもんじゅまでの高速炉技術開発を基礎として，将来の実用化をブレイクス
ルーする革新技術を明確化し，従来技術との連携を取りつつその開発を進めることが
重要です。その意味で，日本原子力研究所の広範な基盤技術とサイクル機構の実用化
技術をうまく融合させていくことが重要であると考えています。
　また，高速炉サイクルシステムの実用化のためには，低除染TRU燃料をベースとし
た核拡散抵抗性･環境負荷低減性に優れるグローバルスタンダードの高速炉サイクル
システムにすると共に，サイクルは高いとの世界の評価を覆す画期的な低コスト概念
を創出することが重要です。さらに，高速炉サイクルシステムを実際に使い始めるこ
とをイメージすると，現在の軽水炉システムが稼動している中に高速炉サイクルシス
テムを導入していくわけですから，経済性をはじめとして軽水炉システムを上回る利
点を有するシステムであると同時に，導入時の経済性等にも配慮したものである必要
があります。
　このため，今後の残された２年間で，世界の資源，技術，知見を有効に活用するた
めの国際共同開発の道を探りつつ，高速炉サイクルシステムの実用化に向けた合理的
かつ実効的な研究開発計画を提案していきたいと考えております。

経営企画本部　FBRサイクル開発推進部長

佐賀山　豊
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１．はじめに

　高速増殖炉（FBR）サイクル実用化戦略調査研
究は，安全性の確保を前提に，軽水炉サイクル及
びその他の基幹電源と比肩する経済性を達成し得
るよう，FBRサイクルが本来有する長所を最大限
に活用した実用化像を明確にし，併せて，将来の
多様な社会ニーズに柔軟に対応できる開発戦略を
提示するとともに，FBRサイクルを将来の主要な
エネルギー供給源として確立するための技術体系
を整備することを目的としている。
　本研究は電気事業者，電力中央研究所，日本原
子力研究所など関係機関の参画・協力を得て，
オールジャパン体制で実施しており，研究開発を
計画的かつ効率的に進めるため，プロジェクト
チーム体制を構築してその推進を図っている。具
体的には，図１に示すように研究目標の設定や成
果の評価などプロジェクト全般の運営をつかさど
るプロジェクト会議の下に，専門分野ごとに事業
所や各部を横断する会議体を設置し，研究計画の
調整や個々の成果の評価を実施している。
　１９９９年７月に開始したフェーズⅠでは，FBR，
再処理及び燃料製造の各システムについて，革新
技術を採用した幅広い技術選択肢の評価を行い，
５つの開発目標（安全性，経済性，資源有効利用
性，環境負荷低減性及び核不拡散抵抗性）に適合
する有望な実用化候補概念を抽出した１） － ４）。
　フェーズⅠに引き続き２００１年４月より開始した

フェーズⅡ（２００１年度～２００５年度）の目標は，FBR
サイクルの実用化候補概念の明確化並びに実用化
に向けて必要となる研究開発テーマの特定と実用
化に至るまでの研究開発計画を立案することにあ
る。ここでは，フェーズⅠで抽出した有望概念に
ついて，定量的な比較評価を実施できるまで設計
研究を深める。また，必要な要素技術開発研究
（データを取得する試験の実施及び設計評価技術
の整備など）にも重点を置き，それぞれの技術選
択肢について，開発目標を達成するために必要な
技術の見通しの把握や技術的課題の難易度を評価
する。これらの成果を基に，FBRサイクル全体と
して整合性が図られた実用化候補概念を明確に
する。
　フェーズⅡは２００６年３月まで実施する計画であ
るが，２００４年３月までの３年間をひとつの区切り
として，中間取りまとめを行った。この中間取り
まとめでは，これまでに実施した各候補概念に対
する設計研究とこれに関連する要素技術開発研究
の成果などに基づいて，各候補概念の開発目標に
対する適合性の見通しや実用化に向けた技術的課
題などを評価した。なお，フェーズⅡ終了以降の
研究開発は，５年程度ごとにチェック・アンド・
レビューを受けつつローリングプランで進めるこ
ととし，競争力のあるFBRサイクル技術体系を
２０１５年ごろまでに整備することを目標としてい
る。本研究の展開を図２に示す。
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図１　FBRサイクル実用化戦略調査研究フェーズⅡの会議体構成
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　他方，本研究は関連分野の専門家，ユーザなど
の委員からなる「研究開発課題評価委員会」によ
る外部評価を受けながら実施しており，今回のフ
ェーズⅡ中間取りまとめについても外部評価を受
け，これまでの研究成果及び今後２年間の計画並
びにフェーズⅡ終了以降の研究開発の展開の基本
的考え方についておおむね妥当との評価結果を得
ている。
　本技術報告は，実用化戦略調査研究フェーズⅡ

の前半３年間の研究成果及び今後の取組み５） ， ６） ， ７） ， ８）

などについて取りまとめたものである。

２．フェーズⅡの開発目標と設計要求

　フェーズⅡの開始に当たっては，フェーズⅠの
研究成果及びその後の国内外の原子力開発の動向
を踏まえ，フェーズⅠで設定した５つの開発目標
を表１のとおり見直した。基本的には，フェーズ
Ⅰからの大きな変更点はないものの，FBRサイク
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図２　FBRサイクル実用化戦略調査研究の展開

表１　実用化戦略調査研究フェーズⅡの開発目標
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ルの実用化において目指す方向性や目標とするレ
ベルを明確にすること及び世界に通用する高い目
標を視野に入れることなどを考慮して見直しを行
ったものである。また，システム設計のガイドラ
インとしてFBRシステム及び燃料サイクルシステ
ムについて，開発目標に対する定量的な数値目標
としての設計要求を定めた。それぞれのシステム
に対する設計要求を表２に示す。

３．フェーズⅡの概要

　フェーズⅡの研究は，FBR，再処理及び燃料製
造の各システムについての概念を構築し，それら
の開発目標に適合させるためのシステム設計研
究，このシステム設計研究へ具体的データを提供
するための要素技術開発研究，並びにFBRシステ
ムと燃料サイクルシステムを組合せたFBRサイク
ル全体のシステム概念について，開発目標や将来
の多用な社会ニーズ（高レベル放射性廃棄物発生
量の低減など）に対する適合度を検討するための
多面的評価から成る。
　システム設計では，FBR，再処理及び燃料製造
の各システムの候補概念について，革新技術の導

入やシステムの改良につながる新たな開発要素の
取り入れを検討するなど，開発目標に対する適合
度を高めることに配慮しながら，具体的な設計作
業を行う。
　要素技術開発研究は，システム概念の成立性や経
済性などの開発目標に影響を及ぼす重要な要素技
術を検討し，その結果をシステム設計に反映する。
　多面的評価は，FBR，炉心燃料，再処理，燃料
製造の技術的整合性やサイクルとしての特性など
の観点から組み合せた約２０種類のFBRサイクルシ
ステム概念について，それぞれの開発目標に対す
る適合度を可能な限り定量的に評価する。その結
果を各システムの技術総括と組合せることにより
有望なFBRサイクルシステムの明確化に反映する。

４．FBRシステムに関する検討

４．１　基幹電源としてのFBRシステム

（１）ナトリウム冷却炉
　ナトリウム冷却炉は，「常陽」などでの設計・建
設・運転実績があり，技術的成立性を高い確度を
持って見通せる最も有望な概念である。フェーズ
Ⅰにおいて経済性向上の観点から抽出された先進
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表２　FBR及び燃料サイクルシステムの設計要求
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ループ型の中型モジュール炉（７５０MWe，４モジ
ュール）及び大型炉（１，５００MWeツインプラント）
概念について検討している。先進ループ型炉の基
本概念を図３に，また，構築した概念を図４に示
すと共に，また「常陽」及び「もんじゅ」との仕
様比較を表３に示す。先進ループ型炉は，積極的
な革新技術の取り入れにより，従来の概念より大

幅な物量削減による経済性向上を図った概念であ
る。炉心燃料としては，「常陽」及び「もんじゅ」
などで実績がある酸化物燃料と，柔軟な増殖性の
面で将来の燃料として期待できる金属燃料を対象
とした。
　炉心設計においては，資源の有効利用と環境負
荷低減の観点から，軽水炉では燃焼の難しいマイ
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図４　ナトリウム冷却高速炉システムの概念

図３　フェーズⅡにおけるナトリウム冷却炉の基本概念
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ナーアクチニド（MA）を含むすべてのアクチニ
ドをリサイクルする超ウラン元素（TRU）燃料炉
心について検討し，その成立性を確認した９）。そ
の結果，厳しい安全要求を満たしながら，経済
性，資源有効利用性，環境負荷低減性に関する開
発目標に高いレベルで適合する炉心概念を構築し
た。具体的には，安全性に関しては，炉心の異常
な核反応による冷却材の温度上昇を感知し自動的
に制御棒を炉心に挿入する自己作動型炉停止機構
（SASS）の設置や動的機器に期待しない自然循環
による崩壊熱除去が可能な設計としたことによ
り，受動的安全性を満たす設計概念を構築するこ
とができた。さらに，炉心損傷時の再臨界問題を
回避するため，溶融した燃料を早期に炉心外へ排
出するための集合体概念を複数考案した。これら
の概念については，解析及び試験研究の結果を踏
まえ検討を進めており，今後は最も有効な概念を
抽出し，炉心設計評価を行う考えである。経済性
の観点からは，燃焼度の大幅な向上を目指して，
酸化物分散強化型（ODS）フェライト鋼の開発を実
施している。ODS鋼の採用により，炉心出口温度
約５５０℃ を確保しつつ，炉心燃料平均で１５０GWd/t
の高燃焼度炉心を達成できる見通しである。ODS
鋼被覆管については，ロシアBOR-６０炉において燃
料ピンの先行照射試験を実施中であり，２００７年か
らは常陽での本格的な照射試験を行う計画である。
　システム設計では，高い経済性目標に適合させ
るにはスケールアップだけでは不足しているた

め，多くの革新技術を採用することにより大幅に
経済性を向上させた概念を構築した。具体的に
は，２ループ化によるシステム簡素化，原子炉容
器のコンパクト化，ポンプ組込型中間熱交換器の
採用，主配管長を短縮する機器配置などにより，
プラント物量を大幅に削減した。これらの成立性
を示すために，大口径配管内の高速流動による流
力振動特性の把握，原子炉容器内でのガス巻込み
防止対策の検討，ポンプ組込型中間熱交換器の開
発１０），高温強度に優れ熱膨張の少ない高クロム鋼
の開発などの要素試験研究を実施している。
　また，発電プラントとしての信頼性及び経済性
を確保するため，ナトリウム固有の課題に対する
対応策を検討している。ナトリウム漏えいに対し
ては，全てのナトリウムバウンダリの二重化，ナ
トリウム－水反応に対しては二重伝熱管蒸気発生
器の採用など，ナトリウムの化学的性質が顕在化
しないよう設計対応を行った。また，保守補修性
に対してはナトリウムの特徴を考慮し，ナトリウ
ム中目視検査装置など革新的な検査技術の開発を
進めている。
（２）鉛ビスマス冷却炉
　冷却材として用いる鉛ビスマスは，鉛４５％－ビ
スマス５５％の共晶合金であり，沸点が１，６７０℃ で
あることから，ナトリウムと同様に低圧でシステ
ムを構築することができる特徴を有する。しか
し，ナトリウムの１２倍の密度を持つことから，冷
却材重量が過大となり，１，５００MWe級の大型炉の
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表３　ナトリウム冷却炉の仕様比較

Na冷却大型炉※「もんじゅ」「常陽」（MK- Ⅲ）単位

３，５７０７１４１４０MWt熱 出 力

１，５００２８０－MWe熱 電 気 出 力

４２３９－％熱 効 率

８００/４，９００９３０/１，８００５００/８００mm炉 心 高 さ / 直 径

１４８８０９０GWd/t燃焼度（炉心平均）

１．１６１．２－－増 殖 比

５４８１４８６０日運転サイクル期間

３９５/５５０３９７/５２９３５０/５００℃１次系冷却材温度

３３５/５２０３２５/５０５３００/４７０℃２次系冷却材温度

２３２－ル ー プ 数

２０，０００/９，７００１７，８００/７，１００１０，０００/３，６００mm原子炉容器高さ/内径

１，２０８７８８４９１mm１次冷却材配管内径

６５，４００（３２，７００×２）１５，３００（５，１００×３）２，７００（１，３５０×２）t/h１ 次 冷 却 材 流 量

※炉心に関してはMOX燃料のうち資源型炉心（燃焼度の基準値を満足しつつ増殖性能を追求した炉心）の仕様
を記載
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冷却材として適用した場合には，我が国の耐震基
準を満足できない。このため，フェーズⅠでは中
型モジュールタンク型炉を選定した。また，燃料
については，鉛ビスマス冷却炉が持つ潜在的能力
を評価する観点から，酸化物燃料に比べて重金属
密度が大きく炉心性能の向上が期待できる窒化物
燃料を代表概念とした。
　フェーズⅡでは，中型モジュールタンク型炉の
冷却材循環方式として自然循環炉と強制循環炉の
２概念について検討し，両者を比較した。この結
果，自然循環炉は炉心性能目標を達成可能な系統
圧力損失を満足するためには，炉容器の高さが過
大となり，耐震性に課題が生じた。一方，強制循
環炉にはそのような問題はなく，燃料体積で有利
なことなどから炉心性能の適合度も相対的に優れ
ている強制循環炉を代表概念として抽出した。図
５に鉛ビスマス冷却炉の基本概念を，図６に構築
した概念を示す。炉型は中間冷却系がない強制循
環型冷却タンク炉（７１０MWe×２モジュール）で
あり，合理的な炉内機器配置と，耐震性が成立す
る範囲内での大型化を図り経済性を追求したもの
となっている。
　鉛ビスマス冷却炉は我が国では開発経験のない
冷却材と燃料を組合せた検討途上の革新概念であ
る。この概念の成立性を示すためには，鉛ビスマ
スによる材料腐食に対する高耐食性材料の開発及
び防食制御技術の開発が必要不可欠である。ま

た，高性能炉心概念を構築するために採用した窒
化物燃料の開発やプラント概念成立に必須な３次
元免震技術が今後開発すべき革新技術として挙げ
られる。これに加えて，開発目標に適合した炉心
性能を引き出すためには，ナトリウム冷却炉と同
様にODS鋼の照射挙動データなどの拡充が必要
である。
（３）ヘリウムガス冷却炉
　ガス冷却炉の検討では，実用化の可能性を有す
る概念を摘出する観点から，ガス冷却材（炭酸ガ
ス及びヘリウムガス），発電方式（間接及び直接サ
イクル方式），燃料形態（ピン型及び被覆粒子型燃
料）などの幅広い技術選択肢を組合せた概略設計
及び比較検討をフェーズⅡ初年度（２００１年）まで
実施し，有望炉型の絞り込みを実施した。ガス冷
却炉の検討の流れを図７に示す。炭酸ガス冷却炉
は，経済性の観点からナトリウム冷却炉及びヘリ
ウムガス冷却炉概念を上回ることは困難との見通
しである。一方，ヘリウムガス冷却炉は炭酸ガス
冷却炉では困難な炉心出口温度の高温化が可能で
あり，高熱利用による核エネルギーの多目的利用
に加え，直接サイクルガスタービンの採用による
熱効率の向上とプラントシステムの簡素化が期待
できることから，有望炉型として選定した。燃料
形態としては，高温耐性及び安全性の観点から被
覆粒子燃料を選択した。炉心燃料については，ヘ
リウムガス冷却炉の特徴である高温冷却条件（約
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図５　フェーズⅡにおける鉛ビスマス冷却炉の基本概念
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８５０℃）を実現するために，被覆粒子型燃料を横方
向冷却コンパートメント型集合体構造や六角ブロ
ック構造などで冷却する炉心構造を検討してい
る。なお，被覆粒子型燃料では，充てん密度が最
大でも４０％程度にとどまり，鉛ビスマス冷却炉と
同様に酸化物燃料では十分な炉心性能が引き出せ
ないため，窒化物燃料を採用している。図８にガ
ス冷却炉の基本概念を，図９に被覆粒子燃料ヘリ
ウムガス冷却炉概念を示す。

　システム設計では経済性向上のため，電気出力
を約１，１００MWeとしてスケールメリットを追求し
ている。また，単軸縦型ガスタービン（６００MWt：
４基）を採用した直接ガスタービン発電などの採
用により，システム全体のコンパクト化を図っ
た。原子炉出口温度を８５０℃ とし，直接ガスタービ
ン発電を採用したことにより，４７％という高い熱
効率を有するシステムを構築することができた
が，被覆粒子燃料の開発や高温耐性に優れた材料
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図６　鉛ビスマス冷却高速炉システムの概念

図７　ガス冷却炉の検討の流れ
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の開発など概念の成立性を左右する基礎的な技術
課題が残される。
（４）水冷却炉
　フェーズⅠではPWR型高速炉，BWR型高速炉
及び超臨界圧水冷却高速炉（SCFBR）を検討対象
候補とした。フェーズⅡでは，PWR型高速炉は
重水を利用するため設備費が高くなること，また，
SCFBRは高速中性子照射環境で超臨界圧水に晒

される材料の開発などが必要であることから，水
冷却炉としては設計検討が最も進んでおり比較的
開発要素の少ないBWR型高速炉を評価対象とし
た。図１０に水冷却炉の基本概念を，図１１にBWR
型高速炉概念を示す。
　BWR型高速炉（１，３５６MWe，原子炉出口圧力：
約７MPa）は，これまでの豊富な運転実績と経験
を有する軽水炉のプラントシステムをベースと
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図８　フェーズⅡにおけるガス冷却炉の基本概念

図９　被覆粒子燃料ヘリウムガス冷却高速炉システムの概念
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し，炉心をピン間ギャップ１．３mmと稠密化するこ
とで炉心燃料体積比を大きく，冷却材ボイド率を
高くして，高速炉としての特性を確保している。安
全性に関しては，軸方向非均質炉心を採用するこ
とで負のボイド反応度を実現している。また，炉
心高さを約１mと低く抑えることによって炉心圧
損を小さくし，自然循環除熱を成立させている。
　技術課題としては，高速中性子照射と水環境に

適合する被覆管材料の研究開発，炉心損傷時の再
臨界回避と事故影響緩和対策及び稠密炉心の熱水
力特性に関する研究開発（稠密格子炉心の除熱性
能）などがある。
（５）炉心燃料の検討
　各高速炉システムの炉心検討においては，酸化
物燃料，金属燃料及び窒化物燃料を対象とし，安
全性の確保を前提とし，プラント及び燃料サイク
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図１０　フェーズⅡにおける水冷却炉の基本概念

図１１　BWR型高速炉概念
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ルの経済性の向上を目指した種々の炉心設計を行
うと共に，資源有効利用性，環境負荷低減性に関
する性能把握を進めている１１）。
　酸化物燃料は，高い炉心性能を引き出す可能性
があり，１０万本以上の製造実績，２５０GWd/t程度
の照射実績及び１００本以上の過渡照射試験実績を
有していることから，実用炉燃料の基軸になるも
のと考えられる。ナトリウム冷却型の酸化物燃料
炉心では，高燃焼度化のための革新技術として被
覆管に高温強度に優れるODS鋼，ラッパ管に旧
動力炉・核燃料開発事業団（PNC）が開発し，耐
スウェリング性に優れるフェライト・マルテンサ
イト系ステンレス（PNC-FMS）鋼を採用すること
で，資源重視型炉心では増殖比１．２程度で全体平
均燃焼度６０GWd/t，経済性重視型炉心では増殖
比１．０４で全体平均燃焼度１００GWd/tを達成可能な
見通しである。酸化物燃料の課題としては，高燃
焼度用炉心材料の照射データの取得，低除染TRU
燃料の物性・照射挙動評価などが挙げられる。
　金属燃料は，上記の酸化物燃料に比べ，開発実
績や使用経験は少ないが，米国において将来の
FBR燃料として研究開発が進められた実績があ
る。金属燃料では燃料ペレットと被覆管のギャッ
プにナトリウムを封入し，ギャップコンダクタン
スを高めて燃料温度の上昇を抑制するナトリウム
ボンド方式が採用されており，高線出力化が可能
である。また，ナトリウム冷却型の金属燃料炉心
では重金属密度が高いため，酸化物燃料炉心より
も高い炉心性能を発揮し得るポテンシャルを有し
ている。金属燃料の実用化には，燃料と被覆管の
機械的相互作用に関する挙動データの取得，過出
力時の破損限界データの拡充などが必要であり，
酸化物燃料に比べると課題が多い。研究開発を進
めるにあたっては，米国との協力が不可欠である。
　窒化物燃料は，炉心性能の向上の観点から，鉛
ビスマス冷却炉及びヘリウムガス冷却炉に採用し
ている。しかし，窒素-１４は高速中性子の吸収断
面積が大きく中性子経済を悪化させると共に，
（n，p）反応により半減期の長い放射性核種であ
る炭素-１４を生成する。このため，窒化物燃料を採
用するためには，存在割合が０．４％程度の窒素-１５
を９９．９％程度に濃縮し中性子経済を向上させると
共に，炭素-１４の発生を抑制する必要がある。ま
た，酸化物燃料に比べると，開発実績などが少な
く，燃料－被覆管の機械的相互作用に関する挙動

データ取得及び核分裂で生成する放射性ガス（FP
ガス）の高燃焼度条件下での放出挙動データ取得
など課題は多い。

４．２　多目的利用のための小型FBRシステム

　エネルギー需要の多様化，立地の分散化などを
視野に入れた幅広いニーズに応えるシステムとし
て，小型炉の検討を行った。長寿命炉心，受動的
安全性の重視という特徴を維持しながら，経済性
の向上を図った小型高速炉の有望概念として，コ
ンパクトなプラントシステムが構築できる見通し
のあるナトリウム冷却炉と鉛ビスマス冷却炉を対
象として検討を行った。
　ナトリウム冷却小型炉では，経済性（建設単価
３５万円/kWe）及び受動安全性という魅力を備え
ながら，約２０年程度の燃料無交換，運転保守の簡
素化，多目的利用及び燃料サイクルに対する柔軟
性を追求した概念を検討した。概念図を図１２に示
す。本概念は電気出力１６５MWeの強制循環タンク
型炉である。長寿命化とコンパクト化をねらうた
めに，炉心燃料には中性子経済に優れる金属燃料
を採用している。また，多目的利用を考慮し，炉
心出口温度を５５０℃ とする高温化を可能としてい
る。今後は本概念を基本とし，経済性向上を追求
する概念及びプラント寿命中の燃料交換をなくす
ことで核拡散抵抗性を高める概念の二つについて
検討を進める予定である。
　鉛ビスマス冷却小型炉では，物量削減・機器配
置上のスペースの削減により経済性向上が期待で
きる２次系を削除したタンク型自然循環炉を検討
対象として，ナトリウム冷却小型炉との比較検討
を行った。その結果，鉛ビスマス冷却小型炉は炉
心性能や経済性に関しナトリウム冷却小型炉と同
等の潜在的能力を有することが分かった。しか
し，鉛ビスマス冷却小型炉の持つ高い潜在的能力
は，被覆管材料や構造材料の防食技術の成立が前
提となることから，鉛ビスマス冷却中型炉の検討
状況を見ながら今後の進め方を判断する。

４．３　FBRシステムの技術総括

　FBRシステム概念について，これまでに得られ
た成果に基づき，ガイドラインとした設計要求に
対する適合度をできるだけ定量的に比較した結果
を表４示す。
（１）ナトリウム冷却炉
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図１２　ナトリウム冷却小型炉システムの代表プラント概念

表４　FBRシステムの設計要求適合度の比較評価

水冷却炉
（１，３５６MWe）
酸化物燃料

鉛ビスマス冷却炉
（７１０MWe）
窒化物燃料

ヘリウムガス冷却炉
（１，１２４MWe）
窒化物燃料

ナトリウム冷却炉
（１，５００MWe）
酸化物燃料設 計 要 求

経済性重視資源重視経済性重視資源重視経済性重視資源重視

検討中
（容器下部への吸収体，
注水系の設置など）

検討中
（燃料浮遊による再臨界

回避の可能性）

検討中
（中空集合体とコア
キャッチャの設置）

再臨界回避方策について
炉外・炉内試験実施中安　全　性

１．０３１．０４‡１．１５‡１．０３１．１７１．０４１．１６増殖比（１．０～１．２程度）†資
源
有
効
利
用

２００年以上－４８年‡－７３年－４６年複利システム倍増時間

１１t/GWe程度５．６t/GWe
‡

５．８t/GWe
‡９．６t/GWe９．６t/GWe５．９t/GWe４．４t/GWe初装荷炉心に必要と

なる核分裂性物質量

低除染条件と水冷
却高速炉のリサイ
クル条件（MA含有
率２％程度）は受
入可能　　　　　

低除染条件（FP含有率２vol％）で，
軽水炉使用済み燃料条件のMA含有率４％程度まで受入可能MA燃焼環

境
負
荷
低
減

未検討径ブランケット領域に装荷することで，
自己生成分のLLFP（I-１２９とTc-９９）を核変換できる可能性ありFP核変換

８８GWd/t１５９GWd/t‡１５７GWd/t‡１１９GWd/t１１９GWd/t１４９GWd/t１４８GWd/t炉心平均
（１５０GWd/t以上）燃

焼
度

燃料費
削　減

経　
　
　

済　
　
　

性

４５GWd/t１４３GWd/t‡１０５GWd/t‡８０GWd/t５８GWd/t１１０GWd/t６３GWd/t全体平均
（６０GWd/t以上）

１８ヶ月１８ヶ月‡１８ヶ月‡１９ヶ月２０ヶ月２６ヶ月１８ヶ月連続運転期間
（１８ヶ月以上）稼働率

向　上
９３％程度９３％程度９３％程度９６％程度９３％程度稼働率

（９３％以上）

２８７℃４４５℃８５０℃５５０℃出口温度熱効率
向　上 ３５％/３％３８％/３％４７％/３％４２％/４％熱効率/所内負荷率

相対値：１００％程度相対値：１１０％相対値：１１０％相対値：９０％建設単価
（２０万円/kWe以下）

資本費
削　減

※網掛け部は優れた点を示す

†　増殖比は初期及び末期炉心の平均値を使用。なお水冷却炉についてはPu残存比を記載。
‡　被覆管制限温度６５０℃ とした時の評価結果。なおプラント設計は５７０℃ に修正した値を記載。
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　ナトリウム冷却炉は，安全性の確保を前提に，
経済性や炉心性能に関する優れた潜在的能力を有
する。また，「常陽」の２０年以上にわたる要素技術
開発研究や設計・建設・運転などに見られるよう
に，豊富な開発実績と利用実績を有することから
相対的に高い確度を持って技術的実現性が見通せ
る概念である。開発課題としては，ユーザにとっ
て扱い易く信頼性のあるシステムとするための検
査・補修技術，高信頼性蒸気発生器などの技術開
発が挙げられる。
（２）鉛ビスマス冷却炉
　鉛ビスマス冷却炉は窒化物燃料と組合せること
で，ナトリウム冷却炉と同程度の炉心性能を達成
できる可能性を有する。しかし，鉛ビスマス冷却
炉は，概念の成立性を左右する防食技術や耐腐食
材料開発などの基礎的課題を有する。
（３）ヘリウムガス冷却炉
　ヘリウムガス冷却炉はナトリウム冷却炉に比べ
炉心性能でやや劣るものの，経済性や炉心性能に
関する目標を満足できる可能性を有する。８５０℃
という炉心出口温度を活用した，高い熱効率や多
目的利用も魅力の一つとなるが，概念の成立性を
左右する被覆粒子燃料開発，高温に耐える材料開
発などの基礎的課題を有する。
（４）水冷却炉
　水冷却炉は軽水炉の発展的な技術として，同程
度の建設費になると見込まれる。炉心性能に関し
ては，高速炉としては限界が有り，炉心燃料のイ
ンベントリが多く，燃焼度が他概念の半分程度と
低いことから，再処理システムへの負担増大が見
込まれる。技術的課題は，軽水炉の豊富なプラン
ト技術を活用できることから，被覆管材料開発や
炉心損傷時の影響緩和対策などに限定される。
（５）小型炉
　小型炉では２０年以上の長寿命炉心，受動的安全

性という特徴を有しながら，多目的利用を考慮
し，炉心温度の高温化が可能な概念を構築した。
技術的課題としては，高温強度に優れた被覆管材
料の開発などがある。

５．燃料サイクルシステムに関する検討

　フェーズⅠでは，再処理技術として，湿式再処
理技術である「先進湿式法再処理システム」並び
に乾式再処理技術である「金属電解法再処理シス
テム」，「酸化物電解法再処理システム」を抽出し
た。燃料製造技術については，「簡素化ペレット
法」，「振動充てん法」及び「鋳造法」を抽出した。
　フェーズⅡでは，再処理技術及び燃料製造技術
と燃料形態（酸化物，金属，窒化物）を組合せた
一連の燃料サイクルシステム（表５参照）を念頭
に設計研究を進め，開発目標達成のために候補技
術の長所を活かすことに加えて，枢要技術の成立
性を要素試験などにより検討した。検討対象とした
燃料サイクル技術のプロセスフローを図１３に示す。

５．１　再処理システムに関する検討　

（１）先進湿式法再処理システム
　先進湿式法再処理システムは，従来の湿式法
（PUREX法）で培われた溶媒抽出法をベースとし
て，新たに構築した再処理法であり，先進湿式法
と超臨界直接抽出法が考えられる。先進湿式法再
処理システムはウラン（U）及びプルトニウム（Pu）
を低除染でマイナーアクチニド（MA）とともにリ
サイクルすることによる核拡散抵抗性向上，プロ
セス合理化による経済性向上及びMAを燃料とす
ることで廃棄物への移行を抑制する環境負荷低減
を目的とする。先進湿式法と超臨界直接抽出法の
プロセスフローを比較し図１４に示す。
　先進湿式法におけるMAの回収については，フ
ェーズⅠで抽出された溶媒抽出法，イオン交換法
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　窒化物燃料については，酸化物燃料のリサイクル技術と共通する部分が多いため，設計を律則する窒化物
特有技術（N-１５濃縮・回収，被覆粒子燃料）のキー技術の検討を中心に行う。

表５　燃料サイクルシステム検討組み合せ

鋳　造　法振動充てん法簡素化ペレット法燃料製造システム
再処理システム

－酸化物燃料
（窒化物燃料）

酸化物燃料
（窒化物燃料）先 進 湿 式 法

－酸化物燃料－酸化物電解法

金属燃料酸化物燃料
（窒化物燃料）－金 属 電 解 法
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図１３　燃料サイクルシステムのフロー

図１４　先進湿式法再処理システムのプロセスフロー（従来法との比較）
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及びアミン抽出法について経済性及び環境負荷低
減性の観点から評価し，イオン交換法を検討対象
とすることとした。先進湿式法については多くの
開発実績を有することから，これらを反映して東
海事業所の高レベル放射性物質研究施設（CPF）
において，「常陽」の使用済燃料を用いたプロセス
試験などを実施し，プロセスフローの成立性を確
認した。また，その他の技術についてはU試験を
通してプロセスとしての成立性や安全上の課題解
決の見通しを得た。さらに，再処理プラントとし
ての経済性評価を行い，大型施設の場合には経済
性に係る設計要求を満足する見通しを得た。評価
結果を図１５に示す。先進湿式法再処理システムに
ついては，施設のスケール感度が大きく，小型施
設の経済性についても，更なるコスト低減化方策
を検討する必要がある。
　超臨界直接抽出法については，実験室規模なが
らセル施設にて実際の使用済燃料を用いたプロセ
ス試験を実施し，再処理技術の根幹となる直接抽
出法の原理的な成立性を確認した。しかし，小型
施設での経済性を向上させるために，固体状の使
用済燃料から直接U/TRUを抽出する革新技術な
どの検討が必要である。
（２）酸化物電解法再処理システム
　酸化物電解法再処理システムは，酸化物燃料を
対象とし，溶融塩中に溶解させた使用済燃料を電
気分解（電解）して酸化物として低除染U及びPu
を回収するものである。酸化物電解法プロセスフ
ローを図１６に示す。本システムは，再処理製品が

そのまま燃料材となるため，燃料サイクル全体と
して簡素なシステムを構築できる可能性を有する。
　フェーズⅡのシステム設計においては，廃棄物
処理の工程の見直し及び主要機器の設計見直しを
行い，プロセスの合理化を追求している。さらに，
マテリアルハンドリング・安全性・運転保守性な
どを考慮した設計検討を進め，基本的な再処理シ
ステムの構築を行った。枢要技術の確認のために
試験施設を有するロシアとの協力により，PuO2と
UO2をともに回収するMOX共析，MA回収，使用
済燃料の溶解とUO2析出を同時に行う同時電解プ
ロセスなどに関し，Pu，アメリシウム（Am）及
びキュリウム（Cm）を用いた試験を実施してい
る。また，国内においては，塩廃棄物処理などに
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図１５　燃料費に関するフェーズⅡ中間評価

図１６　酸化物電解法再処理プロセスフロー
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係る要素技術開発研究を行っている。
　これらの試験や技術開発の結果，MOX共析で
は，電流効率が悪く改善の余地があることが分か
った。その他の技術についても不確定要因が多
く，基礎データの拡充が必要である。主要機器に
ついても，塩素ガス使用に伴う機器の腐食対策な
どの課題がある。実用化を見通すには，枢要なプ
ロセス技術の確立が重要である。
（３）金属電解法再処理システム
　本システムは，金属燃料を対象に米国アルゴン
ヌ国立研究所（ANL）が中心となり開発した乾式
再処理法のひとつであり，陽極とする使用済金属
燃料から溶融塩を用いた電解精製によって，陰極
にアクチニド元素を回収するものである。処理プ
ロセスを図１７に示す。フェーズⅠでは，この再処
理法を酸化物燃料に適用するために，前処理工程
として酸化物燃料の金属への還元工程を，再処理
後工程として金属燃料を酸化物燃料に転換するた
めの酸化工程を付加した概念を検討した。
　米国の開発実績から金属電解法の基本原理は確
認されていたが，低除染のTRUリサイクルの再
処理技術としての実用性を確認する必要があるた
め，フェーズⅡでは，小型の還元・電解設備を

CPFに設置し，U及びPu試験によるプロセス原理
の確認を実施している。その他の国内外の試験結
果から，ほぼ技術的成立性の見通しを得ている。
システム設計に関しては，評価精度向上のため
に，電解精製槽などの機器の合理化のほか，運転
操作手順，マテリアルハンドリング，計量管理及
び品質保証の具体化を行う必要がある。
　酸化物燃料への適用については，未照射の
MOXペレットなどを用いた試験を行い，高い割
合でアクチニドを還元できることを確認した。実
用化を図るためには，還元速度の向上のために，
使用済燃料の粉体化による対応が必要である。

５．２　燃料製造システムに関する検討　

（１）簡素化ペレット法燃料製造システム
　既存のペレット法は燃料粉末を取扱う工程が多
く，遠隔システムが前提となる低除染燃料のペレ
ット成型には設備機器の運転・保守に負荷が大き
く，工程及び機器の合理化が課題であった。簡素
化ペレット法は，先進湿式法再処理の製品溶液か
らマイクロ波脱硝により均質な原料粉を取得し，
プレスだけによる成型と焼結によりペレットを製
作する。これにより，既存ペレット法の原料粉の
混合や秤量などの取扱い工程を大幅に削減できる。
　照射燃料試験施設（AGF）のセル内遠隔ペレッ
ト燃料製造設備において，Amを含む酸化物燃料
ペレットの遠隔製造試験を実施し，遠隔製造上の
課題を明らかにした。しかし，低除染燃料の物性
に係る知見は乏しく，今後，原料粉調整や燃焼条
件の評価試験を通して技術の成立性を確認してい
く必要がある。
　窒化物燃料への簡素化ペレット法の適用につい
ては，酸化物燃料と共通する部分が多いため，窒
化物特有の技術について検討を行っている。具体
的には，酸化物燃料を窒化物燃料に転換する工程
で供給するN-１５の濃縮技術や工程からの回収が
挙げられる。
（２）振動充てん法燃料製造システム
　振動充てん法は，粒子状の燃料を被覆管に直接
充てんし，振動により高密度化を図る技術であ
る。粒子状の燃料の製造は，上流の再処理システ
ムに依存し，先進湿式法再処理に対しては，ゲル
化法により得られる球状の粒子を，酸化物電解法
再処理に対しては，析出物の粉砕による不定形の
顆粒を得る。金属電解法再処理に対しては，転造
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図１７　金属電解法再処理システムのプロセスフロー
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造粒法により球形粒子を得る。
　①先進湿式法に対するゲル化法については，模
擬物質を用いた製造試験を実施し粒状燃料を製造
できる技術的見通しを得た。また，環境負荷低減
を目的とし，ゲル化し燃料を得るために先進湿式
法再処理システムの製品である硝酸溶液に滴下す
る試薬の耐熱性及び耐放射線性を評価し，放射性
廃棄物の発生量を開発目標以下に抑え得る見通し
を得た。
　しかし，安定して粒状燃料を製造する量産シス
テムを構築するためには，滴下条件などの最適
化，粒子燃料を被覆管に高い密度で充てんするた
めの技術実証などが必要である。
　②酸化物電解法では顆粒状の混合酸化物燃料
（MOX）が得られ，顆粒燃料を燃料ピンに適正な
加振条件で充てんすることにより，スミヤ密度
８０％が得られている。さらに，被覆管の内面腐食
（FCCI）を抑えるため顆粒燃料のO/M比を低くす
る目的で，酸素ゲッター材として金属U粒子を添
加することから，スミヤ密度は更に上がると考え
られ，開発目標は達成する見通しであるが，金属
U粒子の製造に課題がある。また，照射特性を把
握するための照射試験を今後ともロシアと協力し
て進める必要がある。
　③金属電解法については，金属原料を酸化還元
し，造粒した後に燃料ピンに充てんを行うが，金
属から酸化物への転換や造粒工程などの設備対応
が多く，経済的なメリットを引き出すことができ
ない。今後は，本結果を踏まえ，取りまとめを行
う計画である。
（３）鋳造法燃料製造システム
　鋳造法のひとつである射出成型法は，米国ANL
で金属U燃料製造法として開発され，石英管の鋳
型に溶融した金属燃料を射出し成型する。本方法
は比較的工程が簡素であり，装置が小型であるこ
とから，遠隔操作に適しているが，鋳型として用
いる石英管が使用の都度，放射性廃棄物となるこ
とから，この低減が課題となっていた。本課題
については，石英管を放射性廃棄物のガラス固化材
として使用することで，発生の低減を可能とした。
　U-Zr合金燃料を用いた射出成型燃料製造試験を
進めており，U-Pu-Zr合金燃料の実規模装置を設
計するためのデータをほぼ取得した。しかし，射
出鋳造工程においては，燃料の流動特性や凝固特
性が重要なパラメータであり，燃料に混入する

MAや希土類元素がU-Pu-Zr合金燃料のそれらに及
ぼす影響を把握する必要がある。
（４）被覆粒子燃料製造システム
　被覆粒子燃料は，非常に高い冷却材温度で運転
されるヘリウムガス冷却高速炉の燃料としてフ
ェーズⅠで抽出された概念である。燃料は先進湿
式法で得られる球状の窒化物燃料に優れた高温強
度を有する窒化チタン（TiN）を被覆材としてコー
ティングする。
　燃料製造に関する研究開発内容は，上記（２）項
「振動充てん法燃料製造システム」で示した酸化物
燃料の試験研究と並行して検討を実施している。
また，燃料のコーティング方法について検討を行
い，四塩化チタンとアンモニアの化学反応による
コーティング方法を採用した。しかし，長半減期
元素C-１４の生成を抑制するためのN-１５の濃縮が課
題となっている。

５．３　燃料サイクルシステムの技術総括

　再処理システム及び燃料製造システム各概念の
設計要求に対する適合度の評価結果をそれぞれ表
６及び表７に示す。再処理システムと燃料製造シ
ステムを組み合わせた燃料サイクルシステムの燃
料形態への適合度を評価すると，以下のように考
えることができる。
（１）酸化物燃料リサイクルシステム
　「先進湿式法再処理＋ペレット法/振動充てん
法燃料製造」は，高除染体系での豊富な技術的実
績があり，技術的成立性も高く，比較的早期に実
用化が可能である。しかし，経済性が設備規模に
依存するため，超臨界直接抽出法などの成立性見
通しを考慮しつつ小型施設の経済性向上を追求す
る必要がある。再処理法と適合する２つの燃料製
造方法については，２００４～２００５年度に得られる照
射試験結果を含めた総合的な評価により候補概念
を選定する。
　「酸化物電解法再処理＋振動充てん法燃料製造」
については，MOX共析，MA回収技術など枢要技
術の解決に不確定要因が多く，実用性を見通すに
は試験設備の整備を含めて相当な期間と規模の研
究開発が必要である。
　「金属電解法再処理＋振動充てん法燃料製造」に
ついては，前処理としての金属への還元工程や，
後処理としての酸化物への転換工程を必要とする
ため，他の技術と比べ経済性で劣る。このため，
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表６　再処理システムの設計要求適合度の評価結果

金 属 電 解 法
（金属燃料）酸化物電解法

先 進 湿 式 法
設 計 要 求

超臨界直接抽出型先進湿式先 進 湿 式

・電解等枢要技術の成
立見通しあり
・乾式特有の廃棄物処
理処分技術や電解槽
大型化など工業化技
術，計量管理対応な
ど課題あり

・MOX共析などの枢要
技術の成立性確認が
必要
・ルツボ材料等の長寿
命化，高温（～７００℃）
対応技術，廃棄物処
理処分技術，計量管
理対応など課題あり

・原理確証段階であ
り，抽出挙動に関す
る基礎データの蓄積
が必要
・高圧容器の安全性の
確保など工業化技術
の課題あり

・実験室規模のホット
試験等により成立の
見通しあり

・MA回収技術（イオン
交換法）のプロセス/
機器開発要素がある

技術的成立性

・小規模プラント（３８ 
tHM/y程度）でも要求
値を満足できる見込
み

・資源型炉心に対して
は，小規模プラント
（５０tHM/y程 度）で は
要求値を満足せず

・小規模プラント（５０ 
tHM/y程度）では先進
湿式法に比べ再処理
単価で約３０％減
・資源型炉心に対して
は，小規模プラント
（５０tHM/y程 度）で は
要求値を満足せず

・大規模プラント（２００ 
tHM/y程度）で要求値
を満足できる見込み

・資源型炉心に対して
は，小規模プラント
（５０tHM/y程 度）で は
要求値満足せず

要求値：
再処理＋燃料製造
で０．８円/kWh

経 済 性

・要求値を満足できる
見込み

・要求値を満足できる
見込み
・絞り電解でのMA回
収が前提

・要求値を満足できる
見込み

・要求値を満足できる
見込み

U/TRU回収率
　：９９％以上資源有効

利 用 性

・高レベル人工鉱物固
化体発生量は，要求
値をほぼ満足
（３８tHM/yプラントで
１９m3/y，１体 あ た り
のFP濃度は低い）

・高レベルガラス固化
体（リン酸ガラス）発
生量は，要求値を満
足
（５０tHM/yプラントで
７m3/y）

・高レベルガラス固化
体発生量は，先進湿
式法と同等

・高レベルガラス固化
体発生量は，要求値
を満足
（２００tHM/yプラント
で３６m3/y）

廃棄物発生量評価
要求値：発電量あ
たりでLWR再処理
と同等以下
（参考：六ヶ所８００t/y
プラントで１５０m3/y）

環境負荷
低 減 性

・目標達成のために
は，工程付加が必要

・絞り電解は技術的課
題あり

・目標達成のために
は，工程付加が必要

・見通しありU・TRUの廃棄物へ
の移行率
目標：０．１％以下

※下記の数値は現時点での概略推定値

表７　燃料製造システムの設計要求適合度の評価結果

乾 式 再 処 理 対 応湿 式 再 処 理 対 応
設 計 要 求 鋳　　造

（金　属）
金属電解法対応
振動充てん（酸化物）

酸化物電解対応
振動充てん（酸化物）

ゲル化振動充てん
（酸化物）

簡素化ペレット
（酸化物）

・U-Pu-Zr合金の射出
成型の見通しが海
外における小規模
試験から得られた
・均質組成を有する
燃料スラグ製造技
術，サンプル代表性
の確認などが課題

・転動造粒における
顆粒特性評価，スミ
ア密度の確保など
の確証が課題

・酸化物微小顆粒の
振動充てんの見通
しが海外における
工学規模試験から
得られた
・燃料棒軸方向密度
分布特性の把握，金
属ゲッター開発等
が課題

・MA，FPを含む多成
分組成の焼結顆粒
が製造できること
を小規模試験によ
り確認した

・ゲル化条件確立，焼
結条件確立等が課
題

・基本プロセスである
MA-MOXペレット
の焼結の見通しが
小規模試験から得
られた

・TRUペレットとし
ての原料粉調整，焼
結条件最適化が課題

・仕様緩和の検討が
必要

技術的成立性

・小規模プラント
（３８ tHM/y程度）でも
要求値を満足でき
る見込み

・小規模プラント
（５０ tHM/y程度）では
要求値を満足せず

・資源型炉心に対し
ては，小規模プラン
ト（５０tHM/y程度）で
は要求値を満足せ
ず

・大規模プラン（２００ 
tHM/y程度）で要求
値を満足できる見
込み

・大規模プラント
（２００ tHM/y程度）で
要求値を満足でき
る見込み

・資源型炉心に対して
は，小規模プラント
（５０tHM/y程度）では
要求値満足せず

経済性
（要求値とし
て再処理＋燃
料製造で０．８
円/kWh）

・スクラップ等を回収再利用可能なシステムとしており，要求値を満足できる見込み
資源有効利用
性（U/TRU回収
率：９９％以上）

・低レベル（地層処分）
　　：６．４t/y
・低レベル（余裕深度
処分）：なし
　（３８tHM/yプラントで）

・低レベル（地層処分）
　　：２３．４t/y
・低レベル（余裕深度
処分）：４．０t/y
　（５０tHM/yプラントで）

・低レベル（地層処分）
　　：１９．９t/y
・低レベル（余裕深度
処分）：なし
　（５０tHM/yプラントで）

・低レベル（地層処分）
　　：１０．６t/y
・低レベル（余裕深度
処分）：３．９t/y
　（２００tHM/yプラントで）

・低レベル（地層処分）
　　：８．９t/y
・低レベル（余裕深度
処分）：５．８t/y
（２００tHM/yプラントで）

環境負荷
低減性
廃棄物

発生量評価

※下記の数値は現時点での概略推定値

�
�
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今後検討を続ける合理性はないと考えられる。な
お，金属燃料サイクルが導入される場合，その初
期においては金属電解法で酸化物燃料を処理しな
ければならないが，酸化物燃料の還元技術につい
ては，下記の金属燃料リサイクルシステムの開発
の中で検討することとする。
（２）金属燃料リサイクルシステム
　「金属電解法再処理＋鋳造法燃料製造」は，技術
的な整合性の観点から合理的なシステムである。
本システムは比較的小規模でも経済性が期待でき
るが，工学規模の機器開発に必要なデータの取得
や，使用済燃料を用いたTRU回収技術の確証な
ど，枢要技術確認に必要な試験設備の整備が必要
であり，米国との国際協力で進めるとしても，開
発には時間がかかると考えられる。
（３）窒化物燃料リサイクルシステム
　窒化物燃料リサイクルシステムについては，基
本的に酸化物燃料や金属燃料のリサイクルシステ
ムに，N-１５の濃縮や化学形態転換など窒化物燃料
特有の技術を付加することで構築可能であること
から，他の燃料サイクル技術の開発成果や公募研
究の情報などを活用しながらN-１５濃縮技術など
の枢要技術の検討を深め，技術的な成立見通しと
実用化に要する期間を見極める必要がある。

６．FBRシステムと燃料サイクルを組合わせた概

念の検討

　フェーズⅡの最終取りまとめにおいて予定され
ている実用化候補概念の明確化にあたっては，技
術総括に加えて，多面的評価を活用した検討を実
施することとしている。この時の有望な組合せの
導出の検討フローを図１８に示す。FBRシステム及
び燃料サイクルシステムの技術総括で抽出された
それぞれの有望概念について，技術的な整合性を
考慮し，FBRサイクルシステム候補概念を組合せ
る。これらについて５つの開発目標（安全性，経
済性，環境負荷低減性，資源有効利用性，核拡散
抵抗性）に対する適合度の評価，日本の将来社会
のニーズに対する適合性の検討，技術的実現性や
社会的受容性に対する評価を行うとともに，技術
総括でのFBRシステム及び燃料サイクルシステム
それぞれの検討結果に基づき，有望な組合せを見
いだすこととしている。ここでは５つの開発目標
に対する適合度の試算結果を中心に報告するが，
今後，フェーズⅡの最終取りまとめに向けて設計
研究と要素技術開発の進捗をとりいれるととも
に，開発目標に対する適合度を求める尺度となる
評価基準など評価手法について更に検討していく
予定である。あわせて，日本の将来社会のニーズ
に対する適合性の検討を加味するとともに，現在
検討を進めている技術的実現性，社会的受容性の
評価なども考慮していく予定である。
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図１８　有望なFBRサイクル概念の検討フロー
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６．１　FBRサイクルシステムの候補概念の組合せ

　FBR，再処理，燃料製造の各システムについて
の検討結果に基づき，評価対象とするFBRサイク
ルシステム候補概念を以下のとおり組合せた。
①　ナトリウム冷却炉に組合せる炉心燃料とし
て，これまでの開発実績が多いMOX燃料と高性
能が期待できる金属燃料を選定した。MOX燃料
に整合する再処理技術として，経済性で有利な大
規模先進湿式法，規模の違いを見るための小規模
先進湿式法，小規模施設でも経済性向上の可能性
のある超臨界直接抽出先進湿式法及び酸化物電解
法を組合せた。これらに整合する燃料製造技術と
して簡素化ペレット法と振動充てん法を組合せ
た。金属燃料については，海外での開発をベース
として，技術的に適合度が高く，経済性に対する
高い潜在的能力を有する金属電解法と射出成型法
を組合せた。
②　鉛ビスマス冷却炉については，より高い性能
を引き出せる強制循環方式を対象とし，燃料として
は窒化物燃料とMOX燃料を取り上げ，それぞれに
対して先進湿式法，簡素化ペレット法を組合せた。
③　ヘリウムガス冷却炉については，原子炉出口
温度の高温化が図れる潜在的能力を有する窒化物
被覆粒子燃料を選定し，それに対応して先進湿式
法，被覆粒子法を組合せた。
④　水冷却炉については，冷却材との共存性から
MOX燃料を選定し，これに対応して先進湿式法と
簡素化ペレット法を組合せた。
　炉心については，より効率的にPuを増殖させる
資源重視型炉心と，炉心全体の平均燃焼度を向上
させて燃料サイクルコストの低減をねらった経済
性重視型炉心の両方のケースを評価対象とした。
また，FBRサイクルシステムとしての基本的な特
性を評価するとの観点から多重サイクルにおける
物質収支について評価した。なお，水冷却炉などに
ついては，現在も検討を進めているところである。

６．２　多面的評価

　FBRサイクルシステム候補概念について，５つ
の開発目標に対する適合度を評価する際には，そ
れぞれの目標の特性に応じた下記に示す評価方法
を採用することとした。
・安全性については適合すべき基準に対する合否
判定による評価

・経済性，環境負荷低減性，資源有効利用性につ

いては定量的な評価
・核拡散抵抗性については適合すべき基準に対す
る合否判定による評価及び専門家の判断を用い
た定性的評価の組合せ

　ここでの評価は，表４，６及び７に示す設計
データに基づいたものであり，これらは潜在的な
能力を評価するものと位置付けられる。
　安全性についてはFBRシステムでは設計基準事
象とこれを超える事象での安全性の確認を，燃料
サイクルシステムでは設計基準事象に関する安全
性の確認及びリスク評価による確認を行い，それ
ぞれ安全上の要求を満足しうる見通しを得ている。
　この安全性を除く，４つの開発目標についての
多面的評価の試算例を図１９に示す。図１９は資源重
視型のナトリウム冷却炉に再処理・燃料製造方法
を組み合せた場合の４つの開発目標に対する適合
度評価の一例である。経済性について，各燃料サ
イクル施設の規模の違いについて先進湿式法を対
象に比較すると，大規模施設が小規模施設に比べ
大幅に向上することが分かる。また，環境負荷低
減性については，再処理での製品回収率が優れて
いる先進湿式法の適合度が相対的に高いことなど
が分かる。
　これは，現時点までの成果に基づく暫定的なも
のであるが，今後，フェーズⅡ最終取りまとめに
向けて，評価基準の更なる検討，社会ニーズに対
する適合性検討，技術的実現性や社会的受容性の
評価などの残された課題の検討を進めていく予定
である。
　FBRシステムと燃料サイクルシステムの技術総
括と現時点までに得られている多面的評価の結果
から，炉型ごとに代表的な組み合せ概念の特徴と
課題を整理し，図２０に示す。
　多面的評価については検討途上の試評価ではあ
るものの，現時点までの設計研究と要素技術開発研
究の成果に基づき開発目標に対する適合度を評価
し，FBRサイクルシステム候補概念についての特徴
を暫定的ではあるがおおむね把握した。今後，フ
ェーズⅡの最終取りまとめに向けて，概念の明確化
における多面的評価の活用方法を含め，感度解析な
どにより主要因子が適合度に与える影響も参考に，
多面的評価手法の最適化に向けた検討を進めると
ともに，技術総括と組合せることにより，有望な
FBRシステムと燃料サイクルシステムを明確化す
るための手法整備を進めていく予定である。
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７．実用化調査研究の研究開発計画の検討

　実用化戦略調査研究フェーズⅡの目的のひとつ
に，FBRサイクルの実用化に向けた研究開発計画
の立案がある。
　研究開発計画の立案では研究開発資源の節約と
効率的な推進を図る観点から，既存の研究施設と
設備の有効活用及び国際協力の積極的な活用を考
慮することが重要である。
　実験炉「常陽」では，FBRサイクルの実用化に
必要な燃料・材料の照射試験，照射後試験などを

実施して将来の許認可に必要なデータを蓄積す
る。一方，原型炉「もんじゅ」では，より実用炉
に近い照射条件で集合体バンドルの照射試験を行
う。さらに，「もんじゅ」は発電プラントでもある
ため，その運転経験の蓄積により，ナトリウム取
扱技術の確立とともにプラント信頼性の実証，燃
料交換技術の高度化なども実施する。
　燃料サイクルについては，既存の施設において
「常陽」，「もんじゅ」の燃料製造を実施するととも
に，CPFにおける先進湿式法や金属電解法の要素
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図１９　燃料サイクルシステムの開発目標に対する適合度の試算例

図２０　FBRシステムと燃料サイクルシステムの代表的な組み合せ
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技術開発研究などを進め，将来の工学規模実証試
験につなげる。
　本研究に係る国際協力の状況と今後の展開を図
２１に示す。
　国際プロジェクトとしては，２１世紀前半の実用
化（２０３０年頃に初号機導入）を目指す次世代原子
力技術開発を国際的枠組みで推進するGeneration-
Ⅳ（Gen- Ⅳ）が進行中である。サイクル機構は，
Gen- Ⅳで対象となる原子炉概念が事実上のグロー
バルスタンダードとなり得るとの認識から，その
開始当初から参画し，「常陽」及び「もんじゅ」の
活用計画を提案している。
　また，米国との間で進めている革新的原子力シ
ステムのシーズ技術開発を行うための国際原子力
研究イニシアチブ（I-NERI）を始め，これまで進
めてきた二国間協力による枠組みについても積極
的に活用していく予定である。

７．１　開発計画の検討

　図２２に，FBRシステム及び燃料サイクルシステ
ムの各候補技術の研究開発計画における５年ごと
の主なねらいとその期待される研究成果を示す。
この図に示す「研究開発のステップ」は，次のよ
うに定めた。
Step１：技術的成立性のキーとなる要素技術開

発や長期間を要する課題に重点を絞っ
た研究開発を実施する段階（実験室規
模のホット試験などを含む）

Step２：技術体系の整備に必要な工学規模の試
験を実施する段階

　中間取りまとめにおいては，図２２に示した各候
補概念の研究開発計画のねらいを基に，現段階ま
でに得られた技術的知見に基づいて，各候補概念
の研究開発計画（案）を作成した。そのFBRシステ
ムの研究開発計画（案）を図２３に，また，燃料サイ
クルシステムの研究開発計画（案）を図２４に示す。
これらの図における各候補技術の研究開発計画
（案）は，現時点における技術評価に基づいて，そ
れぞれが実用化に向けて期待したとおりに進展す
ることを前提として展開を示したものである。
　フェーズⅡの今後２年間で実用化候補概念の明
確化を行う必要があることから，これまでの結果
を踏まえて各候補概念に対する研究の進め方や重
点配分などを検討するとともに，利用可能な研究
資源にも配慮した研究開発計画を立案する予定で
ある。なお，研究開発計画の実施にあたっては，
５年程度ごとにチェック・アンド・レビューを受
けつつローリングプランで進めることとしている。
（１）FBRシステムの研究開発計画
　FBRシステムの研究開発計画について，５年ご
との成果見込みと判断事項をまとめると，おおむ
ね以下のようになる。
（a）ナトリウム冷却炉
　ナトリウム冷却炉は，概念成立性に関わる基本
的な課題はない。フェーズⅡ終了までに，FBRと
して魅力ある概念の構築を行い，革新技術の開発
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図２１　実用化戦略調査研究における国際協力と今後の展開
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図２２　FBRシステム及び燃料サイクルシステムの各候補技術の研究開発計画のねらい
（期待される５年ごとの主な成果）　　　　　　　　　　　　　　　　 



３０

サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１

技
術
報
告

図２３　FBRシステムの実用化のための研究開発計画（案）

図２４　燃料サイクルシステムの実用化のための研究開発計画（案）
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成果を反映してその成立性を確かなものとしてい
くとともに，ナトリウム冷却炉に固有な課題解決
の見通しを得ることが重要である。この見通しが
得られた場合には，主要な革新技術の開発を行う
次の開発段階（Step１）に入る。さらに，５カ年
の研究開発によって，主要な革新技術の開発見通
しが得られた場合には，概念成立性の確認，革新
技術の確証を行う次の段階（Step２）に進展する。
このStep２での技術開発を仕上げることによっ
て，ナトリウム冷却炉の技術体系が整備される。
（b）鉛ビスマス冷却炉
　鉛ビスマス冷却炉は，開発目標に適合し得る概
念であるが，防食技術などの材料開発に加え，放
射性ポロニウムの生成，窒化物燃料照射挙動，３
次元免震技術の採用などの基礎的な段階の技術課
題が多く存在することから，これらを解決する段
階（Step１）が１０年程度必要と考えられる。この
開発期間を経た上で，実用化に向けた技術基盤整
備のために，実験炉を建設し，実炉体系での防食
技術の実証，燃料バンドルの照射実績，燃料交換
を含む運転実績，鉛ビスマス冷却系機器及び保
守・補修技術の実証などを行う工程が必要となる。
（c）ヘリウムガス冷却炉
　ヘリウムガス冷却炉は，被覆粒子窒化物燃料及
びSiC製多孔燃料集合体を用いた高温ガス高速
炉・ガスタービン直接発電概念が開発目標に適合
する可能性があることが明らかとなったが，燃料
粒子のFPに対するバリヤーが単層で，かつ粒子
数が数十億個以上あることから，統計的な観点か
らの燃料粒子破損，FP核種の構造材などへの付
着対策などの課題を解決する必要があり，被覆粒
子を母材に埋め込んだブロック型燃料体の実現の
可能性を明らかにする必要がある。すなわち，要
素技術開発に未だに着手できない状況である上，
概念成立性を左右する基礎的な技術課題（３次元
免震，断熱材料，縦置きガスタービンなど）が多
く存在するため，基礎的課題を解決する段階（Step
１）を１０年程度実施し，その上で実験炉を作り，
炉心燃料バンドルの照射実績，燃料交換を含む運
転実績，冷却系機器及び保守補修技術の実証など
を行う工程が必要となる。
（d）水冷却炉
　水冷却炉については，軽水炉のプラント技術が
活用できるが，高速中性子・水冷却環境下での被
覆管材料，高富化度燃料の炉心損傷時の影響緩和

対策の解決見通しを得る必要があるとともに，燃
料サイクルコストへの負担が多く，かつ，増殖比
などに対する炉心性能の制約があることを考慮
し，その開発意義も明らかにすることが重要であ
る。フェーズⅡ終了時点で，炉心燃料関連の課題
解決の見通しと開発意義が明らかになった場合は
次の開発ステップに進むこととなり，これは燃料
材料を開発するための原子炉（技術実証炉）の建
設準備に向けた段階に位置付けられる。この間に
は，内外の照射試験施設，安全性試験施設を活用
した試験研究により，１０年程度の期間が必要にな
る。
（２）燃料サイクルシステムの研究開発計画
　燃料サイクルシステムの研究開発計画につい
て，５年ごとの研究計画と判断事項をまとめる
と，おおむね以下のようになる。
（a）酸化物燃料
　２０１０年度ごろまで（Step１）には，CPFでの先
進湿式再処理法のプロセスデータの蓄積を行うと
ともに，試験機器のコールド試験を継続し，工学
規模ホット試験設備への設計に反映する。超臨界
直接抽出型先進湿式法に見通しが得られた場合
は，プロセス試験を継続し，その知見を工学規模
ホット試験設備の設計に反映できるようにする。
並行してCPFでの使用済燃料を用いたプロセス試
験で得られた低除染MOX粉末を元に，AGFなど
の既存施設において，ペレット法あるいは振動充
てん法により燃料ピンを製造し，２０１０年度以降の
「常陽」にて照射の準備を行う。また，燃料製造に
かかわる遠隔操作機器類の開発を行い工学規模の
燃料製造設備の設計に反映する。上記の試験デー
タなどをもとに，工学規模の再処理設備の設計を
進め許認可の取得を行い，建設のための準備を実
施する。
　２０１５年度ごろまで（Step２）には「もんじゅ」
の使用済燃料集合体を用いての先進湿式再処理法
のホット試験を行い，工学規模でのデータを収集
する。工学試験にて得られた低除染MOXをもと
に，既存のホットセル施設あるいは必要に応じて
重遮へいグローブボックス設備などを新設するな
どして，１～２体程度の集合体を製造し，「もん
じゅ」において照射データの取得を試みるものと
する。平行して工学規模の燃料製造設備の設計・
改造・増設を行い，工学規模での燃料製造技術の
データ取得の準備を行う。
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（b）金属燃料
　金属燃料については，技術的成立性を確認する
ための要素技術開発（Step１）に１０年程度の期間
が必要と考えられ，２０１０年頃までには，日本原子
力研究所で製造されるU-Pu-Zrの３元合金燃料ピ
ンの照射試験を「常陽」で実施し，金属燃料の照
射挙動データを取得するとともに，これまでの試
験データ，機器開発データなどを基に，使用済燃
料を用いた実験室レベルのホット試験設備を整備
する。その後，２０１５年度頃までには，「常陽」の使
用済燃料を用いた小規模ホット試験を開始し，技
術的成立性についての確証を得る。併せて「常陽」
での照射試験を実施する。これらの開発期間を経
た上で金属燃料システム全体を評価し，枢要技術
の見通しが得られた場合に，工学規模の試験によ
り技術を確立する段階（Step２）に進む。
（c）窒化物燃料
　窒化物燃料については，２０１５年頃まで技術的成
立性を確認するための基礎研究（Step１）を実施
し，窒化物燃料固有の研究課題を明確にする。こ
れ以降は，その成果に応じて研究計画を作成する。

７．２　FBRサイクルの実用化までの開発ステップ

　FBRサイクル実用化への開発ステップを図２５に
示す。FBRサイクルの実用化においては，原子炉
や燃料サイクル施設の建設費及び運転維持費の低
減とともに，高燃焼度燃料の開発による燃料費の
低減が必要である。燃料の開発は被覆管材料の開
発から照射データの取得まで１０年以上の長期間を
要することから，本研究では２０１５年頃を一つの到

達点としてFBRサイクルの技術体系を確立するこ
とを目指している。その後の経済性並びに技術的
信頼性に対する工学的実証を経れば，２０３０年頃に
はユーザが過度な投資リスクを負うことなく確実
に事業化できる見通しが得られると考える。この
２０３０年頃は現行の軽水炉のリプレース時期とも対
応しており，この時期までにFBRサイクル技術を
商用導入できる条件を整えておく意義はビジネス
チャンスとしての観点から大きい。

８．まとめ

　本稿においては，FBRサイクル実用化戦略調査
研究のフェーズⅡ（２００１年４月～２００６年３月）の
これまでの進捗状況を中心に紹介した。
　これまでの設計研究を通して，FBRシステム，
燃料サイクルシステムそれぞれの候補概念の技術
的課題や開発目標に対する適合度の評価結果など
の技術総括を行い，それぞれの概念の特徴を明確
にするとともに，それらの概念が持っている潜在
的能力を明らかにした。また，それぞれの候補概
念を実現する上で技術課題に対して，「もんじ
ゅ」，「常陽」，CPFなどの既存の研究施設を活用
した研究開発計画（案）を検討した。
　現在，多国間プロジェクトであるGEN- Ⅳによ
り，将来のグローバルスタンダード概念の構築に
向けてナトリウム冷却高速炉，ガス冷却高速炉及
び鉛合金冷却高速炉など６つのFBRシステムが検
討されている。以上を踏まえ，今後の研究の実施
に当たっては，従来の二国間協力に加えて，この
多国間プロジェクトを積極的に活用することによ
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図２５　FBRサイクル実用化へのステップ
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って，研究開発のさらなる資源的節約と効率的な
推進を目指す計画である。
　フェーズⅡの残りの２年間では，各候補概念の
設計研究並びに主要技術の成立性に係る定量的
データ取得のための要素技術開発研究などを引き
続き実施する。また，フェーズⅡ最終取りまとめ
に向けた設計研究と要素技術開発の成果に基づく
多面的評価結果を活用しながら，社会ニーズに対
する適合性の高いFBRサイクルシステム概念を明
確にするとともに，その後の実用化に至るまでの
研究開発計画を立案する。
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１．はじめに

　２００１年度から５カ年の予定で実施している実用
化戦略調査研究フェーズⅡについて，その３年間が
終了した２００４年３月に中間段階としてのまとめを
行った。フェーズⅠでは，既存の知見に基づいて，
高速増殖炉として有望なシステムを構築すること
を目的とした。フェーズⅡでは，構築した有望なシ
ステムの冷却材ごとに，その成立性を見通すための
要素技術開発を行い，新たな知見に基づいて候補概
念の成立性の見極めを行うことを目的としている。
本稿は，このフェーズⅡ中間とりまとめにおけるプ
ラント設計研究の成果を報告するものである。
　本研究は，「高速増殖炉システムの実用化調査
研究に関する協力協定」に基づき実施したJNCと
日本原子力発電（株）（９電力会社，電源開発株式
会社及び日本原子力発電（株）の代表）との共有
成果である。

２．ナトリウム冷却炉

　ナトリウム（以下，Na）冷却炉のフェーズⅡの
目的は，フェーズⅠで選定した候補概念であるア
ドバンストループ型炉設計を具体化し，フェーズ
Ⅱに向けての有望な実用化候補概念を提示するこ
とである。
　プラント設計に係るフェーズⅡでの主要な設計
要求は，プラント寿命６０年，受動安全機能と再臨
界回避方策の具体化，炉心損傷頻度１０-6/炉年未
満，建設コスト２０万円/kWeである。
　フェーズⅡ設計の概要をNa大型炉，Na中型モ
ジュール炉について，それぞれ図１，２に示す。

また，概念の特徴を以下にまとめる。
（１）Na大型炉
　鳥瞰図とプラント概念を図３に示す。建設コス
ト低減に向け，原子炉構造コンパクト化，ループ
数削減，配管短縮，ポンプ組込型中間熱交換器
（以下，IHX）採用等の設計方策を採用した。これ
らの方策は，Na冷却材の持つ特徴を最大限に活か
すと共に，２０１５年頃までに実用化が見込める革新
技術を採用した結果である。
（２）Na中型モジュール炉
　Na中型モジュール炉の設計方針としては，大型
炉設計での建設コスト低減方策を踏襲すると共
に，モジュール化によるコストダウンのほか，２
次系１ループ化，設備共有化の徹底，大型ユニッ
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図１　Na冷却大型炉の検討内容

図２　Na冷却中型モジュール炉の検討内容

図３　Na冷却大型炉のプラント概念
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ト工法の採用等も行っている。しかし，フェーズ
Ⅰで選定した５００MWe出力，６モジュール構成
では建設コストに対する設計要求値をわずかに超
えることが分かった。そのため，建設コスト要求
値を確実に達成するため，中型炉の簡素な設計を
踏襲できる範囲でスケールメリットを追求し，原
子炉１基あたりの出力を７５０MWeとし，４モジ
ュール構成に変更した。

２．１　Na大型炉代表概念の構築

（１）プラント設計
　基本仕様を表１に，概略系統図を図４に示す。

本プラントは，これまでのNa冷却炉開発に対す
る技術的知見を極力反映したループ型炉である。
以下に，設計の概要をまとめる。
①　原子炉構造
　炉心設計，炉内流動の適正化方策，耐熱性・耐
震性，事故後崩壊熱除去（以下，PAHR）対策等
と整合を図りつつ，主要構成機器（炉容器，炉上
部プレナム構造，炉上部機構，炉心支持構造，燃
料交換機等）を具体化し，コンパクトな原子炉構
造（炉容器径９．７m，高さ２０．０m，板厚３０mm）を
設定した。
②　冷却系
　IHXについては，伝熱管管束部入口温度平坦化
のため，１次側入口プレナムに整流構造を設置す
る等，機器構造及び機器仕様の詳細化を図った。
また，蒸気発生器（以下，SG）については，ヘリ
カルコイル型で設計を進め，６０年寿命化に対応す
るため伝熱管肉厚を３．１mmから３．３mmに増加し，
熱流動解析結果を反映して層数を最適化した結
果，重量が４０５tから４７５tに増加した。しかし，中
型炉設計で直管二重管型SG採用の見通しが得ら
れたことから，大型炉も直管二重管型SGを採用す
る計画である。１次・２次主配管については，外
管，サポートを含めた構造を具体化した。
③　崩壊熱除去系
　信頼性向上，Na漏えい対策強化及び建設コスト
削減を狙って，ポンプや送風機などの動的機器を
有さない完全自然循環型の崩壊熱除去系を採用す
るとともに，空気冷却器（以下，A/C）ベーン・
ダンパの多重化・多様化，A/C伝熱管の二重管化
等の概念を採用した。２系統の２次系共用型（以
下，IRACS）と１系統の直接炉心冷却型（以下，
DRACS）の構成とし，設計基準事象（以下，DBE）
の範囲で想定される各種の事象に対して燃料及び
原子炉冷却材バウンダリの健全性が確保できるよ
う，各系統の除熱量を２３MWtに設定した。
④　Na補助系設備
　６０年寿命化を達成するため，熱交換器伝熱管の
Na側/水側の腐食代・摩耗代を増加する必要があ
るが，コールドトラップ（以下，C/T）の純化能
力を１次系，２次系とも強化し，Na側腐食代の
増加を抑えて伝熱管肉厚の増加に伴う熱交換器物
量の増加を抑制している。
　Na漏えい対策設備については，１次系，２次
系及び崩壊熱除去系（A/C伝熱管を含む）のNaバ
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図４　Na冷却大型炉のプラント概念

表１　Na冷却大型炉の基本仕様

基　本　仕　様項　　目

ナトリウム冷却ループ型炉，ツインプラント原 子 炉 型 式

１，５００MWe/３，５７０MWt（プラント効率：４２％）電気出力/熱出力

２ループル ー プ 数

HL：５５０℃，CL：３９５℃/HL：５２０℃，CL：３３５℃１次系/２次系温度

４９５℃/１６．６７MPa主蒸気温度/圧力

９２．４％プラント稼働率

１８ヶ月　４バッチ運転サイクル期間

混合酸化物（MOX）燃料炉 心 燃 料

ABLE型均質２領域炉心炉 心 形 式

１４．８万MWd/t／１．１６（導入期）燃焼度 / 増殖比

１次ポンプ組込/縦置無液面斜行流式直管型中 間 熱 交 換 器

IHX組込/単段片吸込み方式１次主循環ポンプ

一体貫流型縦置有液面ヘリカルコイル型蒸 気 発 生 器

DRACS×１系統＋IRACS×２系統（６９MWt）崩壊熱除去方式

EVST貯蔵方式燃 料 貯 蔵 方 式

水平免震建屋原 子 炉 建 屋

６０年プ ラ ン ト 寿 命
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ウンダリを外管，ガードベッセル等で二重化し，
その内部を窒素雰囲気化するとともに仕切り構造
によりNa漏えいの影響を局限化する設計とした。
また，Na－水反応対策設備については，安全保護
系相当の固体電解質Na中水素計及び音響計を設
け，検知能力を向上させることにより，設計基準
漏えい率の低減を図った。
⑤　タービン設備
　据付・土木工事のコスト低減の観点から，ター
ビン発電機の架台として建屋一体型ばね支持鋼製
架台を採用した。タービン建屋内配置を検討した
結果，タービン建屋容積は約１９万m3となった。
⑥　燃料取扱設備
　コンパクトで剛性のある構造にしやすいマニピ
ュレータ式燃料交換機，安全性・運転性にすぐれ
破損燃料の取扱が容易な炉外燃料貯蔵槽（以下，
EVST）貯蔵方式を採用した。EVST（貯蔵容量４５９
体）及び水プール（貯蔵容量２，８５０体）を設置し，
サイト内に４炉心分の貯蔵容量を確保している。
なお，原子炉とEVSTの間は，稼働率向上を狙い，
複数体移送を採用している。
⑦　電気計装設備
　完全自然循環型崩壊熱除去系の採用により非常
用発電機の早期起動要求がなくなったため，従来
のディーゼル発電機に替えて，冷却系，潤滑油系
等の補助設備がなくコンパクトなガスタービン発
電機を採用することとした。更に，換気空調系設
備の常用系化等の合理化も行い，非常用発電機容
量を削減している。また，原子炉計装，プラント
計装の具体化を図った。その際，主配管は磁性体
である１２Cr鋼を採用していることから，従来使
用している電磁流量計ではNaに磁場が作用しな
いため流量を計測できず，超音波流量計を採用す
ることとした。
⑧　原子炉建屋・配置
　使用済み燃料貯蔵設備の容量は４炉心分と破損
燃料６体分を貯蔵できるようにしたうえで，ガス
タービン発電機採用等の設備合理化，設備の共有
化を図った。原子炉建屋容積は１プラント当たり
１３万m3となり，FBR実証炉（出力６６万kWeで原子
炉建屋容積１９万m3）に比べ，大幅に小さくした。
（２）成立性評価
①　構造健全性
　熱応力及び地震に対する構造健全性確保の見通
しを得るため，原子炉容器，IHX，１次系配管に

対し，構造健全性上支配的となる部位に対し評価
を行った。
　原子炉容器に関しては，起動時の液面上昇に伴
う厳しい温度変化により熱応力のかかる液面部及
び事故時のホットショック事象に伴う熱過渡が厳
しい下部構造について評価した。液面部はサーマ
ルライナの設置と胴肉厚を３０mmにすることで構
造成立性を見通すことができた。下部構造につい
ては，コールドレグ配管入口ノズル部の形状を下
部プレナムで混合促進可能なように変更し，内部
熱過渡条件を緩和することで構造成立性を見通す
ことができた。また，耐震性については，設計用
地震動に対しては水平免震と上下耐震構造で成立
する見通しを得ている。更に，より厳しい設計用
地震動の設定が求められる場合は，免震装置を厚
肉積層ゴムに変更するか容器の肉厚を４５mm程度
に増加することにより耐震性を確保できる見通し
を得ている。
　ポンプ組込型IHXに関しては，大型化に伴い上
部管板及び支持スカートの構造健全性が懸念され
たが，１２Cr鋼採用により材料強度が増加し，熱膨
張率が小さくなり，熱膨張応力が低下したため，
健全性を確保できる見通しを得ている。一方，ポ
ンプ組込みに伴い発生する振動に関しては柔構造
ケーシング採用により共振回避の見通しが得ら
れ，伝熱管のフレッティング磨耗については磨耗
量解析により限界値以下である見通しが得られ
た。耐震性に関しても振れ止め構造を設置するこ
とで成立性の見通しを得た。なお，別途，縮小モ
デルによる振動試験を行っており，今後その成果
を反映していく必要がある。
　１次系配管に関しては，大口径化に伴う構造成
立性は１２Cr鋼の採用により耐熱・耐震共に確保で
きる見通しを得た。特に，ホットレグ配管とIHX
ノズル部に対しては，一体化した構造モデルで詳
細評価し成立性の見通しを得た。
②　熱流動性
　炉上部プレナム内熱流動に関しては，トリップ
時の温度成層化，原子炉液面からのガス巻込み，
水中渦が懸念された。３次元熱流動過渡解析か
ら，温度成層化に伴う温度勾配は最大でもホット
レグ吸込みレベルで約７００℃/mとなるが，それほ
ど厳しい温度勾配ではなく，構造上，特に課題に
はならないと考えられる。ガス巻込みの防止対策
構造として２段式ディッププレート，燃料交換機
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の貫通部構造等を設置した。３次元流動解析の結
果，これらの対策によって自由液面部の最大流速
は０．１m/s程度にでき，水流動試験結果に基づけば
ガス巻込みは発生しない見通しが得られた。一
方，水流動試験で発生が確認された水中渦に対し
ては，フロースプリッタ設置等の対策により渦発
生が抑制される評価結果が得られた。また，自然
循環時の崩壊熱除去系による炉心長期冷却成立性
については，インタラッパフローの効果により集
合体平均温度が１５～３０℃ 低下するという見通しを
得た。
　大口径配管では，流力振動の発生，エロージョ
ン・コロージョンに対する裕度が少ない状態であ
ったが，ランダム振動及び自励振動評価の結果，
配管肉厚やサポートの増加により，裕度は拡大す
る見通しが得られた。別途，大口径配管流力振動
試験を実施しており，その試験結果を反映して評
価手法の整備を行い，評価を見直す予定である。
　また，IHX上部プレナム，ヘリカルコイル型SG
に対しても３次元流動解析を行い，伝熱管への流
量配分，伝熱特性，伝熱管座屈等への影響がない
との見通しを得た。
③　安全性
　本概念の安全設計上の成立性を見通す観点か
ら，DBEのうち，炉心燃料の健全性確保上クリテ
ィカルとなる，流量減少型（以下，LOF）事象及
び過出力型（以下，TOP）事象に対し，定格出力
時だけでなく，部分出力時も含め，解析・評価を
行った。いずれの事象に対しても判断基準を満足
する結果を得た。
　崩壊熱除去特性については，全交流電源喪失を
含む代表的な設計評価事象に対する除熱特性を評
価し，自然循環での除熱が可能である見通しを得
た。受動的炉停止機構である自己作動型炉停止機
構については，代表的な異常な過渡変化時の炉停
止失敗事象を想定した解析を実施し，適用見通し
を得た。
　再臨界回避については，溶融燃料の炉心外排出
を促進する概念として，フェーズⅠの段階までに
内部ダクト概念（以下，FAIDUS）及び軸ブラン
ケット削除概念（以下，ABLE）が考案されてい
る。FAIDUS概念については，効果的な燃料排出
が可能な見通しである半面，炉心性能への影響，
燃料集合体構造についての開発課題を伴う。
ABLE概念については，軸方向ブランケットを一

部取り去るのみであり，本概念を採用することに
よる炉心特性への影響はほとんどない。本概念の
再臨界回避に関する有効性見通しを得るべく，現
状知見に基づく解析ベースの予備検討を実施し
た。その結果，ABLE概念では，有意な燃料流出
が生じるためには炉心上下端の燃料の溶融を待つ
必要があり，流出開始までに炉心溶融が進展する
ため，再臨界回避を明快に示すことは困難である
と判断した。
　そのため，FAIDUS概念の安全面以外でのマイ
ナス要素の低減をねらって改良内部ダクト概念を
考案し，その概念具体化を進めている。PAHRに
対しては，炉心下部構造の受け皿，プレナム容量
の確保により，冷却保持の見通しを得た。
　また，炉心損傷発生頻度を概略評価し，１０-6/炉
年未満という要求条件を満足するということを示
した。検討にあたっては，国内外でのNa炉での運
転経験に基づく信頼度データを使用した。

２．２　Na中型モジュール炉代表概念の構築

（１）プラント設計
　基本仕様を表２に，概略系統図を図５に示す。
本プラントは，先に記したように，大型炉設計の
コストダウン方策を踏襲したほか，スケールデメ
リット対応として，中型モジュール炉としての合
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表２　Na冷却中型モジュール炉の基本仕様

基　本　仕　様項　　目

ナトリウム冷却ループ型炉，４モジュール炉原 子 炉 型 式

７５０MWe/１，７９０MWt（プラント効率：４２％）電気出力/熱出力

２ループ（２次系１ループ）ル ー プ 数

HL：５５０℃，CL：３９５℃/HL：５２０℃，CL：３３５℃１次系/２次系温度

４９５℃/１６．６７MPa主蒸気温度/圧力

９５．６％プラント稼働率

２６ヶ月　４バッチ運転サイクル期間

混合酸化物（MOX）燃料炉 心 燃 料

ABLE型均質２領域炉心（高内部転換型）炉 心 形 式

１５．０万MWd/t／１．０４（平衡期）燃焼度 / 増殖比

１次ポンプ組込/縦置無液面斜行流式直管型中 間 熱 交 換 器

IHX組込/単段片吸込み方式１次主循環ポンプ

一体貫流型縦置有液面２重管式直管型蒸 気 発 生 器

DRACS×１系統＋PRACS×２系統（３２MWt）崩壊熱除去方式

EVST貯蔵方式燃 料 貯 蔵 方 式

水平免震建屋原 子 炉 建 屋

６０年プ ラ ン ト 寿 命
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理化を図っている。以下に設計の概要をまとめる。
①　原子炉構造
　大型炉での炉内流動適正化検討結果を基に，原
子炉構造を検討した結果，容器径８．５m，高さ
１９．２mとなった。
②　冷却系
　１次系配管，ポンプ組込型IHXの仕様，２次系
系統とSG，２次ポンプ仕様を設定した。
　２次系概念の選定にあたっては，コストダウン
の観点から，２次ポンプは機械式・SGとの分離
方式を採用し，SG伝熱管は直管方式とした。更
に，SG伝熱管は，Na - 水反応対策に優れ，信頼
性・稼働率の高い密着二重管方式を採用した。設
計に際しては，熱流動評価結果を考慮した最適化
をはかり，構造を具体化した。Na漏えい対策に関
しては，大型炉と同様に，漏えいの局限化を図るた
め，配管には外管を設け，仕切り構造を採用した。
　また，Na炉としての魅力を追求する観点から，
供用期間中検査・補修性（以下，ISI＆R）の向上
を検討した。軽水炉基準に沿ったISI方針を検討
し，ISI項目，検査方法，手順を具体化した。補修
に対しても軽水炉と同等の方針を検討し，具体的
な改善方策等を摘出した。
③　崩壊熱除去系
　崩壊熱除去系方式は完全自然循環方式とし，１
系統のDRACSのほか，２次系が１ループである
ことから，２系統設置できる１次系共用型（以下，
PRACS）を選定した。A/Cの設計は大型炉と同様
である。除熱量は，大型炉と同様に設計基準事象
に対する自然循環での崩壊熱除去が可能であると
いう条件で設定し，DRACSが１０MWt，PRACSが
各１１MWtとした。

④　その他の設備
　Na補助系，燃料取扱設備，電気計装設備，ター
ビン設備に関しては，大型炉と同様な設計とした。
２次系C/TはSGが直管方式であるためSGと一体
化できないことから，２次ポンプと同一の容器に
設置した。また，タービン設備は，共用化による
合理化の観点から，２モジュールで１タービンを
共用する設計とした。
⑤　原子炉建屋・配置
　大型ユニット工法の採用により原子炉建屋は
５，０００トン前後のユニットに分け，工場製作，輸
送，現地据付する施工方法の見通しを得た。
　原子炉建屋容積は，モジュール化による設備共
有化により，１モジュールあたり７．１万m3となっ
た。なお，タービン建屋容積は２モジュール共有
で１９万m3である。
（２）成立性評価
①　構造健全性
　Na大型炉と同様に原子炉容器，ポンプ組込型
IHX，１次系配管について，熱応力及び地震に対
する構造健全性上支配的となる部位に対する評価
を行い，構造健全性が確保できる見通しを得た。
　また，直管二重管SGでは，胴ベローズの耐熱
及び長尺胴の耐震評価を行った。胴ベローズは内
側に熱遮へいライナを設置し，長尺胴は軸方向に
２箇所のスナバを設置する等の工夫により，構造
健全性が確保できる見通しを得た。
　IHX上部プレナム部に対しては，PRACSコイル
の運転時に発生する熱荷重による構造健全性が懸
念されたが，PRACS除熱時の温度過渡条件を基に
評価を行い，健全性確保の見通しを得た。
②　熱流動性
　原子炉上部プレナムでのガス巻込み及び水中渦
に関しては，Na大型炉の成果を反映しているた
め問題ない見通しである。温度成層化に関して
は，原子炉容器の小型化に伴う影響が懸念された
が，３次元熱流動解析の結果，約１，０００℃/mとな
り影響のない見通しを得た。
　IHXについては，上部プレナムでの流動解析を
行い，堰と整流板設置により，伝熱管への流量配
分が±３％以内に収まり，熱交換性能への影響は
少なく，伝熱管温度分布により生ずる可能性のあ
る伝熱管座屈も防止可能と考えられる。また，上
部プレナムにはPRACS伝熱管が設置されるため，
その流力振動が懸念されたが，流力振動評価を行
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図５　Na冷却中型モジュール炉のプラント概念
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い，振動は回避できることを示した。更に，３次
元熱流動解析によりPRACS運転時の所定の自然
循環除熱量を確保できる見通しを得た。
　直管二重管SGについては，管束部熱流動評価に
より，伝熱管温度差はプラグ条件下で最大８℃ と
なり，座屈条件温度差１２℃ を下回るため伝熱特性
及び伝熱管座屈への影響がないことを示した。ま
た，水側流動安定性評価からは，定格運転で不安
定となる結果となったため，オリフィスを設置す
るか，あるいはオリフィスを設置せず給水系を高
圧化する場合の検討を継続して実施する。
　格納容器空調については，空調停止条件で原子
炉建屋コンクリート温度が制限目安値８５℃ に達す
るまでには１４０時間程度となり，空調設備再起動に
十分な時間余裕があることから格納容器空調を常
用系とする合理化の見通しが得られた。
③　安全性
　DBEであるTOP及びLOF事象に対する評価を
行った。どちらの事象に対しても判断基準を下回
ることを示した。
　崩壊熱除去特性については，DRACS+２系統
PRACSに対する自然循環除熱特性評価を行い，
２次系を安全系にすることで冷却材の最高温度を
制限値以下にでき，安定した自然循環流量が確保
されることを示した。
　再臨界回避については，Na大型炉と同様であ
る。また，炉心損傷発生頻度の概略評価結果から
は，SGが二重管であること，PRACSを使用して
いることから，評価結果は判断基準である１０-6/炉
年未満という要求条件を満足することを示した。
④　運転制御
　中型モジュール炉は２原子炉で１タービンを共
用する構成であることから，１原子炉トリップ時
の健全原子炉運転継続が懸念される。そこで，プ
ラント動特性解析を行い，タービンガバナ弁制
御，主蒸気圧力制御等により，運転継続が可能な
見通しを得た。また，発電機負荷の大幅な喪失
（９５％）条件で所内単独運転移行評価を実施し，
タービンバイパス弁制御，セットバック制御等に
より，安定に移行可能である見通しを得た。

２．３　経済性評価

　Na大型炉については，スケールメリットの追求
やツインプラント化等によるコスト削減効果と，
革新技術の採用によって，建設コストは設計要求

の８５％を達成できる見通しである。また，Na中型
モジュール炉については，モジュール効果と設備
共用化，２次系１ループ化等により，建設コスト
は設計要求の９４％を達成できる見通しである。

２．４　今後の課題

　主要な課題を以下にまとめる。
（１）安全性に関する課題
　再臨界回避方策に関し，改良内部ダクト概念の
成立性確認，溶融燃料排出に関する現象把握や有
効性確認のための試験に基づく検討が必要であ
る。
（２）物量低減に関する課題
　配管短縮，ループ数削減に必須の１２Cr鋼に関
しては，材料強度基準策定に資するため，クリー
プ試験，クリープ疲労試験，熱時効試験等の長時
間材料データ取得を行う必要がある。また，炉上
部プレナム内流動特性把握と大口径配管・ポンプ
組込型IHXの流力振動試験・流動試験，Na試験装
置を用いての熱流動試験・機能実証試験等を行い，
革新的概念を検証して設計に反映していく必要が
ある。
（３）Na固有の課題
　密着二重伝熱管の検査性，プラグ補修方法，熱
過渡時の球形管板の構造健全性確保等の検討が必
要である。また，運転信頼性向上に必要となる検
査・補修方針の検討を行うと共に，検査技術，保
守技術の高度化が必要である。
　Na漏えい対策・Na - 水反応対策では，検出設備
の高度化あるいは開発を行う必要がある。

３．重金属冷却炉

　フェーズⅠでは，冷却材は鉛ビスマス（鉛ビス
マス共晶合金：Pb４５-Bi５５），炉型は中型タンク炉
を有望な炉型として選定した。更に，冷却材駆動
方式として，自然循環型炉と強制循環型炉の概念
を検討し特徴を把握した。フェーズⅡでは，この
検討を受けて冷却材駆動方式の選定を行い，安全
性，経済性，保守補修性等の検討を進めた。

３．１　プラント概念の検討

　プラント概念の検討経緯を図６に示す。フェー
ズⅠでは中型タンク炉の自然循環型炉と強制循環
型炉を有望な候補概念として選定した。フェーズ
Ⅱではこれを受け，自然循環型炉と強制循環型炉
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の検討を進めた。１）

　この結果，自然循環炉は強制循環炉に比較して
原子炉構造の高さが高くなり，耐震性が厳しく保
守・補修性に劣ることが分かった。鉛ビスマス腐
食試験（別稿の高速増殖炉の要素開発（１））におい
て腐食性を無視できないことが分かり，ISIや保守
補修性に配慮しなければならないこと，また，比
重の大きな鉛ビスマスを使用するため耐震性を十
分考慮する必要があることから，ISI空間を確保
できるとともに，高さを低くでき耐震性に優れる
強制循環炉を有望な炉として選択した。

３．２　強制循環方式鉛ビスマス冷却炉

（１）基本構造
　原子炉構造の鳥瞰図を図７に，構造図を図８に
示す。また，プラントの基本仕様を表３に示す。
炉型はモジュール化による経済性向上を追求した
中型（７５万kWe×４モジュールと１５０万kWeター
ビン２基）２次系削除強制循環冷却タンク型であ
る。鋼製原子炉容器の中に，蒸気発生器や主循環
ポンプを組み込み，鉛ビスマス冷却材を原子炉容
器と崩壊熱除去系に限定した構造とした。
　各モジュールとも原子炉容器に炉心，炉心支持
構造，上部炉心構造，燃料交換系設備，SG（６
基），機械式主循環ポンプ（３基），崩壊熱除去系
熱交換器（３基）を収容し，上部には回転プラグ
や各機器を支持するルーフデッキを設置した。炉
心から出た冷却材は，SGの上部から伝熱部に入
り水蒸気系と熱交換し，主循環ポンプを経て炉心
に戻る。SG２基に対して，主循環ポンプ１基が
設置されている。
　原子炉容器は，直径１４．６m，高さ２０．２m，板厚
６０mmの円筒形で，側壁中央部に支持構造があり
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図７　重金属炉の原子炉構造

図８　原子炉構造図
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全体の重量を支持している。炉心は炉心支持構造
で支持され，炉心支持構造の下部スカート部で原
子炉容器に接続している。
　SGの構造を図９に示す。SGは一体貫流方式ヘ
リカルコイル型６基（熱交換量：約３１０MWt/基）を
原子炉の外周側に設置し，補修のためにデッキの
上部に引き抜き可能な構造とした。
　主循環ポンプの構造を図１０に示す。主循環ポン
プは縦置き機械式遠心ポンプで，SGの間に設置
し，デッキの上部に引き出せる構造とした。

　崩壊熱除去系は，自然循環方式のDRACS（３系
統）を採用し，上部プレナムに配置した。
　タービン発電機は２モジュールに対して１基
（１５０万KWe/基）設置し，プラント全体としては
２基設置している。補助系統設備については，モ
ジュール間での共用を図り，プラント全体の設備
量を合理化した計画とした。
　原子炉建屋は３次元免震を採用し，地震入力の
低減を図った。原子炉構造の配置は４モジュール
を碁盤目に設置し，モジュールごとに独立な格納
構造に収納した。原子炉建屋の容積は，１モジ
ュール当たり６．２万m3となった。建屋構造図を図
１１に示す。
（２）経済性
　基本計画に基づき機器物量や設備容量を算出
し，鋼材重量は約３．２トン/MWe，原子炉建屋容
積は約１２０m3/MWeとなることが分かった。これ
によりプラントの建設コストを評価した結果，目
標値（２０万円/kWe）の１．０２倍と僅かに越えた。
また，メンテナンス工程，燃料交換工程，プラン
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表３　重金属炉の基本仕様

基　本　仕　様項　　目

（２次系削除）強制循環冷却タンク型原 子 炉 形 式

７５０MWe電 気 出 力

１，８７５MWt熱 出 力

５２０℃/３５２℃１次系PbBi温度

約２．７５×１０５ton/h（約２６，７００m3/h）１ 次 系 流 量

４５２．７℃/１５．６８MPa主蒸気温度/圧力

２４０℃/３，１２１ton/h給水温度 / 流量

蒸気タービンタービン発電機

約４０％プ ラ ン ト 効 率

９３．３％プラント稼動率

窒化物（酸化物燃料対応可）炉 心 ・ 燃 料

５，２７０mm遮蔽体外接円径

１５万MWd/t（取出平均）燃 焼 度

１．１９（窒化物燃料）増 殖 比

主炉停止系及び後備炉停止系原 子 炉 停 止 系

①受動的炉停止方策：SASS設置
②CDA防止強化型；高熱伝導窒化物
　燃料＋高沸点PbBi＋受動安全性

炉 心 安 全 性

炉心下部支持方式炉 心 支 持 方 式

炉壁冷却構造方式炉 壁 保 護 構 造

単回転プラグ＋切込み付コラム型UIS炉 心 上 部 機 構

縦置き機械式遠心ポンプ（３基）主 循 環 ポ ン プ

一体貫流ヘリカル型（６基）蒸 気 発 生 器

DRACS（３系統：完全自然循環方式）崩 壊 熱 除 去 系

ライナ型ガードベッセル（断熱ブロック＋ライナ）漏 え い 対 策

ライナ内張一体型コンクリート製格納容器
（炉上部矩形室ライナ＋生体遮蔽コンクリートライナ）原子炉格納施設

約１８ヶ月（EFPM），７バッチプラント運転サイクル

水プール貯蔵（IVS及びEVSTでの減衰なし）燃料減衰待貯蔵

単回転プラグ＋コラム型UIS＋パンタグラフ式FHM炉 内 燃 料 交 換

炉内貯蔵なし/直接取出し水プール保管炉内/外燃料移送

３次元免震免　 震

４０年以上プ ラ ン ト 寿 命

複数モジュール方式モジュール構成

６．２万m3/１モジュール原 子 炉 建 家

図９　蒸気発生器
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ト建設工程を検討した結果，稼働率９３．３％，建設
工期は３６．５ヶ月となった。
　現時点では，２０万円/kWeの経済性目標は達成
されていないが，今後以下の検討を進めることで，
目標が達成される可能性がある。
①　炉心核熱設計の詳細化と合わせ，出力規模の
向上による経済性の向上

②　蒸気発生設備と補助系統設備の余裕の見直し
による合理化

（３）安全性
　鉛ビスマス冷却炉では冷却材流速が低く制限さ
れ，炉心の出力密度と冷却材温度は低めに設定さ
れている。更に構造健全性に示すとおり，材料腐
食対策の観点から被覆材最高温度を低く押さえな
ければならない可能性もあり，この傾向は変わら
ない。また，熱伝導の良い窒化物燃料を採用して
いることにより，安全評価上着目される比較的短
時間の異常事象に対しては，炉心温度の上昇は緩
慢であり，燃料健全性確保上の裕度が大きい。冷
却系としては，鉛ビスマスと水の化学反応が穏や
かである特性を生かして２次系を削除した概念と

している点が特徴である。
　主要な安全設備である原子炉停止系及び崩壊熱
除去系については，ナトリウム冷却炉における設
計研究経験を踏まえて，多重化あるいは多様化を
図った系統構成としている。炉停止系について
は，主系と後備系の２系統構成とし，後備系の切
り離し部に自己作動型炉停止機構を設置すること
を検討している。多重化された崩壊熱除去系は，
全交流電源喪失時にも炉心冷却性を確保する設計
としている。冷却材漏えい原因となるバウンダリ
破損に対しては，ナトリウム冷却炉と同様の低圧
システムである特徴を生かして，原子炉容器室内
の容積制限によって炉心冷却に必要な液位を確保
する。蒸気発生器伝熱管破損については，炉心へ
の蒸気流入が発生しにくいよう途中にプレナムを
設ける構成等にすると共に，早期検出と保護動作
によって漏えいの影響を局限する。
　代表的な異常事象についての予備的な安全評価
と炉心損傷発生頻度の概略評価を実施し，それら
の評価結果に基づいて，本概念が安全設計要求に
適合した高い安全性を有するものとなりうると判
断した。
　ただし，蒸気発生器伝熱管破損時に１次系内に
進入した蒸気泡挙動の把握と対策設備の具体化に
ついては，今後試験研究の実施等を通じて検討す
る必要がある。また，炉心損傷時の影響緩和方策
については，冷却材の比重が大きく沸点が高い特
徴を考慮して，損傷燃料を原子炉容器上部プレナ
ム内に広く分散させることが考えられるが，具体
的な検討を行うためには，鉛ビスマス環境下での
窒化物燃料の溶融移動挙動に関するデータ取得が
必要である。
（４）構造健全性
　鉛ビスマスは腐食性があり，腐食特性の把握と
腐食防止手法の開発が重要なテーマとなる。この
ため，腐食特性試験を行い，腐食のメカニズムの
把握と，酸素濃度制御等による腐食環境制御方法
の検討を進めている（別稿の高速増殖炉の要素開
発（１））。現在までの試験結果から，構造材の表面
に形成される腐食防止酸化膜は，高温（約５７０℃）に
なると不安定になるとの知見を得ている。現在は，
滞留鉛ビスマス中での試験結果であるが，今後行
われる流動鉛ビスマス中の試験結果によっては，
より厳しい結果が出ることが考えられ，この場合
には，冷却材温度を下げる可能性が高くなる。
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図１０　主循環ポンプ
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図１１　プラント配置図
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　鉛ビスマス冷却材は比重が大きく耐震性も重要
な課題の一つであり，原子炉容器，炉心支持構
造，炉内機器について解析モデルを作成し耐震評
価を行った。この結果，建屋３次元免震装置を使
用し，原子炉容器の板厚を６０mmにすることで，
耐震性の見通しを得た。炉心上部機構等の機器
も，大きな支持構造を用いることなく成立するこ
とを示した。
（５）運転，保守・補修性
　運転性は，強制循環炉であるため基本的に従来
の液体金属炉と同じと考えられ，プラント起動停
止，負荷追従性の解析を行い，安定した運転がで
きることを示した。
　ISIは基本的にナトリウム炉と同じ考え方であ
るが，特に鉛ビスマスが腐食性を有することか
ら，構造材の減肉の検査が重要になる。このため，
検査部位の増加や狭隘部の検査が必要となり，こ
れに対応する冷却材中観察装置等の検査手法と設
備の開発が必要となる。
　保守・補修性についても鉛ビスマスの腐食性を
配慮した計画が必要となり，腐食が異常に進行し
た場合に備えて，主要機器を原子炉構造から引き
出し，外部で補修ができる構造とした。また，こ
の場合に必要となる冷却材のドレン設備等をプラ
ント計画に反映した。当然，プラントの腐食環境
の制御技術は十分な運転経験を積むことにより，
これらの設備は削除可能である。なお，保守・補
修時については放射性ポロニウム対策等の検討を
合わせて進める必要がある。
（６）まとめ
　これまでの検討の結果，出力７５万kWe規模の中
型モジュールタンク型強制循環炉とすることによ
り，開発目標を達成できる可能性があることが分
かった。
　今後の検討としては，材料腐食試験結果の反映
が最も重要な項目である。構造健全性に示すよう
に腐食が高温側で厳しい場合は，冷却材温度を下
げる必要があり，この場合プラントの効率が落
ち，経済性が悪くなる可能性がある。現在までの
データでは，５７０℃ 程度の温度を境に腐食特性が
変わっており，冷却材温度を下げたプラントとす
る可能性が高いが，最終的に流動鉛ビスマス中で
の腐食試験結果により評価する。この場合，まず
炉心設計を行い，その結果に基づき設備計画，安
全性評価，保守補修性の検討，経済性の追求を実

施し，重金属炉としての有望な概念を選択する予
定である。

４．ガス冷却炉

４．１　有望なガス炉概念の選定

　ガス炉のフェーズⅠでは，冷却材（炭酸ガス，
ヘリウムガス），燃料形態（ピン型，被覆粒子型），
発電方式（蒸気タービン発電，ガスタービン（以
下，GT）発電）の組合せから，①ピン型燃料炭酸
ガス炉（蒸気タービン発電），②被覆粒子燃料ヘリ
ウムガス炉（GT発電），③ピン型燃料ヘリウムガ
ス炉（GT発電）について検討を実施した２）。
　有望なガス炉概念の選定は２００１年度に実施し，
以下の知見を得た３）。ガス冷却炉の検討の流れを図
１２，各ガス炉のプラント基本仕様を表４に示す。
（１）ピン型燃料炭酸ガス炉（蒸気タービン発電）
　ピン型燃料炭酸ガス炉は，プレストレストコン
クリート型原子炉容器（以下，PCRV），大容量ガ
ス循環機等の開発課題はあるものの，技術的成立
性の見通しは後述するヘリウムガス炉よりも相対
的に高い。しかし，Naに比較して炭酸ガスの熱
伝達率は悪く，SGが大型化し，これを格納する
PCRVの容積が大きくなること，大容量ガス循環
機のため所内負荷率が約１４％になることから，経
済性でNa炉を上回ることは困難な見込みである。
（２）被覆粒子燃料ヘリウムガス炉
　被覆粒子燃料ヘリウムガス炉は，炉心燃料材料
の開発，GT技術等の長期の開発期間を必要とす
る。建設コストは炭酸ガス炉と同等程度であるが，
所内負荷率，熱効率の点からはヘリウムガス冷却
方式の方が有利である。また炉心出口温度を８５０℃
と高温にできるため，高温熱利用（水素製造等）
のポテンシャルがある。
　安全特性に関しては，減圧事故を含むDBEの
範囲では後述するピン型燃料ヘリウムガス炉と同
等程度の見込みである。一方，ガス炉の代表的事
故事象である，減圧事故にスクラム失敗して自然
循環除熱となる条件を重畳した苛酷な想定の下
（以下，苛酷事象）では，被覆粒子型では炉心の熱
容量が相対的に大きく，異常時の事象進展が緩慢
となり，ドップラー効果等の固有安全特性や自然
循環除熱特性を活用した炉心損傷防止対策が可能
な見込みである。
（３）ピン型燃料ヘリウムガス炉
　ピン型燃料ヘリウムガス炉は，開発目標達成の
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見通し，建設コスト，DBEでの安全特性は被覆粒
子燃料ヘリウムガス炉と同等程度である。しかし，
苛酷事象条件下での安全特性に関しては，即応性
のある受動的炉停止機構が必要である。
（４）有望なガス炉概念の選定
　以上より，経済性，安全性の観点から，「被覆粒
子燃料ヘリウムガス炉」を有望なガス炉概念とし
て選定した。ピン型燃料ヘリウムガス炉について

は，新たな設計検討は行わないが，耐熱被覆管材
候補に対する技術開発動向を注視していく。

４．２　被覆粒子燃料ヘリウムガス炉

　ガス炉のフェーズⅡでは，被覆粒子燃料ヘリウ
ムガス炉について検討を行った。プラント概念，
基本仕様を図１３，原子炉構造図を図１４に示す。フ
ェーズⅡ設計要求と達成状況を表５に示す。
（１）基本構造
　プラント基本仕様は，経済性向上のため電気出
力を大きくすると共に，熱輸送性能を向上させる
ため高圧システムとしており，電気出力１１２万
kWe，原子炉圧力６MPa，炉心入口/出口温度
４６０℃/８５０℃ に設定した。この電気出力は，１軸
縦置き型GT設計例がないため，検討当初に高温ガ
ス炉概念で存在した６０万kWt/基を容量上限とし，
さらに開発課題低減の観点から原子炉容器径１０m
を上限として検討を進めた結果の数値である。
　プラント概念は，鋼製原子炉容器の周りにGT
発電ユニットを収納する動力変換容器４基を配置
し，これらを二重配管で接続する構成とした。炉
心上部には補助炉心冷却器，下部には制御棒駆動
装置を配置している。これらの機器を原子炉格納
容器（内径３９m，高さ４９．５m，板厚５５mm）に格
納する設計とした。プラント配置は設備共有化に
よる物量削減を狙い，ツインプラント構成とした。
建屋容積は２１．８万m3/プラントとなった。なお，
GT直接発電のためタービン建屋は不要である。
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図１２　ガス冷却炉の検討の流れ

表４　ガス冷却炉のプラント基本仕様
（有望な概念選定時）　　

ピン型燃料
ヘリウムガス炉

被覆粒子燃料
ヘリウムガス炉

ピン型燃料
炭酸ガス炉項　目

１，１６９MWe１，１２４MWe１，５０９MWe電 気 出 力
（発電端）

２，４００MWt２，４００MWt３，６００MWt熱 出 力

約４９％約４７％約４２％プラント熱効率

約３％約３％約１４％所内負荷率

６MPa６MPa４．２MPa原子炉圧力

４６０℃/８５０℃４６０℃/８５０℃２６６℃/５３０℃炉心入口／
出 口 温 度

耐熱ピン型
窒化物燃料

被覆粒子型
窒化物燃料

ピン型
酸化物燃料燃　 料

１５０GWd/t１００GWd/t１５５GWd/t燃 焼 度

１．１１．２１．２増 殖 比

鋼製原子炉容器鋼製原子炉容器PCRV原子炉容器

ヘリウムガス
タービン４基

ヘリウムガス
タービン４基

蒸気タービン
１基タービン発電

鋼製格納容器鋼製格納容器
スチールコンクリー
ト型格納容器
（SCCV）

格 納 容 器
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図１３　被覆粒子燃料ヘリウムガス炉及び建屋配置鳥瞰図

図１４　原子炉構造図
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（２）経済性
　建設単価は，設計要求の基準値（２０万円/kWe）
を１割程度上回る結果となった。主要因としては，
物量の多さ（高耐圧原子炉容器及び大容量・高耐
圧格納容器等が必要），３次元免震装置の採用，電
気出力の差異（電気出力がNa炉より２割程度小さ
い）が挙げられる。
　稼働率は平均定検期間４５日，運転サイクル２０ ヶ
月より９３％，建設工期は４６．５ヶ月となった。
（３）安全性
　本概念では，冷却媒体としてのガスの弱点を克
服すべく，高温耐性に優れた被覆粒子燃料を低出
力密度で使用すると共に，冷却材の流動圧力損失
を抑えた炉心設計としている。更に炉心内の冷却
材体積割合を低減することにより減圧に伴い投入
される正反応度の抑制を図っている。このような
設計対応に加えて，本炉心では燃料被覆層及び炉
心構造材の中性子減速効果によってドップラー係
数が比較的大きくなっている。このような炉心設計
上の特徴から，代表的事故事象である減圧事故を含
む異常状態においてもドップラー反応度フィード
バックによる出力抑制効果が有効に働くと共に，炉
心冷却に必要な冷却材の流れが確保される。

　このような炉心設計に加えて，バウンダリ破損
等の異常による減圧特性を緩和するための主配管
への外管設置，格納容器の漏えい冷却材圧力
（０．６５MPa程度）に対する耐圧性確保等の対策を
施し，更に減圧条件下においても自然循環による
除熱機能を持たせた補助炉心冷却系を設置するこ
とにより，減圧事故にスクラム失敗と崩壊熱除去
系の強制循環機能喪失を重畳した苛酷な条件にお
いても著しい燃料破損に至らない高い炉心損傷防
止能力を追求している。
　原子炉停止系については，主系及び後備系の２
系統の能動的炉停止系を基本概念とし，自己作動
型の制御棒挿入機構についても検討している。炉
心損傷対策については，被覆粒子型窒化物燃料の
溶融移行挙動についての試験データがない現状で
は詳細な検討は困難であるが，格納容器内にキャ
ッチパン状のコアキャッチャーを設置することと
し，その有効性や炉心損傷の事象推移について予
備的な検討を実施している。
　このような安全設計概念の妥当性について，予
備的な安全評価の結果を踏まえて検討し，安全性
に関する設計要求を満足しうる概念であると判断
している。
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表５　フェーズⅡ設計要求と被覆粒子燃料ヘリウムガス炉設計の達成状況

達 成 状 況設 計 要 求

・深層防護の考え方を基本とした安全設計概念を設定し，予備的な安
全評価と炉心損傷頻度評価によって，左記要求を満足しうる概念で
あると判断した。

（a）基本要求
・深層防護を基本とし，同世代軽水炉
と同等以上の高い安全性の実現

・炉心損傷発生頻度１０-6/炉年未満安

全

性

・後備炉停止系の切り離し機構にSASSを設置して炉停止機能を強化す
ると共に，完全自然循環による除熱が可能な崩壊熱除去系として除
熱機能を強化して，炉心損傷発生頻度低減を図った。

・減圧事故に炉停止失敗と崩壊熱除去系の強制循環失敗を重ねた苛酷
な条件でも炉心損傷が防止できる可能性のある概念とした。

（b）炉心損傷防止機能への要求
・受動的炉停止あるいは反応度抑制機
能の導入

・全交流電源喪失時の炉心冷却機能確
保

・炉心損傷時の原子炉容器内での保持冷却が困難であり，炉外コア
キャッチャーの適用を検討し，その概念を示した。

（c）炉心損傷に対する格納機能の確保

・動的機器などを適宜交換することにより，達成可能な見通し。［プラント寿命］：６０年要求値

経
済
性

・４６．５ヶ月（大型炉）［建設工期］：４２ヶ月（大型炉）目標値

・建設単価評価値は約１１０（基準値を１００とした場合の相対値）［建設単価］：２０万円/kWe以下
基準値

・９３％［稼　働　率］：９３％

・タービンバイパス弁制御による出力の追随性は良好であり，日負荷
追従運転は対応可能な見通し。・日負荷追従運転が可能であること。

運
転
・
保
守
補
修
性

・メンテナンスエリアの線量率が高いため，炉心周り遮へいの強化，
保守作業の遠隔自動化などにより，保守作業員の被ばく低減を図る
必要がある。

・保守作業員の被ばく低減を図ること。

・軽水炉の供用期間中検査（ISI）基準におおむね対応させることが出
来た。ただし，ヘリウムガス炉特有の機器については個別に適合ロ
ジックを設定した。また，全炉内機器の引き抜きが必要になった場
合を想定した原子炉構造設計を行った。

・化学的活性や毒性，放射化等，冷却
材の有する特性を考慮し，運転性，
保守補修性の向上を図ったプラント
設計とすること。
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（４）構造健全性
①　高温構造設計
　ヘリウムガス炉では，減圧事故時に１，５００℃ 程
度の高温ガス雰囲気になる可能性がある。一方，
構造材には軽水炉等で実績のある材料を採用して
いるため，高温ガスと接する領域では構造材に断
熱材を設置する必要がある。断熱材構造を図１５に
示す。断熱材を耐熱材SiC製のライナとスタッド
ボルトで固定する方式を設計した３）。
　熱過渡時の断熱材有効性評価を行い，内容器内
側の場合，断熱材厚さが２００mmあれば制限温度
以下になる見通しを得た。設計ではスタッドボル
ト等を通しての熱伝導効果を考慮して断熱材構造
厚さ３００mmとした。
②　耐震評価
　ヘリウムガス炉は一次系が高圧システムのた
め，一次系バウンダリは厚肉構造（原子炉容器の
円筒胴で１５０mm）となっており，バウンダリ自体
に耐震強度上の問題はないと考えられる。ただ
し，炉内及び支持構造の耐震評価は必要である。
原子炉構造物の解析モデルを作成し，強地震（マ
グニチュード７．１相当）条件４）において検討を行っ
た。その結果，建屋水平免震だけでは上下地震加
速度が１Gを超え，燃料集合体等に浮き上がりが
生じ，落下時に破損する可能性があることから，
建屋３次元免震を採用することが必要である。こ
れにより上下地震加速度が０．３G程度となり，燃
料集合体等の浮き上がりによる破損の可能性はな
くなった。また，その他支持構造物についても大

きな支持構造を使用することなく成立することを
確認した。
（５）運転，保守・補修性
　運転については，タービンバイパス弁制御によ
る出力の追随性は良好であり，日負荷追従運転は
対応可能な見通しである。
　ISIについては，ヘリウムガス炉特有の部位（内
側断熱材，外側にバックアップ構造のある溶接継
手）は個別に試験内容を設定し，それ以外は軽水
炉ISI基準（JEAC４２０５）にて対応させた。
　検査性・保守補修性の向上を図るために，ISIア
クセス用検査孔の設置，炉内構造物の引抜きを想
定した炉心吊り下げ構造への変更等の原子炉構造
の見直しを行った。
　今後，詳細検討が必要ではあるが，軽水炉に近
いレベルのISI性，保守補修性が得られる可能性
はあると考える。
（６）開発課題
　ヘリウムガス炉のプラント設計検討により検討
すべき技術課題を明確にした。プラント関連で
は，１軸縦置き型GTの開発，補助炉心冷却系熱
交換システムの開発，断熱材ライナの開発が次の
研究開発段階に進むために必要である。

４．３　まとめ

　有望なガス炉概念として，経済性，安全性の観
点から「被覆粒子燃料ヘリウムガス炉」を選定し
た。また，被覆粒子燃料ヘリウムガス炉について，
原子炉構造等の具体化を進め，設計要求への適合
性の見通しについて明らかにした。
　今後は，所内の炉心燃料設計の進捗や国際動向
を注視しながら，その成果を必要に応じてプラン
ト設計に反映していく予定である。

５．小型炉

　小型炉の検討ではニーズ等の調査結果から，都
市への電源供給及び水素製造プラントへの熱供給
が有望であることが明らかになった５）。このため
都市近郊設置電源及び水素製造プラントの概念検
討を実施した。水素製造方法としては高速炉で利
用可能な水素製造方法の調査を行い６），水蒸気改
質法とハイブリッド熱化学法を検討対象とした。

５．１　ナトリウム冷却小型炉

　近年，電力自由化への対応や，エネルギー需要
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図１５　断熱材構造（内容器部）
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の観点より，電力需要に柔軟に対応が可能で，投
資リスクの小さい分散電源の導入が重要視されて
いる。実用化戦略調査研究においても，基幹電源
以外に，固有の安全特性及び受動的安全性の活用
や，炉心長寿命化などの特徴を有する小型炉概念
の検討を進めている。ここでは，出力１６５MWe，
金属燃料を使用したNa冷却小型炉のプラント設
計を紹介する。
　表６にプラント主要仕様，図１６にプラント概念
図を示す。プラント設計では，ループ数低減，機
器合体などによる簡素化を目指して，制御棒制
御・強制循環方式のタンク型原子炉容器と蒸気発
生器（１基）の構成とした。原子炉容器内には
環状型中間熱交換器と電磁ポンプの合体機器を
直列配置し，かつ，UIS引抜きによる燃料取扱方
式を採用して，原子炉容器径の小型化を追求し
た。建設コストは，習熟効果を考慮する場合３５万
円/kWe以下，稼働率は９５％以上と，いずれも経
済性の基準値を満足する見通しである。安全性に

ついては，万一のATWS発生時にもSASS挿入に期
待しないで，高温整定する見通しを明らかにした。

５．２　水素分離改質法による水素製造プラント

　水素製造法の一つとして以下の化学式に基づ
く，メタンガスの水蒸気による改質法がある。
　

　この反応は触媒下において８００℃ で進む平衡反
応である。ただし，水素分離膜を用いて反応側の
水素分圧を低下させた場合は，５００℃ 程度でも反
応が進行する７）。メタンガスを原料とするため二
酸化炭素を放出するが，水素分離膜の技術は実用
化段階にあり早期導入を目指すことが可能である。
　ここでは２次冷却系へ水素分離改質器の設置を
想定した場合の原子力水素プラント概念を構築し
た８～１０）。基本仕様を表７，系統概念図を図１７に示
す。原子炉熱出力の７５％を発電するために使用
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表６　ナトリウム冷却小型炉プラント主要仕様

仕　　　　様項　　　　目

タンク型原 子 炉 容 器 型 式

１６５MWe電 気 出 力

３９５MWt熱 出 力

５５０/３９５℃１次ナトリウム系温度

５２０/３３５℃２次ナトリウム系温度

４９８℃/１７．２MPa主 蒸 気 温 度 / 圧 力

２４０℃給 水 温 度

４２％プ ラ ン ト 効 率

環状電磁ポンプ主 循 環 ポ ン プ

自然循環PRACS×２系統崩 壊 熱 除 去 系

図１６　ナトリウム冷却炉プラント概念図
図１７　水素分離改質法を用いた水素製造プラント系

統図

表７　水素分離改質法を用いた水素製造プラント基
本仕様

仕　　　　様項　　　　目

３９５MWe熱 出 力

ナトリウム冷却高速炉原 子 炉 型 式

Pdメンブレンリアクタ水 蒸 気 改 質 器 型 式

５５０/３９５℃１ 次 系 温 度

５４０/３７５℃２ 次 系 温 度

７４，０００Nm３/h（熱利用２５％）水 素 製 造 量

１１９MWe電 気 出 力

５００℃水 蒸 気 改 質 温 度

２．９S/C（蒸気メタン混合比）

０．５転 化 率
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し，残りの２５％を水素製造に用いて７４，０００Nm3/h
の水素製造が可能である。
　蒸気発生器で加熱された５００℃，１６．７MPaの蒸
気は発電用と水素製造用に配分される。水素製造
用の蒸気は，水素分離膜の圧力制限のため，
２MPaまで減圧されメタンガスと混合される。そ
の後，減圧とメタンガス混合により低下した温度
を予備改質器で５００℃ に再加熱し，水素分離改質器
に供給する。
　水素製造プラントの鳥瞰図を図１８に示す。原子
力水素プラントでは原子炉と水素製造設備の隔離
に係わる問題を有するが，本研究では水素爆発に
対して，建屋隔壁の耐圧強度により健全性を確保
することとし，原子炉と改質器を近接配置してい
る。建屋体積は原子炉建屋（改質器室を含む）が
５４，８００m3，タービン建屋１，６００m3であり，その他
の水素製造設備は屋外に設置する構成となってい
る。
　本プラントの水素製造コストは２１円/Nm3（二酸
化炭素固定費込み）となり，目標値１７円/Nm3を
約２割上回った。原子力水素プラントコストのう
ち，水素分離改質器の占める割合が大きいため，
これの合理化により水素製造コストの低減が期待
される。水素分離改質器の仕様は水素分離膜の水
素透過性能から決定されるため，高性能水素分離
膜の開発が必要である。

５．３　ハイブリッド熱化学法による水素製造プラ

ント

　熱化学法による水素生成プロセスは硫酸系，硫
酸－ヨウ素系（IS法），硫酸－臭素系によるもの

があるが，いずれも８００～１，０００℃ の温度を必要と
するプロセスである。これに対し，ハイブリッド
熱化学法は以下に化学式を示すSO3電気ガス分解
とSO2溶液電気分解を組み合わせることにより，
５００～５５０℃ の温度範囲で二酸化炭素を発生しない
で水素を生成するプロセスである１１）。
　
　

　ここでは，ハイブリッド低温熱化学法を利用し
た原子力水素プラントの概念設計を実施した。本
プロセスでは原子炉熱出力の５５％で発電を行い，
残りの４５％を水素製造に使用する。
　水素製造プラントの基本仕様を表８，系統概念
図を図１９，プラント鳥瞰図を図２０に示す。本プロ
セスは硫酸を利用した閉じたプロセスであり，硫
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図１９　ハイブリッド熱化学法による水素製造プラン
ト系統図

表８　ハイブリッド熱化学法による水素製造プラン
ト基本仕様

基 本 仕 様項　　　　目

３９５MWt熱 出 力

ナトリウム冷却高速炉原 子 炉 型 式

ハイブリッド熱化学法水 素 製 造 法

５５０/３９５℃１ 次 系 温 度

５４０/３５０℃２ 次 系 温 度

４７，０００Nm3/h水 素 製 造 量

８２MWe電 気 出 力

９５w％硫 酸 濃 度

８５％SO 3 電 気 分 解 効 率

９０％H 2 O 電 気 分 解 効 率

４２％水 素 製 造 効 率

図１８　水素分離改質法を用いた水素製造プラント鳥
瞰図
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酸蒸発器で蒸発したSO3を電気分解してSO2を生
成し，更にSO2溶液を電気分解して硫酸に戻す過
程で水素を製造する。２次ナトリウム系にSO3電
気分解器，硫酸蒸発装置を設置し，本プラント
で使用する電気分解電力は蒸気タービン発電か
ら供給する構成とした。水素製造量は約４７，０００ 
Nm3/h，水素製造効率は４２％（製造水素の燃焼熱/
原子炉熱出力）と評価され，常温水電気分解の場
合の３８％（発電効率４２％×電気分解効率９０％）と
比較して高い効率が得られた。また，IS法と比較
して低温のプロセスであるため鋼鉄系の材料で機
器を設計可能であることが明らかとなった。
　本研究では既往知見を基にSO3電気分解器及び
SO2溶液電気分解器の電気分解効率を設定してお
り，電気分解器の物量が過大となる可能性を有す
る。今後，電解分解器物量削減と水素製造効率の
向上を目的として，電気分解器の高性能電解セル
の開発が必要である。

６．まとめ

　実用化戦略調査研究フェーズⅠにおいて，実用
化候補概念を実現し得る冷却材として，ナトリウ
ム，鉛ビスマス，ガス，水を選択した。このうち，
ガスについてはフェーズⅠの研究期間を１年間延
長し，経済性の観点からヘリウムとした。
　本稿で述べたフェーズⅡ中間とりまとめでは，
冷却材の特徴を考慮し，またこの間に別稿で紹介

する要素技術の成果を取り入れた概念検討を実施
した。
　この結果，発電単価を決める主要因子の一つで
あるプラント建設コストはナトリウムが最も安価
となることを示した。また，実用化戦略調査研究
の設計要求を満足させるために必要な課題を，そ
れぞれの冷却材ごとに明確にすることができた。
小型炉については，基幹電源ではなく分散電源及
び水素製造の観点から概念を構築した。

７．おわりに

　２００１年度から５カ年の予定で開始したフェーズ
Ⅱの３か年終了時点での成果をまとめた。フェー
ズⅠ時点と異なり，本研究の中で新たに得られて
要素技術の知見を反映させた概念検討となってお
り，オリジナリティのある評価ができたものと考
える。
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図２０　ハイブリッド熱化学法による水素製造プラント鳥瞰図
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１．はじめに

　実用化戦略調査研究における炉心燃料設計で
は，既存技術と将来の技術開発期待を取り込んだ
技術的な検討により，魅力ある炉心燃料概念を提
案することをねらっている。検討においては，安
全性を大前提として経済性，資源有効利用性，環
境負荷低減性に優れる概念を追求する。具体的に
は炉心に対する安全設計上の要求を満足しつつ高
燃焼度を達成でき，また，軽水炉使用済み燃料か
らのプルトニウムやマイナーアクチニド（MA）
を含む超ウラン元素（TRU）の燃焼と長寿命核分
裂生成物核種（LLFP）の核変換が可能な概念の構
築・提案をねらっている。
　特に，フェーズⅡにおいては，以下に述べるよ
うに，フェーズⅠで得られた知見をもとに高速炉
の導入シナリオに適合する範囲で経済性に優れ，
上述のねらいに沿った炉心燃料概念の構築を目指
している。
　図１に日本の発電体系への高速炉の導入シナリ
オ解析の結果例を示す１） ， ２）。図では２０３０年頃から
増殖比１．２程度の高速炉を導入し，また，２０７０年頃
から増殖比１．０５程度の微増殖高速炉を導入するパ
ターンとなっている。２０３０年以降の高速炉導入初
期のわずかな期間では，新しい高速炉をスムース
に導入できるように高い増殖比の炉心を導入して
プルトニウムを増産する。また，軽水炉使用済み
燃料に含まれるプルトニウムとMAを受け入れ
て，燃料として利用する。この時期を過ぎ高速炉
の本格運用期になると，高い増殖比は必要なくな
り，実質的にプルトニウムの増産を抑制し高速中
性子により２３８Uをプルトニウムに変換してエネ
ルギー源として有効に利用する。このような導入

パターンによって，過剰のプルトニウムを蓄積す
ることなくウラン資源を有効に利用できる。
　図２に，フェーズⅠでの発電コスト試算の内訳
を示す１） ， ２）。ナトリウム冷却炉では，プラントコン
パクト化などにより資本費の比率が従来の評価に
比較して低下し，燃料費が発電コストの１/３程度
を占める計算結果となっている。高い増殖比をね
らいブランケットを多く配置した炉心では，その
燃料費のうち大部分は，増殖を目的としたブラン
ケットが占める解析結果も得られている。このこ
とはブランケットの削減努力により，発電コスト
が大幅に改善できる可能性を示唆している。同一
の増殖比をねらう場合には，太径燃料ピンなどを
採用して，低比出力であるが燃料体積比が高く内
部転換比が高い炉心とすることでブランケットを
削減できる。安全性上の要求や導入シナリオへの
適合性を満足したうえで，できるだけ高内部転換
比が得られる炉心を構築することで，経済性に優
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図２　発電コスト評価値の内訳（フェーズⅠの評価例）１），２）

図１　高速炉の導入シナリオ解析例１），２）
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れる概念を提案できると考えられる。このような
概念が構築できれば，高速炉の本格運用期にも少
量のブランケットで微増殖炉心を実現でき，その
経済性も優れたものとなる。
　これらの考えに基づき，比出力は低いが，でき
るだけ高内部転換比をねらった炉心とその燃料概
念の設計を目指した。
　以上のような検討は，以下の点で，３０年前に高
速炉概念の検討と選択を進めた際の条件とは異な
る，新しい検討の方向である。すなわち，ここで
は以前の高速炉概念検討初期に注目されていた，
「厳しいエネルギー需給状況」に対応できる，核分
裂性核種倍増時間を短期化した概念の追求を重視
していない。その代わり，現状で高速炉導入シナ
リオを考えた場合に，資源有効利用などの観点か
ら，大きな問題なく高速炉を導入することができ
る範囲内で増殖性能を燃料サイクル費の低減・経
済性の向上などに振り向けるように，視点を変え
設定した方針である。
　以下には，それぞれの冷却材選択肢の炉心概
念，小型炉概念，MA燃焼の柔軟性，LLFP核変換
炉心の可能性に関する炉心燃料設計研究の状況を
述べる。

２．ナトリウム冷却MOX燃料炉心

　ナトリウム冷却混合酸化物（MOX）燃料炉心の
検討では，まず再臨界回避方策・炉心型式による
炉心設計への影響について検討を行い，有望な方
策・型式を選定した。その後，フェーズⅠ検討の
延長である「コンパクト型炉心」３）と，新たに設計
した「高内部転換型炉心」４）－６）の２種類の炉心概念
を対象に代表炉心の選定に向け設計評価を行った。

２．１　高内部転換型炉心の概念

　最初に，新たに設計した「高内部転換型炉心」４）－６）

の概念について簡単に紹介する。これまでの実用
化戦略調査研究の検討から，経済性において，プ
ラント建設コストの改善により相対的に燃料費の
比重が大きくなった１）。燃料費はブランケットを
含めたトータルの燃料製造・再処理物量に依存す
ることから，ブランケットを含めた全炉心取出平
均燃焼度の増加は，燃料費の低減に繋がると考え
られる。そこで，太径ピン燃料を採用し内部転換
を増加させ，ブランケットの装荷量を極力低減す
ることで全炉心取出平均燃焼度を高め，燃料費の

向上を指向する炉心として「高内部転換型炉心」
を構築した。

２．２　設計条件

　主要な設計条件として，制限条件・取合条件・
炉心性能目標を表１にまとめる。実用化戦略調査
研究の設計目標の１つとして，炉心部取出平均燃
焼度１５０GWd/tが挙げられている。この燃焼度目
標に対し炉心材料は，ODS鋼（酸化物分散強化型
フェライト－マルテンサイト鋼）１８）及びPNC-FMS
鋼（フェライト－マルテンサイト鋼）１９）を採用して
いる。

２．３　再臨界回避方策・炉心型式の選定

　再臨界回避方策としては，軸ブランケット部分
削除型（ABLE型）及び内部ダクト付型（FAIDUS
型）の集合体，炉心型式としては，均質２領域炉
心及び径方向非均質炉心が候補として挙げられて
おり，これらを組合せた４通りの炉心概念につい
て炉心を構築し，炉心特性の比較検討を行った。
図３に，構築した炉心の概略を示す。
　検討の結果，ABLE型は溶融燃料の排出性の確
認は必要であるが増殖性は優れること，FAIDUS
型は溶融燃料の早期排出は期待できるが増殖性が
劣るとともに集合体構造等に多くの開発課題を有
することが分かった。また，均質２領域炉心は増
殖性が若干劣るが，技術的課題は少ないこと，径
方向非均質炉心は増殖性に優れるが，内部ブラン
ケットの設置に伴う無駄流量の増加等熱設計に課
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表１　ナトリウム冷却炉MOX燃料炉心の主要な設
計条件

条　　件項　　　　　目

導入期：１．１～１．２
平衡期：１．０４増殖比炉

心
性
能
目
標

炉心部：１５０GWd/t程度
全炉心：６０GWd/t程度以上取出平均燃焼度

１８ヶ月以上運転サイクル長さ

６＄以下ナトリウムボイド反応度

制
限
条
件

１００cm以下炉心高さ

４０kW/kg-MOX程度以上７）炉心平均比出力

４３０W/cm以下最大線出力密度

５×１０23n/cm2以下最大高速中性子照射量＊

大型炉：６．６m以下
中型炉：５．５m以下遮へい体外接円径取

合
条
件 ０．２MPa以下バンドル部圧力損失

＊：E＞０．１MeV
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題があることが分かった８） ， ９）。
　これらの比較結果より，再臨界回避方策として
は，炉心性能を最大限に引出す観点からABLE型
を，炉心型式としては，課題の少ない均質２領域
炉心を選択することとした。

２．４　代表炉心の設計検討

　「コンパクト型炉心」と「高内部転換型炉心」を
対象に，ABLE型・均質２領域を採用した炉心の
設計検討を行う。ここで，高速増殖炉FBR導入期
と平衡期の増殖性に，炉心に大幅な変更なく対応
可能とすることを目指し，径ブランケットと反射
体の置換で性能目標を満足する炉心を構築するこ
ととした。以下に，大型炉と中型炉について検討
結果１０）を示す。
（１）大型炉
　主要な炉心仕様及び核特性を表２に，各炉心を
比較して示す。また，図４に「高内部転換型炉心
（導入期）」の炉心配置を示す。
　両炉心概念とも，炉心部取出平均燃焼度１５０ 
GWd/tで，増殖比は平衡期に径ブランケットの装
荷なしで１．０４，導入期に径ブランケット１層の装
荷で「コンパクト型」１．１６，「高内部転換型」１．１と
目標を達成していることが分かる。両炉心の特性
を比較すると，「高内部転換型」は全炉心取出平均
燃焼度が１１０GWd/t（平衡期）・９１GWd/t（導入期）
と，「コンパクト型」と比べ２０～４０％程度も大き
く，その分燃料費は向上する。ただし，「高内部
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図３　ナトリウム冷却炉MOX燃料炉心の再臨界回
避方策と炉心構成概略図

表２　ナトリウム冷却炉MOX燃料炉心の主要目の比較（大型炉）

＊１：バンドル中央部の３７ピンは，上下軸方向ブランケットを削除したABLE型燃料ピンを使用
＊２：Pu/HM，FP混入率２．０vol％，
　　　TRU組成比：238Pu/239Pu/240Pu/241Pu/242Pu/237Np/241Am/242Am/242Am/243Am/242Cm/243Cm/244Cm/245Cm
　　　　　　　　　＝１．１/５４．１/３２．１/４．３/３．９/０．５/２．０/０．０/０．０/１．０/０．０/０．０/１．０/０．０
＊３：ブランケット燃料を含む全体の平均燃焼度，＊４：E＞０．１MeV，＊５：燃料炉外滞在期間５年，燃料交換・定期検査期間４５日

高内部転換型炉心コンパクト型炉心
項　　　　　　目

平衡期導入期平衡期導入期

同左
２６
４/－
同左
同左
同左
同左

１，５００/３，７５０
２６
４/４
９５
２０/２０
５４６
７２６

同左
同左
４/－
同左
２２/４０
同左
同左

１，５００/３，７５０
１８
４/４
８０
３０/４０
４９０
６４５

出力（MWe/MWt）
運転サイクル長さ（ヶ月）
燃料交換バッチ数（炉心/径ブランケット）
炉心高さ（cm）
軸ブランケット厚さ（cm）（上部/下部）
炉心等価直径（cm）
遮へい体外接円径（cm）

基
本
条
件
・
炉
心
構
成

同左
同左
同左
同左
同左
同左

ODS鋼/PNC-FMS鋼
１０．４/０．７１
１．１１
２７１＊1

２０１．６/５．０
２０６．０

同左
同左
同左
同左
同左
同左

ODS鋼/PNC-FMS鋼
８．８/０．５２
１．１５
２７１＊1

１７９．２/５．０
１８３．２

炉心材料（被覆管/ラッパ管）
燃料ピン外径/被覆管肉厚（mm）
燃料ピンピッチ対外径比（P/D）
集合体当たり燃料ピン本数（本）
ラッパ管外対面間距離/肉厚（mm）
集合体配列ピッチ（mm）

炉
心
燃
料
仕
様

１８/２１
１４５/１１０
２．４
４２６

５．３×１０23

１．０４
４０
ー

-５．４×１０ー3

５．６
５．９

１８/２１
１４５/９１
２．３
４２１

５．３×１０23

１．１０
３９
８０

-５．３×１０ー3

５．６
５．８

２２/２４
１５２/９５
３．４
４３０

４．７×１０23

１．０４
６０
ー

-４．６×１０ー3

５．９
４．４

２２/２４
１４８/６３
３．２
４２０

４．６×１０23

１．１６
５９
４６

-４．７×１０ー3

５．８
４．４

Pu富化度(wt%）（内側/外側炉心）＊2

取出平均燃焼度（GWd/t）（炉心/全体＊3）
燃焼反応度（%Δk/kk,）
最大線出力密度（W/cm）
最大高速中性子照射量（n/cm2）＊4

増殖比
炉心平均比出力（kW/kg-MOX）
複合システム倍増時間（年）＊5

炉心部ドップラ係数［Tdk/dT］（平衡末期）
炉心部ボイド反応度（＄）（平衡末期）
装荷時核分裂性Pu重量（t/GWe）

炉
心
主
要
核
特
性
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転換型」では，燃料ピン太径化に伴う炉心径の増
加により，遮へい体外接円は７．２６mと現状の取合
条件である６．６mを超過する結果となった。
（２）中型炉
　主要な炉心仕様・核特性を表３に，「高内部転
換型炉心（導入期）」の炉心配置を図５に示す。
　両炉心とも性能目標を満足し，両者の特性の傾
向は大型炉と同様であった。中型炉では，「高内
部転換型炉心」における全炉心取出平均燃焼度の
「コンパクト型炉心」に対する増加割合は，３５～
４５％と大型炉より大きい結果となった。これは，
一般に中型炉は内部転換比が低くブランケットの
装荷割合が大きいことにより，内部転換比を高め
た効果が顕著になったものである。
（３）経済性の比較
　「高内部転換型炉心」は，全炉心取出平均燃焼度
が増加するとともに，運転サイクル長の長期化か
ら稼働率が向上し，燃料費は低減する。他方，遮
へい体外接円径の増加により炉容器径が大型化
し，建設コストは増大する。経済性における，両
効果の大小関係を把握するため，大型炉を対象に
発電単価の概略評価を行った。
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＊１：バンドル中央部の３７ピンは，上下軸方向ブランケットを削除したABLE型燃料ピンを使用
＊２：Pu/HM，FP混入率２．０vol％，
　　　TRU組成比：238Pu/239Pu/240Pu/241Pu/242Pu/237Np/241Am/242Am/242Am/243Am/242Cm/243Cm/244Cm/245Cm
　　　　　　　　　＝１．１/５４．１/３２．１/４．３/３．９/０．５/２．０/０．０/０．０/１．０/０．０/０．０/１．０/０．０
＊３：ブランケット燃料を含む全体の平均燃焼度，＊４：E＞０．１MeV，＊５：燃料炉外滞在期間５年，燃料交換・定期検査期間４５日

表３　ナトリウム冷却炉MOX燃料炉心の主要目の比較（中型炉）

高内部転換型炉心コンパクト型炉心
項　　　　　　目

平衡期導入期平衡期導入期

同左
２６
４/－
同左
同左
同左
同左

７５０/１，７８５
２７
４/４
１００
３０/３０
３７１
５３２

同左
１８
４/－
同左
４７/５０
同左
同左

７５０/１，７８５
１８
４/４
８０
３０/４０
３４９
５３６

出力（MWe/MWt）
運転サイクル長さ（ヶ月）
燃料交換バッチ数（炉心/径ブランケット）
炉心高さ（cm）
軸ブランケット厚さ（cm）（上部/下部）
炉心等価直径（cm）
遮へい体外接円径（cm）

基
本
条
件
・
炉
心
構
成

同左
同左
同左
同左
同左
同左

ODS鋼/PNC-FMS鋼
１０．４/０．７１
１．１１
２１７＊1

１８２．８/５．０
１８６．１

同左
同左
同左
同左
同左
同左

ODS鋼/PNC-FMS鋼
８．５/０．５０
１．１５
２７１＊1

１７４．０/５．０
１７８．０

炉心材料（被覆管/ラッパ管）
燃料ピン外径/被覆管肉厚（mm）
燃料ピンピッチ対外径比（P/D）
集合体当たり燃料ピン本数（本）
ラッパ管外対面間距離/肉厚（mm）
集合体配列ピッチ（mm）

炉
心
燃
料
仕
様

１９/２３
１４９/１０１
２．９
４１７

５．５×１０23

１．０４
４１
ー

-５．３×１０ー3

５．５
６．０

１９/２３
１５０/８１
２．８
４２６

５．３×１０23

１．１１
４１
７４

-４．９×１０ー3

５．５
６．１

２２/２７
１４９/７５
３．７
４２７

４．６×１０23

１．０４
６２
ー

-４．６×１０ー3

５．５
４．７

２２/２７
１４９/５５
３．７
４１６

４．６×１０23

１．１５
５９
５３

-４．４×１０ー3

５．５
４．７

Pu富化度(wt%）（内側/外側炉心）＊2

取出平均燃焼度（GWd/t）（炉心/全体＊3）
燃焼反応度（%Δk/kk,）
最大線出力密度（W/cm）
最大高速中性子照射量（n/cm2）＊4

増殖比
炉心平均比出力（kW/kg-MOX）
複合システム倍増時間（年）＊5

炉心部ドップラ係数［Tdk/dT］（平衡末期）
炉心部ボイド反応度（＄）（平衡末期）
装荷時核分裂性Pu重量（t/GWe）

炉
心
主
要
核
特
性

図４　ナトリウム冷却炉MOX燃料高内部転換型炉
心の炉心配置図（大型炉）
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　図６に発電単価内訳を比較して示すが，ここ
で，資本費は建設コスト，運転維持費は稼働率，
燃料費は全炉心取出平均燃焼度の影響が主とな
る。燃料費については，別稿「高速増殖炉サイク
ルシステムの総合評価」で述べている評価手法で
評価すると，同様の結果が得られる。「高内部転
換型炉心」では，炉容器径が増加し資本費は増加
する。しかし，その程度はわずかであることが分
かり，発電単価は大型炉で７％程度低減すること
が示された。中型炉では，先に示したとおり燃焼

度の増加割合が大きいことから，低減率は１７％と
より大きくなる結果であった１０）。

２．４　まとめ

　「コンパクト型炉心」「高内部転換型炉心」とも，
主に径ブランケットの調整で，FBR導入期から平
衡期の増殖性に柔軟に対応できる炉心が構築可能
であることが分かった。また，「高内部転換型炉
心」では，経済性に大幅な向上が見られ，ナトリ
ウムMOX燃料炉の代表炉心として有望な概念で
あることが示された。ただ，大型炉では遮へい体
外接円径が，現状の取合条件を超過しており，従
来想定より大きな径の炉容器について製造性等の
成立見通しを検討する必要がある。
　今後の課題としては，別途，安全性評価におい
て，ABLE型集合体では再臨界回避を明確に主張
することは困難な見通しが示されており，フェー
ズⅡ後半では，再臨界回避性能を改善した集合体
概念の検討を行う。現状の候補としては，FAIDUS
型集合体をベースに，核特性・構造等の課題に対
処すべく，燃料ピンとほぼ同等の長さの内部ダク
トを集合体のコーナ部に設置した集合体（Short-
FAIDUS型集合体）が有望と考えられており，構
造・熱流動に関する成立性も含め設計検討を行う
予定である。

３．ナトリウム冷却炉金属燃料炉心

３．１　検討の目的

　FBR実用化時代に求められる高い経済性の観点
から，MOX燃料炉心と比較して高い増殖性能や
燃料インベントリの低減が期待できる金属燃料炉
心を取り上げる。実用化戦略調査研究フェーズⅡ
では，FBR導入期における早期導入性に優れる「コ
ンパクト型炉心」及び出口温度の高温化による経
済性向上を図った「高出口温度型炉心」の概念を
構築した。

３．２　炉心形式と特徴

（１）コンパクト型炉心
　この概念は，フェーズⅠから既に検討が開始さ
れており１１），MOX燃料炉心と同様にプルトニウ
ム富化度による均質２領域型の基本仕様を有して
いる。また，炉心をコンパクトとすることにより
燃料インベントリを低減し，FBRの導入期や移行
期における早期導入性を指向している。フェーズ
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図５　ナトリウム冷却炉MOX燃料高内部転換型炉
心の炉心配置図（中型炉）

図６　ナトリウム冷却炉MOX燃料炉の発電単価の
比較（大型炉）
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Ⅱでは切込付コラム型炉上部機構（UIS）に対応
した制御棒配置を採用すると共に，MOX燃料炉
心に対する相対的な魅力追求を主眼に置き，MOX
燃料炉心と同様の炉心配置，同等の増殖比を有す
る大型炉心を構築する。
（２）高出口温度型炉心
　フェーズⅡから「コンパクト型炉心」の代替概
念として新たに検討に着手した炉心である。ロシ
アで設計された鉛冷却窒化物燃料炉心BREST-
３００１２） ， １３）の単一プルトニウム富化度仕様及び高重
金属密度特性をナトリウム冷却金属燃料炉心に活
用させることにより，運転期間中の出力分布変動
を抑制し，冷却材流量配分を合理化し，出口温度
高温化を目指した概念である５） ，６） ，１４），１５）。運転期間
中の出力密度を図７に示すが，その変動がほとん
ど見られないことが分かる。
　さて，過去の検討では，径方向出力分布平坦化
のために，炉心を径方向に多領域として炉心領域
ごとに燃料のピン径を変更していた。このような
燃料仕様を採用した場合には，燃料製造設備設計
において新たな課題が発生することと，炉心内側
の冷却材体積比が大きくなるために冷却材ボイド
反応度が増加傾向にあることが問題となる。それ
らの課題を克服する方策として，ピン径の代わり
にウラン－プルトニウム－ジルコニウム（U-Pu-
Zr）三元系合金燃料のジルコニウム含有率を多段
階化することによるジルコニウム含有率多領域型
炉心が提案された１６） ， １７）。

３．３　検討条件

　ここでは，電気出力１，５００MWeを有する大型炉
炉心概念の構築について示す。
（１）プラント条件
　プラント温度条件はそれぞれの炉型について次
のように設定した。「コンパクト型炉心」について
は，ナトリウム冷却MOX燃料炉心と比較して，
被覆管最高温度が約５０℃ 制約されることと，径方
向出力ピーキング係数が同等と考えられることか
ら，約５０℃ 低い５０５℃/３５０℃ とした（熱効率４０ ％）。
「高出口温度型炉心」については，その開発意義か
らナトリウム冷却MOX燃料炉心と同等の５５０℃/ 
３９５ ℃ とした（熱効率４２％）。
　運転サイクル長さは，稼働率向上の観点から１８
ヶ月以上とした。
（２）炉心径
　原子炉構造コンパクト化の観点から，炉心の遮
へい体外接円径の条件を下記とした。
・大型炉遮へい体外接円径：６．６m以下
（３）炉心燃料組成
　炉心燃料に用いる組成は，金属燃料高速炉多重
リサイクルにおけるMAを含んだTRU組成とし
た。また，低除染再処理（金属電解法）による核
分裂生成物核種（FP）の混入（０．６vol％）を考慮
するものとした。
（４）制御棒配置
　切込付コラム型UIS対応の制御棒配置とする。
（５）被覆管最高温度
　熱設計において液相形成防止のために被覆管内
面最高温度を６５０℃ 以下とする。

３．４　炉心設計目標

（１）炉心部取出平均燃焼度
　金属燃料はMOX燃料と比較して，燃料中に酸
素のような軽元素を含まず，重金属密度が高いと
いう特徴を有する。その結果，金属燃料炉心では
中性子経済が向上し，より低いプルトニウム富化
度でも臨界を達成できるため，原子炉出力保存の
下では中性子束レベルが上昇する。また，中性子
の減速が抑制され，中性子スペクトルが硬くな
る。一方，被覆管やラッパ管等の構造材の照射損
傷は主に高速中性子の累積照射量に依存するた
め，金属燃料炉心の構造材はより厳しい照射環境
下にある。定量的には，単位燃焼度当たりに照射
される高速中性子束（中性子エネルギー０．１MeV
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図７　ナトリウム冷却炉金属燃料高出口温度型炉心
の運転期間中の出力密度変動
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以上，以下E＞０．１MeV）は，MOX燃料炉心の約
１．５倍となるとの解析結果が得られている。
　さて，実用化戦略調査研究の燃焼度目標（炉心
部取出平均燃焼度１５０GWd/t）に対し最大高速中
性子照射量は，MOX燃料炉心では炉心材料の開
発目標目安である５×１０23n/cm2（E＞０．１MeV）程
度となるが，金属燃料炉心では７～８×１０23n/cm2

（E＞０．１MeV）程度になることが容易に予測でき
る。また，MOX燃料炉心と同じ燃料集合体仕様
では構造材の照射変形量も１．５倍程度となるため
に，被覆管とラッパ管の厚肉化とラッパ管間ギャ
ップの増大を図る必要がある。しかしながら，そ
のような照射変形対策を施した燃焼仕様を有する
金属燃料炉心では，MOX燃料炉心に対する核特
性上の優位性はほとんど見出せないとする評価例
もある。そこで，フェーズⅡ中間まとめにおける
金属燃料炉心概念の構築においては，次のような
前提を置くこととした。
・炉心部取出平均燃焼度１５０GWd/tの達成による
資源有効利用及び経済性向上の利点を重視し，
最大高速中性子照射量に対する制限を設定しな

い。
・材料の照射変形量評価式の合理化を仮定し，炉
心部取出平均燃焼度が１５０GWd/tに達した状態
でも，構造材の照射変形量は最大高速中性子照
射量５×１０23n/cm2（E＞０．１MeV）相当とする。

（２）増殖比
　高速炉導入シナリオに従い，高速炉の導入期か
ら移行期・平衡期（本格運用期）にかけて柔軟に
対応可能な炉心を構築することから，導入期向け
の炉心については１．１～１．２，平衡期向けの炉心に
ついては１．０４程度を目標とする。
（３）ナトリウムボイド反応度
　これまでの炉心崩壊事故（CDA）解析経験に基
づき，流量低下時スクラム失敗事象（ULOF）起
因過程での即発臨界が生じない条件として，金属
燃料炉心では８＄未満を目安とする２０）。

３．５　炉心・燃料仕様と主要特性

　構築した炉心の主要仕様・核特性を表４に示
す。以下，それぞれの型式の炉心について設計結
果を示す。
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表４　ナトリウム冷却炉金属燃料炉心の主要目（大型炉）

＊１：Pu/HM，FP混入率０．６vol％，
　　　TRU組成比：238Pu/239Pu/240Pu/241Pu/242Pu/237Np/241Am/243Am/244Cm/245Cm
　　　　　　　　　＝１．１/６６．０/２５．２/２．４/２．４/０．４/１．６/０．５/０．４/０．１
＊２：ブランケット燃料を含む全体の平均燃焼度
＊３：E＞０．１MeV
＊４：燃料炉外滞在期間５年，燃料交換・定期検査期間４５日

高出口温度型炉心
（導入期）

コンパクト型炉心
（導入期）項　　　　　　目

１，５００/３，５７０
２２
５/－
９５
１７/－
５００
６７３

１，５００/３，７５０
２０
４/４
８０
４０/５
４８７
６４０

出力（MWe/MWt）
運転サイクル長さ（ヶ月）
燃料交換バッチ数（炉心/径ブランケット）
炉心高さ（cm）
軸ブランケット厚さ（cm）（上部/下部）
炉心等価直径（cm）
遮へい体外接円径（cm）

基
本
条
件
・
炉
心
構
成

ODS鋼/PNC-FMS鋼
８．５/０．５０
１．１５
３３１

１９０．３/５．０
１９７．４

ODS鋼/PNC-FMS鋼
８．５/０．５０
１．１９
２７１

１８０．０/５．０
１８６．０

炉心材料（被覆管/ラッパ管）
燃料ピン外径/被覆管肉厚（mm）
燃料ピンピッチ対外径比（P/D）
集合体当たり燃料ピン本数（本）
ラッパ管外対面間距離/肉厚（mm）
集合体配列ピッチ（mm）

炉
心
燃
料
仕
様

１３/１３（単一）
１６/１０
１５２/１３１
１．５
３２１

７．４×１０23

１．０４
－

-３．８×１０ー3

７．８
４．８

１４/１９
１０/１０
１５３/７２
２．２
４９６

７．３×１０23

１．１６
３９

-３．５×１０ー3

８．０
４．０

Pu富化度(wt%）（内側/外側炉心）＊1

Zr含有率（Wt%）（内側/外側炉心）
取出平均燃焼度（GWd/t）（炉心/全体＊2）
燃焼反応度（%Δk/kk,）
最大線出力密度（W/cm）
最大高速中性子照射量（n/cm2）＊3

増殖比
複合システム倍増時間（年）＊4

炉心部ドップラ係数［Tdk/dT］（平衡末期）
炉心部ボイド反応度（＄）（平衡末期）
装荷時核分裂性Pu重量（t/GWe）

炉
心
主
要
核
特
性



６３

サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１

（１）コンパクト型炉心
　燃料インベントリの低減が求められる導入期に
向けた炉心を構築した。炉心配置を図８に示す。
構築した炉心はいずれの設計条件，設計目標も満
足している。装荷時核分裂性プルトニウム重量は
４．０t/GWeが得られ，早期導入性のポテンシャル
を十分に有していることが分かった。なお，ブラ
ンケット量の削減により平衡期向け炉心の構築も
可能である。
（２）高出口温度型炉心
　優れた経済性が期待される平衡期に向けた炉心
を構築した。炉心配置を図９に示す。構築した炉
心は，ほぼ設計条件，設計目標を満足している。
遮へい体外接円径の取り合い条件を約１０cm超過
する結果となったが，ジルコニウム含有率を内側
/外側炉心共に減少させることにより炉心のコン
パクト化可能なので，条件を満足できる見込みで
ある。なお，上部軸ブランケットの増加により，
導入期向け炉心の構築も可能である。
　熱特性解析として，原子炉出口/入口温度５５０ 
℃/３９５℃ の条件で開発課題縮小のためにワイヤ
型スペーサの適用を想定して冷却材流量配分計画
を策定した。その結果，被覆管内面最高温度は

６５５℃ と制限の６５０℃ を超過する結果となったが，
工学的安全係数の合理化や液相形成温度制限の緩
和等により満足できる範囲内であると考えられる。

３．６　まとめ

　資源有効利用性と経済性の向上を目指した２種
類の金属燃料炉心概念を構築した。フェーズⅡ中
間まとめでは，従来概念であることから開発課題
がより少ない「コンパクト型炉心」を代表概念と
して選定した。フェーズⅡ後半においては，経済
性の向上が大いに期待できる「高出口温度型炉心」
の検討を中心に行う予定である。また，燃料製造側
の設計対応の進捗等から，「高出口温度型炉心」の
燃料サイクル側への適合性が明らかになるものと
期待される。以上の検討結果を踏まえ，フェーズⅡ
後半における金属燃料炉心の代表概念を選定する。

４．鉛ビスマス冷却高速炉

４．１　検討の経緯２１）－２５）

　重金属冷却高速炉はナトリウム冷却炉と比較し
て，二次冷却系が不要なことなどによるプラント
の簡素化や，冷却材沸点がより高温であることに
よる固有安全性の向上などが期待される。
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図８　ナトリウム冷却炉金属燃料コンパクト型炉心
の炉心配置図（大型炉）

図９　ナトリウム冷却炉金属燃料高出口温度型炉心
の炉心配置図（大型炉）
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　フェーズⅠの重金属冷却炉の検討においては，
原子炉構造の耐震性と，鉛冷却の場合の高温下メ
ンテナンスの困難さを勘案して，鉛ビスマス冷却
中型炉が選定され，炉心設計では自然循環冷却方
式の窒化物燃料炉心を主体に検討した。フェーズ
Ⅱの検討においては，強制循環冷却方式も検討し
て，両方式の炉心を比較するとともに，中間取り
まとめの代表炉心を設定した。

４．２　炉心設計

（１）炉心設計条件
　自然循環冷却方式（NC）と強制循環冷却方式
（FC）の鉛ビスマス冷却炉の主要な炉心設計条件
として，プラント・炉心燃料基本仕様，炉心性能
目標，制限条件を表５に示す。ここで，FCの電気
出力はNCと同等の炉容器に収まる最大出力を設
定した。
（２）炉心燃料仕様及び炉心特性
　炉心仕様の設定にあたっては，高速中性子照射
（E＞０．１MeV）によるラッパ管の膨れなどにより
生ずるラッパ管間相互作用（DDI）の回避を考慮
した。DDIを回避するには，ラッパ管同士の中心
間の距離を「ラッパ管内対面距離＋ラッパ管肉厚
×２＋ラッパ管膨れ量」以上とする必要がある。
高速中性子照射（５×１０23n／cm2（E＞０．１MeV））

を考慮した場合のラッパ管肉厚と「ラッパ管肉厚
×２＋ラッパ管膨れ量」の関係を図１０に示す。燃
料体積比を高める観点からは，同図の縦軸の値が
小さくなるような設計にすればよいが，ラッパ管
が厚くなると膨れ量は減少するため，この値は極
小値を持つので，その点でのラッパ管肉厚を設計
に用いた。
　図１０の結果を用いて炉心仕様を設定し，強制循
環炉と自然循環炉の炉心設計を実施した。両冷却
方式の炉心について，燃料費削減の観点から１５０ 
GWd/t程度の高燃焼度炉心を代表炉心に設定し
た。その主要目を表６に示し，強制循環炉の炉心
配置図を図１１に示す。同表には開発課題の少ない
MOX炉心を強制循環炉に装荷した場合の特性も
合わせて示した。MOX燃料は増殖性能が悪いた
め，導入期炉心で２層，平衡期炉心で１層の径方
向ブランケットを装荷している。なお，炉心は全
て均質２領域炉心である。
　代表炉心は径方向ブランケットを装荷すること
なく炉心設計目標を満足している。例えば，強制
循環炉の導入期炉心では運転サイクル長さ１８ヶ
月，炉心部取出平均燃焼度１５７GWd/t，増殖比
１．１５といずれも設計目標を満足している。ただ
し，高速中性子照射量が炉心材料の開発目標目安
の制限値（５×１０23n/cm2（E＞０．１MeV））を超え
ており，照射量制限を満足する照射量制限対応炉
心についても検討した。なお，強制循環炉では安
全性向上の観点から上部軸方向ブランケットを削
除したこと，自然循環炉では炉心部圧損を抑える
ために炉心等価直径が強制循環炉に比べて大きく
なることが特徴である。
（３）被覆管温度制限変更に関する予備解析
　現状では被覆管最高温度の制限は６５０℃ として

サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１

技
術
報
告

表５　鉛ビスマス冷却炉の主要な炉心設計条件

条　　　件項　　　　　　目

５５０MWe/１，４５０MWtNC
出力

プラント
基本仕様

７５０MWe/１，８７５MWtFC

４６５℃/２８５℃NC
炉心出入口温度

５２０℃/３５２℃FC

窒化物燃料形態

炉心燃料
基本仕様

ODS鋼，PNC-FMS鋼炉心材料

FBR多重リサイクルTRU
＋随伴FP燃料組成

１．１～１．２導入期
増殖比

炉心性能
目 標

１．０４程度平衡期

１５０GWd/t程度炉心部
取出平均燃焼度

６０GWd/t程度以上全炉心

１８ヶ月程度以上運転サイクル長さ

６５０℃ 以下被覆管最高温度

制限条件
０．５以下通常運転時の

損傷寿命分数和（CDF）

２m/s以下冷却材流速

１０＄程度以下（目安）冷却材ボイド反応度
図１０　鉛ビスマス冷却炉のラッパ管肉厚と「ラッパ

管肉厚×２＋ラッパ管膨れ」の関係
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いるが，最近の鉛ビスマス中の被覆管材料の腐食
試験の結果２６）から，制限温度を５７０℃ 程度まで下
げる必要がある可能性が出てきた。そこで，被覆
管温度制限を変更した場合について，炉心入口温
度が２８５℃ 以上であることを目安とした予備検討
を実施した。上記の２８５℃ の設定は，同温度が低
下すると蒸気発生器伝熱面積が増大し，タンク型
の炉容器径が大きくなるので，その過大な影響を
避けるためである。
　本検討は，代表炉心の燃料仕様をベースとし，
腐食評価には現設計の腐食評価式２７）を用いた。検
討では，炉心出力とバンドル圧損（自然循環炉心
では自然循環力）が一定となることを条件として，
被覆管最高温度を５７０℃ に設定し，炉心入口温度
の制限目安を満たす炉心出入口温度差（ΔT）を
求めた。本検討による炉心出入口温度差と炉心冷
却材温度の関係を図１２に示す。本図より以下のこ
とが分かる。
・自然循環炉心では，ΔTを１４０℃ 程度（覆管最高
温度制限を６５０℃ とした現設計から約４０℃ の低
下）に下げると炉心入口温度２８５℃，炉心出口温
度は４３０℃ 程度となる見通しである。ただし，Δ
Tを下げると自然循環力が低下するため，自然
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図１１　鉛ビスマス冷却炉強制循環冷却炉心の炉心配
置図

表６　鉛ビスマス冷却炉の炉心主要目の比較

強制循環炉MOX燃料炉心自然循環炉窒化物燃料炉心強制循環炉窒化物燃料炉心
項　　　　　目

平衡期導入期平衡期導入期平衡期導入期

７５０/１，８７５
１８
６/６
９０
ー /３５
４４１
５５７

７５０/１，８７５
１８
６/６
９０
ー /５５
４４１
５５７

５５０/１，４５０
１８
８/ ー
７０
１４/１４
４６４
５６２

５５０/１，４５０
１８
８/ ー
７０
３０/３０
４６４
５６２

７５０/１，８７５
１８
７/ ー
７０
ー /１０
４４１
５２３

７５０/１，８７５
１８
７/ ー
７０
ー /３５
４４１
５２３

出力（MWe/MWt）
運転サイクル長さ（ヶ月）
燃料交換バッチ数（炉心/径ブランケット）
炉心高さ（cm）
軸ブランケット厚さ（cm）（上部/下部）
炉心等価直径（cm）
遮へい体外接円径（cm）

基
本
条
件
・
炉
心
構
成

ODS鋼/PNC-FMS鋼
７．３/０．５２
１．２２
３３１

１７３．０/５．０
１７７．５

ODS鋼/PNC-FMS鋼
７．３/０．５２
１．２２
３３１

１７３．０/５．０
１７７．５

ODS鋼/PNC-FMS鋼
８．５/０．４６
１．４７
２７１

２１１．３/３．０
２１５．３

ODS鋼/PNC-FMS鋼
８．５/０．４６
１．４７
２７１

２１１．３/３．０
２１５．３

ODS鋼/PNC-FMS鋼
７．３/０．４２
１．２２
３３１

１７３．０/５．０
１７７．５

ODS鋼/PNC-FMS鋼
７．３/０．４２
１．２２
３３１

１７３．０/５．０
１７７．５

炉心材料（被覆管/ラッパ管）
燃料ピン外径/被覆管肉厚（mm）
燃料ピンピッチ対外径比（P/D）
集合体当たり燃料ピン本数（本）
ラッパ管外対面間距離/肉厚（mm）
集合体配列ピッチ（mm）

炉
心
燃
料
仕
様

２０/２４
１４８/８７
２．３
１５６

４．７×１０23

１．０４
ー

-３．７×１０ー3

４．９
６．８

２０/２４
１４９/６１
２．４
１５７

４．７×１０23

１．１０
８０

-３．７×１０ー3

４．７
６．９

１８/２４
１６０/１２２
１．１
２３３

５．９×１０23

１．０４
ー

-２．４×１０ー3

９．４
７．８

１８/２４
１５６/８９
１．２
２２９

５．７×１０23

１．１７
５１

-２．３×１０ー3

８．７
８．０

１５/１８
１５９/１４３
０．７０
１９９

６．６×１０23

１．０４
ー

-３．１×１０ー3

５．２
５．６

１５/１８
１５７/１０５
０．９０
１９６

６．４×１０23

１．１５
４８

-３．０×１０ー3

４．８
５．８

Pu富化度(wt%）（内側/外側炉心）＊1

取出平均燃焼度（GWd/t）（炉心/全体＊2）
燃焼反応度（%Δk/kk,）
最大線出力密度（W/cm）
最大高速中性子照射量（n/cm2）＊3

増殖比
複合システム倍増時間（年）＊4

炉心部ドップラ係数［Tdk/dT］（平衡末期）
炉心部ボイド反応度（＄）（平衡末期）
装荷時核分裂性Pu重量（t/GWe）

炉
心
主
要
核
特
性

＊１：Pu/HM，FP混入率２．０vol％，
　　　TRU組成比：238Pu/239Pu/240Pu/241Pu/242Pu/237Np/241Am/243Am/244Cm/245Cm
　　　　　　　　　＝１．１/５４．１/３２．１/４．３/３．９/０．５/２．０/１．０/１．０/０．０
＊２：ブランケット燃料を含む全体の平均燃焼度，＊３：E＞０．１MeV，＊４：燃料炉外滞在期間５年，燃料交換・定期検査期間３９日
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循環力確保のためにプラント仕様を大幅に変更
（伝熱中心高低差拡大による炉容器軸長の増大
等）する必要がある。

・強制循環炉心では，ΔTを１６０℃ 程度（現設計か
ら約１０℃ の低下）に下げることにより，炉心入
口温度２８５℃，炉心出口温度４５０℃ 程度を実現す
る見通しである。

　なお，現設計の腐食評価式を用いた本予備解析
では，被覆管最高温度の低下が炉心性能へ与える
影響は軽微であるとの結果が得られている。これ
は，被覆管最高温度が低下した場合に炉心出入口
温度差の低下による燃料ピッチ増大の効果と被覆
管腐食量減少による被覆管薄肉化の効果が相殺さ
れたためと思われる。

４．３　まとめ

　フェーズⅡ中間取りまとめの鉛ビスマス冷却炉
代表炉心を設計した。炉心特性解析の結果から，
代表炉心は設計条件を満足するが，炉心部取出平
均燃焼度１５０GWd/tを達成するためには，高速中
性子照射量がODS鋼及びPNC-FMS鋼の開発目標
目安の制限値（５×１０23n/cm2（E＞０．１MeV））を
やや上回ることになった。また，最近の鉛ビスマ
ス中の被覆管材料の腐食試験の結果を踏まえて，
被覆管最高温度条件が変わったときの影響を概略
評価した。その結果，自然循環炉では現行設計の
プラント仕様は大幅に変更する必要があることが
分かった。今後は最新の鉛ビスマス中の腐食試験
結果を反映した設計を行う予定である。

５．ヘリウムガス冷却高速炉

５．１　炉心設計検討の概要

　実用化戦略調査研究におけるガス冷却高速炉検

討２１） ， ２８）－３０）では，冷却材（ヘリウム/炭酸ガス）と
プラント形態（ガスタービン直接サイクル/蒸気
タービン間接サイクル）の組合せから，経済性に
優れ，高温・多目的利用を見込む「ヘリウム冷
却・ガスタービン直接サイクル型高速炉」を有望
概念と位置付けている。
　ヘリウムガスはナトリウムと比較し，化学的安
定性に優れ，冷却材ボイド化に由来する大きな正
の反応度印加を有しない特長を有する。一方，熱
輸送能力に劣ることから，原子炉の除熱性確保の
ため加圧状態で運転する必要がある。これは炉心
及び１次冷却系統を耐圧構造とする必要ととも
に，減圧事故時の格納容器背圧を高め，炉心除熱
性を確保する必要も生じさせる。
　本検討では，ヘリウムの化学的安定性を生かす
観点から高温・高効率の炉心・プラント概念が指
向され，原子炉出口温度は８５０℃ に達する。燃料
形態は，被覆粒子燃料を用いる「横方向流冷却型
概念」，「六角ブロック型概念」及びペレット状燃
料を用いる「耐熱被覆ピン型概念」の３形態に関
する炉心概念を検討した３１）－３５）。何れも核特性に優
れる窒化物燃料を用いた。安全上は，減圧事故で
スクラムが作動せず動的崩壊熱除熱系も不作動と
なる事象（AWS）においても，炉心除熱性が確保
される，という堅牢な特性を追求する。

５．２　被覆粒子燃料：横方向流冷却型概念

　本燃料集合体概念は，窒化物核燃料を高温強度
に優れる窒化チタン（TiN）で密封保護した被覆
粒子燃料３６）－３８）を，二重円筒形状のコンパートメン
ト内に充填積層したものである。図１３に燃料及び
燃料集合体の概念を示す。ヘリウムは炉心入口→
内管→内管フリット→粒子充填層→外管フリット
→外管→炉心出口と流れ，被覆粒子は直接冷却さ
れ，また充填層流路が短いため圧力損失は抑えら
れる。横方向流を均等に流量配分するため，内管
フリット開孔率を絞り（炉心部/軸ブランケット
部で各４％/５％），炉内での支配的な圧力損失要
素としている。構造材料は加工性に優れ，高温高
強度を有する炭化ケイ素（SiC）材料を用いる。
　炉心構成を図１４に，主要な核特性を表７左列に
示す。実用化戦略調査研究フェーズⅠでのヘリウ
ムガス炉概念の検討２１）と比較し，ヘリウム炉内流
速制限（当面１００m/sにて検討）下で充填部体積
率を高め，　燃料体積比の向上（９．１５％→１６．３％）
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図１２　鉛ビスマス冷却炉の炉心出入口温度差と炉心
出入口温度の関係
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を図った。その結果，炉心取出平均燃焼度９５ 
GWd/t→１１９GWd/t，増殖比１．０９→１．１７と核特性
が向上し，実用化戦略調査研究での設計目標を満
足する炉心概念が得られた。同時に冷却材体積比
の低減（７２．２％→５６．２％）により減圧反応度が改
善した（２．５＄→１．１５＄）。軸方向に富化度分布を

設けた出力分布平坦化により，炉心高さ低減
（３．２m→１．８m）と出力密度向上（２８MW/m3→
５１MW/m3）を図った。設計基準代表事象（DBE）
として減圧事故，全電源喪失，制御棒誤引抜解析
を実施し，判断基準（炉心燃料・被覆層温度１，６００ 
℃ 以下）を満たし，かつ苛酷事象（過渡過出力時ス
クラム失敗事象（UTOP，ULOF）及びAWSで成立
性判断目安（燃料・被覆層温度２２００℃ 以下）を満た
す見通しが，過渡解析を通じて得られている。

５．３　被覆粒子燃料：六角ブロック型概念

　本燃料集合体概念は，被覆粒子燃料を六角ブロ
ック形状のSiC固相マトリクス内部に分散させた
ものである。燃料は，ブロックを貫通する冷却管
及び固相マトリクスを介して間接冷却される。
TiN被覆層とSiCマトリクス及び冷却管による多
重防護障壁により，核物質・核分裂性核種の閉じ
込め機能強化を図る。炉心・燃料設計上は，ブロ
ックによる炉心の高熱容量化と，被覆層減肉化に
よる燃料体積比向上をねらいとする。図１５に燃料
及び燃料集合体の概念を示す。
　炉心配置を図１６に，主要な核特性を表７中央列
に示す。均質２領域炉心で炉心高さ９０cm，等価
直径５９４cmで，炉心出力密度は８１MW/m3と比較
的高い。被覆粒子燃焼は直径１．０mm，充填率は
５０％である。燃料体積比は２１．３％に達し，炉心部
取出燃焼度１２０GWd/tに対し増殖比１．１４と比較的
良好な核特性を示す。初装荷核分裂性プルトニウ
ム重量は７．８t/GWeにとどまり，減圧反応度は
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図１３　ヘリウムガス冷却炉横方向流冷却・被覆粒子
型燃料集合体の概略図

図１５　ヘリウムガス冷却炉六角ブロック型燃料集合
体の概略図

図１４　ヘリウムガス冷却炉横方向流冷却型炉心の炉
心配置図
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０．２９＄と低い。DBE（減圧事故）での判断基準
（燃料・冷却管温度１，６００℃ 以下）及び苛酷事象
（UTOP，ULOF）での成立性判断目安（燃料２，４００ 
℃以下，冷却管２，２００℃以下）を満たす見通しを
得ている。AWSでは，約２７，０００秒（７時間強）の
間，制限目安温度である２，２００℃ 以下に保たれ，ア
クシデント・マネジメントに期待し得る時間猶予
を有した概念となっている。

５．４　ペレット状燃料：耐熱被覆ピン型概念

　本概念はいわゆるピンバンドル燃料集合体であ
る。実用化戦略調査研究フェーズⅠでのヘリウム
ガス炉概念で検討した高融点金属被覆管２１）に対
し，本検討では核特性・高温強度に優れる金属間
化合物（Si3Zr5）被覆管を用いる。炉心配置と主要
な核特性を図１７，表７右列に示す。燃料は中空状
窒化物ペレットを用いる。燃料体積比３８．５→
２４．３％の減少にもかかわらず，炉心取出平均燃焼
度（１３７→１４１GWd/t），増殖比（１．２０→１．２７）が
大幅に向上した。減圧反応度は０．５１→１．７＄と上
昇しており，AWSでは事象発生後３０秒以内での
自己作動型炉停止機構（SASS）の作動，DBEで
は工学的安全系統の作動を不可欠とする結果が得
られた。
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図１６　ヘリウムガス冷却炉六角ブロック型炉心の炉
心配置図

表７　ヘリウムガス冷却炉の炉心主要目の比較

＊１：Pu/HM，FP混入率２．０vol％，
　　　TRU組成比：238Pu/239Pu/240Pu/241Pu/242Pu/237Np/241Am/243Am/244Cm/245Cm
　　　　　　　　　＝１．１/５４．１/３２．１/４．３/３．９/０．５/２．０/１．０/１．０/０．０
＊２：ブランケット燃料を含む全体の平均燃焼度，＊３：E＞０．１MeV
＊４：燃料炉外滞在期間５年，燃料交換・定期検査期間４５日，＊５：炉心中央部，＊６：炉心上下部

耐熱被覆ピン型炉心六角ブロック型炉心横方向流冷却型炉心項　　　　　　目

１，１２４/２，４００
２０
６/６
１２０
４０/４０
５０４
約７３０

１，１２４/２，４００
２０
６/６
９０
３０/３０
５９４
約７４０

１，１２４/２，４００
２０
８/８
１８０
３５/３５
５６４
約７２０

出力（MWe/MWt）
運転サイクル長さ（ヶ月）
燃料交換バッチ数（炉心/径ブランケット）
炉心高さ（cm）
軸ブランケット厚さ（cm）（上部/下部）
炉心等価直径（cm）
遮へい体外接円径（cm）

基
本
条
件
・
炉
心
構
成

Si3Zr5/Si3Zr5
窒化物燃料ペレット
被覆管密封

縦方向流・間接冷却
２５４．６

窒化チタン/炭化ケイ素
窒化物被覆粒子燃料
固相マトリクス内蔵
縦方向流・間接冷却

２４３．０

窒化チタン/炭化ケイ素
窒化物被覆粒子燃料
二重円筒管内充填層
横方向流・直接冷却

２２２．３

炉心材料（被覆材/構造材）
燃料形態
燃料保持形態
燃料冷却形態
集合体配列ピッチ（mm）

炉
心
燃
料
仕
様

１７/２３

１４１/７３
１．２

６．１×１０23

１．２７
３１

-１．７×１０－3

１．７
５．４

２３/２４

１２０/５５
２．０

２．７×１０23

１．１４
８５

-１０×１０－3

０．２９
７．８

１７/２１＊5

２２/２８＊6

１１９/５８
０．８０

３．５×１０23

１．１７
７３

-１０×１０－3

１．２
９．６

Pu富化度（wt%）（内側/外側炉心）＊1

取出平均燃焼度（GWd/t）（炉心/全体＊2）
燃焼反応度（%Δk/kk,）
最大高速中性子照射量（n/cm2）＊3

増殖比
複合システム倍増時間（年）＊4

炉心部ドップラ係数［Tdk/dT］（平衡末期）
減圧反応度（＄）（平衡末期）
装荷時核分裂性Pu重量（t/GWe）

炉
心
主
要
核
特
性
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５．５　まとめ

　窒化物燃料を用いた被覆粒子型及び耐熱被覆ピ
ン型炉心の設計・安全評価を行い，増殖比，取出
燃焼度等の核特性の大幅な向上を図ることによ
り，実用化戦略調査研究における炉心設計目標を
達成する概念を設計した。安全上は，AWS時の
炉心除熱性を確保する，もしくは十分な除熱猶予
時間を有する被覆粒子型燃料概念炉心を構築し
た。今後も炉心形態適正化の可能性があり，炉心
特性・安全特性の更なる向上を視野に，検討を継
続する。

６．水冷却炉

　水冷却炉の最大の特長は，これまで数十年の商
業発電の実績において培われてきた軽水炉の技術
と豊富な経験に立脚していることにより，運転・
保守性に優れ，技術的実現性が高いとともに，研
究開発課題は炉心・燃料関連に限定されている点

にある。しかし一方では，中性子を減速する能力
が大きな水を冷却材としていることにより，高い
増殖比の達成と云う点においては，自ずと限界を
持った炉心概念である。この観点から，水冷却炉
の有効性に対しては，単に達成が期待される炉心
性能の観点からのみ評価するのではなく，商用炉
としての技術的実現性や運転・保守性の高さを考
慮することが必要である。

６．１　代表炉心概念の選択

　水冷却炉心としては，１．０を超える高い転換比
と負のボイド反応度係数の同時達成という主要設
計目標を満足する概念として，沸騰水型軽水炉
（BWR）型及び加圧水型軽水炉（PWR）型の数種
類の概念３９）が原研等により構築されていたが，図
１８に示される扁平二重炉心構成の高転換比BWR
型を代表炉心概念として選択した。その理由は，
転換比が高く低除染再処理を使用したプルトニウ
ムの多重リサイクルに対応可能な設計であるこ
と，５０GWd/t程度の全炉心燃焼度も達成可能で
あること，ボイド反応度係数対策も炉心の扁平化
のみで達成するため炉心構成が単純であること，
着目する炉心性能をバランス良く達成できかつ開
発要素も他の概念に比較して少ないことが挙げら
れる。

６．２　代表炉心設計

　代表炉心の設計にあたっては，できる限り燃焼
度を高くすることとしたが，燃焼度は転換比とト
レードオフの関係にあるため，241Puの崩壊やサイ
クル工程ロス等を考慮しても持続的な多重リサイ
クルが可能であると考えられる１．０３以上の核分裂
性プルトニウム残存比を実現する範囲で設計する
こととした。燃料組成としては，各種炉心概念に
対して共通に想定することとされた低除染湿式再
処理によるものとし，炉心から排出される使用済
み燃料中のMAは１００％回収されて燃料にリサイク
ルされると仮定するとともに，FPの混入について
は別途与えられた除染係数に基づくものとした。
　炉心の設計においては，軸方向高さの調整を図
って，多重リサイクル平衡時の炉心概念の構築を
行った。図１８及び表８に，３次元炉心解析によっ
てリサイクルを繰り返して平衡状態に達するまで
評価した本炉心の多重リサイクル平衡時の炉心概
略及び主要諸元と核特性をまとめた。また，その
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図１７　ヘリウムガス冷却炉耐熱被覆ピン型炉心の炉
心配置図



７０

ときの燃料のTRU組成は，237Np/238Pu/239Pu/240Pu/ 
241Pu/242Pu/241Am/242mAm/243Am/244Cm/245Cm＝０．５ 
/２．６/４８．４/３４．５/４．３/４．０/３．６/０．２/１．０/０．７/０．２
であり，プルトニウム中の核分裂性核種の割合は
５６．２％，TRU中の核分裂性プルトニウムの割合と
しては５２．７％である。MAに関しては， 237Npが
０．５％，Am及びCmが各々全体で４．８及び０．９％含
まれており，MOX燃料中の含有率としては，全

体で２．１wt％であり，FPの含有率は０．０４wt％であ
る。主として，これらの混入したMAによるボイ
ド反応度係数の悪化のため，上下ブランケットを
短尺化するとともに，それによる転換比の低下を
補償するため中間ブランケットを長くする設計調
整を行った。
　この結果，増殖比は１．０５（核分裂性プルトニウ
ム残存比で１．０３）であり，負のボイド反応度係数
を有する炉心を構築できた。炉心から取り出され
る燃料集合体の最高燃焼度は９０GWd/tを超える
が，中間ブランケットを含めた炉心部の平均燃焼
度は５４GWd/tで，上下ブランケットを含めた全
炉心燃焼度は４５GWd/tである。連続運転期間は１８
ヶ月で，核分裂性プルトニウム装荷量は１５．４ｔで
ある。
　炉心の全体構成は図１８に示す様に，六角形の燃
料集合体９００体から構成され，炉心外接半径は
３．８mである。また，燃料集合体の間には，燃料集
合体３体にほぼ１体の割合でY字型の制御棒が配
置されており，全部で２８３体である。制御棒は，
制御材として濃縮炭化ホウ素（B4C）を用いたも
ので，BWRと同様に下方から挿入される。本炉
心では中性子スペクトルが硬くなるため， 10Bに
よる反応度制御効果が減少する。その対応策とし
て，９０％濃縮ホウ素を用いることとし，余剰反応
度が最も大きいサイクル初期においても炉停止余
裕は１．０％Δk以上を確保している。制御棒の上
部には，制御棒を引き抜いた時に水を排除できる
ようフォロア部を設けている。
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＊１：Pu/HM，MOX部MA含有率２．１wt％，
　　　MOX部FP含有率０．０４wt％
＊２：MOX部＋内部ブランケットの平均燃焼度
＊３：MOX部＋全ブランケットの平均燃焼度

表８　水冷却炉の炉心主要目

設計値項　　　　　　目

１，３５６/３，９２６
１８
７．２
８４．５

１５/１４/１５

約７６０
９００

出力（MWe/MWt）
連続運転期間（ヶ月）
原子炉圧力（MPa）
炉心高さ（cm）
軸ブランケット厚さ（cm）
　（上部/内部/下部）
炉心外接円直径（cm）
燃料集合体数

基
本
条
件
・
炉
心
構
成

MOX燃料
１３．７
１．３
２１７
２２８

炉心燃料
燃料棒外径（mm）
燃料棒間隔（mm）
集合体当たり燃料棒本数
チャンネルボックス対面距離（mm）

炉
心
燃
料
仕
様

３２
５４/４５

１．０５
１．８
０．０４３
６９
－０．５

１１．４

Pu富化度（wt%）（MOX部）＊1

取出平均燃焼度（GWd/t）
　（炉心＊2/全体＊3）
増殖比
炉心流量（１０4t/h）
炉心圧力損失（MPa）
炉心部平均ボイド率（%）
ボイド反応度係数
　（１０－4Δk/k/%void）
核分裂性Pu装荷量（t/GWe）

炉
心
主
要
核
特
性

図１８　水冷却炉の炉心及び燃料集合体の概略図
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　燃料集合体の炉心高さ方向の構成は，劣化ウラ
ンの内部ブランケット４１０mmの上下に，厚さが
それぞれ２１５mm及び２２０mmのMOX燃料部を設け
た炉心部と，さらにその上下にそれぞれ１５０mm
の劣化ウランのブランケットが付設された軸方向
非均質となっており，炉心全体の高さは１，１４５mm
である。燃料集合体の外周を構成するチャンネル
ボックスの外辺間距離は２２８mmで，肉厚は２mm
である。制御棒翼の厚さは１４．４mmで，制御棒翼
とチャンネルボックスの間隙は１．６mm，制御棒の
ないところのチャンネルボックス間隙は０．８mm
である。増殖性を達成するためには水対燃料実効
体積比を大幅に低減する必要があり，約０．１７とな
るよう設計した。燃料棒間隙は１．３mmとし，外
径１３．７mmの太径燃料棒２１７本を三角格子状に配
列した燃料集合体構成である。燃料集合体内のプ
ルトニウム富化度分布は５種類とし，燃焼中の局
所出力ピーキングを１．０５以下にできた。
　図１９に炉内燃料装荷パターンを示す。炉心全体
として１/３対象性を有している。バッチ数は４．７６
で，炉心外縁部には，５サイクル目の燃料集合体
を配置するとともに，新燃料は，その内側の２層
に渡って配置した。２～４サイクル目の燃料集合
体はその内側に適切に配置することにより，径方
向の出力分布の平坦化を図った。その結果，炉心
の燃料集合体出力分布は，１．２程度の径方向出力
ピーキングで平坦化されている。なお，最外周部
の集合体の出力は平均の１/２程度以下になること

から，そこでの流量のみを１/２程度に絞る設計と
している。また，炉心部軸方向の出力ピーキング
は，最大１．７程度であり，中間ブランケットにお
いても出力が比較的大きく，０．４程度の出力とな
っている。
　炉心冷却水流量は改良型沸騰水型軽水炉
（ABWR）の約１/３であるため，冷却水は若干サブ
クールの状態で炉心入口に入り，炉心平均ボイド
率は７０％である。冷却水流量が小さいことから，
炉心部の圧力損失は０．０４３MPaと評価され，自然
循環冷却が可能である。

６．３　まとめ

　低除染湿式再処理条件下での多重リサイクル平
衡時における炉心の設計を実施し，負のボイド反
応度係数を達成しつつ増殖比１．０５，全炉心平均燃
焼度４５GWd/t，連続運転期間１８ヶ月の性能を有
する炉心概念を得た。

７．小型高速炉

７．１　検討の経緯２１） ， ４０） ， ４１）

　「長期燃料無交換」と「高い受動的安全性」の達
成を主目標として，高速炉特有の特性を活かした
小型高速炉の概念設計検討を行っている。フェー
ズⅠの検討では，５０MWe出力，３０年間燃料無交
換運転の窒化物燃料を装荷した鉛ビスマス冷却の
自然循環炉，及びナトリウム冷却の金属燃料（U-
Pu-Zr３元合金）を装荷した自然循環炉と強制循環
炉を検討した。
　フェーズⅡでは，ナトリウム冷却炉については
「経済性の改善」を視野に入れ，出力を１５０MWe
とした１０～２０年間燃料無交換の概念設計検討を行
った。更に，多目的利用の観点から，金属燃料炉
心による出口温度高温化の検討も行った。
　鉛ビスマス冷却の自然循環炉については，フ
ェーズⅠでは炉心燃料一体型炉心を検討したが，
フェーズⅡでは，経済性向上の観点からナトリウ
ム冷却炉と同様に燃料・制御棒集合体からなる炉
心構成とした。検討の結果，鉛ビスマス冷却小型
炉の炉心性能はナトリウム冷却小型炉とほぼ同等
であることが分かったので，本報ではより詳細に
検討した後者について紹介する。但し，鉛ビスマ
スは材料腐食や流速制限等の課題を有しており，
その克服については今後の鉛ビスマス冷却中型炉
の開発成果を適用する。
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図１９　水冷却炉の燃料装荷パターン
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７．２　ナトリウム冷却小型炉の炉心設計

（１）冷却・制御方式の比較検討
１）目標
　１５０MWe級出力，１０年間燃料無交換長期運転と
高い受動的安全性の同時達成を目標とし，冷却・
制御方式（強制循環（FC）/自然循環（NC），制御棒
/反射体制御）の異なる３つの概念を検討して，
これらの利害得失を比較する。
２）炉心設計条件
　炉心寿命１０年，燃焼反応度１％Δk/kk,以下，
冷却材ボイド反応度２＄以下（FC）/８＄以下（NC），
炉心部圧損０．０７５MPa以下（FC）/０．００１MPa以下
（NC）を設計条件とする。炉心型式はフェーズⅠ
で用いた出力分布が外側炉心から内側炉心へ移動
する「高富化度差二領域金属燃料炉心」２１）を検討す
る。なお，早期許認可性確保の観点から金属燃料
ピン径を８．５mm以下とする。
３）検討結果
　制御・冷却方式の異なる①反射体制御型・強制
循環炉心，②制御棒制御型・強制循環炉心，③制
御棒制御型・自然循環炉心を対象として検討し

た。表９に検討炉心の主要目を示す。３炉心（ブ
ランケット領域なし）とも設計目標を満たし増殖
比も１．０以上を達成しているが，取出平均燃焼度
は４０～５０GWd/tと低い。強制循環炉心では冷却材
ボイド反応度低減を指向したため炉心は扁平化し
ており，等価直径が３．３mと大きい。自然循環炉
心は炉心圧損を低減するために更に大きくなり原
子炉容器廻りの物量が増大する。強制循環炉心で
は燃料ピン間ギャップは０．６４mmと小さく製造性
に課題がある。制御棒制御炉心と反射体制御炉心
を比較すると，等価直径及び炉心特性は同程度で
あるが，反射体制御炉心は可動性の反射体の構造
成立性などに課題が多い。また，反射体制御炉心
は，反射体のみでは反応度制御が困難なため制御
棒も併用している。
　安全性については，反射体制御炉心と制御棒制
御炉心で同等の受動的安全性を確保できる可能性
があるが，自然循環炉心はULOF事象を過酷事故
に含まない特徴があり，他のATWS時挙動は強制
循環炉とほぼ同等の結果を得ている。
　以上の検討の結果，制御棒制御型・強制循環炉
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＊１：Pu/HM，FP混入率２．０vol％，
　　　TRU組成比：238Pu/239Pu/240Pu/241Pu/242Pu/237Np/241Am/243Am/244Cm/245Cm
　　　　　　　　　＝１．１/５４．１/３２．１/４．３/３．９/０．５/２．０/１．０/１．０/０．０
＊２：E＞０．１MeV

④制御棒制御
強制循環
　高温化炉心

③制御棒制御　
　自然循環炉心

②制御棒制御　
　強制循環炉心

①反射体制御　
　強制循環炉心項　　　　　　目

１６５/３９５
２０
１
５５０
０．０７５

単一Pu富化度
３領域均質
１２７
２９３
２５

１５０/３９５
１０
１
５１０
０．００１

２領域均質

８０
３７８
１３

１５０/３９５
１０
１
５１０
０．０７５

２領域均質

６０
３３０
１３

１５０/３９５
１０
１
５１０
０．０７５

回字型

６０
３３０
４

出力（MWe/MWt）
運転サイクル長さ（年）
燃料交換バッチ数
原子炉出口温度（℃）
炉心部圧損（MPa）

炉心型式

炉心高さ（cm）
炉心等価直径（cm）
制御棒本数（本）

基
本
条
件
・
炉
心
構
成

OODS鋼/PNC-FMS鋼
１５/０．８９
１．０
１．０７
９１

１６５．６/５．０
１６９．４

OODS鋼/PNC-FMS鋼
８．５/０．５０
１．９
１．２２
３３１

１９５．１/２．３
１９７．４

OODS鋼/PNC-FMS鋼
８．５/０．５０
０．６４
１．０８
３３１

１７２．１/２．０
１７４．１

OODS鋼/PNC-FMS鋼
８．５/０．５０
０．６４
１．０８
３３１

１７２．１/２．０
１７４．１

炉心材料（被覆管/ラッパ管）
燃料ピン外径/被覆管肉厚（mm）
燃料ピン間ギャップ（mm）
燃料ピンピッチ対外径比（P/D）
集合体当たり燃料ピン本数（本）
ラッパ管外対面間距離/肉厚（mm）
集合体配列ピッチ（mm）

炉
心
燃
料
仕
様

１３/１３/１３（単一）
１８/１４/１０
７７
１．２
３１

４．９×１０23

１．０６
-３．７×１０－3

５．８

１２/－/１５
１０/－/１０
３６
０．２
４６

１．９×１０23

１．０１
-３．９×１０－3

８．０

１２/－/１６
１０/－/１０
５１
１．０
６４

３．１×１０23

１．００
-３．８×１０－3

１．２

１１/－/１７
１０/－/１０
４８
０．３
７６

３．１×１０23

１．０４
-３．９×１０－3

１．６

Pu富化度（wt%）（内側/中間/外側）＊1

Zr含有率（wt%）（内側/中間/外側）
取出平均燃焼度（GWd/t）
燃焼反応度（%Δk/kk,）
平均出力密度（W/cm3）
最大高速中性子照射量（n/cm2）＊2

増殖比
ドップラ係数［Tdk/dT］（燃焼末期）
ボイド反応度（＄）（燃焼末期）

炉
心
主
要
核
特
性

表９　ナトリウム冷却小型炉の炉心主要目の比較
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心が経済性の観点から有利で課題も少ないことか
ら，最も有望な概念と判断した。
（２）高温化炉心の検討
１）目標
　１５０MWe級制御棒制御型・強制循環炉心を対象
として，２０年間燃料無交換長期運転と高い受動的
安全性の同時達成と共に，多目的利用も視野に入
れて出口温度高温化を指向する。
２）炉心設計条件
　（１）の強制循環炉心の検討条件に対して，燃料
無交換期間を２０年に延長し，経済性向上の観点か
ら炉心を小径化するためATWS時にSASSに頼ら
ないで事象静定する範囲内でボイド反応度条件を
緩和する。更に，燃料ピン間ギャップは１mm以
上とし，金属燃料のピン径は製造実績があり今後
の照射試験で成立性が見通し得る範囲内で太径化
（１５mm以下）する。
　出口温度高温化のため，「ジルコニウム含有率
３領域単一プルトニウム富化度炉心」を検討する。
この炉心概念は，高速炉の高い内部転換性能（燃
焼による反応度劣化小）を活用し，単一プルトニ
ウム富化度で径方向に燃料重量割合を変えて出力
分布の空間的・時間的変化を小さくして，ナトリ
ウムMOX燃料炉心並みの高温条件に適合する炉
心概念である。当初はピン径を領域ごとの３種類
としてナトリウム冷却中型炉金属燃料炉心でその
実現の可能性を示した１５）が，本検討ではピン径・
プルトニウム富化度１種類で領域ごとに金属燃料
（ウラン－プルトニウム－ジルコニウム三元系合
金燃料）のジルコニウム含有率を変えることによ
り，同様の効果を狙ったものである。
３）検討結果
　炉心設計により得られた高温化炉心の炉心配置
図を図２０に，炉心主要目を表９に示す。本炉心は
ブランケット領域を設けておらず，炉心高さ/等価
径は１２７cm/２９３cm，取出平均燃焼度は７７GWd/t，
燃焼反応度は１．２％Δk/kk，増殖比は１．０６，冷却
材ボイド反応度は５．８＄であり，２０年間燃料無交
換運転を達成している。また，燃焼反応度の不確
かさ（０．２％Δk/kk,）と燃料照射スエリングを考
慮（米国アルゴンヌ国立研究所（ANL）の照射実
績に基づき４及び７％ΔL/Lを設定）した場合の
反応度（①（燃焼による反応度変化）＋②（燃料スエ
リングによる軸方向伸びによる反応度変化））の燃
焼度依存性を図２１に示す。運転開始後１０数年は反
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図２０　ナトリウム冷却小型炉高温化炉心の炉心配置
図

図２１　ナトリウム冷却小型炉高温化炉心の反応度の
燃焼度依存性
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応度変化が非常に小さい（０．５％Δk/kk,）ことが
分かる。
　燃焼初期，中期，末期の径方向出力分布を図２２
に示すが，燃焼期間中の出力分布の時間的変化
が小さく，この特性により出口温度５５０℃ の見通
しを得ている。なお，過渡解析より，ATWS時に
SASSに頼らないで高温静定する見通しを得てい
る。

７．３　まとめ

　長寿命で高い受動安全性を有する各種の１５０ 
MWe級ナトリウム冷却小型金属燃料炉心を検討
し，高温化炉心の可能性も示した。高温化炉心は
熱効率が高く多目的利用への活用も期待できる
が，太径燃料ピンやジルコニウム密度３領域炉心
の実証が必要である。現状では，本報告の高温化
炉心が最も有望な炉心概念と考えているが，今後
は魅力ある小型炉の要件を検討・整理し，アピー
ルポイントの見直しを図った新たな小型炉の概念
についても検討する計画である。

８．MA燃焼特性４２）

　実用化戦略調査研究においては環境負荷低減及
び資源有効利用の観点から，高速炉炉心へのMA
混入燃料受用を挙げている。本章では，前述のナ
トリウム冷却MOX及び金属燃料炉心，鉛ビスマ
ス（Pb-Bi）冷却窒化物燃料炉心，ヘリウムガス冷
却窒化物燃料炉心を対象として行った軽水炉
（LWR）使用済燃料からの回収TRUの核特性への影
響とMAの燃焼特性に関する検討結果を紹介する。

８．１　検討条件

　図２３に本検討で用いたTRU組成を示す。組成は
現行設計で標準としているMOX及び金属燃料の
FBR多重リサイクルTRUと２種類（基準，代表）
のLWR使用済燃料からの回収TRUである。なお，
窒化物燃料については，MOX燃料のFBR多重リ
サイクルTRU組成を標準としている。ここで，
LWR使用済燃料からの回収TRU組成はFBRの導入
シナリオ解析結果をもとに以下のとおり設定した。
・基準：LWR燃料（４５～４９GWd/t）を４年冷却後

の回収TRU
・代表：改良型LWR燃料（６０GWd/t）を４年冷

却後に回収したTRUと４０年間中間貯蔵
したLWR燃料（４５～４９GWd/t）から回
収したTRUを１：１で混合

　図２３において，TRUに含まれるMAの割合は
MOX及び金属燃料のFBR多重リサイクルTRUが
４．５及び１．１wt ％であり，LWR使用済燃料からの
回収TRUが１０．４及び１４．９wt％である。なお，LWR
使用済燃料からの回収TRUはFBR多重リサイクル
TRUに比較して239Puの割合が低く，241Puの割合が
高いものとなっている。また，237NpはFBR多重リ
サイクルTRUの１１～１６倍の割合となっている。

８．２　検討結果

（１）核特性への影響
　各炉心における燃料のMA混入率（MA重量/重
金属重量）は，FBR多重リサイクルTRUを用いた
場合が０．５～１．１wt ％，LWR使用済燃料からの回
収TRUを用いた場合が２．０～３．９wt％である。図２４
にMA混入率と増殖比の関係を示す。LWR使用済
燃料からの回収TRUを用いた場合の増殖比への
影響としては－０．０４～＋０．０２である。ここで，
LWR使用済燃料からの回収TRUを用いた場合に
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図２３　各炉型のMA燃焼特性検討に用いたTRU組成
図２２　ナトリウム冷却小型炉高温化炉心の径方向出

力分布
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ついて炉心ごとのMA混入率と増殖比の関係に着
目すると，MA混入率の増加に伴い増殖比は増加
傾向を示す。このことは，MA混入率の増加に伴
い捕獲反応断面積の大きな親物質である237Npが
増加することが主な要因と考えられる。なお，
LWR使用済燃料からの回収TRUを用いた場合の
燃焼反応度への影響としては－０．６～＋０．９％Δ
k/kk,である。図２５にMA混入率とボイドまたは
減圧反応度の関係を示す。ボイド及び減圧反応度
はMA混入率の増加に伴い増加傾向を示してお
り，LWR使用済燃料からの回収TRUを用いた場
合の影響としては，ボイド反応度が最大約１０％の
増加，減圧反応度が最大約１％の増加である。こ
こで，MA混入率の増加に伴うボイド及び減圧反
応度の増加は，ボイド（減圧）時のMAによる低
エネルギー側（keV領域）での捕獲反応の減少と
高エネルギー側（MeV領域）での核分裂反応の増

加が主な要因と考えられる。なおLWR使用済燃
料からの回収TRUを用いた場合のドップラ係数
への影響は，絶対値で最大約２１％の減少である。
（２）MA燃焼特性
　図２６に，MAの混入率と燃焼率の関係を示す。
MA混入率と燃焼率の相関には炉型による差は顕
著でなく，MA燃焼率は混入率３wt％程度までは
上昇，燃焼率０．２５％/GWd/t程度で飽和となる。

８．３　まとめ

　LWR使用済燃料からの回収TRUを使用する場
合でも核特性への影響はさほど大きなものでな
く，設計対応により受用可能な見通しである。
　またMA燃焼特性は炉型の違いによる大きな差
は認められず，MA混入率が３wt％程度以上では
燃焼率が０．２５％/GWd/t程度である。

９．LLFP核変換特性

　実用化戦略調査研究では，129I（ヨウ素）と99Tc（テ
クネチウム）を当面の設計研究の対象核種に選定
し，元素分離の適用を想定して炉心核熱設計検
討，核変換集合体の成立性検討を行っている４３）－４５）。
本章では，LLFP核変換に関し，前述の炉型のう
ち，１）大型MOX燃料コンパクト型ナトリウム
冷却炉心，２）中型MOX燃料高内部転換型ナト
リウム冷却炉心，３）大型金属燃料ナトリウム冷
却炉心，４）強制循環鉛ビスマス冷却炉心，５）
自然循環鉛ビスマス冷却炉心，及び，６）横方向
流ヘリウムガス冷却炉，の６炉型について，LLFP
核変換用の炉心の設計検討を行い，核変換特性に
関する評価を行う。
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図２４　各炉型のMA混入率と増殖比の関係

図２５　各炉型のMA混入率とボイド・減圧反応度の
関係 図２６　各炉型のMAの混入率と燃焼率の関係
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９．１　LLFP装荷炉心の設計条件

　本検討では，LLFPの装荷位置として，核特性へ
の影響の小さい炉心周辺領域を想定した。変換の
目標としては，対象元素であるヨウ素・テクネチ
ウムの変換/生成比（Support Factor：SF）につい
て，それぞれ１．０以上とすることを必須条件とし，
取出核変換率３０％を目標とした。
　LLFPターゲットの化合物形態としては，現状
の物性等知見に基づきヨウ化銅（CuI），Tc（金属）
を仮定した。集合体は，LLFPピンと減速材であ
る水素化ジルコニウム（Zr-H）ピンを混合収納し，
CuI集合体・Tc集合体を独立に構成するものとし
た。Zr-H減速材は，高温条件で水素の解離が生じ，
水素の被覆管透過・減損が問題となることが知ら
れている４６）。本検討では，水素透過抑制方策を施
し透過率を制限する条件とした。ガス炉について
は，冷却材出口温度が８５０℃ と高いため，ヨウ素化
合物としてヨウ化イットニウム（YI3），減速材と
して水素化イットニウム（Y-H），被覆管としてSiC
を想定した。
　表１０にLLFP装荷炉心検討における現状の設計
制限値を示す。熱的な健全性評価では，被覆管温
度制限，LLFPターゲット・減速材の融点，集合体
間温度差制限，及び，水素減損制限を考慮した。
また，CuIピンについては，ヨウ素の核変換後に
キセノン（Xe）ガスが生成されるため，内圧制限
を設けて機械的な健全性確保を図るものとした。

９．２　各炉型におけるLLFP変換特性

　LLFP集合体の仕様に関し，Tc集合体はドライ
バ燃料集合体と同様とするが，CuI集合体につい

ては，ヨウ素化合物の熱伝導度は小さく溶融回避
の観点から線出力を低く抑える必要があることか
ら，ピン外径を５．５mmと細径化することとした。
　各炉型のLLFP変換特性評価結果を表１１に示す
が，大型MOX燃料ナトリウム炉，ヘリウムガス
炉，強制循環鉛ビスマス炉，中型MOX高内部転
換型ナトリウム炉については，ヨウ素・テクネチ
ウムともに１０－２０％程度の変換率となった。一
方，大型金属燃料ナトリウム炉と自然循環鉛ビス
マス炉については，両元素とも目標に近い３０％程
度の核変換率を達成している。LLFP集合体への
必要流量は，いずれの炉型も全流量の３％以下と
少なく，流量配分計画に影響ない程度であった。
また，炉心核特性への影響については，LLFPの装
荷位置が炉心周辺領域であるため軽微であった。
以上，各炉型について，達成できる核変換率に差
はあるものの，いずれも増殖比＞１を満たしつ
つ，自己生成分のヨウ素・テクネチウムを核変換
できる可能性を有することが分かった４６）。

９．３　LLFP変換特性差の考察

　各炉型のLLFP核変換能力を比較することを目
的に，変換特性を基本的な因子で整理することを
試みた。変換特性を表す新たな指標として，「Sr
φr/P」を設定した。ここで，各記号の意味を下
記に示す。

  Sr：炉心側面積［m2］
φr：径方向境界全中性子束［n/cm2sec］
    P：炉心熱出力［GWt］
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表１０　各炉型のLLFP装荷炉心の設計制限値

制 御 因 子ヘリウムガス
冷却炉

Pb-Bi
冷却炉

ナトリウム
冷却炉項　　　　目

融点２，１７０℃Tc
LLFP
ターゲット材

温

度

制

限

融点－６０５℃CuI

融点９９７℃－－YI3

相安定性－－９００℃ZrH1.65
減速材

相安定性１，０００℃－－YH1.8

内圧クリープ破損－６５０℃７００℃ODS
フェライト銅被覆管材

SiC分解２，５００℃－－SiC

サーマルストライピング１５０℃１２０℃１２０℃隣接集合体出口温度差制限

相安定性H/Y＝１．６７H/Zr＝１．５３水素減損制限

集合体・炉心健全性５．９MPa
（６０atm）

１１．８MPa
（１２０atm）LLFPピン内圧制限
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　各炉の「Srφr/P」と今回の核変換率評価結果
を図２７に示す。ナトリウム冷却炉について，大型
金属燃料炉で変換特性が優れている原因は，金属
燃料炉はMOX燃料炉に比べ炉心側面積Srは同等
ながらも，境界中性子束φrが２倍近く高いため
と考えられる。また，大型・中型の比較では，「炉
心側面積/熱出力」（Sr/P）の比が中型炉で２倍程
度大きくなるため，結果的に中型炉が核特性に優

れる傾向を示している。ヘリウムガス炉は，図２７
で「Srφr/P」指標は金属燃料ナトリウム炉並に大
きいものの，変換率評価結果が小さい値となった。
これは，ピン内圧の制限からYI3のスタック長を短
縮し，炉心側面積が低減したためと考えられる。

９．４　まとめ

　実用化戦略調査研究の各炉型について，核特性
上影響の少ない炉心周辺にLLFPを装荷すること
を想定し，LLFP変換用炉心の設計評価を行った。
その結果，LLFP集合体や炉心燃料仕様を調整する
ことで，いずれの炉型でも，増殖比＞１を維持し
ながら自己生成分のヨウ素・テクネチウムを核変
換できる可能性があることが分かった。また，課
題として，ナトリウム炉・鉛ビスマス炉では，Zr-
Hピンに対する水素透過抑制対策が必須となるこ
と，ヘリウムガス炉では，高温に耐えるSiC被覆
管や，融点の高いY-H減速材等，ガス炉特有の材
料開発が必要となることが明らかとなった。
　フェーズⅡ後半については，LLFPを炉心領域
に装荷する炉心を想定し，設計評価を行う予定で
ある。これは，別途LLFPのシナリオ評価を行っ
た結果，今回想定した炉心周辺にLLFPを装荷し
た炉心では，LLFPのインベントリが大きくなり
過ぎ，LLFP炉心の立ち上げ時期に導入ペースが
遅れる問題が指摘されたことによるものである。

技
術
報
告

表１１　各炉型のLLFP変換特性

Heガス炉Pb-Bi自然循環炉Pb-Bi強制循環炉中型MOX燃料Na炉大型金属燃料Na炉大型MOX燃料Na炉項　　　目

２，４００１，４５０１，８７５１，７８５３，９００３，５７０MWt熱出力

８５０/４６０４６５/２８５５２０/３５２５５０/３９５５０６/３５２５５０/３９５℃原子炉出入口温度

２０/８１８/６１８/５２６/４１８/３１８/４月/－サイクル長/バッチ数

１２０１２１１１４１５０９８１４８GWd/t炉心取出燃焼度

TcITcITcITcITcITcILLFP種類

４１８７４４５５５５５６３６５８４５４７５３７０体LLFP集合体数

３２８２６３６１８１３２４６３５０２７１６２３８４３８９２２５１２９７５９８３１０９３kg/炉心
LLFP装荷量

１３６７２６５１２５０１７０１８６８３８２１３３５２１８５７７７６１６７６３０６kg/GWt

７１０１９１２２０１０８８１２５６１１cycle
滞在期間

１１．５１６．４２８．５１８．０３０．０１５．０１７．３１７．３１８．０７．５９．０１６．５year

２３１７３７２９２８１１２７２２４２２７２１１４％取出変換率＊1

１．００１．００１．００１．００１．０２１．００１．００１．０１１．００１．００１．００１．００－サポートファクタ＊2

０．２８０．０４１２．４１４．０１４．５１３．０３．３２．５６．５５．１４．２２．８kg/sec/集合体必要流量

１．００．３１．０１．４１．０１．０１．３１．６１．５１．２１．２１．１％炉心流量比率

１．０３１．１６１．１６１．０３１．０５１．０３－増殖比

＊１：LLFP集合体取出時における，対象とする各LLFP元素（ヨウ素・テクネチウム）の装荷時からの変換率
＊２：対象とする各LLFP元素（ヨウ素・テクネチウム）における変換/生成比

図２７　各炉型の取出核変換率の比較
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１０．おわりに

　実用化戦略調査研究における炉心燃料設計検討
では，安全性を大前提として経済性，資源有効利
用性，環境負荷低減性に優れる概念を検討し，
種々の冷却材選択肢について魅力ある炉心燃料概
念を提示してきている。現在の設計研究における
代表的な炉心概念について主な特徴をまとめて表
１２に示す。
　ナトリウム冷却酸化物燃料炉心はブランケット
を含めた平均燃焼度が１００GWd/tと従来にない高
燃焼度の設計となっており，これが大きな特長で
ある。また，ナトリウム冷却金属燃料炉心では，
以下の魅力を有する炉心概念を提案できた。すな
わち，出口温度を酸化物燃料炉心と同じ５５０℃ を
達成できる設計となっている。運転サイクル長さ
が２２ヶ月でも燃焼反応度は小さく，さらなる長期
運転サイクルも可能である。現状の開発目標以上
の高照射量に耐える炉心材料が開発が前提とはな
るが，核熱設計上は高燃焼度を達成できる。
　鉛ビスマス冷却炉では，高燃焼度が達成可能な
窒化物燃料ピンが開発できることを仮定した上で
核熱設計上は高燃焼度が達成できる炉心概念を提
案した。実現に向けての主要な課題は，上述の高
燃焼窒化物燃料ピンの開発の他に，被覆管と冷却
材との共存性に関する技術開発である。
　ヘリウムガス冷却炉では，革新的な燃料概念の
開発を仮定したうえで，他概念にない出口温度
８５０℃ となる概念を設計した。本概念は，高出口温
度・増殖性・高燃焼度・耐熱性/除熱性が両立す
る可能性を有する特長がある。
　水冷却概念については，限定された設計条件で

はあるが，炉心材料など燃料の開発に関する重要
課題の克服を仮定したうえで限定的な条件下で活
用できる炉心概念となっている。
　さらには，高速炉炉心のTRU（プルトニウム，
MA）燃焼の柔軟性，LLFP核変換による環境負荷
低減対応の可能性を示した。
　今後は，残された設計課題について検討を深
め，概念高度化を進めてさらなる魅力を追求する
とともに，ODS被覆管開発など概念実現に必須の
枢要技術に関するR＆D（研究開発）を進める予
定である。
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＊１：燃料ピン被覆管/集合体ラッパ管，＊２：被覆粒子被覆材
＊３：ブランケット燃料を含む全体の平均燃焼度，＊４：E＞０．１MeV

ヘリウム冷却炉鉛ビスマス冷却炉ナトリウム冷却炉

項　　　　　　目 被覆粒子窒化物燃料
横方向流冷却型
導 入 期 炉 心

窒 化 物 燃 料
強制循環冷却型
平 衡 期 炉 心

金 属 燃 料
高出口温度型
平衡期炉心

酸化物燃料
高内部転換型
平衡期炉心

１，１２４/２，４００
８５０
２０
５６４

窒化チタン/炭素ケイ素＊2

７５０/１，８７５
４５０
１８
４４１

ODS鋼/PNC-FMS鋼＊1

１，５００/３，７５０
５５０
２２
５００

ODS鋼/PNC-FMS鋼＊1

１，５００/３，７５０
５５０
２６
５４６

ODS鋼/PNC-FMS鋼＊1

出力（MWe/MWt）
原子炉出口温度（℃）
運転サイクル長さ（ヶ月）
炉心等価直径（cm）
炉心材料

基
本
条
件
・
炉
心
構
成

１１９/５８
０．８０

３．５×１０23

１．１７
９．６

１５９/１４３
０．７０

６．６×１０23

１．０４
５．６

１５２/１３１
１．５

７．４×１０23

１．０４
４．８

１４５/１１０
２．４

５．３×１０23

１．０４
５．９

取出平均燃焼度（GWd/t）（炉心/全体＊3）
燃焼反応度（%Δk/kk,）
最大高速中性子照射量（n/cm2）＊4

増殖比
装荷時核分裂性Pu重量（t/GWe）

炉
心
主
要
核
特
性

表１２　各冷却材選択肢の代表的な炉心概念
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１．はじめに

　２００１年度から５カ年の予定で実施している実用
化戦略調査研究フェーズⅡでは，各種冷却材による
高速増殖炉概念を構築しているが，それぞれの概念
成立にとり最大の課題と考えられる点について，新
たに要素技術開発研究を行っている。これが，過去
の膨大な知見に基づいて概念検討を進めたフェー
ズⅠと大きく異なる点である。本稿は，フェーズⅡ
の３年目が終了した時点での要素技術開発研究に
より新たに得た成果を報告するものである。

２．ナトリウム冷却炉

２．１　コンパクト化した原子炉容器内流動の適正化

　ナトリウム冷却大型炉では，原子炉容器のコン
パクト化により炉容器内の平均流速が従来の設計
に比べて２倍程度大きくなっている。また，炉心
上部機構（以下，UIS）の構造として切込みを有
するコラム型（図１参照）を採用することにより，
切込み部の流速は炉心出口と同程度の５m/sに達
すると考えられる。また，冷却系の２ループ化に
よりホットレグ配管の断面平均流速が９m/sを越
えるなど局所的な高流速化も見られる。設計上の
対策として液面の下方に水平の板（ディッププ
レート，以下，D/P）を設置することで，速い流
れが直接液面に達することを防止している。その
有効性の確認を含めて原子炉容器液面でのガス巻
き込み現象の抑制を始めとする原子炉容器内の流
動を適正にすることがコンパクト化した原子炉容
器の設計上急務となった。
　原子炉容器上部プレナム内の流動現象を把握
し，流動場の適正化を図る構造を見いだすこと
を目的にナトリウム冷却大型炉を対象として，
１/１０スケールフルモデル及び１/１．８スケール部分
モデルを用いて上部プレナム水流動試験を実施し
た。１）－３）　試験にあたっては設計部門，要素技術部門
（実験，解析）及びメーカの有識者を集めた熱流動
試験ワーキンググループを組織し，小型モデルに
よる可視化４）と予測解析による流動適正化形状の
サーベイ５），液面近傍のモデル化の影響６）を含め，
試験の手法・内容について総合的に検討をしつつ
実施した。
　試験装置を図１に示す。１/１０スケールフルモ
デルでは炉容器上部プレナム内の構造を２００１年度
末の１５０万kWe級大型炉設計７）（以下，実機設計）
を元に１/１０スケールでモデル化し，電力実証炉

における検討結果８）から，ガス巻き込み現象の発生
確認が行える実機設計と同一の炉心出口流速まで
試験ができる仕様とした。部分モデルでは，液面
部分の現象に着目してガスを巻き込む下降流の観
点からホットレグ配管を中心に９０度セクタの液面
近傍（D/Pを含む上部領域）を，ガス巻き込み現
象のスケール依存性を緩和するよう１/１．８スケー
ルでモデル化した。比較的小型で容易に形状が変
更できるフルモデルと境界条件をある程度自由に
設定できるよう工夫した大型の部分モデルを組み
合わせて試験をすることで，設計が流動的な段階
での効率的かつ合理的な開発ができる設備とし
た。流速場は，可視化による流況観察及び粒子画
像流速計測法（PIV），超音波流速分布モニタ
（UVP）による定量的計測により把握した。
　設計準拠体系での試験結果より，D/Pは液面の
安定化に大きな効果を有し顕著なガス巻き込みは
生じないものの，UIS切込み部を通る流れがD/P
の隙間を通して液面の高流速化など大きな影響を
及ぼすこと，ホットレグに吸い込まれる速い流れ
に回転が加わることにより渦の中心の圧力が低下
し「気泡を伴う水中渦」（キャビテーションの一種）
が顕在化することが分かった。後者については，
キャビテーションが構造物の健全性に与える影響
が懸念される。これら２点を抑制できる炉内構造
物形状を形状パラメータ解析４）及び予備的な可視
化試験の結果３）を元に１/１０フルモデルを用いた試
験によりサーベイした。試験条件は液面の形状が
実機設計と同一となるよう炉心出口流速をFr数
　

　その結果，UIS切込み部を通る流れについては，
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一致条件とした。

図１　炉容器上部プレナム内流動試験装置
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図２に示すように燃料交換機挿入口を通して円筒
形状の構造物：燃料交換機貫通孔プラグ（以下，
FHMプラグ）を上部プレナム内に挿入することで
D/Pの貫通孔を塞ぐと共に，切込みを通る流れを
遮断する効果が期待できることが分かった。炉壁
とD/Pの隙間部を通る流速の鉛直方向成分の分布
を比較した結果を図３に示す。FHMプラグをUIS
の中段高さ（UISの４段目バッフルプレート高さ）
まで挿入することでD/P隙間部を通って液面に向
かう流速を約１/２まで低減できることが分かる。
　図４に示すように気泡を伴う水中渦は，ホット
レグ開口端と炉壁の間に１本，左右のコールドレ
グ配管壁からホットレグに向かう各１本の計３本
が観察され，中でも炉壁からの気泡を伴う水中渦
の発生が顕著であった。これを抑制するため炉壁
に沿って縦リブ（スプリッタ）を設けた。図５に
スプリッタの有無によるホットレグ正面での流速
場の違いを示す。スプリッタにより流れの回転が

抑制されていることが分かる。実機設計と実験体
系ではカバーガスの圧力条件が異なることから，
流速と圧力の関係を示す無次元数としてキャビ
テーション係数ｋを用いて気泡の発生を評価した。

　ここで �，�，vはそれぞれ流体中の代表圧力
（静水圧），飽和蒸気圧，代表流速である。ここで
はvとしてホットレグ配管内の断面平均流速を用
いた。実機条件と比較して気泡を伴う水中渦の初
生キャビテーション係数を図６に示す。流れに回
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図３　D/Pと炉容器壁隙間部の鉛直方向流速分布

図２　UIS切り込みを通る鉛直断面内の流速分布と
燃料交換機貫通孔プラグの効果

図４　気泡を伴う水中渦の発生状況

図５　炉壁とホットレグ配管との間の流速分布とス
プリッタによる整流効果

図６　気泡を伴う水中渦の初生キャビテーション係
数と形状の効果
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転を与える一因がUIS切込みを通る速い流れにあ
ることから，切込みの流れに影響を与えるFHM
プラグの下端高さをパラメータとしている。図よ
り，スプリッタを設けることでより低いキャビ
テーション係数（値が低いほど低圧・高流速とな
り定性的にキャビテーションが発生しやすい条件
を示す）まで気泡の発生が抑えられ，FHMプラグ
をUIS中段高さにおいたときに最もバランス良く
気泡を伴う水中渦の発生を抑制できることが分か
る。この形状を採用することで実機設計での流
速・圧力条件に比べキャビテーション係数にして
約３割低い値まで発生を抑制できる。すなわち，
初生キャビテーション係数を低くできた。
　以上の検討からFHMプラグをUIS中段高さまで
挿入し，ホットレグ開口端に向かい合うように炉
壁から縦リブ形状のスプリッタを取り付けること
により，課題がクリアできる見通しが得られた。
また，このような渦中心でのキャビテーション発
生に対するカバーガス圧力の影響について，基礎
的な試験を行った。その結果，キャビテーション
係数により圧力依存性の評価ができることが分か
った。９）

　この流動適正化を行った体系でD/P隙間部の流
速，ホットレグを中心とする９０度セクタの両端で
の速度分布をFr数一致条件で測定した。これから
実機流速一致条件での境界条件を予測し，ガス巻
き込みに対するモデルスケールの影響を評価する
ため１/１．８スケール部分モデルにて液面の状態を
観察した。試験の結果，１/１．８スケール・実機流
速一致条件においてガス巻き込みは発生しないこ
とが分かった。また，D/Pを２段にすることによ
り，上下のD/P間の流路とD/P貫通構造の各隙間
部に流速分布を緩和する流れが生じ，隙間部で上
段のD/Pを下に抜ける下降流速の最大値が小さく
なる効果が見られた。１段D/P体系との比較によ
り，この下降流速の低下がガス巻き込みの抑制に
大きな効果を持つことが分かった。１０）

　これまでの検討の結果，FHMプラグ並びにスプ
リッタを付加することにより，本設計での炉容器
内ガス巻き込み及び気泡を伴う水中渦の発生を抑
制し流動場を適正化できる見通しを得た。

２．２　大口径配管の流動励起振動試験

　ナトリウム冷却炉では，建設コスト低減のた
め，１次系配管を上部流出入方式として配管短縮

化を図ると共に，冷却系を２ループ構成としてい
る。
　冷却系ループ数の削減に対応して，配管は大口
径化（ナトリウム大型炉１次系ホットレグ配管：
外径１．２７m）すると共に，管内流速が９m/s台に
増大する。このように，大口径配管で高流速化し
たことに伴い，従来設計で経験のない４．２×１０7の
高レイノルズ数（Re＝Ｕ・Ｄ/ ν ，Ｕ：平均流速，
Ｄ：管内径， ν ：流体の動粘性係数）条件の流動
場となる。このため，エルボでの乱れに起因する
流動励起振動や，エロージョン/キャビテーショ
ンの発生が懸念される。そこで，縮小水試験装置
を用いて配管内の流況，圧力変動特性，振動特性
等を把握し，配管系の構造健全性評価に反映する
ための試験を実施している。
　試験装置を図７（a）に示す。Ｌ字型のホットレグ
配管を模擬した１/３縮尺のエルボ試験体を原子炉
容器に相当する整流タンクに上部から差込む構成
としている。試験パラメータはRe数であり，実流
速９．２m/s，６０℃ 温水条件で実機の約１/５のRe数
（８×１０6）を達成できる。現在，常温水を用いた
可視化試験を終了した段階にあり，試験結果の一
例を以下に述べる。
　まず，エルボ全圧力損失係数のレイノルズ数依
存性を図７（b）に示す。配管の圧力損失は，乱れ
に与えられるエネルギ量に相当することから，圧
損係数を調べることでエルボでの乱れ強さの評価
に有効となる。Re数４×１０6まで実施した本試験
では，全圧損係数は１．３程度であり，乱れに与え
られるエネルギは小さいことが分かった。現状
データの範囲では，全圧損係数のRe数依存性が小
さいと考えられるが，今後６０℃ 温水条件でのデー
タを取得し，実機Re数条件への外挿性を検討する。
　次に，平均流速９．２m/sでの流況を図７（c）に示
す。エルボに流入した流れは，エルボ腹側で剥離
し，そこから約２９０mm下流で再付着した。また，
流速を低下させた条件では，管内の流速分布や剥
離域の位置，大きさ等は平均流速９．２m/sの場合
と有意な差異がないことから，配管内の流況は流
速（Re数）に依存しないと考える。
　また，配管の励振源となる圧力変動特性につい
ては，剥離域境界付近で変動が大きくなる特徴が
明確になってきている。今後，ステンレス製試験
体での振動データ等も取得し，配管系の振動応答
評価手法の高度化に反映する予定である。
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２．３　ポンプ組込IHXの開発

　ナトリウム冷却炉の１次主冷却系は原子炉容
器，１次主循環ポンプ，中間熱交換器（Internal 
Heat eXchanger ; IHX）により構成され，炉心で
発生した熱を冷却材である液体金属ナトリウムを
媒体として２次主冷却系統に伝える。実用化戦略
調査研究におけるナトリウム冷却炉の候補概念で
は，建設コストの低減を狙いこれらの構成機器の
中で１次主循環ポンプをIHXの中心部に組込み，
同一の容器に収容する概念を検討している（図８
左図）。
　IHXは，熱伝達の効率を高めるため薄肉の伝熱
管を用いて管内に１次冷却材，管外に２次冷却材
が流れ熱を伝える。伝熱管は肉厚が薄い上，他の
構造物に比較して剛性が低いため，振動，摺動，
摩耗が発生することがないよう慎重に設計する必
要がある。更に，本概念ではIHXが機械的な振動
の発生源ともなりうる主循環ポンプと同一の容器
に収容されているため，振動伝達特性を十分に把
握し，ポンプで発生する振動に対してプラント寿
命期間にわたりIHXの伝熱管の健全性を確保する
設計手法を確立する必要がある。
　ポンプ組込IHXの開発で重要な要件となる，振
動伝達特性の把握及び機器設計手法の確立を目的
として，模型実験を開始した。実験装置はナトリ

ウム冷却中型炉のポンプ組込IHXを１/４で模擬し
た構造で，水を作動流体としている（図８右図）。
試験計画としては，以下の項目を実施する。
①　加振器による振動伝達特性試験及び解析
　ポンプの代わりに電磁加振器を振動源として設
置し，静止した流体の条件での振動伝達及び減衰
の特性を把握する。
②　ポンプ加振による総合試験及び解析
　ポンプによる機械的な振動が構造物と流れる流
体を介して伝達する特性を把握し，実機条件に極
めて近い条件での振動伝達特性データを取得し解
析モデルを確立する。
③　実機解析モデル構築
　①及び②の試験及び解析結果を元に，実機の振
動伝達解析モデルを構築する。本解析モデルを用
いて実機の設計を評価し，設計手法を確立する。
　現在，①の試験が終了し解析モデルを検討中で
ある。今後，２００５年度までにすべての試験と実機
解析モデル構築を終了し，機器開発の見通しを得
る予定である。

２．４　２重管蒸気発生器の開発

　伝熱管破損によるナトリウム－水反応を排除し
蒸気発生器の信頼性を向上するために，伝熱管を
２重壁構造（２重伝熱管）にすることを検討して
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図７　大口径配管の流動励起振動試験の概要
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いる。このためには，２重管が所定の伝熱性能を
有すると共に，定期点検時の超音波検査（UTによ
るISI）により内外管の健全性を確認することが必
要となる。
　２重管には，内外管を機械的に圧着した密着型
２重管と内外管をニッケル（Ni）により冶金的に
接合したNi冶金結合型２重管の２つを候補とし
て考えている。後者のNi冶金接合型２重管は，機
械式密着２重管と比較して，内外管が冶金的に接
合しているため，伝熱性能が確保されるとともに，
超音波の内外管界面の通過性の観点から検査性能
の向上が期待できる。しかし，内外管はNiによっ
て接合しているため，き裂伝播阻止の観点から内
管と外管は独立しており，単管とは異なることを
確認する必要がある。
　このNi冶金結合型２重管は米国アルゴンヌ国

立研究所（ANL）の高速増殖実験炉（EBR- Ⅱ）の
蒸気発生器で採用されており，３０年間のプラント
運転実績がある。３０年の運転期間においてナトリ
ウム－水反応に至る伝熱管の破損事例はなく，ま
た所定の伝熱性能が確保されている。更に，内管
内側からの超音波検査においても外管外面の欠陥
検出確認試験を実施している。　
　そこで，サイクル機構はANLとの共同研究にお
いて，EBR- Ⅱの２重管蒸気発生器（過熱器）から
Ni冶金結合型２重伝熱管を摘出し，衝撃試験や電
子顕微鏡によりNi冶金結合部のき裂進展阻止に
係わる機械的特性や材料組成の変化を現在調査中
である（図９）。
　さらに今後は，Ni冶金結合型２重管の製作性の
確認等を行い，実機への適用性について検討する
予定である。
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図８　ポンプ組込IHX及び試験体

図９　米国ANL EBR- Ⅱ　２重管SGとニッケル冶金結合型２重伝熱管



８７

サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１

３．重金属冷却炉

３．１　材料腐食

　重金属冷却炉において材料腐食問題が取り上げ
られる背景には，鉄鋼材料主要構成元素の鉛ビス
マス共晶合金（以下，鉛ビスマス）への溶解度が
大きいことがあげられる１１） ，１２）。この鉄鋼材料構成
元素の鉛ビスマス中への溶出を抑制する手法１３）と
して，鉛ビスマス中の酸素濃度を適切に制御して
鉄鋼材料表面に緻密かつ密着性の良好な酸化皮膜
を形成させることが提案されている。
　本研究では，重金属冷却炉の炉心及び構造用候
補材料である，酸化物分散強化型マルテンサイト
鋼（以下，ODS鋼），高クロムマルテンサイト鋼
（以下，１２Cr鋼）及び高速炉構造用３１６（以下，
３１６FR）の３鋼種について，酸素濃度を制御した
停留及び流動鉛ビスマス中で最長１０，０００時間の腐
食試験を実施し，金属組織学的にそれらの腐食特
性について調査した。また，この結果に基づき，
マルテンサイト鋼を対象とした腐食評価式につい
て検討を行った。
（１）鉛ビスマス中腐食特性
　鉛ビスマス中材料腐食試験条件を表１に示す。
試験は，停留鉛ビスマス中と流動鉛ビスマス中の
２環境下で実施した。停留鉛ビスマス中腐食試験
では，試験温度，試験時間のほかに，推奨鉛ビス
マス中酸素濃度とされる１０-6wt ％下試験を中心に
酸素濃度を試験パラメータとし，上記３鋼種の腐

食特性について調査した。流動鉛ビスマス中腐食
試験では，温度と鉛ビスマス中酸素濃度を５５０℃，
１０-6wt ％とし，２m/sの流速下で，ODS鋼と１２Cr
鋼の２鋼種について浸漬時間をパラメータにした
試験を実施している。以下では，これまでに得ら
れた停留鉛ビスマス中試験材の組織観察結果を基
に，その腐食特性について報告する。
　１０-6 wt ％の酸素濃度の５５０℃ 鉛ビスマス中に
２，０００時間浸漬したODS鋼の断面観察結果を図１０
に示す。鉛ビスマス浸漬部では，母相上の最外層
に形成されるFe-O（マグネタイト）層が鉛ビスマ
ス中に溶解するものの，母相はその内側に形成
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鉛ビスマス中酸素濃度/wt％［上段］，浸漬時間/h［下段］

温度/℃材　料鉛ビスマス
条件 １０-8１０-6１０-4

８００，２，０００，５，０００８００，２，０００，５，０００，１０，０００８００，２，０００，５，０００

－○－５００

３１６FR

停　留

○○○５５０

－○－６００

－○－５００

１２Cr鋼
○○○５５０

－○－６００

○（１０-7wt％～２，０００h）○（～４，０００h）○（１０-5wt％～４，０００h）６５０

－○－５００

ODS鋼
－○－５５０

－○－６００

○○○６５０

－○－５００１２Cr鋼
流　動

－○－５５０ODS鋼

表１　鉛ビスマス中腐食試験条件

図１０　５５０℃ -２，０００時間浸漬後のODS鋼の観察結果



８８

されるFe-Cr-O（スピネル）層によって鉛ビスマ
スによる腐食から保護されていた。５５０℃ 以下の
１０-6wt％の酸素濃度条件下では，同じマルテンサイ
ト組織を有する１２Cr鋼を含め，この酸化の形態は
１０，０００時間の浸漬後でも同様であり，酸化皮膜形
成による腐食抑制効果が確認された。
　６００℃ 以上の同一酸素濃度条件下における酸化・
腐食状況の一例を図１１に示す。６００℃ の鉛ビスマ
スに浸漬した１２Cr鋼の場合，鉛ビスマス接触部に
は酸化層がほとんど観察されず，５，０００時間以上
の浸漬試料から液体金属腐食と称される，鋼中へ
の鉛ビスマスの侵入が観察された。ODS鋼につい
ても，その酸化挙動はほぼ同様であり，一部分で
液体金属腐食が観察された。このように，５５０℃
以下で良好であった酸化皮膜形成が６００℃ 以上で
ほとんど認められず，耐食性の低下が懸念される
挙動が観察された要因の一つとして，５７０℃ を境
に鉄鋼材料の酸化形態が異なることが関連して
いると推定される。Fe-O二元系平衡状態図上で
１０-6wt ％の鉛ビスマス中酸素濃度に相当する酸素
分圧下における安定酸化物を考えてみる。この場
合，５７０℃ 未満ではマグネタイト（Fe3O4）である
のに対し，５７０℃ 以上ではウスタイト（FeO）が安
定となる１４）。つまり，このウスタイトの形成によ
り酸化層が安定な保護皮膜を維持できない要因と
なっていると推定された。
　高酸素濃度条件である１０-4wt ％の酸素濃度条件
下における腐食形態は，１０-6wt％のそれと基本的に
同じであった。ただし，高い酸素濃度環境下にあ
るため，表面酸化層の厚さが相対的に増大してい
る。
　低酸素濃度条件である１０-7～１０-8wt ％の鉛ビスマ
ス中酸素濃度条件下では，鉄鋼材料表面に鉄系の

安定酸化皮膜を形成できないことから，液体金属
腐食を生じると推定される。現に，オーステナイ
ト系ステンレス鋼である３１６FRの５５０℃ 試験材か
らは，Niの溶出とこれに起因する液体金属腐食が
観察されている（図１２）。これに対し，マルテンサ
イト組織を有するODS鋼及び１２Cr鋼では，表面
にCrを主成分とする薄い酸化皮膜が形成され，液
体金属腐食がほとんど観察されない良好な結果が
得られた（図１３）。この結果は，鋼中のCr酸化物
の拡散を制御できる場合，その保護皮膜は酸化物
と母材との間で安定に存在できる可能性を示して
いると考えられる。
　以上の知見をまとめると，推奨酸素濃度（１０-6wt
％）に鉛ビスマス中酸素濃度が制御された場合，
マルテンサイト鋼は５７０℃ 未満では酸化皮膜形成
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図１１　高温鉛ビスマス中浸漬後のODS鋼、１２Cr鋼の
観察結果（酸素濃度１０-6wt％）

図１３　６５０℃ -２，０００時間浸漬後の１２Cr鋼の観察結果
（酸素濃度５×１０-7wt％）　　　　　　 

図１２　５５０℃ -２，０００時間浸漬後の３１６FRの観察結果
（酸素濃度１０-6wt％）　　　　　　　　 
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により腐食の進行は抑制されると結論できる。
（２）腐食評価式の検討
　高速炉の設計段階において，鉛ビスマス中にお
ける炉心・構造材料の腐食代を定める必要があ
る。ここでは，上述の試験結果をもとに，この腐
食評価式についての検討を行った。なお，酸化と
腐食（質量移行）が並行して進行すると想定され
る鉛ビスマス環境の場合，適切に両方を含む領域
を設定することが必要となるが，ここでは以下の
前提の元で評価することとした。
（a）酸素濃度は，１０-6wt％近傍に制御されるものと
し，鋼材構成元素の質量移行効果は考慮しない。

（b）流動の影響がない場合，酸化皮膜は停留中腐
食試験結果に基づく評価に従うものとする。

（c）ここでいう酸化皮膜には，鋼表面に形成され
るFe-O層及びFe-Cr-O層からなる金属酸化物層
の他，母相内部に進行する拡散層を含める。

（d）酸化皮膜の成長は，ここでは一様に成長する
ものとする。

（e）材料の高温強度への鉛ビスマス環境効果に
は，これまでに報告されている脆化については
考慮しない。

（ f ）有効温度範囲は，上述の知見に基づき，５７０℃
未満とする。

　表１に示す１０-6wt％の酸素濃度に制御した５００℃
及び５５０℃ 停留鉛ビスマス中における１０，０００時間
までの腐食試験材について，試験片軸方向複数箇
所における酸化皮膜の厚さを測定し，放物線則に
従った（１）式で酸化皮膜成長を記述した。また，材
料に依存する係数Ａは，物理学的な材料定数と考
えられることから，２温度レベルのデータから仮
想的に（２）式のように温度外挿できるようにした。

ここで，Ao：定数，Q：見かけの活性化エネ
ルギー，R：気体定数，T：絶対温度，t：時
間（h）

　ODS鋼に対して得られた解は，Ao＝８．９１×１０4，
Q＝１．８７×１０4［cal］であり（図１４），例えば５５０℃
で７０，０００時間浸漬した場合，２５０μm程度と見積
もられた。なお，この評価式には，Fe酸化物の空
孔化（外側への膨満）を考慮していないこと，及
び母相内部へと進行する拡散層（強度支持部とし
て有効である可能性）を含むことによる保守性を

有している。ただし，現評価には実機評価に必要
な流動効果を考慮していないことから，現在取得
中の流動中材料腐食試験結果を基に，今後提案式
の保守性について検討を進めていく予定である。

４．まとめ

　要素技術開発研究の目的はそれぞれの冷却材ご
とに異なる。ナトリウムでは，経済性の設計要求
を満足するためのシステムのコンパクト化による
高流速化に伴う課題解決の見通しが必要である。
鉛ビスマスでは，冷却材の化学的特性である構造
材料の腐食に関する課題解決の見通しが必要であ
る。ヘリウムガス炉は高温化に伴う炉心材料の開
発見通しが必要である。
　本稿では，プラントに関係のあるナトリウムと
鉛ビスマスの要素技術開発研究の成果を述べた。
これらの成果はいずれも国際的にも各分野に有意
義な知見を与えるものである。
　この成果から，プラントの性能に優劣が生ずる
ものの，いずれの冷却材も高速増殖炉の冷却材と
して使用することは可能であることを示してい
る。これらを使用した結果であるそれぞれの概念
が設計要求条件を満足できるかどうかは，それぞ
れの冷却材が備えている物理的・化学的性質の短
所を極力抑えかつ長所をできるだけ生かした設計
ができるかどうかにかかっている。

５．　おわりに

　２００１年度から５カ年の予定で開始したフェーズ
Ⅱの３カ年終了時点での成果をまとめた。本稿で
述べた我国独自の実験研究成果により，フェーズ
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図１４　ODS鋼５００℃ 鉛ビスマス中浸漬試験結果

φ / μ m＝At1/2 ･･･（１）
A＝Aoexp（-Q/RT） ･･･（２）
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Ⅰ時点と異なり，フェーズⅡでの概念は更に実現
性を増したということができる。

参考文献
１）木村暢之，林　謙二，他：“炉容器コンパクト化に関

する流動特性試験（炉内流況の把握と流動適正化
方策の考案）”，JNC TN９４００ ２００３-０３２（２００３）

２）N.Kimura, K.Hayashi, et al.:“Experimental study on 
flow optimization in upper plenum of reactor vessel 
for a compact sodium cooled fast reactor”，Proc. of 
the １０th Int. Top. Mtg. on Nuclear Reactor Thermal 
Hydraulics（NURETH-１０）, Seoul, Korea, Oct. ５-９ 
（２００３）

３）林　謙二，木村暢之，他：“Na大型炉における上部
プレナム流動適正化に関する実験研究（１），（２），
（３）”，日本原子力学会２００３年春の年会要旨集，J３８， 
３９，４０（２００３）

４）佐藤博之，五十嵐実，他：“原子炉構造コンパクト化
のための炉内流動安定化方策の検討（炉内流動の可
視化）”，JNC TN９４００ ２００２-０２０（２００２）

５）村松壽晴，村上　諭，他：“ナトリウム冷却高速炉の
原子炉容器内熱流動の研究（Ⅰ）（炉上部プレナム内
流動適正化に関する解析的検討）”，JNC TN９４００ 
２００１-１１７（２００２）

６）村松壽晴，村上　諭，他：“ナトリウム冷却高速炉の

原子炉容器内熱流動の研究（Ⅱ）（炉上部プレナム分
離評価の妥当性に関する解析的検討）”，JNC TN９４００ 
２００１-１２９（２００２）

７）島川佳郎，新部信昭，他：“Na 冷却大型炉設計研究”，
JNC TY９４００ ２００２-００７（２００２）

８）Y.Eguchi, N.Tanaka, et al.:“Gas entrainment in the 
IHX vessel of Top-Entry Loop-Type LMFBR”, Nucl. 
Eng. Design, Vol.１４６, ３７３-３８１（１９９４）

９）佐藤博之，上出英樹，他：“配管入口部のキャビテー
ションを伴う水中渦に関する研究”，日本原子力学会
２００４年春の年会要旨集，岡山大学，M７（２００４）

１０）大島宏之，木村暢之，他：“ナトリウム冷却高速炉の
ガス巻き込みに関する研究（１～４）”，日本原子力
学会２００４年春の年会要旨集，岡山大学，M１～４
（２００４）

１１）J.R.Weeks, Nucl. Eng. Des., １５, ３６３-３７２（１９７１）.
１２）B.F.Gromov, Y.I.Orlov, et al., Proc. Heavy Liquid 

Metal Coolants in Nucl. Technology（HLMC-９８）, 
Vol.１, ８７-１００（１９９８）.

１３）I.V.Gorymin, G.P.Karzov, et al., Proc. Heavy Liquid 
Metal Coolants in Nucl. Technology（HLMC-９８）, 
Vol.１, １２０-１３２（１９９８）.

１４）D.R.Gaskell, Introduction to the Thermodynamics of 
Materials, Third Edition, ISBN １-５６０３２-４３２-５（１９９５）.

サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１

技
術
報
告



９１

サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１

技
術
報
告

�����������������������������������������������

�����������������������������������������������

資料番号：２４別冊-５

����������	
��
�
�����

����������������������	

���������	�
�����
�������
�����������������������	
������
���
����

森下　正樹　　内田　昌人＊
　　揃　　政敏＊1　佐藤　一憲

若井　隆純　　笠原　直人　　北村　誠司　　中桐　俊男

��������������������������������������������������
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１．はじめに

　実用化戦略調査研究においては，ナトリウム，
鉛ビスマス，ヘリウムなどの各種の媒体を冷却材
とする高速増殖炉の設計研究を行っているが，大
きな開発目標として，安全性の確保・向上を大前
提としたうえで，将来の軽水炉に比肩し得る経済
性の達成を掲げている。この目標を達成するため
に，設計では各種の革新的技術を積極的に取り入
れている。
　革新的技術や先進的な概念を取り入れた設計を
実現していくためには，それを支える各種の要素
技術の着実な開発が必須である。これらの要素技
術は，各炉型に特有の課題と，各種炉型に共通の
課題に分類することができるが，本稿では以下
に，安全性（自己作動型炉停止機構（SASS：Self 
Actuated Shutdown System）及び炉心損傷事故時
の影響緩和），構造・材料（FBR用高クロムフェ
ライト鋼，構造設計技術），及び３次元免震など，
各炉型に共通して適用することができ，かつ安全
性向上または設計合理化の観点から重要度の高い
要素技術の研究開発の現状について述べる。ま
た，プラントの多目的利用を目指した水素製造技
術開発の現状についても述べる。

２．安全性

　高速増殖炉の実用化に向けては，炉心損傷の防
止はもとより，仮に炉心損傷を仮定してもその影
響が適切に抑制されることを，炉心設計・燃料設
計の高度化に整合した形で示すことが重要である。
このような安全性にかかわる重点課題として，
SASSによる炉心損傷防止性能の更なる強化，及び
EAGLE（Experimental Acquisition of Generalized 
Logic to Eliminate recriticalities）プログラムを中
心とした炉心損傷事故時の影響緩和にかかわる研
究を進めている。これらの研究は事故の「発生頻
度」及び「影響の重大さ」によって構成される
「リスク」を低減し，設計合理化によって安全性と
経済性の両立を図るものである。

２．１　自己作動型炉停止機構の開発

　実用化戦略調査研究では，次世代炉としてのよ
り高い安全性の実現を開発目標とし，安全設計方
針として，深層防護の各段階の安全機能を強化す
ることとしている。このため，原子炉停止機能の
向上方策として，従来の能動的な炉停止系に加え

て，外部の信号によらない受動的な炉停止あるい
は反応度抑制機構の導入を図るための研究・開発
に取り組んでいる。受動的な炉停止機構について
は，実証炉の設計研究段階から様々な概念の検討
がなされてきた。我が国の耐震設計では，地震時
の制御棒の挿入性を確保するために炉心全体の過
大な変形の防止対策が講じられており，制御棒の
挿入失敗は安全保護系の故障が支配的になる。こ
のため，炉心冷却材の温度上昇に速やかに応答
し，投入される負の反応度も大きく，かつ，炉内
でのリセット性や試験検査性を有し，制御棒切離
しの不確かさが少ないという特長を踏まえ，高温
で磁性材としての機能を喪失する３元合金を用い
て制御棒を自動的に切離すキュリー点電磁石方式
の自己作動型炉停止機構（SASS）が最も有望な概
念であるとの結論が得られている１） ， ２）。
　SASSの開発は１９８５年に開始され，原電及びサ
イクル機構で，キュリー点電磁石の原理確認，
SASS構成部材の熱時効及び腐食に対する耐久性
の確認，SASS試験体を用いた高温ナトリウム中
での長期にわたる保持安定性の確認及び熱過渡付
与後の保持力特性，応答特性の確認等，広範な試
験が行われてきた３）～６）。この結果，照射影響の確
認を除けば，安全要求を満足させるSASSの設計
手法の妥当性が確認された。SASS開発の最終段
階として，実機照射環境下でのSASSの信頼性を
確認するため，高速実験炉「常陽」での炉内機能
確認試験（炉内試験）を開始した。
　「常陽」における炉内試験は，SASSの非誤落下
性に着目した保持安定性の確認を行うことにより
システムとしての信頼性を確認するとともに，
SASSの主要な構成要素について実機環境下にお
ける諸特性を把握しSASSを設計・製作するため
に必要な基礎データを取得することを目的とし，
前者を「単体照射試験」，後者を「要素照射試験」
として実施する。これらの試験において，高速中
性子（E≧０．１Mev）の照射量は，電磁石コイル部
で６×１０26n/m2（６０年使用），試料部の温度感知合
金で５×１０25n/m2（４８ヶ月使用）の設計要求を満
足するように計画されている。
　本試験は，原電とサイクル機構の共同研究とし
て１９９６年度から準備を進めてきたものである。
以下に各試験の計画について示す。
１）単体照射試験
　SASSは，電磁石で制御棒を吊り下げておき，キ
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ュリー点を超えて高温になると磁性材としての機
能を喪失する性質を利用して，制御棒が落下する
ようにした炉停止装置で，図１及び図２に示した
ように電磁石により制御棒模擬体を接続してお
き，温度感知合金の温度がキュリー点に達すると
磁性を失い磁気回路が遮断されることによって保
持力がなくなり制御棒模擬体が落下するしくみに
なっている。
　「常陽」では，冷却材温度がキュリー点（約６８０ 
℃）まで上昇することはないため，単体照射試験
では，①原子炉運転中に制御棒を模擬した試料部
を電磁石により連続保持し誤落下しないことを確
認する｢保持安定性試験｣，②電磁石と試料部を強
制的に切り離して保持力を測定する｢保持力特性
試験｣，③電磁石のコイル電流をOFFにして試料
部を切り離した時の特性を測定する「デラッチ特
性試験」，④電磁石のコイル電流を徐々に下げて
試料部が切り離される電流を測定する｢ドロップ
アウト電流測定試験｣，⑤電磁石と試料部を切り
離した状態から，電磁石を下降させて試料部と正
常に結合できることを確認する｢結合動作確認試
験｣，を実施する計画である。
　単体照射試験は，２００４年５月のMK- Ⅲ第１サイ
クルから照射を開始しており７） ， ８），第２サイクルま
での約１２０日間照射が行われる。
２）要素照射試験
　要素照射試験は，単体照射試験では達成できな
い高温（６００～６５０℃）の照射環境下での磁気特性
や健全性に対する中性子照射の影響を把握する等

の基礎データを得ることを目的としている。要素
照射試験体は，図３に示すように炉心上部機構内
に設置されており，照射試料を装填した試験容器
部は電気ヒータにより照射温度を一定に調節する
ようにしている。要素照射試験としては，①温度
感知合金材や鉄心材の磁気特性の変化をB-Hリン
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図１　SASS単体照射試験概略図

図２　SASS単体照射試験装置
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グで測定する｢磁気特性試験」，②電磁石励磁用コ
イルの中性子照射下での健全性を確認するための
「コイル照射試験」，③温度感知合金材や鉄心材の
健全性を確認するための｢材料照射試験｣，等を行
う計画である。照射試験は，２００５年度のMK- Ⅲ第
３サイクルから第６サイクルまでの４サイクルの
間で実施する計画で準備を進めており，照射装置
の製作を既に終えている。要素照射試験体は，照
射終了後に原子炉から取り出され，照射後試験施
設において磁気特性の測定や照射材料の強度試
験，スエリング量評価等の照射後試験を行う計画
である。

２．２　炉心損傷事故時の影響緩和に係る研究

　高速増殖炉において炉心損傷を仮定した場合の
影響評価については，ULOF（Unprotected Loss 
of Flow）事象のようなスクラム不作動を仮定した，
極めて起こりにくいが短時間のうちに炉心が損傷
する事象を対象として，その熱的・機械的影響が
適切に抑制されることを示すことに重点を置いて
進めている。

　炉心損傷の初期過程においては，冷却材の高温
化や沸騰，被覆材の溶融移動，燃料の溶融移動な
どが生じて炉出力が変化するが，高温化した燃料
の集合体内軸方向への分散などで炉出力は一旦低
下する。その後，炉心からの燃料流出がなく，大
量の燃料が炉心部に残留した状態でラッパー管な
ど集合体間の仕切りが溶融して失われる状況を想
定すると，燃料移動の自由度が増大するため，燃
料が理想的に集中する状況での出力急上昇（再臨
界）と炉心における高いエネルギー放出の可能性
を考慮することが必要になる。
　一方，一般に炉心には制御棒が挿入されるス
ペースのような，溶融炉心燃料が炉心外へと流出
し易い経路が存在する。このような経路を通じた
溶融炉心物質の炉心外への流出が，炉心損傷の比
較的早い段階で生じると，大量の溶融燃料の自由
度の高い運動は想定する必要がなくなり，有意な
エネルギー放出の可能性そのものを排除すること
ができる（再臨界回避）。
　実用化戦略調査研究のプラント設計研究では，
再臨界回避を設計要求の一つとして掲げ，燃料早
期流出をより確実とするため燃料排出経路を積極
的に確保することを指向した炉心概念の検討を進
めている。そこで，ナトリウム冷却MOX燃料概
念を基本として，炉心損傷の早い段階で炉心物質
が炉心外に流出していく挙動を実験的に把握し，
もって，再臨界回避が原理的に可能であることを
示すための研究を行っている。
　本研究では，カザフスタン共和国国立原子力研
究センターとの共同研究として，同センターの実
験用の特殊な原子炉IGR（Impulse Graphite Reac-
tor）を用い，同炉の中央に設置された試験孔内に
炉心溶融を模擬した状態を作り出して調べる研究
（EAGLEプログラム８））に取り組んでいる。この研
究は表１に示す３段階の炉内試験から構成され，
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図３　SASS要素照射試験装置

表１　炉内試験の概要

観察する現象規　模試験種別

燃料溶融時のガス圧，伝熱燃料：３６kg第１段階

流出経路壁の破損
（Na有/無）

燃料：２kg
Na量：３５０kg第２段階

Naのない条件での燃料流出燃料：１０kg
最終段階

Na有りの
総合的模擬条件での燃料流出

燃料：１０kg
Na量：１５kg
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これまでに第１段階の２試験を終了し，第２段階
の中規模試験の準備を進めた。これらにより，最
終段階の試験実施にかかわる技術的成立性見通し
を得るとともに，その実施に向けた準備を進め
た。図４に最終段階での炉内試験の概念を示す。
　また，炉内試験に対する補完データを取得する
ことを目的として，電気加熱で溶融燃料を生成す
る炉外試験も並行して進めており，ナトリウムを
用いないドライ条件での流出経路壁破損挙動や破
損後の燃料流出挙動にかかわる基本データを得
た。図５はこのドライ条件試験での燃料流出挙動
にかかわるデータの一例であり，短時間のうちに
溶融燃料の流出が生じる結果となっている。この
試験の結果は，ナトリウムの影響を除く部分の解
析モデル検証に役立てられるとともに，解析評価
を通じてナトリウムの存在する条件での予測にも
活用されている。
　また，大洗工学センターにおいては，このよう
な流出挙動にかかわる物理メカニズム把握に重点
を置き，模擬物質を用いて可視化した炉外での
「可視化基礎試験」を実施している。この試験では

冷却材/燃料の模擬物質として，水/低融点合金
（Wood,s metal）を使用し，流出経路内の冷却材が
燃料との混合によって急激に蒸発して流出経路が
ボイド化し，その後の燃料流出を容易にするとの
結果が得られている。図６はこのようなボイド拡
大挙動のデータの例である。
　また，流出過程においては少量の液相冷却材が
炉心燃料側へとエントラップされる可能性が高
く，エントラップされた冷却材の蒸気圧が流出の
駆動圧として効果的に作用するメカニズムが実験
を通じて確認された。
　一方，実機評価においては，CABRI試験９）（仏国
カダラッシュ研究所）等多くの炉内試験データに
よって検証されたSAS４Aコードを用いて炉心損傷
の初期過程を詳細に評価し，炉心燃料の流出に至
るまでの応答を精度良く評価した。また，このよ
うな応答を境界条件として，SIMMER- Ⅲコード
を用いてその後の燃料流出挙動を予測した。この
ような現状のSIMMER- Ⅲコードの流出挙動にか
かわるモデルは今後のEAGLE計画の試験等で検
証する必要があるが，現状予測では早期に炉心物
質が流出して炉出力は大幅に低下し，崩壊熱レベ
ルでの長時間の冷却・物質再配置過程へと移行す
るとの見通しを得ている。

３．構造・材料

　実用高速炉システムの開発においては，安全性
と経済性に優れたプラント概念を実現するため，
コンパクトで簡素な原子炉構造，大口径短縮配管
及び中間熱交換器・ポンプ合体機器などの革新的
な構造の導入が検討されている。そこで，高速炉
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図５　EAGLEプロジェクト炉外ドライ試験の結果

図４　最終段階のEAGLE炉内試験で予想される事
象推移

図６　可視化基礎試験における冷却材ボイド拡大挙
動データの例
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で支配的な熱応力に対する耐性に優れるFBR用高
クロム鋼の開発と，上記の革新的な構造の特徴を
考慮した構造健全性に係る解析・評価技術の開発
を進めている。なお，本研究の多くは，日本原子
力発電株式会社が経済産業省から受託し，サイク
ル機構との共同研究として実施している発電用新
型炉技術確証試験の一環である。

３．１　FBR用高クロム鋼の開発

　FBRプラント建設費の大幅な低減のため，１２Cr
鋼の適用による配管短縮や機器コンパクト化を検
討している。１２Cr鋼は火力発電用ボイラー等で
実績のある材料であるが，FBRへの適用の観点か
らは，熱的特性と高温強度のバランスがよく熱応
力に対する耐性に優れる反面，延性及び靭性が
オーステナイト系ステンレス鋼に比べてやや劣る
点が課題である。
　高クロム鋼には高温強度改善のため，通常，モ
リブデン（Mo）やタングステン（W）が添加され
ている。製鋼経験から，６００℃ 以上ではWが，そ
れ以下ではMo添加が有効であるとされる１０）。一
方，これらの元素は固溶強化により高温強度を向
上させるが，高温使用中に結晶粒界にLaves相を
形成し，粗大化することで延性や靭性を低下させ
る恐れがあることも指摘されている１１）。
　こうした背景や知見を踏まえ，FBR用１２Cr鋼
の適切な仕様を決めることを目的に，WとMoの
組成を変えた３種類の１２Cr鋼を溶製し，長時間
時効を含む材料特性試験及び試験後の分析に基づ
き，強度・延性・靭性に及ぼす両者の組成の影響

を評価した。　
（１）供試材
　検討に供した材料の化学成分及び熱処理条件
を，表２及び表３にそれぞれ示す。これらは，
ASMEに規格化されたP１２２（１１Cr-０．４Mo-２W）及
びこれよりW量を減じた２仕様（１１Cr-１．２Mo-
０．３W及び１１Cr-１．５Mo）であるが，以後本文中で
はW組成に合わせてW中添加材及びW無添加材と
呼称する。なお，これまでの製鋼経験に基づき
P１２２を含むいずれの鋼種でもWとMoの組成は総
量でMo当量（＝Mo［mass％］＋０．５W［mass％］）
１．５mass％レベルにしている９）。
（２）クリープ破断延性
　クリープ破断延性は，FBR構造材料に特に求め
られるクリープ疲労強度と密接な関係があり，ま
た，構造物が長時間経過後も脆性的に破壊しない
ことを担保するうえで重要な特性である。図７に
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表３　供試材の熱処理条件

焼 戻 し焼ならし
板厚
（mm） 時間

（h）
温度
（℃）

時間
（h）

温度
（℃）

時間
（h）

温度
（℃）

時間
（h）

温度
（℃）

時間
（h）

温度
（℃）

－－－－－－７AC７７０１AC１，０５０５２P１２２

－－－－－－２AC７２０１AC１，０５０３０W中添加材

４FC７４０３０FC７００４７FC６６５３７FC５５０３４OQ１，０９０３０W無添加材

＊OQ＝Oil Quenching，FC＝Furnace Cooling，AC＝Air Cooling

表２　供試材の化学成分（wt.％）

CuNNbVWMoCrNiMnSiC

１．００．０７０．０５０．１９１．７６０．３４１０．５０．３３０．６４０．２７０．１１P１２２

０．００．０３０．０６０．２００．３５１．２０１０．２０．７１０．４８＜０．０１０．１２W中添加材

－０．０４０．０５０．１７＜０．０１１．４５１０．３０．６００．５１０．０７０．１４W無添加材

図７　クリープ破断延性の比較
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３仕様に対する５５０℃ でのクリープ破断絞りを比
較した。３仕様間にクリープ破断強度における有
意差がないことは確認している１２） ， １３）。図中には比
較のためMod.９Cr-１Mo鋼のデータも示した。同
図より限定されたデータながら，W添加量と延性
には相関が見られ，Wを多く含むP１２２の延性は，
Mod.９Cr-１Mo鋼のそれよりもかなり小さいこと
がわかる。
（３）長時間組織安定性
　靭性は，漏えい先行型破損（Leak Before Break, 
LBB）成立性の観点からFBRでは重要な特性であ
る。特に長寿命プラントでは，高温長時間経過後
に靭性が適切に維持される必要がある。図８に熱
時効前及び６００℃ －６，０００時間熱時効後の衝撃試験
の結果を示す。熱時効前には３仕様間にほとんど
差は見られなかったが，熱時効後にはP１２２の衝撃
特性だけが他２鋼種に比べて顕著に小さかった。
図９に６００℃ －６，０００時間熱時効後の走査型電子顕
微鏡による反射電子像を示す。これらの写真で白
く見えるのは，原子番号の大きい重い元素であ
り，ここではWあるいはMoとFeの金属間化合物，
Laves相であると考えられる。Laves相は結晶粒界
などに析出，粗大化すれば靭性を低下させる。W
量を減じた２仕様に比べ，Wの多いP１２２におい
て白い部分が際立って多く，Laves相の析出・粗
大化が起きていることが推測される。W/Mo比に
よる析出挙動におけるこのような差は，図１０に示
す抽出残渣分析結果からも分かる。すなわち，W
量を減じた２仕様では，熱時効後のLaves相の析出
量は抑制されることがわかる。
（４）FBR配管用１２Cr鋼仕様（暫定案）
　以上のような試験や分析結果を踏まえ，FBR構

造材料に求められる延性・靭性の確保の観点か
ら，W組成に上限を与えることが望ましいと結論
し，データは限られているが今回溶製したW中添
加，無添加材の組成に基づき表４に示すFBR配管
用１２Cr鋼仕様（暫定案）を策定した１２） ， １３）。今後，
データの拡充等を通じ，W組成の上限値の明確化
を含め，組成の最適化を図っていく予定である。

３．２　構造健全性に係る解析・評価技術の開発

　液体金属冷却型高速炉は材料にクリープ変形が
生じる５００℃ 以上で運転されるため，高温構造設
計が必要となり，また，繰返し熱荷重によるラチ
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図８　熱時効前後の衝撃特性の比較

図９　熱時効後の微視組織の比較

図１０　W添加量とLaves相析出量の関係
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ェット変形とクリープ疲労損傷による破損防止に
特に留意する必要がある。主な荷重は熱荷重であ
り，プラント機器は薄肉になる。
　こうした一般的な特徴のほか，実用高速炉で
は，設計の合理化を目的に革新的な構造の採用が
検討されており１４），それに伴う新たな構造設計上
の課題が生じている（図１１）。例えば，原子炉構造
では小型簡素化するため，もんじゅや実証炉で採
用されていた容器壁の熱荷重を緩和するために採
用されていた炉壁保護構造を削除し，容器の縮
径・薄肉化を図った結果，熱過渡応力と吊り下げ
荷重が増大している。また，系統ループ数を削減
して１次系ポンプ組込み型中間熱交換器を採用し
たため，プラント全体の熱容量の減少と流速の増
大を招き，熱荷重が厳しくなっている。その他に
も，図１１に示すような課題が生じている。
（１）実用化高速炉構造設計基準（FDS）の開発
　実用化高速炉のプラント機器の特徴を活かし，
合理的な設計を可能とする「実用化高速炉構造設
計基準（略称FDS＝Fast Reactor Structural Design 
Standard）策定のための研究開発を実施している１５）。
FDSは日本原子力発電株式会社が実証炉の設計研
究用に策定した設計基準（略称DDS）１６）に対して，
実用高速炉の機器の使用条件に応じ合理的健全性
評価を行うための「高度化した破損クライテリ
ア」，高温機器の非弾性変形を精度良く評価する
ための「非弾性設計解析に関する指針」，及び高温
低圧条件での支配荷重を設定するための「熱荷重

設定に関する指針」を追加したものである。図１２
にその体系案を，また以下に主要開発項目を示す。
（ａ）破損クライテリアの高度化
　原子炉下部構造等の通常運転温度が低い部位の
低温（非クリープ）設計を可能とすべく，Negligi-
ble Creep Curveを用いた合理的な高温設計域判
定法を開発した。また，原子炉構造液面近傍部等
の荷重の厳しい部位で一定の累積変形を許容する
ために，変形の影響を考慮した強度評価法開発を
目的とした試験研究を継続中である。
（ｂ）非弾性設計解析に関する指針の策定
　荷重条件の厳しい部位では運転中に弾塑性ク
リープ変形が生じる。設計時にこれを精度良く予
測するため，従来の弾性解析に基づく簡易非弾性
解析法より合理的であり，かつ実際の挙動より保
守的な予測を可能とする，非弾性設計解析に関す
る指針案を提案している。指針の妥当性を検証す
るため，図１３に示す原子炉構造モデルによる累積
非弾性ひずみ計測試験を実施中である。
（ｃ）熱荷重設定に関する指針の策定
　プラント全体の熱容量の減少等で厳しくなった
系統熱過渡荷重を合理的に評価するため，熱流動
解析と構造解析を統合した荷重設定法を開発し
た。また，比較的近年に実機で破損事例がある高
サイクル熱疲労（サーマルストライピングと称さ
れる）に関して，温度ゆらぎの周波数に応じた熱
応力の減衰を考慮した合理的な評価法を開発し，
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表４　FBR配管用１２Cr鋼候補仕様（暫定案）

CuNNbVWMoCrNiMnSiC

≦０．１００．０３　
－０．０６≦０．０８０．１０　

－０．２２≦０．４０１．０
－１．６

１０．０　
－１１．０≦０．８≦０．７≦０．１０．１０　

－０．１６

図１１　実用高速炉の機器構造設計上の課題例 図１２　実用化高速炉構造設計基準（FDS）の体系案
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指針化を進めている。図１４は，大洗工学センター
で実施中のサーマルストライピング評価法検証の
ためのナトリウム温度周波数制御（０．０５Hz-０．５ 
Hz）熱疲労試験体と試験結果の例である。
（２）システム化規格の開発
　システム化規格とは，規格基準に含まれる幾つ
かの技術項目の間で余裕を相互交換可能にするこ
とにより，余裕の重複を避け，過剰な余裕を適正
な水準に合理的に設定することを目標とする，柔
軟な規格基準体系構想である１７）。この構想を具体
化するために，２つのアプローチを行ってきた。
　第１のアプローチとして，システム化規格の基
本的な概念である余裕の交換が可能であることを
具体的に示すために，第一線の設計者を対象とす

るアンケートを実施した。アンケートは，４つの
目標品質レベル（最高級～コスト最優先）に対し
て熱疲労を受ける配管のエンドキャップを試設計
するものとした。具体的には，形状，材料，製作，
検査，保守のそれぞれについて，目標品質レベル
を満足するような選択肢（例えば供用期間中検査
の手法であれば，超音波探傷検査，目視検査，連
続漏えい監視等）を選定してもらう形式とした。
この結果，品質レベルが高い場合には高級な（品
質保証程度の高い）選択肢が選定され，品質レベ
ルが低い場合にはより一般的な選択肢が選定され
る傾向が明らかになるとともに，同一の目標品質
レベルに対しても，さまざまな選択肢の組み合わ
せが可能であることが示された。これにより，余
裕を適正な水準に保つことを前提に裕度交換によ
り柔軟な設計選択肢の組み合わせを許容するシス
テム化規格概念の有効性を具体的に示すことがで
きた。
　第２のアプローチとして，品質レベルの指標と
して破損確率を採用して裕度交換の可能性を示す
ことを試みた。さまざまな選択肢の組み合わせに
対して，熱疲労によるき裂の発生と進展による破
損確率を評価した。溶接部の初期欠陥寸法，疲労
き裂発生寿命，疲労き裂進展速度等，主な変数を
確率変数とした。この結果求められた破損確率
は，目標品質レベルとよく対応することが示され
た。これにより，本例題のように破損モードとそ
の評価法が比較的明確である場合には，破損確率
を品質レベルの指標として用いることにより，シ
ステム化規格の基本的な概念である裕度交換の評
価を定量的に行うことができる可能性があること
を示すことができた。
（３）LBB評価手法等の開発
　実用高速炉では，設計において熱膨張及び熱過
渡が主な荷重条件であり，熱膨張率の小さい１２Cr
系フェライト鋼が候補材として挙げられている。
またFBRの高温低圧運転条件とループ数削減の要
求から薄肉大口径配管が必要とされており，この
ような特徴を考慮し従来のLBB評価法（LBB：Leak 
Before Break，漏えい先行型破損。配管などにき
裂が生じて破損する場合，必ず小規模の漏れが先
に生じるので大規模な破損の前にプラントを停止
するなどの処置を講ずることが出来る，という概
念）を高度化する必要性が生じた。このため従来
のLBB評価手法を１２Cr系フェライト鋼の薄肉大
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図１３　非弾性設計解析法検証のための原子炉構造ひ
ずみ計測試験

図１４　熱荷重設定法検証のためのナトリウム温度周
波数制御熱疲労試験
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口径配管に適用するために次の項目を提案した。
１）低圧条件下の合理的な漏えい量評価のため，
貫通き裂内の流れに対する既存の表面抵抗補正
係数を見直した。

２）不安定破壊評価に２パラメータ法を適用する
ことを提案した。

３）エルボ構造の限界き裂評価に座屈評価を導入
することを提案した。

　このように高度化されたLBB評価手法に基づ
き，薄肉大口径配管における１２Cr系フェライト
鋼のLBB成立性を示した１８）。

４．３　次元免震技術の開発

　実用化高速増殖炉においては，３次元免震シス
テムにより機器への３次元の地震荷重を抜本的に
緩和する方策が有望である。３次元免震により，
設計標準化と一層の物量削減を通じた経済性向上
に加えて，炉心構成要素の浮き上がり防止や反応
度投入の抑制等に対する設計成立性の飛躍的拡大
と安全性の向上が期待できる。そこで，以下の基
本方針の下に，３次元免震技術の開発を進めてき
た１９）。
①　３次元免震装置開発用の地震条件について
は，Case Study S２波（図１５）を暫定した（図１５
において，横軸：周期，縦軸：速度スペクトル，
右上り傾斜：加速度スペクトル，右下り傾斜：
変位スペクトルを示す）。水平方向の地震動は，
免震装置にとって厳しい長周期側では大きなス
ペクトル速度２m/s（減衰５％）を有し，短周

期側のスペクトルは近年の国内プラントの設計
用地震動を包絡して設定されている。上下方向
地震動の大きさは，既往の知見を参考に速度ス
ペクトルで上下/水平比率＝０．６と設定した。

②　免震方式は，建屋全体水平免震＋機器上下免
震方式と建屋全体３次元免震方式を並行して進
める。機器上下免震方式の上下免震装置は皿ば
ねとする。建屋全体３次元免震方式の免震装置
は，プラント及び建設メーカーから公募・選定
し，有望な装置の開発を進める。

③　上下免震周期は，免震効果の大きい長周期（２
秒程度）を指向する。実用化戦略調査研究にお
ける有望な高速増殖炉概念について，上下方向
地震動に対するプラント機器成立性の観点から
適合性を評価し，免震装置への性能要求条件を
設定した。検討例として，ナトリウム冷却中型
炉における性能要求条件を表５に示す。

　以下，建屋全体水平免震＋機器上下免震方式と
建屋全体３次元免震方式それぞれの免震装置の開
発状況についてまとめた。
　なお，本研究の多くは，日本原子力発電株式会
社が経済産業省から受託し，サイクル機構との共
同研究として実施している発電用新型炉技術確証
試験の一環である。
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図１５　Case Study S２ 波

表５　適切な３次元免震特性の領域

＊網掛けは性能要求条件を満たす

減 衰 比（％）周波数
（Hz） ４０２０１０２

２０

３．０

１．５

１．０

０．６７

０．５

建屋全体３次元免震

減 衰 比（％）周波数
（Hz） ４０２０１０２

２０

３．０

１．５

１．０

０．６７

０．５

建屋水平＋機器上下免震
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４．１　機器上下免震の開発２０）

　建屋水平免震に加えて，機器を上下方向に免震
することで３次元免震を実現する構造案について
検討した。原子炉容器と一次系機器に限定して上
下方向の免震装置を設置することで合理的な３次
元免震が実現できる。機器上下免震方式のプラン
ト構造は，原子炉容器と一次系機器を共通の床（コ
モンデッキ）で支持し，この床下と基礎構造の間
に上下方向の免震装置を設置する構造とする（図
１６）。免震装置としては皿ばねを用い，大きな支
持荷重を得るために皿ばねを並列に重ねるととも
に，大きなストロークを吸収するために直列に重
ねた構成とする。
　機器上下免震構造の場合，免震装置への要求性
能は，免震振動数が１Hz程度であり，かつ減衰定
数は２０～４０％である（表５参照）。この条件を満た
す免震装置を試設計した。ここでは，免震装置の
大きさは現存する設備で製作可能な皿ばねの最大
直径１m，板厚２７mmを制約条件とし，装置の可
動ストロークは±１５０mm（S２地震時の応答変位振
幅にマージンを考慮）に設定した。設計した免震
装置は，皿ばねを７０枚（５並列×１４直列）で構成
する。支持荷重は２７５tonで，供用時の皿ばね集合
体の高さは２．３mとなる。免震装置は，皿ばねの
他に，皿ばねの直列間の横ずれを防止するための
中間座金及び減衰装置で構成する（図１７）。減衰装
置は，履歴型の復元力特性を有する鋼棒ダンパー
であり，応力が一様に分布するように偏断面形状
とする。これまでに，直径１mの皿ばねを試作
し，力学特性試験を実施した（図１８）。その結果，
実際にこの大きさの皿ばねが製作できることを確
認するとともに，既往の設計式が適用できること
を確認した。また，実物大サイズのダンパーを試
作し，必要な減衰力がえられること，及び地震の

繰り返し荷重に対する耐力が十分であることを確
認した。
　機器上下免震を適用した場合のプラント配置計
画について検討した。設計した免震要素を，ナト
リウム冷却中型炉に適用した場合の配置計画例を
図１９に示す。コモンデッキの厚さは必要剛性を確
保するため２m程度とした。免震要素２０基を，重
量配分，剛性配分を考慮して，主に原子炉容器の
周りとコモンデッキの周辺部に配置した。免震の
効果を確認するため，地震応答解析を実施した。
コモンデッキ上部の応答変位は許容値１００mm以
下であり，主要機器の固有振動数１０Hz近傍にお
ける応答スペクトルは許容値１G以下となってい
ることから，皿ばねを用いた免震要素による免震
効果が確認できる（図２０）。
　今後，機器上下免震構造の縮小モデルの振動試
験を行い，技術の検証を行うとともに，設計方針
（案）をまとめていく。
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図１６　機器上下免震構造の概略図

図１７　上下免震装置の概略図

図１８　実大皿ばねの力学特性試験の様子
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４．２　建屋全体３次元免震の開発

　建屋全体３次元免震は原子炉建屋全体を基礎版
部分で水平に加え上下に免震する。免震装置への
要求性能は，建屋重量が２，７００MN（ナトリウム中
型炉を想定），上下方向の免震振動数が０．５Hzで，

減衰定数は２０％程度である（表５参照）。
　原子炉建屋のような重量のある構造物に上下動
を含む免震機能を付加する技術は前例がなく，開
発は免震要素の概念創出から開始した。複数の候
補概念について成立性確認試験を行い絞り込んだ
結果，「ローリングシール型空気ばねを用いた３
次元免震装置」を選定した２１）。さらに，建屋免震
ではロッキングの発生が想定されることから，そ
れを抑制するための「油圧機構を用いた３次元免
震システム」を合わせた組合せシステムの開発を
進めることとした（図２１）２２）。
　「ローリングシール型空気ばね」は通常の空気
ばねと異なり，作動部をゴム膜の折り返しでシー
ル（ローリングシール）するため上下動を大きく
とることができる。空気ばねの補助タンク（内筒）
底には空気室と通じるオリフィスを設け，これに
より上下動に抵抗が生じるようにする。このオリ
フィスと別置きのオイルダンパーで上下動を減衰
させる。重量，空気ばね耐圧の条件から現段階で
は空気ばね直径は約３m，支持荷重は１基あたり
９．８MN，空気圧力１．６MPa，ばね定数９．４MN/m，
減衰定数２０％としている。
　「油圧機構を用いた３次元免震システム」は，建
屋を支持している「荷重支持シリンダ」の油圧を
「ロッキング抑制シリンダ」を介して「アキュム
レータユニット」に伝える構造とする。ロッキン
グを抑制するため多数の「ロッキング抑制シリン
ダ」のロッドを連結する。これにより建屋両端部
の相反する上下動を相殺する。建屋の角部などシ
リンダどうしが直角になっている場合は油圧を介
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図１９　プラント配置の例（平面図）

図２０　免震の効果（応答スペクトル）

図２１　建屋３次元免震システム
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してロッドの軸力を伝達する。建屋全体の上下動
は「アキュムレータユニット」の空気圧により対
応し，空気圧配管の絞りにより振動を減衰させ
る。現計画では，「荷重支持シリンダ」１基の支持
荷重は９．８MN（シリンダ有効面積０．４１m2），油圧
は２５MPa，ばね定数１０MN/m，減衰定数２５％とし
ている。
　これまでに建屋全体については基礎版の剛性解
析，建屋下の免震装置の配置検討（図２２）を行い，
機器要素については縮尺モデルによる単体試験を
行って，空気ばね復元力特性，油圧系機器のロッ
キング特性・長期信頼性などを確認した。
　２００４年度は１/７縮尺モデルを使って「空気ば
ね」，「油圧ロッキング抑制機構」の要素試験を引
き続き行い，さらにこれらを各４セットづつ組み
合わせた免震装置システムの振動台試験を行う。
また，振動台試験とは別に，コスト低減，メンテ
ナンス性改善，プラント適用性拡大を狙って，「空
気ばね」の小型高圧化（直径約３m→約２m，圧
力３．５MPa）を開発しており，外筒３０cmの空気ば
ね試験体による耐力試験を行ってゴム膜の強度を
確認する。
　本研究の成果は「設計方針書（案）」としてまと
め，将来，建屋３次元免震「技術指針」作成に向
けての準備資料とする。

５．多目的利用に向けた水素製造技術

　電力供給のみならず，多様な分野において将来
原子力の利用の大幅な拡大を図っていくために

は，その前提となる“資源”，“環境”の持続性確
保の観点からFBRサイクルを機軸とするシステム
の利用展開が有望である。その一環として，熱化
学法と電気分解法を組合せた，水からの水素製造
が可能な新たな水素製造技術の開発を進めてい
る。

５．１　ハイブリッド熱化学法の基本プロセスと特徴

　FBRへの適用を目的に熱化学法と電気分解法を
組合せた新たな水素製造技術の開発を進めてい
る。手法の特徴からハイブリッド熱化学法（以下，
ハイブリッド法）と呼称する提案技術では，原子
炉から得られる熱を適切に利用することで，消費
電気エネルギーを水の直接電気分解より大幅に低
減可能である。
　一般的に，熱化学法とは複数の化学反応を組み
合わせ，熱的に水を水素と酸素に分解する方法で
あり，その特長は，
１）原料が地球上にほぼ無尽蔵に存在する水であ
る

２）製造過程でCO2を排出しない，
３）４０％を超える熱利用効率が期待できる
ということにある。これまで，国内外で高温ガス
炉を熱源とする検討は多数行われているが，７００ 
℃ 以上の温度が必要であるため，FBRへの適用検
討は希少である。
　ハイブリッド法は，基本的に硫酸使用プロセス
の一つであり，以下の反応過程２３）を改良した技術
である。
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図２２　建屋３次元免震システム配置（ナトリウム中型炉）
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　２H2O＋SO2→H2SO4＋H2 （＜１００℃）［１］　　　
　H2SO4→H2O＋SO3 （４００℃）　［２］　　　
　SO3→SO2＋１/２ O2 （８００℃）　［３］　　　
　このプロセス中で最も高温を必要とするのは
８００℃ で行われるSO3分解（［３］式）であるが，こ
こに酸素を選択的に透過する固体電解質を導入す
ることで約５００℃ というFBRに適用可能なプロセ
スとした。この過程には電気エネルギーが必要と
なるが，理論的には約０．２V以下の低い電圧でよ
く，水素を発生させる電気分解（［１］式）過程に
投入する電圧（０．５V程度）を合わせても，プロセ
ス全体で，通常の水の電気分解電圧（約２V）の
１/２以下に留まる見通しである。また，図２３に示
すように非常に簡素な構成となる特長を有し，か
つ低温化により他の熱化学法の主要な課題である
プラント構成材料の腐食問題も軽減される。

５．２　要素技術開発の現状

　ハイブリッド法プロセスのうち，提案技術の中
心であるSO3分解部（［３］式）について，市販の固
体電解質（イットリア安定化ジルコニア）を用い
た原理確認試験を行い，５００℃ 以上では電解質を
流れる電流値に整合する酸素透過があることを確
認した。なお，得られた酸素イオン伝導度はこの
固体電解質について異なる雰囲気ながらこれまで
に報告されている値にほぼ一致した２３）（図２４参照）。
　現在，実用化技術としての見通しや課題の整理
を目的とした１００時間程度の長時間連続水素発生
実験の準備を進めており，この実験によって低電
気エネルギー消費での水素製造原理を実証すると

ともに，材料劣化等に起因する性能低下について
も確認する予定である。

６．まとめ

　実用化戦略調査研究において設計研究が進めら
れている各種のプラントに共通の要素技術の研究
開発の現状について概観した。これらの技術開発
は，プラント設計の実現性をより高めていく上で
必須であり，今後も着実に進めていく。
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図２３　ハイブリッド法のプロセスフロー

図２４　イオン伝導度評価
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１．はじめに

　高速増殖炉（FBR）の実用炉においては，経済
性目標である将来の軽水炉に比肩できる発電コス
トを達成するために，建設費だけでなく，運転・
保守費や核燃料サイクル費の低減を図っていく必
要がある。
　運転・保守コストを低減するためには，系統機器
内に冷却材が存在したままの状態で検査する技術
を確立・実証して定期検査期間を短縮することが有
効である。この観点から，蒸気発生器（SG）伝熱
管体積検査技術の耐高温化及びナトリウム中目視
検査技術の実用化に向けた高度化の検討を行った。
　また，世界有数の高速中性子場あるいは核燃
料サイクル費低減を実証する場として，「もんじ
ゅ」を利用するため，現行炉心（燃焼度８０GWd/t，
５ヵ月運転）から第１期高度化炉心（燃焼度
１００GWd/t，６ヵ月運転）への具体的移行計画を検
討した。更に，この移行開始と同時に，マイナー
アクチニド（MA）以外に一部のFP核種を含む低
除染燃料を模擬・実証すべく，MA照射試験を少
数体規模で開始できるような照射試験概念の具体
化を図った。ただし，今回はFPを含まないMAの
みを添加した試験体を想定した。また，その主要
炉心特性について評価し，技術的成立性及びその
実現上の課題等について検討した。
　以下では，（１）高温用蒸気発生器伝熱管体積検
査技術の開発，（２）ナトリウム中目視検査技術の
開発，（３）「もんじゅ」高度化炉心におけるMA照
射試験概念の検討について研究結果を詳述する。

２．高温用蒸気発生器伝熱管体積検査技術の開発

　「もんじゅ」のSG伝熱管検査工程は，冷却材ドレ
ン，降温，検査準備，検査，後始末，昇温，及び冷
却材充填の手順となり，１基あたり約５１日の期間
を要すると想定されている。定期検査期間が短縮さ
れてくると，本検査が定期検査工程上のクリティカ
ルパスになる可能性があり，工程の短縮が望まれて
いる。そこで，検査プローブを耐高温化し，SG内
に２００℃ の冷却材が存在したままの状態で検査する
装置の技術開発を行うものである。本章では，高温
用センサを試作して欠陥検出性試験，耐熱性試験を
実施し，性能評価と今後の開発課題を検討した。

２．１　試験方法

（１）高温用センサ

　本研究で用いた高温用センサは，以下の設計要
求条件１）を満足するものであり，内面欠陥検出用と
してボビン型ECTセンサ（ECTセンサ），外面欠
陥検出用としてリモートフィールド－ECTセンサ
（RF-ECTセンサ）を試作した。
伝熱管内径　：φ２５．２mm以下
板厚　　　　：３．３mm
伝熱管材質　：１２Cr鋼
伝熱管長さ　：１２０m
伝熱管形状　：ヘリカルコイル形状　
最小曲げ半径：R１６０
検査温度　　：２００℃

（２）欠陥検出用試験片
　室温及び高温時の欠陥検出性試験に使用するた
め，１mの直管の外表面及び内表面に幅１０mm，
深さ２０％の全周減肉の人工欠陥を製作した。今回
の試験は常温と高温での差異を確認するために，
確実に検出できる欠陥寸法として２０％全周減肉欠
陥を用いて欠陥検出試験を実施した。欠陥検出用
試験片の材質は，実用炉と従来のもんじゅSGとの
差を確認できるように１２Cr鋼と２・１/４Cr-１Mo鋼
の２種類とした。
（３）欠陥検出性試験
　高温試験装置内に欠陥検出用試験片及び各セン
サ（ECTセンサ，RF-ECTセンサ）を入れておき，
室温及び２００℃ において各センサを手作業で走査
させ，欠陥検出信号をディジタルオシロスコープ
に記録し，欠陥検出信号（S）と無欠陥部の検出
信号（N）との比を取り，検出性をS/N比で比較
した。
（４）耐熱性試験
　欠陥検出性試験後，高温試験装置に欠陥検出用
試験片（１２Cr鋼）と高温用センサ（ECTセンサ，RF-
ECTセンサ）を挿入し，２００℃ の状態を１００時間以
上継続する。その間，欠陥検出用試験片に対する
S/N比を測定し，時間による検出性の変化を確認
した。２００℃ の温度条件で各センサの要求寿命で
ある１００時間を連続保持させた後においても信号
が得られ，また試験後に損傷のないことを目視で
確認することにより，各センサが耐熱性を有して
いることを確認した。

２．２　高温用センサの試験結果と性能評価

（１）欠陥検出性
　ECTセンサとRF-ECTセンサに対する欠陥検出
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性試験の結果を図１，図２に示す。その試験結果
から試作した高温センサの性能について次のこと
が明らかになった。
（a）内面全周減肉欠陥に対するECTセンサの検出
性は，S/N比＝１０程度であり，２･１/４Cr-１Mo鋼
及び１２Cr鋼共に同等の検出性であった。温度
については，高温（２００℃）で若干検出性が低下
しているが，ほぼ同等の検出性と考えられる。

（b）外面全周減肉欠陥に対するRF-ECTセンサの
検出性は，S/N比＝８程度であり，２･１/４Cr-１Mo
鋼及び１２Cr鋼共にほぼ同じ検出性であった。温
度については，高温（２００℃）で若干検出性が増

加しているが，ほぼ同じ検出性と考えられる。
（２）耐熱性
　ECTセンサとRF-ECTセンサの耐熱試験の結果
を図３に示す。その試験結果から試作した高温セ
ンサの性能について次のことが明らかになった。
（a）ECTセンサの耐熱性確認のため，２００℃ で１２０
時間連続保持しておき，この期間の内面全周減
肉欠陥に対する検出性を試験した結果は，S/N
比＝１０程度であった。この期間中はS/N比の変
化もほとんど無く，常温に戻した後のS/N比に
も変化が無かった。更に，試作センサの外観に
損傷及び割れ等の変形はなかった。

（b）RF-ECTセンサの耐熱性確認のため，２００℃ で
１６０時間連続保持しておき，この期間の外面全周
減肉欠陥に対する検出性を試験した結果は，
S/N比＝７．５程度であった。この期間中はS/N比
の変化もほとんどなく，常温に戻した後のS/N
比にも変化がなかった。更に，試作センサの外
観に損傷及び割れ等の変形はなかった。

　以上の結果より，試作したECTセンサ及びRF-
ECTセンサの欠陥検出性は，試験片の材質が異な
ってもS/N比＝８以上あるため，常温～２００℃ に
おいて十分な検出性があると判断できる。また，
試作したECTセンサ及びRF-ECTセンサは，両方
とも十分な耐熱性を有すると判断できる。

２．３　開発課題

　従来のSG管板は平面であり，SG伝熱管体積検
査は室温の状態で実施している。これに対して，
実用炉の管板は球形であり，２００℃ の高温状態で
伝熱管体積検査を実施することを想定している。
SG伝熱管検査に対する課題とセンサの高温化に
対する課題は以下のとおりである。
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図２　リモートフィールドECTセンサの欠陥検出性
　　　試験結果

図１　ボビン型ECTセンサの欠陥検出性試験結果

図３　耐熱性試験結果



１１０

１）SG伝熱管検査に対する課題
①機械的な課題
・SG球形管板における管穴の位置決めの方法
・プローブ圧送用のシールを行うための機構
・高温状態でSG水室の蓋を開ける方法
・不活性ガス中で検査装置を遠隔セッティング
する方法

②検出性能の課題
・伝熱管外面にナトリウムが存在する状態での
検出性の確認

・割れ状欠陥の検出に対する超音波探傷（UT）
採用の検討

２）高温化に対する課題
・センサとして組み上げた状態での耐熱性
・熱過渡がかかった際の健全性

　今後は，まず伝熱管外面にNaが存在する環境下
における高温用センサの検出性能及び耐久性を確
認する必要がある。次に，球形管板に対して位置
決め装置の開発及び高温状態の水室に設けられた
蓋を開け，伝熱管内部に発錆しないようにガス
シールをした状態での検査機のセッティングなど
周辺装置の開発を行う予定である。

３．ナトリウム中目視検査技術の開発

　液体金属を冷却材に用いた原子炉容器内構造物
を目視検査する技術については，現在までに圧電
素子方式により，解像度１．５～２mmの目視検査を
行うことができる検査装置２）が開発・実証されてい
る。また，当時のASME Section XI VTM-１（表面
欠陥や表面状態を把握できる程度の精度を要求し
たもの）の精度要求（基準０．６mの距離で０．８mm
の解像度）を達成できるマトリックス送受信セン
サの設計仕様３）が示されている。この送受信セン
サは，１０MHzの発信周波数で，２．５mm間隔に配
置した圧電素子を２，３０４個（４８個×４８個）用いてお
り，物量が膨大で，製作性と製作コストの点にお
いてまだ改善の余地がある。そのため，送受信セ
ンサの製作性を向上すると共に，多量の信号伝送
による信号ケーブルの太径化に対するケーブル自
体の可とう性確保の観点から，圧電素子の個数を
削減しつつ，目標解像度０．８mmを確保可能な送
受信センサを開発しようとするものである。送受
信センサ部分について技術の成立性，実用化段階
での性能の見通しを明らかにするために，センサ

と対象物との角度，素子製作上のずれ，原子炉内
の温度揺らぎ，素子のS/N比等実機環境において
解像度に影響を与える要因を考慮した解析を行っ
た。また，ASMEの基準は２００１年に改訂され，精
度要求が更に厳しくなっているため，英語小文字
の画像化解析を行い，画像として認識可能な解像
度についての検討を行った。

３．１　解析条件

（１）音響伝播解析条件
　マトリックスセンサの圧電素子に媒質加振力と
して与える周波数を７．５MHz，１０MHzとする。ま
た，音響伝播解析の条件を以下に示す。
①媒　　　質：ナトリウム中
②音　　　速：２，４７２m/sec（at ２００℃）
③画像化領域：１００mm×１００mm

（２）画像化ターゲットモデル
　解像度を確認するために，ターゲットはギャッ
プ及びターゲット幅を１．２mm，１．０mm，０．８mm，
０．６mm，０．４mmとした多重の正方形を基本構造
としている。また，連想防止と解像度把握を考慮
して，２．７mm，５．４mm，８．１mmの高さの英語小
文字“ajm”をターゲットとして選定した。

３．２　解析結果と評価

（１）センサとターゲットとの距離による影響
　周波数が７．５MHzで，センサとターゲット間の
距離が０．２m，０．６m，１．８mの時の画像化結果を
図４に示す。距離が０．６mになるとターゲットが少
しぼやけてくるが０．８mmの分解能は保っている。
超音波の送信周波数とセンサの大きさが一定の場
合には，センサとターゲットの間の距離が近い
程，開口合成の原理から見込み角が大きくなり，
分解能が良くなる傾向にある。ただ，近づき過ぎ
てもセンサの指向性とセンサの素子密度により分
解能の改善には限界がある。すなわち，見込み角
が大きくなってもセンサの指向性は音波の伝播方
向を限定するため，その見込み角を有効に利用で
きなくなる。また，センサ素子間に隙間があり，
その隙間には受信情報がないため，センサ間隔に
起因した模様を生じる。
　今回の結果では，０．２mまでは距離が近づく程
分解能が良くなる一方，画像化の悪化はなく素子
密度の不足は生じていない。
（２）センサとターゲットとの間の角度による影響

サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１
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　Na中の超音波の指向角が５度であることから，
０．４m離れた距離でセンサ面とターゲットの面の
間に角度が５度の時と，更に角度がついた状態と
して３０度を想定して解析した。その結果から，３０
度傾いた反射体の場合には，反射波は２桁低下し
ているが，信号処理により画像化が可能であるこ
とが分かった。しかし，計算時間とメモリ容量の
制限からターゲットとの角度を把握後，画像化す
ることが望ましい。
（３）センサのノイズによる影響
　センサの製作実績からS/Nが最も悪い素子とし
てS/N＝６dBを想定し，その最大反射信号波形か
ら６dB減衰したランダム信号を発生させて，画像
への影響を評価した結果を図５（a）に示す。この
結果から，反射信号における最大振幅の６dB程度
のノイズレベルならば，開口合成による空間平均
で，ノイズを除去可能であることが分かった。
（４）素子ずれによる影響
　素子のずれが生じる原因として，２００℃ のNa中

において，センサのバウンダリを構成する前面板
の熱膨張による膨らみ，バウンダリに対してセン
サ内面側の不活性ガス雰囲気部のガス圧力及びセ
ンサ構造の強度等の要因が考えられる。そこで，
超音波の往復を考慮して半波長１６４ μ mを最大値
として各素子の受信信号にランダムに与え，その
画像化性能への影響を評価した結果を図５（b）に
示す。素子の位置がずれていると，反射信号を用
いて開口合成により画像を作成する時にセンサ表
面の凹凸が誤差として影響する。しかし，解析結
果から素子ずれは，平面板による補正の効果によ
り解像度に大きく影響しないことが分かった。
（５）温度揺らぎによる影響
　「もんじゅ」においては，全出力運転状態で原子
炉出入口温度差が約１５０℃ と考えると，炉停止後１０
日の崩壊熱０．１％の状態で，最大温度差は約０．１５℃
となる。ポニー駆動では定格流量の５％流れるた
め，約２０倍の約３℃ となる。そこで，保守側にみ
て４℃ の温度がそのまま温度揺らぎになるものと
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図４　距離の影響評価

図５　解像度に与える影響評価
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して，解析を行った結果を図５（c）に示す。この
結果から，４℃ の温度揺らぎは画像化結果に大き
く影響を与えている。そのため，実機では温度揺
らぎが４ ℃ より小さい条件で使用する必要があ
る。ただ，燃料集合体出口部等の直接的に崩壊熱
による温度揺らぎが存在する箇所以外では，ナト
リウムの熱伝導度が良いため，この画像化結果よ
りは良くなるものと考えられる。
（６）文字の識別
　文字の大きさが２．７mm，５．４mm，８．１mm時の
画像化結果を図６に示す。これらの結果から，
５．４mm，８．１mm文字は読み取れるが，２．７mmの
文字に対しては現状のシステムでは難しい。
２．７mm以下の文字を読み取れるようにシステム
を改良しようとすると，センサの開発から必要と
なる。

３．３　開発課題

　実用化段階の目視検査装置は，ASME Section 
XI VTM-１の精度要求を満足しているだけでなく，
実時間で画像を見ることができることが望まし
い。Na中目視検査装置の実用化までの開発課題
を大きく区分すると，①高解像度化のための超音
波センサ集積化・素子の小型化，②信号処理の高
速化，③耐熱・耐放射線化，④可とう性に優れた
信号伝送，⑤アクセス性の高いNa中目視検査駆
動部である。その内，枢要課題である①について
は，圧電素子を配列する上で，素子の小型化につ
れて製作が困難になるため，達成のハードルも高
い。②については，リアルタイムで検査するため
にはデータ処理を数桁高速化する必要がある。③
については，耐熱性試験や照射試験を行う必要が
ある。④と⑤については，炉心支持構造スカート

部へ到達するためのアクセスルートを確保しなけ
ればならない。
　今後は，まず超音波センサの小型化を検討して
試作し，Na中で目視検査性能を確認する予定で
ある。

４．「もんじゅ」高度化炉心におけるMA照射試験

概念の検討

　「もんじゅ」炉心を用いた実用化燃料実証試験研
究の一環として，現行炉心から第１期高度化炉心
への具体的移行計画（燃料交換計画）の検討と，
その移行過程を含む高度化炉心内に，マイナーア
クチニド（MA）含有燃料を少数体規模で照射す
る試験概念の検討を実施した。この検討結果につ
いては既にサイクル機構技報No.２０４）で報告済み
であるので，ここではその要点について述べる。

４．１　高度化炉心概念・仕様

４．１．１　基本仕様５） ，６）

（１）プラント基本仕様
　第１期高度化炉心は，被覆管に新材料を導入す
ることを前提として，現状技術ベースで着実に早
期移行することを主眼とした。そのため，燃料集
合体内部の燃料要素仕様の変更のみで性能向上を
図ることを基本としている。これにより，原子炉
熱出力，原子炉出入口温度等の基本プラント条件
や原子炉構造，主冷却系設備等の設備改造，ある
いは炉心径，集合体長さといった炉心サイズの拡
張など，プラント基本仕様の変更は不要とするこ
とを前提としている。
（２）高度化炉心の構成・基本仕様
　第１期高度化炉心の構成は，現行炉心と同じ均
質２領域炉心とし，制御棒，中性子遮蔽体等炉心
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図６　英小文字の画像化結果
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構成要素配置・本数も現行炉心仕様どおりとして
いる。なお，径ブランケット燃料集合体を削除す
ると炉心部の出力分担が大きくなり，出力分布特
性の点ではより厳しい条件となる。本検討では保
守側の想定として径ブランケット燃料集合体を削
除し，中性子遮蔽体に置換して評価を行った。高
度化炉心仕様を表１に示す。
（３）炉心仕様
１）ドライバ燃料仕様
　第１期高度化炉心のドライバ燃料仕様として
は，第１期から第２期高度化炉心への連続性を考
慮して，現行の「１６９本ピン，中実ペレット燃料」
から「１２７本ピン，太径中空ペレット燃料」へと変
更した。「１２７本ピン，太径中空ペレット燃料」の
燃料仕様は以下のとおりである。
　・ピン径７．６５mm
　・ペレット径（外径/内径）６．４７mm/２．０mm
　・実効燃料体積比３１．０％
　・炉心高さ１０３cm
　・上部軸ブランケト高さを２６cm
　・下部軸ブランケット高さを２９cm
　なお，高密度化に伴う高熱伝導の中空ペレット
の採用により，最高線出力密度の暫定目標（許容
値）は，４７０W/cmとできる。これは，燃料最高
温度の制限値である１１６％過出力時で２，６５０℃ 以下
に納まるよう設定したものである。また，太径中
空ペレット燃料の製造準備のタイミングとの関係
で，従来の細径中実ペレット燃料のままとする場

合でも，ペレット密度の向上により，ほぼ同等の
核的性能を達成することができる。
２）燃料組成
（a）プルトニウム（Pu）同位体組成比７）

　炉心燃料のPu同位体組成比としては，軽水炉燃
料を再処理し回収したPuの組成とし，以下のと
おり想定した。
　238Pu/239Pu/240Pu/241Pu/242Pu/241Am　
＝３．０ /５２．０ /２７．０ /９．５ /７．０ /１．５（wt％）

（b）全Pu富化度上限値
　全Pu富化度（PuTotal）については，融点降下や
再処理時の溶解性等を考慮し，制限値を３２wt％以
下とした。
３）燃料被覆管材質８） ，９）

　第１期高度化炉心では，現在開発中の改良オー
ステナイト鋼（PNC１５２０鋼；１５Cr-２０Ni鋼〔Ti添
加〕のこと）を採用することとした。これにより，
熱流力設計条件である被覆管最高温度は７００℃ ま
で許容し得るものとした。
４）反応度制御系
　将来の高度化炉心移行時には，現在基本概念検
討中であるナトリウムボンド型の制御棒で２０ ヵ月
炉内滞在可能な「もんじゅ」長寿命化制御棒が導
入される計画である。この長寿命化制御棒が高度
化炉心に導入されることを前提とした。なお，同
制御棒では，B４C吸収材ペレットスタック長を
８０cmから９３cmへ延長し， 10B濃縮度も３９％から
４１％へ向上させることとしているが，本検討では，
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表１　第１期高度化炉心仕様及びMA照射試験集合体仕様

MA照射試験
集合体

第１期高度化炉心
（１００GWd/t）

現行炉心
（８０GWd/t）

←１２７本ピン中実１６９本ピン中実燃料ピン形

←７．６５/０．５１
（PNC１５２０）

６．５/０．４７
（PNC３１６）被覆管外径/肉厚［mm］（材質）

←６．４７/２．０，９５５．４/－，８５ペレット外径/内径［mm］，密度［％TD］

←８１．８/３１．０８０．１/２８．４スミヤ密度/実効燃料体積比［％］

←１０３/２６/２９９３/３０/３５炉心高さ/上部軸ブランケット/下部軸ブランケット［cm］

←１４．６/１８．８
（２３．７/３０．６）

約１６/約２１
（約２２/約３０）

Pufiss富化度（内側/外側）［wt％］
（PuTotal富化度（内側/外側）［wt％］）

←３/５２/２７/９．５/７/１．５０/５８/２４/１４/４/０Pu同位体組成比［％］
（238Pu/239Pu/240Pu/241Pu/242Pu/241Am）

－９３，３９８０，３９制御棒（調整棒）吸収体部長さ［cm］，B-１０濃縮度［％］

５－－MA添加割合［wt％］

５８/３９．３/２．７－－MA組成比［％］（Np/Am/Cm）

１９１×５１９１×５（内側）
１９１×６（外側）１４８×５運転サイクル期間［日］×サイクル数
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初期の想定としてB4C吸収材ペレットスタック長
を９３cm，10B濃縮度を３９％での制御棒反応度収支
を評価した。

４．１．２　MA照射試験集合体仕様

　本検討では，第１期高度化炉心への移行と同時
にMA照射試験の開始を想定している。そのため
の，MA照射試験用集合体は，基本的に通常のド
ライバ燃料と同一の寸法・形状仕様とし，燃料ペ
レットに５wt％のMAを混入するものとした。
　MAの核種ごとの同位体組成比としては，軽水
炉燃料を再処理し回収したMA組成を想定した。

４．２　高度化炉心移行計画の検討

４．２．１　移行炉心（燃料交換様式）概念

　本検討の移行炉心では，プラント稼働率向上を
目指して，運転サイクル期間を約６ヵ月の１９１日
に延長した。また，取出平均燃焼度約１００GWd/t
を達成するため，燃料交換バッチ数（炉内滞在サ
イクル数）も内側炉心燃料は５バッチ，外側炉心
燃料は６バッチの多重（可変）バッチ燃料交換パ
ターンとした。
　高度化炉心への移行計画（燃料交換計画）のイ
メージを図７に示す。高度化炉心への移行が始ま
る時点を第１サイクルとして，内側炉心燃料につ
いては，第１サイクルで全体の２/５を交換し，次
サイクル以降では１/５ずつ交換するものとした。
また，外側炉心燃料は第１サイクルで全体の２/６

を交換し，次サイクル以降では１/６ずつ交換する
ものとした。
　これは，従来どおりの燃料交換様式を前提とす
ると，高度化炉心への移行開始前から装荷され
ていた現行炉心燃料の集合体最大燃焼度が，運
転サイクル期間の延長により，制限値である約
９４GWd/tを超えるおそれがあるためである。

４．２．２　MA照射試験概念

　MA照射試験用集合体の炉心への装荷本数につ
いては，炉心特性への影響を最小限度に抑える観
点から，３～６体という小数体の装荷を想定し
た。炉内装荷位置については，MA核変換率の点
で中性子束が高い方が有利であるので，基本的に
炉心中心近傍に装荷するものとした。ただし，燃
料交換パターンに応じて装荷位置を微調整した。
　MA照射試験用集合体の装荷パターンとして
は，炉心移行開始と同時に，数体のMA照射試験
用集合体を逐次装荷するケースと平衡炉心に達し
てから数体のMA照射試験用集合体を一括装荷す
るケースについて実施した。
　すなわち，MA照射試験用集合体装荷パターン
としては，以下の３ケースを想定した。
①炉心移行開始と同時に逐次１体ずつ計３体装
荷

②高度化炉心が平衡に達してから一括３体装荷
③平衡に達してから３体ずつ２回で計６体装荷

　なお，MA照射試験用集合体は，いずれの装荷
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図７　高度化炉心への移行計画(燃料交換計画)イメージ
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パターンでも５サイクル照射後に取り出すものと
した。MA照射試験集合体の装荷時期を図７に，
装荷位置を図８に示す。

４．３　高度化炉心移行概念の特性評価

４．３．１　炉心特性評価方法

　取出平均燃焼度が８０GWd/tである現行「もんじ
ゅ」炉心から，取出平均燃焼度が１００GWd/tの第
１期高度化炉心への移行概念としては，以下４
ケースを設定し炉心特性を評価する。
１）基準ケース（基準移行炉心ケース）
　現行炉心から高度化炉心への移行のみで，MA
照射試験用集合体を装荷しない，炉心移行の基準
となるケース。
２）移行ケース①（逐次３体装荷ケース）
　上記基準ケースをベースに，高度化炉心移行第
１サイクルから，各サイクル１体ずつMA照射試
験用集合体を装荷して行き，最大３体まで装荷す
るケース。
３）　移行ケース②（一括３体装荷ケース）
　上記基準ケースをベースに，高度化炉心が平衡
に達する第７サイクルで，一括してMA照射試験
用集合体３体を装荷するケース。
４）　移行ケース③（最大６体装荷ケース）
　同じく，高度化炉心平衡第７サイクルで３体，
第８サイクルで３体の計６体のMA照射試験用集
合体を装荷するケース。
　これらの比較により，MA照射試験用集合体装

荷の影響を評価する。
　上記の各ケースについて，移行炉心及び平衡炉
心各運転サイクルにおける実効増倍率（過剰反応
度），出力分布・燃焼特性，制御棒反応度価値，ド
ップラ係数及び冷却材ボイド反応度等を評価す
る。これらの主要炉心特性は，３次元拡散燃焼計
算コードと反応度解析用の拡散摂動コードによ
り，エネルギー縮約１８群で評価した。また，炉定
数としては，JENDL-３．２に基づくJFS-３-J３．２Rを使
用した。

４．３．２　炉心特性評価結果

　前節で想定した各ケースについて，移行炉心及
び平衡炉心各運転サイクルにおける実効増倍率
（余剰反応度），出力分布・燃焼特性，制御棒反応
度価値，ドップラ係数及び冷却材ボイド反応度等
を評価した。結果をまとめて表２に示す。
　特性の要点を以下（１）から（５）に要約する。
（１）MA燃焼特性
　以上のMA照射試験用集合体を装荷したケース
においては（移行ケース①から③），装荷位置によ
って若干の差異はあるものの，いずれも取出し時
に２５％以上のMA核変換率が得られることが確認
できた。なお，MA核変換率は，炉内に装荷した
時点でのMA（Np，Am，Cm）の全重量と５サイ
クル（５×１９１日＝９５５EFPD）燃焼後のMAの全
重量の差の割合〔（装荷時MA重量－燃焼後MA重
量）を（装荷時MA重量）で除したもの〕である。
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図８　MA照射試験体の装荷パターン



１１６

すなわち，このような照射試験を実施すれば，元々
５wt ％程度含有されていたMAは，照射後には
３．７wt ％程度に減少するものと予測された。これ
は，照射後試験（PIE：Post Irradiation Examination）
により核種及び同位体組成比を分析すれば，炉内
照射データとして有意な組成変化が測定できる可
能性を示唆するものと考える。
　また，この場合の炉心特性への影響も，以下に
述べるように軽微なものであり，本概念の技術的
成立性について見通しを得ることができた。
（２）実効増倍率（過剰反応度）
１）Pu富化度と過剰反応度
　各炉心移行ケースの内側炉心及び外側炉心の核
分裂性Pu富化度Pufissは，それぞれ１４．６/１８．８（内
側/外側）［wt ％］とした。これは，現行炉心のPu
インベントリをベースに，既述のように燃焼度や
燃料体積比，炉心高さの違いを考慮して推定した
ものである。このPu富化度設定により，各運転サ
イクル末期において所要の過剰反応度（keff＞
１．００３）が確保できることを核計算（出力・燃焼解
析）により確認している。この時の内側炉心及び
外側炉心の全Pu富化度PuTotalは，それぞれ２３．７/ 

３０．６（内側/外側）［wt％］となり，当初の富化度
制限値３２wt ％以下を満足できることが確認できた。
２）燃焼欠損反応度
　各運転サイクルの燃焼欠損反応度は，燃焼期間
の延長に伴い，現行炉心の燃焼欠損反応度２．６％
Δk/kk

,
から若干増大する。特にMA照射試験用集

合体を装荷しない基準ケースでは，移行炉心の第
１サイクルにおいて，最大約３．５％ Δ k/kk

,
と相対

比で約３５％程度の増加となる。第１期高度化炉心
では，運転サイクル期間１４８日を１９１日へ約３０％延
長しており，この増分は燃焼期間の延長にほぼ対
応している。
　以上の結果，このままでは反応度収支が成立し
ない可能性がある。本検討では，制御棒のB4C吸
収材ペレットスタック長を現行炉心の８０cmから
９３cmに延長しているので，制御棒価値は若干増加
する傾向となる。したがって，後述の制御棒価値
の解析結果と併せて判断することとする。
（３）出力分布・燃焼特性
１）集合体最大出力
　出力分布特性のうち，内側及び外側炉心燃料の
集合体最大出力は，MA照射試験用集合体を装荷
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表２　高度化炉心におけるMA照射試験概念の炉心特性解析結果

第 １ 期 高 度 化 炉 心

現行炉心 移行ケース③
（平衡炉心）
－MA装荷様式③－

移行ケース②
（平衡炉心）
－MA装荷様式②－

移行ケース①
（平衡炉心）
－MA装荷様式①－

移行ケース①
（移行炉心）
－MA装荷様式①－

基準ケース
（平衡炉心）

基準ケース
（移行炉心）

９．７９．７９．７９．７８取出し平均燃焼度
（×１０4MWd/t）

→→→→→１９１×５（内側）
１９１×６（外側）１４８×５照射日数（d）

２．８２．８２．８３．４２．８３．５２．６燃焼欠損反応度
（％Δk/kk

,
）

４．９２/４．３４４．８８/４．３４５．００/４．３５５．０２/４．３０４．８９/４．３４４．９０/４．３０４．７３/４．１４集合体最大出力（MW）
（内側/外側）

４５６/４４５４５３/４４５４６５/４４７４７１/４５０４５４/４４７４５９/４４２３６０/３５０集合体最高線出力密度
（W/cm）（内側/外側）

２．６０２．６０２．６１２．６１２．６０２．６０２．３累積高速中性子照射量
（×１０23n/cm2-s）

ー５．５ー５．６ー５．８ー５．７ー５．８ー５．７ドップラ係数
（×１０-3Tdk/dt）

２．０２．０１．８２．０１．８１．５ボイド反応度＊１

（×１０-4Δk/kk
,
）

７．１７．２７．３７．２７．３７．０制御棒価値（最小値） ＊２

（×１０-2Δk/kk
,
）

２５～２７２７２６～２７MA消滅率（％）
（５Cy燃焼後）

＊１　１炉心燃料集合体最大ボイド反応度　　＊２　主炉停止系１ロッドスタック時（最小値）
（注）　MA装荷様式①：移行第１サイクルから１体ずつ３体装荷，MA装荷様式②：平衡第７サイクルで３体一括装荷，
　　　MA装荷様式③：平衡第７サイクルで３体，平衡第８サイクルで３体の計６体装荷であり，いずれも５サイクル燃焼後取出し
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しない基準ケースで最大４．９０MW/４．３０MW（内 
側/外側）となった。これは現行炉心の最大出力：
４．７３MW/４．１４MW（内側/外側）に比べ約４％弱
の増加に相当する。すなわち，被覆管最高温度換
算で約１１℃ の上昇となる。現行炉心の被覆管最高
温度は６７５℃ であるから，今回検討における被覆管
最高温度許容値７００℃ 以下は満足される。
　なお，MA照射試験用集合体を装荷したケース
では，移行ケース①の影響が最大となり，集合体
最大出力が５．０２MW/４．３４MW（内側/外側）まで
増大する結果となった。ただし，これは基準ケー
スに比べ，２％以内の増加にすぎない。すなわち，
被覆管最高温度換算で５ ℃ 程度の上昇にとどま
る。したがって，その影響は許容範囲内と判断さ
れる。
２）最高線出力密度
　内側及び外側炉心燃料の最高線出力密度は，基
準ケースで４５９W/cm/４４７W/cm（内側/外側）で
あり，暫定目標として想定した４７０W/cm以下を達
成できた。
　また，MA照射試験用集合体を装荷した場合の
内側及び外側炉心燃料の最高線出力密度は移行
ケース①が最大となり，それぞれ４７１W/cm/ 
４５０W/cm（内側/外側）と，基準ケースの３％増
以内に納まった。すなわち，暫定目標の４７０W/cm
以下をおおむね満足できる結果が得られた。
３）取出平均燃焼度と累積高速中性子照射量
　以上いずれのケースにおいても，第１期高度化
炉心における平衡炉心での取出平均燃焼度は約
９７GWd/tとなり，目標の１００GWd/tを達成できる
見通しを得た。
　また，この時の累積高速中性子照射量は増大す
る傾向となるが，最大でも２．６×１０23n/cm2に納ま
る。これは，現行炉心の累積高速中性子照射量
２．３×１０23n/cm2（ノミナル計算値）に比べ相対比で
１５％程度の増加であり，取出平均燃焼度の向上分
にほぼ比例している。
（４）制御棒価値と反応度収支
　主炉停止系の制御棒価値（１ロッドスタック時）
は，移行炉心より平衡炉心の方が小さく，７．２％
Δ k/kk

,
程度（最小値）となった。これは，MA照

射試験用集合体装荷の有無には，ほぼ依存しない。
すなわち，現行炉心の制御棒価値７．０％ Δ k/kk

,
（最

小値）に比べると，０．２％ Δ k/kk
,
と若干ではある

が，吸収体延長により制御棒価値は増加する。

　所要反応度のうちの燃焼補償反応度は，前述の
ように燃焼欠損反応度が２．６％から３．５％ Δ k/kk

,

へ０．９％ Δ k/kk
,
増加するので，その分だけ増加さ

せる必要がある。これは制御棒価値の増加分０．２％
 Δ k/kk

,
だけでは吸収しきれない。

　したがって，制御棒のB4C吸収材ペレットスタ
ック長の延長だけでなく，制御棒吸収材ペレット
中の10B濃縮度を増加させることが必要と考える。
ただし，増強すべき反応度価値は，相対比でせい
ぜい現行の１０％増程度であるから，十分対応可能
な範囲と判断される。
（５）各種反応度特性
１）ドップラ係数
　MA照射試験用集合体を装荷しない基準ケース
のドップラ係数は－５．７～－５．８×１０-3Tdk/dTと，
現行炉心の－５．７×１０-3Tdk/dTに比べ，相対比で約
２％の微増にとどまった。
　さらにMA照射試験用集合体を装荷したケース
での同係数は，－５．５×１０-3Tdk/dTと相対比で最
大約４％低下する。MA装荷の影響は小さいが，
これはMA照射試験用集合体の装荷本数が最大で
も６体と少ないためであろう。
　いずれにせよ，元々のドップラ係数に対する設
計余裕（３０％）に比べれば，これら変動幅は小さ
いので，炉のプラント動特性や安全特性への影響
も軽微と推定される。
２）冷却材ボイド反応度
　「もんじゅ」炉心では，設置許可申請書５）でも述
べられているように，冷却材の沸騰を防止する設
計となっており，冷却材がボイド化することはな
い。しかし，ここでは炉心特性把握の一環として，
あえてボイド化を仮想して非現実的な条件での反
応度変化，すなわち１炉心燃料集合体最大ボイド
反応度を評価した。
　MA照射試験用集合体を装荷しない基準ケー
スでの冷却材ボイド反応度は１．８～２．０×１０-4％
 Δ k/kk

,
と，現行炉心の１．５×１０-4％ Δ k/kk

,
に比べ，

約２０％～３０％増加している。これは，炉心高さの
増大による漏えい効果の減少と燃焼度の向上に伴
うスペクトル硬化によるものと理解される。
　なお，MA照射試験用集合体を装荷したケース
でも，同反応度は最大２．０×１０-4Δ k/kk

,
であり，MA

照射試験用集合体を装荷しない場合からほとんど
変化はなかった。MA装荷による冷却材ボイド反
応度の影響は小さいが，これはMA照射試験用集
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合体の装荷本数が最大でも６体と少ないためと考
えられる。
　いずれにせよ，冷却材ボイド反応度は，仮想的
炉心崩壊事故時のエネルギー放出量と密接な関係
にある。したがって，この点の影響などについて，
更に詳細確認しておくことが必要と考える。

４．４　まとめと今後の展開

　以上の炉心特性評価結果を基に，本検討におい
て検討した第１期高度化炉心への移行計画とMA
照射試験計画の妥当性につき，以下のようにまと
める。
（１）本検討では，より近未来の想定として現行炉
心から第１期高度化炉心への具体的移行計画
（燃料交換計画）を検討し，炉心特性を評価し
た。その結果，出力分布特性などは目標として
設定した制限値以下となり，技術的成立性の見
通しを得た。

（２）この移行開始と同時にMA照射試験概念の具
体化を図り，その炉心特性を評価した結果，
２５％以上のMA核変換効率が得られ，かつ，MA
装荷による炉心特性への影響も軽微であること
を確認できた。

（３）以上の移行計画やMA照射試験概念のベース
となる第１期高度化炉心の特性については，制
御棒反応度収支やボイド反応度等に検討の余地
がある。

（４）炉心移行やMA照射試験の実現に向けては，
今後以下のような展開を図る必要がある。

１）MA照射試験体製造・輸送・搬入方法の検討
２）具体的な照射試験実現に向け，国内外の情勢
を考慮しつつ，国際協力をも含めた計画の検討
及び推進

３）　被覆管，中空ペレット燃料照射データの蓄積
整備及び太径高密度中空燃料製造の準備

４）　仮想的炉心崩壊事故だけでなく，被ばく評価
まで含めた安全解析一式の見直し

５．おわりに

　FBR実用炉のSG伝熱管体積検査工程を短縮す
るため，高温用センサを試作して欠陥検出性と耐
熱性を評価した。その結果，ECTセンサ及びRF-
ECTセンサ共に全周減肉欠陥に対して十分な検出
性と耐熱性があることを確認した。今後は，伝熱
管外面にNaが存在する環境下における高温用セ

ンサの検出性能及び耐久性を確認し，次に周辺装
置の開発を行う予定である。
　定期検査期間中における保守性を改善するため
に，不透明なNa中で目視検査する超音波センサ
について，実機環境条件を考慮して解像度低下要
因を評価した。その結果，実用化までのハードル
は高いものの，温度揺らぎを除けば解像度への影
響は小さいことを確認した。今後は，目標設計仕
様の超音波センサ要素を試作し，高温試験を行い，
音響伝播解析の検証と実用化段階での性能の見通
しを明らかにする予定である。
　経済性向上を図るための「もんじゅ」次期高度
化炉心への移行計画の検討については，技術的な
成立性を損なうことなく移行できることを確認し
た。また，炉心移行開始と同時に，３～６体程度
のMA照射試験用集合体を装荷した場合，炉心特
性への影響は軽微であること及びMA核変換率に
ついては２５％以上の有意な組成変化を期待できる
ことが分かった。今後は，高度化炉心移行，MA
照射試験の実現に向けて，国際協力も視野に入れ
た幅広く柔軟な検討を進めていく予定である．
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１．はじめに

　高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究フ
ェーズⅡ中間評価（２００１年度～２００３年度）では，
フェーズⅠ１）において抽出された先進湿式法及び
酸化物電解法，金属電解法等乾式法の各再処理技
術を主対象に，革新技術等を導入して経済性向上
を図るとともに，各技術の特長を活用し環境負荷
低減，資源の有効利用，核拡散抵抗性向上等を図
った低除染TRUリサイクルによるプラント概念
を構築した。これらの再処理システムに対して，
炉及び燃料製造技術との整合性をも配慮して，設
計要求に対する評価とその適合性を確認し，経済
性及び技術的成立性の見通しを明らかにすると共
に，実用化に当たって克服すべき技術的課題を明
確化した２） ，３）。また，上記以外の再処理技術につい
ては，国内外の最新の知見に基づき，プロセスの
成立性等を評価した。

２．設計条件・仕様と設計要求・判断基準

　再処理システムの概念設計検討に際しての設計
条件，基本仕様は以下に示すとおりである。
①対象炉心・燃料：
・１５０万kWe級FBR，２領域均質炉心
・炉心取出平均燃焼度　１５万MWd/t
・炉心取り出し後４年冷却

②対象燃料形態：酸化物，金属，窒化物
③プラント稼働率：２００d/y
④基準プラント処理容量：
・先進湿式法（NEXT法）　　：２００tHM/y
・超臨界直接抽出法，酸化物電解法，

　　金属電解法（金属燃料以外）：　５０tHM/y
・金属燃料対象金属電解法　　：　３８tHM/y
　（発電量として酸化物燃料５０tHM/yに等価）
⑤再処理・燃料製造一体化プラント
⑥使用済燃料・新燃料貯蔵設備容量：各１年分
　基本的な分離性能条件として，使用済燃料から
のU/TRU回収率は９９％以上かつ，新燃料としての
サイクル製品へのFP混入率を１．２wt％以下に抑え
ることとした。
　設計検討においては，まず燃料仕様として資源
重視型炉心（増殖比：約１．２）の場合での概念設計
検討を実施し，上記設計条件を満たすプラント概
念について，表１に示す分離性能，安全性，経済
性，環境負荷低減性，資源有効利用性，核拡散抵
抗性，運転・保守補修性及び技術的成立性に係る

各設計要求と判断基準への適合性評価を行った。
さらに，この結果をもとに経済性重視型炉心（増
殖比：１．０をわずかに上回る）とした場合につい
て，経済性評価を行った。

３．設計検討・評価の流れ

　フェーズⅠで得られたプラント概念をさらに合
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判 断 基 準要求項目

★サイクル製品へのFP混入率：１．２wt％以下分離性能

★技術的に想定される異常事象を抽出。
★決定論的安全性評価
　（既存施設と同等の定量的基準）
・平常時の線量目標：５０ μSv/y　以下
・周辺公衆の被ばく線量：５mSv/event　以下
★確率論的安全性評価
・「施設内での大規模放出事象」発生時における
周辺公衆の死亡リスクの目標値：１０-6死/人/年
以下
・放射性核種閉じ込め機能の喪失確率を十分低
く（１/１００以下）維持する。

安 全 性

燃料サイクル費（建設費，操業費）
　→設計検討で明らかになった物量評価から積算。
★燃料サイクル費
　（再処理＋燃料製造，廃止措置費含む）
　　　　　：０．８円/kWh以下
　上記内，再処理分の費用
　　　　　：０．５円/kWh以下（目安）
※輸送，廃棄物処分等にかかる経費は上記費用と
は別途に＋０．３円/kWh

経 済 性

★通常運転時の環境放出放射能量/廃棄体発生量：
「単位発電量当たりの放出量あるいは発生量が
LWR再処理施設及びMOX燃料製造施設の承認
申請書・許可申請書記載値に対して同等以下」
★廃止措置→接近性・除染性・搬出入性の観点か
ら定性的に判断。
目標値（目指すべき数値）
★通常運転時の廃棄体発生量：
　　上記値に対してさらに１/１０以下
★U/TRUの廃棄物への移行率：
　　０．１～０．０１％
★分離回収FP　→　I/Tc：
　　１～０．１％，Cs/Sr：１％

環境負荷
低 減 性

★U/TRU回収率：各９９％以上資源有効
利 用 性

★技術レベルの判断：
　既存施設の設計を参考として定性的に判断。
★既存技術・システムの応用が困難
もしくは非合理的な場合，代替となる技術，手法
及び考え方とそれらの課題を明確化。それらの
妥当性に関しては個別に判断。

核 拡 散
抵 抗 性

★年間稼働日数２００日以上を確保でき，所定の処理
能力を満足
★以下の項目の妥当性について定性的に判断：
・自動制御/搬送システム，遠隔監視システム
・保守に必要な設備及び機器の具備
・保守作業を想定した動線と機器配置
・セル内機器のモジュール化及びユニット化

運 転 ・
保 守
補 修 性

中間評価においては有望な実用化候補概念の見通
しをつけることが主目的。
★潜在的な技術的可能性を考慮。
★「２０１５年技術体系確立」達成の難易度を目安。

技 術 的
成 立 性

表１　再処理技術の判断基準
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理化・詳細化するために，以下の手順に従って検
討・評価作業を実施した。
①フェーズI課題を踏まえたプロセスフローの再
構築及び機器の合理化検討

②安全設計，計量管理設計及び運転・保守補修性
設計等に対する基本的考え方の検討

③主要機器・設備の仕様及び基数の検討
④セル内機器配置の検討
⑤付帯設備，消耗品，運転人員及び廃棄物物量等
の検討

⑥建屋，施設配置設計検討
⑦経済性等の設計要求に対するシステム評価

４．湿式再処理の施設概念構築

　湿式再処理法として先進湿式法（NEXT法：New 
extraction system for TRU recovery）並びに超臨界
直接抽出法（Super-DIREX法：Supercritical Fluid 
Direct Extraction）を検討した４） ，５）。
　先進湿式法は，軽水炉燃料処理において商用化
されているPUREX法を基礎とした簡素化溶媒抽
出工程，硝酸ウラニルの晶析工程，MA（Minor 
Actinide）回収工程等から構成される。超臨界直
接抽出法は，超臨界二酸化炭素を媒体として用い
る抽出技術である。

４．１　NEXT法（酸化物燃料対応）

（１）プロセスの構築
　NEXT法のプロセスフローを図１に示す。
　NEXT法では使用済燃料の溶解液から晶析法に
よりUを回収する。残る水溶液は遠心抽出器を用
いる溶媒抽出によりU，Pu及びNpを一括回収し，
Puの分配や精製工程がないのが特徴である。ま
た，溶媒抽出後の抽出残液からMAを回収する。
　フェーズⅡにおいては，回収率向上及びプラン
トの円滑な運転の観点から検討を深めることとし
た。回収率向上の観点から，清澄工程で発生する
スラッジの再溶解工程を追加した。また，プラン
トの円滑な運転の観点からは，MA回収工程にお
ける配管閉塞等の不具合を防止するため，抽出工
程の抽出残液の清澄工程を追加し，さらに各工程
から排出される仕様に適合しない溶液を適切な工
程に戻すため，リワーク設備の貯槽を追加した。
　MA回収工程については，フェーズⅠで候補技術
としたSETFICS法（Solvent extraction for trivalent-
f-elements intra-group separation in CMPO com-

plexant system）に関して，溶媒使用量の最小化と
薬品のソルトフリー化を導入し，廃棄物を大幅に
低減する見通しを得た。さらに，アミン抽出法，
抽出クロマトグラフィーとともに，経済性，環境
負荷低減性等の観点から比較検討を実施し，抽出
クロマトグラフィーが表２に示すように，他の二
法に比べて廃棄物発生量が少なく，建設費が安価
であると判断した。これをNEXT法に組み込み，
処理能力２００tHM/yのプラントの概念設計検討を
実施した。
（２）機器概念の検討
　上記設計変更項目を反映した機器配置の例を図
２に示す。抽出クロマトグラフィーの適用による
MA回収設備の合理化や，適切な機器配置による
セル階高の減少により，主工程のセル容積はフ
ェーズⅠの設計に比べ約３割削減された。
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図１　NEXT法のプロセスフロー

建設費（相対値）廃 棄 物, t/年
方　法

建屋＊４設備＊３固体＊２有機溶媒＊１水溶液＊１

１．０１．０約１約８５約３，３００SETFICS法

０．６００．４３約０．３約９約２，６００抽出クロマト
グ ラ フ ィ ー

０．６００．４３約１約１８約２，６００アミン抽出法

表２　廃棄物発生量及び建設費の比較

＊１　廃液処理工程に払い出す総量，再利用や減容は考慮して
いない

＊２　交換する主要な機器の質量
＊３　主要な機器に係わる費用
＊４　主要機器を配置するセルの容積に基づく
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（３）プラント概念の検討
　主要プロセスに関する機器は，被ばくを考慮し
遮へいセル内に配置した。セルは主要プロセスの
機能ごとに前処理セル，再処理セルＡ（主工程機
器），再処理セルＢ（廃液処理設備）の３セルで構
成した。セル内の機器配置は操業性，臨界防止等
を考慮した。
　また，ユーティリティ量，分析点数，計装点数
等を評価し，これを基に付帯設備概念を構築し，
プラント概念を構築した。
　施設は再処理・燃料製造一体化施設を前提とし
て検討し，３つの建屋（再処理・燃料製造建屋，
使用済燃料貯蔵建屋，新燃料貯蔵建屋）で構成した。
　以上の検討結果から，再処理・燃料製造建屋は，
地下２階・地上３階建て，幅１４３m×奥行１４６m×
高さ３６mとなった。再処理・燃料製造一体化施設
のプラントイメージを図３に示す。

４．２　NEXT法（窒化物燃料対応）

　４．１で検討したプラントをベースに，窒化物燃
料への対応を検討した。前処理工程に酸化物への

転換工程を，特に窒化物被覆粒子燃料を処理する
場合にはフッ化による脱被覆工程を追加した。ま
た，前処理工程への各設備追加に伴うオフガス処
理系統の変更，気相吸着法（PSA法：Pressure 
Swing Adsorption）による窒素（15N）の回収及び
窒化物燃料粉体による火災防止の観点から前処理
セル内をAr雰囲気にする等，周辺設備も見直した。

４．３　超臨界直接抽出法（酸化物燃料対応）

（１）プロセスの構築
　超臨界直接抽出法は，圧力約１２～２０MPa，温度
４０～６０℃ の超臨界圧状態の二酸化炭素流体の存在
下で，粉体化した使用済燃料から直接U，Pu及び
Npを回収する方法である。図４に超臨界直接抽
出法の原理を示す。MAは別の抽出剤（TRPOや
Cyanex）を用いることにより燃料粉の残渣から直
接回収することを検討した。
　図５に超臨界直接抽出法のプロセスフローを示
す。超臨界直接抽出法は，NEXTプロセスにおけ
る溶解，清澄及び抽出工程を直接抽出工程で代替
できるため，プロセスの簡素化による経済性の向
上が期待できる。フェーズⅡにおいては，フェー
ズⅠにおいて課題とされた，小規模での経済性向
上を検討するために，処理能力５０tHM/yのプラン
トの概念設計検討を実施した。
（２）機器概念及びプラント概念の検討
　プロセスフローに基づく物質収支の検討結果よ
り，主要な機器を検討し，配置設計を行った。主
要な機器には直接抽出塔，逆抽出塔やハル洗浄塔
等があり，これらには高圧の流体を包蔵し，燃料
粉体を取り扱う機能が必要である。建屋規模は，
地下２階・地上３階で，幅１１０m×奥行１１３m×高
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図２　NEXT法再処理プラントのセル内機器配置

図３　NEXT法再処理・燃料製造一体化施設の全景
イメージ 図４　超臨界直接抽出法の原理
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さ３６mとなった。このプラントについて，同一処
理能力のNEXTプロセスを用いたプラントと機器
数及びセル容積・建屋容積を比較した結果を図６
に示す。図６から，超臨界直接抽出法とNEXT法
では，機器数はほぼ同じであるが，セル容積につ
いては超臨界直接抽出法が小さくなっていること
がわかる。これは主工程の簡素化・小型化によ
り，機器の設置に要する空間が低減されたことに
よるものである。

５．乾式再処理の施設概念構築

５．１　酸化物電解法（酸化物燃料対応）

　ロシア原子炉科学研究所（RIAR）で開発された
溶融塩電解法をベースとした酸化物電解法におい
ては，フェーズⅠに引き続いてプロセス合理化を
取り込んだ概念設計検討を実施した６）。
（１）プロセスの構築
　フェーズⅡで検討対象とした主要プロセスフ
ローを図７に示す。フェーズⅠから以下に示す変
更を加え，経済性向上を目指した合理的なプロセ
スを構築した。
ａ）るつぼ材料の変更
　従来のパイログラファイト製るつぼ（寿命約３
ヶ月）では，交換作業により操業性の悪化が懸念
されていた。今回，るつぼの長寿命化を目指して
緻密化ジルコン（ZrSiO4）製るつぼを採用した。
これにより，交換作業を年１回とし，操業性の向
上を図った。

ｂ）貴金属コーティング陰極の採用
　従来の貴金属除去工程では，貴金属にUO2が共
析していたため，UO2の共析を回避できる貴金属
コーティング陰極を採用し，貴金属-UO2分離工程
を削除した。
ｃ）塩除去方式の変更
　従来の水洗方式では，臨界管理上本工程を別セ
ルに配置する必要があったので，水を使用しない
蒸留法を採用した。これにより，電解工程と塩除
去工程の同一セルへの配置を可能とし，セル床面
積，メンテナンス機器等の合理化を図った。
（２）機器概念の検討
　構築したプロセスに対して，異常事象の摘出と
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図５　超臨界直接抽出法のプロセスフロー

図６　機器数とセル容積の比較（５０tHM/y）

NEXT法超　臨　界
直接抽出法機　器

１１せ ん 断 機

－１酸化加熱炉

１－溶 解 槽

１－清 澄 機
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１７－遠心抽出器＊

－１３抽 出 塔

８５蒸 発 缶 類

１４４１５０貯 槽 類

各プラントにおける主要機器数

＊：４段または８段の抽出器ブロックの数

NEXT法超　臨　界
直接抽出法

９０２５セ ル 容 積

４００＊＊２２０主建屋容積

各プラントにおけるセル容積・建屋容積

単位：×１０3m3

＊：MA回収工程の建屋容積を含む。
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その対応策等の安全性，及び乾式法に特徴的なマ
テリアルハンドリングシステム等の操業性を検討
した。そして，これらを反映した機器概念を検討
した。
　機器概念の検討例として電解装置の概念図を図
８に示す。電解装置は前処理した粉体燃料を受入
れ，UO2，MOX，MA等の析出物を得るための装
置である。従来のパイログラファイト製るつぼは
導電性であり陽極を兼ねていたが，今回の緻密化
ジルコン製るつぼは非導電性であるため，新たに

別途陽極を配置した構造とした。また，陰極・陽
極等の治具を共通プラグに接続して，このプラグ
単位で物質移送を行うこととし，ハンドリングの
簡素化を図った。
（３）プラント概念の検討
　セルは主要プロセスの機能ごとに前処理セル，
ハル洗浄セル，電解/塩除去セルの３セルで構成
し，各セルは物質の移送を考慮し隣接配置とし
た。セル内の機器配置は操業性，臨界防止等を考
慮した。
　また，ユーティリティ量，分析点数，計装点数
等を評価し，これをもとに付帯設備概念を構築し，
プラント概念を構築した。
　施設は再処理・燃料製造一体化施設を前提とし，
４つの建屋（再処理・燃料製造建屋，燃料貯蔵建
屋，廃棄物処理建屋，廃棄物貯蔵建屋）で構成した。
　以上の結果から，再処理・燃料製造建屋は地下
１階，地上３階建て，幅５８m×奥行１０４m×高さ
３２mとなった。

５．２　金属電解法（金属燃料対応）

　米国アルゴンヌ国立研究所（ANL）で開発され
てきた溶融塩電解法をベースとし，大規模の燃料
再処理が可能となるよう，ボンドNa除去工程を
追加した金属電解法について，フェーズⅠの検討
により明らかになった課題を解決すべく，フェー
ズⅡでは機器の高性能化等により更なる合理化を
目指すと同時に，設計の詳細化を図った７）。
（１）プロセスの構築
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図７　酸化物電解法のプロセスフロー

図８　電解装置の概念図
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　金属電解法のプロセスフローを図９に示す。主
要な工程についてはフェーズ｡ から変更を加えて
いないが，後述のように電解精製槽の運転方法を
見直し，UとU-TRUの同時回収を可能とした。
（２）機器概念の検討
１）電解精製槽の大型化と運転方法の改善
　電解精製槽は使用済燃料からU，TRU（Pu，
MA）を回収する装置であり，図１０に機器概念の
検討例を示す。電解精製槽は大型化（２．７m×１．２m
×３mH）して，電極数を３電極対から４電極対
に増やし，１基当たりの処理能力を向上させた。
また，槽形状を円筒から箱形に変更した。処理能
力向上により電解精製槽の基数が９基から５基に
削減され，箱型構造としたことで専用の電極装填
装置の電解精製槽への寄りつきが容易になり，電
極搬送の作業性が向上した。一方，大型化に伴っ
て取り扱う核燃料物質が増大し，従来の臨界管理
手法では対応できなくなるという問題が発生し
た。そのため，電解プロセスにおける化学的特徴
に基づき新たに「化学形態管理」という方法論を
提案し，想定される様々な異常事象に対する評価・
解析を行い，その有効性を確認した８）。運転方法
では固体陰極でのUの回収と液体Cd陰極でのU-
TRUの回収を同時に行うように変更した。
２）連続式陰極処理装置の採用
　陰極処理装置は電解回収されたUやTRUに付着
している塩やCd等を蒸留して除去する装置であ

る。陰極処理装置は，フェーズⅠの回分式処理か
ら連続式処理とし，さらに縦長であったものを横
長（６．３ｍ×２．６ｍ×２．６ｍH）に設計した。回分式
では１回の処理ごとに昇温と降温に長時間を要し
ていたが，連続式としたことで複数回をまとめて
処理できるようになり，１回当たりの処理時間が
短縮されて処理能力が向上し，基数が固体陰極処
理装置３基，液体Cd陰極処理装置５基からそれ
ぞれ１基に削減できた。また機器の高さを下げた
ことで，本機器を設置している電解分離セルの階
高を低くできた。
３）廃棄物処理
　廃棄物量低減のため，電解前の燃料中Naボン
ドの除去，U-TRU還元抽出器とゼオライトカラム
の組合せによる電解精製槽塩のU-TRU回収/FP除
去の処理，塩浴中Li/K比相当の還元剤使用，陰極
処理装置等のるつぼのコーティング材（保護用）
との反応等により生成するUO2ドロスの塩化処理
による電解精製槽への回収，アルゴンセル内不純
物（酸素，水分，窒素）のPSA法による浄化等の
改良を図った。また，高レベル廃棄物処理として
の人工鉱物固化体製造法についてフェーズⅠの
HIP（Hot Isostatic Pressing）固化方式（高圧，
８５０℃，固化処理時間約４hr）から，シンプルな
装置で常圧にて運転できるPC（Pressureless Con-
solidation）固化方式（常圧，９１５℃，固化処理時
間約１６hr）に変更した。
（３）プラント概念の検討
　フェーズⅡでは，工程間の搬送について，効率
的な運転が可能になるように専用搬送機器を設計
すると共に，工程機器のセル内配置を最適化し
た。機器配置の例を図１１に示す。また，電解精製
槽等機器の保守等のために，複数の保守セルを設
けた。
　さらにユーティリティ量，分析点数，計装点数等
を評価し，これを基に付帯設備概念を構築した。以
上の検討結果を踏まえプラント概念を構築した。
　施設は，再処理設備・燃料製造設備・廃棄物処
理・貯蔵設備，ユーティリティ設備等を一体化し
た主建屋，使用済燃料・新燃料貯蔵建屋の３つの
建屋で構成した。主建屋は，地下１階・地上４階
建て，幅５３m×奥行１０４m×高さ３７mとなった。
再処理・燃料製造一体化施設のプラントイメージ
を図１２に示す。
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図９　金属電解法のプロセスフロー

図１０　電解精製槽の概念図 
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５．３　金属電解法（酸化物燃料対応）

　金属燃料の再処理方法として研究開発が進めら
れてきた金属電解法を，酸化物燃料に適用するた
めにはプロセスの一部を変更する必要がある。酸
化物燃料を処理する場合の主な相違点は，電解精
製を経由せずに径方向ブランケット燃料を燃料に
加工するバイパス処理の適用，酸化物燃料を金属
に還元するための還元工程の付加，重金属を酸化
するための酸化転換工程の付加にある。これらの
うち，径方向ブランケット燃料のバイパス処理と
酸化転換工程については，フェーズⅠから変更が
ない。
　以下に還元工程について述べる。フェーズⅠで
は酸化物燃料に塩素を添加することで塩中に溶解
していたが，塩素使用による耐腐食性を考慮して
容器材料としてグラファイトを用いる必要があ
り，装置の大型化が困難であった。フェーズⅡで
は，酸化物燃料を電解の前に金属Liを用いて金属
に還元することで，金属燃料対応のシステムと同

じ大型電解精製槽を用いることができるように変
更した。還元工程の主な機器は，酸化物燃料を還
元するLi還元槽，還元された金属と塩を分離する
ためのLiCl濾過槽，及び還元に用いたLiを再生す
るためのLi電解槽である。これらの装置を付加
し，金属燃料対応の電解精製セルの配置をベース
にセル配置設計を行った。
　酸化物燃料を取り扱うために還元工程と酸化転
換工程を付加したことなどにより，再処理設備の
主要セル容積は金属燃料対応のシステムに対して
約１．６倍に拡大した。

５．４　金属電解法（窒化物燃料対応）

　金属電解法を用いて窒化物燃料を再処理する場
合，電解精製後のU，TRU金属の窒化転換と，高
価な窒素（15N）の回収技術が重要となる。窒化転
換は，Uの場合はCd中にUを溶解して窒素ガスを
吹き込むことで窒化する方法を，Puの場合はCd
中にPuを溶解して窒素ガスを吹き込みながら蒸
留する方法を選定し，また15Nガス回収はゼオラ
イトを用いたPSA法を選定した。なお， 15Nガス
循環方法を検討し，よりコストの安い15N部分循
環処理法（電解精製時発生する窒素のみPSA法で
処理する）を考案した。電解精製，溶融塩のTRU
還元抽出，塩処理等，その他のプロセスは金属燃
料対応のシステムと同様としているが，ボンドNa
を除去する必要がないことや電解精製の電流効率
が高い特徴がある。建屋の大きさは，金属燃料金
属電解法と比べ，15N回収設備が追加となるが，ボ
ンドNa除去設備がないために，金属燃料金属電解
法プラントとほぼ同程度となった。

６．技術評価と開発課題

　酸化物燃料あるいは金属燃料を対象とした各再
処理システムに関し，概念設計検討に基づく各設
計要求に対する技術評価の結果を，設計要求内容
と合わせ表３に示す。また，主要な開発課題を表
４に示す。各システムともフェーズⅡにおける設
計要求をおおむね満足した。経済性については，
資源重視型炉心の場合で５０tHM/y以下の小型施
設では金属燃料対応の金属電解法のみがおおむね
設計要求を満足する結果にとどまっており，引き
続きコスト低減に向けた検討を続ける必要がある。
　窒化物燃料対応の再処理システムについては，
基本的にNEXT法や金属電解法が適用可能であ
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図１２　金属電解法再処理・燃料製造一体化施設の全
景イメージ
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り，各々酸化物燃料，金属燃料対応のシステムと
ほぼ同等の性能を有するものと考えられる。なお，
窒化物燃料特有の15N回収リサイクル，窒化転換等
の技術開発が必要であり，被覆粒子燃料の場合は，
集合体の解体，脱被覆等の前処理技術の開発が更
に必要となる。

７．その他の再処理システム

７．１　フッ化物揮発法

　フッ化物揮発法は，使用済燃料中のPuやUなど
の酸化物をフッ化物に転換し，各フッ化物の蒸気
圧等の相違によって分離・精製を行う再処理方法
である。フッ化反応装置としては，比較的低温
（７００K程度）で，緩慢に行う流動床型反応炉と高
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表３　技術評価のまとめ

金属電解法
（M：３８tHM/y，MOX：５０tHM/y）

酸化物電解法
（MOX：５０tHM/y）

超臨界直接抽出法
（MOX：５０tHM/y）

NEXT法
（MOX：２００tHM/y）主な設計要求事項評価項目

・U/TRU製品：０．８wt%
　　　　　　　以下（＊）
・U製品　  　 ：～０wt%

・MOX共析物中：０．６wt%
・U析出物中  　 ：０．４wt%

・U/TRU製品：０．５wt%
・U 製品　    ：０．５wt%

・U/TRU製品：０．０６wt%
・U 製品　　：０．０５wt%

サイクル製品への
FP混入率：１．２ wt%以下

分離性能

・臨界設計は基本的に質量管
理。電解精製槽では質量管
理と化学形態管理の組合せ。

・高温融体，金属HM等の取扱
を考慮したシステム構築。

・臨界設計は質量管理。
・高温融体，塩素ガス等の取
扱いを考慮したシステム構
築。

・超臨界圧力機器等の取扱を
考慮したシステム構築。

・臨界設計は形状管理。

・先行のLWR再処理施設の安
全設計手法を踏襲。

・臨界設計は形状管理。

先行LWR再処理施設と
同等以上

安 全 性

・先行のLWR再処理施設と同等以上の安全性を確保できる見通し。

・M- 射出成型法との合算で
　０．７５（０．４７＋０．２８）円/kWh。
・MOX- 振動充填法との合算で
　０．９９（０．６１＋０．３８）円/kWh。

・振動充填法との合算で
　０．８９（０．５５＋０．３４）円/kWh。

・ペレット法との合算で
　１．０６（０．６０＋０．４６）円/kWh。

・ペレット法との合算で
　０．４８（０．２６＋０．２２）円/kWh。

サイクル費
（再処理費
　＋燃料製造費）：

０．８円/kWh以下

経 済 性

・０．６μSv/y/サイト
　（M及びMOX）
・人工鉱物固化体： 

M-  １８．６m3/y
MOX-  １６．４m3/y

・人工鉱物固化体は先行サイ
クル施設を上回る可能性
有）（処分体中の比放射能が
低いので，一概に処分への
負荷が大きくなるかは今後
の精査が必要）。

・１．７μSv/y/サイト
・リン酸ガラス固化体：

　６．７m3/y
・先行サイクル施設と同等以
下 。

・１．７μSv/y/サイト
・ホウケイ酸ガラス固化体：

９m3/y
・先行サイクル施設と同等以
下 。

・６．６μSv/y/サイト
・ホウケイ酸ガラス固化体：

３６m3/y
・先行サイクル施設と同等以
下 。

環境放出放射能，廃棄
物発生量等に関し，先
行サイクル施設と同等
以下

環境負荷
低 減 性

・各９９％以上回収可能。・各９９％以上回収可能。
（絞り電解でのMA回収成立
が前提）

・各９９％以上回収可能。・各９９％以上回収可能。
・不溶解残渣からのU/TRUの
回収工程付加で更なる向上
可能。

U/TRU回収率：
各９９％以上

資源有効
利 用 性 

・全ての工程においてPuはUとの混合物として存在し，Puの単離なし。核物質の目的外転用の
困難化及び保障措置の
考慮

核 拡 散
抵 抗 性

・既存サイクル施設の設計例を参考にKMP，MBAを設定。
・主たる計量管理手法は秤量とサンプリング。

・先行のLWR再処理施設等を参考とした計量管理システム構築。

・NRTAに対応

・マテリアルハンドリングによるバッチ処理を基本とした遠隔
自動化システムとして，所定の処理能力を満足するシステム
を構築。

・所定の処理能力を満足するシステムを構築。年間稼働日数２００日以
上及び保守補修性の考
慮

運転･保守
補 修 性

・必要なアクセスルート及び保守補修スペースを確保。

・全般的に実用化の障壁とな
るようなプロセス上の問題
無し。

・国内及び米国ANL/FCFに
て，原理確認の基礎データ
取得済。

・MOX特有のプロセス（Li還
元等）に関しても，原理確認
済。

・原理的な成立性の実証途上
（MOX共析，MA回収等）で，
基礎データの充足が必要。

・原理的な成立性の実証途上
（直接抽出，MA回収等）で，
基礎データの充足が必要。

・主要機器の開発が必要。

・基本は実績のあるPUREX
法を参考として構成。

・各プロセスとも原理確認済。
・晶析装置等の機器開発が必
要。

・比較的早期に技術体系確立
の見通し。

設計根拠の明確化
信頼性の向上

技 術 的
成 立 性

・移行率等安全評価上のデータの拡充が必要。
・遠隔操作，高温融体取扱を考慮した主要機器の開発が必要。

MOX- 酸化物燃料対応，M- 金属燃料対応

（＊）再処理製品であるU/TRU合金（Pu富化度７０％）中のFP混入率は約２wt％であるが，燃料製造時のU添加による成分調整により低減。
NRTA：Near Real Time Material Accountancy（ニア・リアルタイム計量管理）　　　KMP   ：Key Measuring Point（主要測定点）
MBA   ：Material Balance Area（物質収支区域）
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環境放出放射能の
線量目標：
５０μSv/y/サイト
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濃度のフッ素ガスを用いて高温（１，６００K付近）で
行うフレームタワー型反応炉（以下，フレーム炉）
があり，フレーム炉の場合，装置の健全性は，通
常，炉壁を冷却することにより担保されている。
フェーズⅠにおける検討の結果，フッ化物揮発法
については，他の候補技術よりも経済性の面では
優れているものの，Puのフッ化によって生成さ
れるPuF6（気体）が，反応装置や配管等の閉塞原
因となるPuF4（固体）に分解し易いという問題点
があるため国内外の動向を見極めた上で，フェー
ズⅡにおいて再評価することになっていた。
　このような経緯を踏まえ，フェーズⅡにおける

調査研究の一環として，フッ化物揮発法を用いた
再処理プロセスの成立性を確認するために，今
回，PuF6の特性（生成条件やPuF4への分解挙動）
に係る机上検討を行ったところ，高温（１，０００K以
上で１，６００K付近が好ましい）で高濃度の過剰フッ
素ガスと反応させることにより，PuF6を容易に生
成でき，かつ分解抑制にも効果があることがわか
った９）。この結果は国内の研究者が，ロシアの研
究所で小型のフレーム炉を用いて実施したPuフ
ッ化試験結果の傾向とも一致しており１０），今後の
設計に反映できるものと考えられる。
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表４　主要な開発課題

金属電解法
（M：３８tHM/y，MOX：５０tHM/y）

酸化物電解法
（MOX：５０tHM/y）

超臨界直接抽出法
（MOX：５０tHM/y）

NEXT法
（MOX：２００tHM/y）項　　　　　目

・使用済燃料解体技術の開発
・脱被覆時の核物質回収技術（粉体化，回収率）及びハル分離・洗浄技術の開発

前 処 理 工 程プロセス
関 連

・Naボンド除去性能の確認（M）・溶解工程での溶解操作条件
の最適化及び処理高速化の
検討

・Li還元性能の確認（MOX）
・大型電解槽の性能評価
・連続式陰極処理技術の開発
・電解プロセスシミュレーシ
ョン技術の開発

・MOX共析他におけるプロセ
ス制御の最適化及び電流効
率の向上 

・塩素ガス取扱技術の開発
・電解プロセスシミュレーシ
ョン技術の開発

・晶析工程における操作条件の最適化再処理（電解）工程

・直接抽出塔における分離特
性等の性能評価

・遠心抽出器を用いた抽出シ
ステムにおける分離挙動の
確認

・Npの高回収率を得る操作条
件の最適化

・MA回収技術の成立性確認 ・MA回収塔における抽出剤
の選定及び分離特性の把握

・抽出クロマトグラフィーに
おける抽出剤の選定及びフ
ローシートの確定

M A 回 収 工 程

・TRU還元抽出器の最適性能
確認

・ゼオライトの塩等吸蔵性能
確認

・リン酸沈殿特性の把握
・沈澱物回収技術の開発

・処理工程の最小化
・二極化処理の実証

廃液処理工程/廃塩処
理 工 程

・人工鉱物固化の処分適用性
評価 

・リン酸ガラス固化の処分適
応性評価 

・処理工程の最小化
・稼働率の向上等の改良

廃 棄 物 処 理 工 程

・実用化に向けた臨界設計，耐震設計，火災・爆発防止対策，閉じ込め対策等の具体化
・安全設計方針・判断基準類の整備

安 全 設 計システム
関 連

・電解槽における質量管理と
化学形態管理を併用した臨
界管理システムの開発

・（入/出量）計量管理時のサンプリング代表性等の評価
・適時性計量管理技術確立のためのNRTAシステム等の具体化

計 量 管 理

・大型電解槽の開発
・実用レベル機器開発 

・高耐食性電解槽るつぼの開発
・実用レベル機器開発 

・直接抽出塔の機器開発（高
圧機器としての対応を含む）

・実用レベル機器開発

・実用レベル機器開発機 器 開 発

・自動運転/遠隔保守技術（ロボット技術）の開発 
・溶融塩の移送技術開発 

・粉体（燃料粉，U結晶）の移送技術検討マテリアルハンドリン
グ 技 術

・溶融塩等分析技術の高度化（迅速化）・低DF製品中の重金属元素分析の精度向上分 析 技 術

・液位計，温度計等の主要計装制御系の開発計 装 技 術

・廃止措置の評価
・機器交換頻度の検討
・保障措置体系の検討
・プラントシミュレーション技術の開発

・廃止措置の評価
・機器交換頻度の検討
・保障措置体系の検討

そ の 他

MOX- 酸化物燃料対応，M- 金属燃料対応
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８．サイクルシステムの比較評価

８．１　廃棄物発生量の比較

　フェーズⅡの設計研究における放射性廃棄物の
分類を表５に示す。
（１）プロセス廃棄物発生量
　NEXT法，超臨界直接抽出法，酸化物電解法，
金属電解法におけるプロセス廃棄物のうち，高レ
ベル廃棄物，TRU廃棄物，高βγ廃棄物の年間発
生量を単位発電量当たりの発生量で比較したもの
を図１３に示す。
　高レベル廃棄物に関わる設計要求に対する適合
性については，NEXT法，超臨界直接抽出法（固
化体仕様が先行LWR再処理施設と同様）では，MA
リサイクルの効果により（固化体へのFP充填量の制
限で発生量が決定）発生量が大幅に低減している。

　乾式法についてもMAリサイクルの効果は同様
であるが，金属電解法の場合，固化体当たりのFP
充填量の差により，設計要求と同等ないしは若干
上回る発生量となっている。（固化体の発熱量が低
いため，一概に処分への負荷が大きくなるかは今
後の精査が必要）
　TRU廃棄物，高β γ廃棄物については，先行
LWR再処理施設と比べ，低減できる見通しを得た。
　なお，環境放出放射能に関しては，放射性廃棄
物の除去，回収システムを適切に構成することに
より設計要求を満足する見通しである。
（２）廃止措置時の廃棄物発生量
　フェーズⅡで実施したシステム設計，施設設計の
結果を基に廃止措置時の解体一次廃棄物量を評価
した。クリアランスレベル以下，及び非放射性の廃
棄物（建屋コンクリート等）を除いた発生量を先行
LWR再処理施設での発生量と共に図１４に示す。
　廃棄物量の総量は施設規模の大小と同傾向を示
す。一方，地層処分及び余裕深度処分相当の廃棄
物は放射性物質を直接取り扱うセルの規模の影響
を受けている。なお，処分区分ごとの現状の廃棄
物量評価は粗いものにとどまっており，設計の詳
細化を反映した精度向上や物量積算に影響を与え
る核種濃度の評価が課題である。

８．２　燃料サイクル費の比較

　再処理システムと燃料製造システムを組み合わ
せたサイクルシステムの評価によって明らかにな
った各候補概念の経済性を図１５に示す。ここで
は，燃料サイクル費としての比較なので，金属燃
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図１３　単位発電量当りのプロセス廃棄物発生量比較

処分方式分　　　　　　類

地層処分高 レ ベ ル 廃 棄 物

地層処分α核種の放射能濃度が
比較的高い廃棄物TRU廃棄物

含
む
放
射
性
廃
棄
物

超
ウ
ラ
ン
核
種
を

余裕深度
処　　分

全α核種濃度が現行政
令上限値未満でβγ放
射能濃度が比較的高い
廃棄物

高βγ廃棄物

浅 地 中
処 分

現行政令濃度上限値未
満の放射性廃棄物

低レベル廃棄物，
極低レベル廃棄物

－クリアランスレベル以下の廃棄物

表５　内包する放射能による廃棄物分類

図１４　廃止措置時の解体一次廃棄物量（t）
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料についても５０tHM/y換算で評価した。図１５で
示されるように，発電単価に占める燃料サイクル
費（再処理費＋燃料製造費：円/kWh）は処理対
象のFBR炉心設計（増殖比）とプラントの処理規
模に強く依存する。
　設計要求の０．８円/kWhに対して，平均燃焼度が
高い経済性重視型炉心のFBR燃料処理ならば
５０tHM/y及び２００tHM/yのどちらの処理規模にお
いても，すべてのサイクルシステムで設計要求を
満足できる見通しを得た。一方，資源重視型炉心
のFBR燃料処理では，発電に寄与しない径方向ブ
ランケットの処理量が多くなるため発電単価当た
りの経済性が悪化し，処理規模５０tHM/yにおい
ては金属燃料対応の金属電解法のみがおおむね設
計要求を満足する見通しを得るにとどまった。
　一方，プラントの処理規模に対する経済性（再
処理単価（万円/kgHM）ベース）の向上について
評価した結果が図１６である。各方法とも，スケー
ルアップにより経済性の向上が期待できるが，湿
式法ではその効果が顕著であることが明らかとな
った。また，再処理単価の中で機器交換費の占め
る割合が比較的大きいことを踏まえ，図１６には
NEXT法を例に機器交換頻度の低減等が可能な場

合（現行：設備費の約３％/y→０．３％/yとした場
合）を示す。機器交換頻度の低減については，先
行LWR再処理施設の知見等を踏まえ，今後精査が
必要である。

９．再処理システム技術見通し

　以上を踏まえ，主な候補概念の技術見通しと今
後の進め方についてまとめる。
［NEXT法］

　NEXT法の基本技術は既に豊富な実績を持つ
PUREX法を基盤としているため，プロセスの技
術的成立性は高い。晶析工程を中心とした前処理
工程の最適化，MA分離に用いる抽出クロマトグ
ラフィーに関する技術開発等の課題はあるもの
の，比較的早期に実用化が可能と期待される。経
済性に関しては，処理規模の拡大に伴うスケール
アップ効果が非常に顕著で，数百tHM/yクラス
の大規模処理においては高い経済性を有するシス
テムである。
　今後は，最新の実験データを反映した運転操作
条件の見直しと，主工程の最適化を中心に検討を
深めるとともに，軽水炉から高速炉への移行期に
おける適用性の検討を進める。
［超臨界直接抽出法］

　先進湿式法を上回る高い経済性を実現しうるポ
テンシャルを持つが，まだ初期のプロセス開発段
階にあり，確実な見通しを得るためには基礎デー
タ等のより一層の充実が必要である。
　今後は，基礎研究の進展に伴い得られるデータ
を適時設計に反映していくと共に，機器設計等を
具体化していくことで，期待されている経済性向
上等の可能性を明らかにしていく。
［酸化物電解法］

サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１
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図１５　経済性比較

図１６　経済性と処理規模について
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　基本プロセスが簡素であるという特徴から経済
性の高いシステムの構築が可能である反面，MA
回収技術等のいくつかのプロセスについて技術的
成立性に関する不確定要素が残っている。したが
って，成立性を明確に判断するためのプロセス基
礎データの取得が必要である。
　今後はこれらの技術的課題の克服に向けた基礎
研究の進展に合わせて一部プロセスの再検討を行
い，技術的成立性に関する見通しを明らかなもの
とする。
［金属電解法］

　金属燃料を対象とする金属電解法は，小規模プ
ラントに対しては最も高い経済性見通しを得てお
り，かつ，プロセスの基本的な技術的成立性も確
認されている。今後，プラント成立性の観点か
ら，金属電解法特有の環境下における工学規模機
器の具体化を進める。また，計量管理技術や安全
設計手法の確立に向けた検討が必要であり，かつ，
実際の使用済燃料を用いたプロセス実証の実施
等，継続的な開発進展が望まれる。
　一方で，酸化物燃料を対象とした金属電解法は
工程の複雑化によって経済性向上等のメリットが
低下することが明らかになった。なお，酸化物燃
料処理技術自体は，軽水炉からの移行期に必要と
なるため，金属還元技術の研究については継続が
必要である。
［フッ化物揮発法］

　フェーズⅠで指摘された技術的懸念についての確
認が進み，技術的な克服に向けた進捗が見られた。

１０．おわりに

　フェーズⅠで抽出された再処理技術（先進湿式
法，金属電解法，酸化物電解法等）及び燃料製造
技術（簡素化ペレット法，顆粒燃料振動充填法，
被覆粒子法，射出成型法等）の各技術の特長を活
用して，両者を組み合わせた燃料サイクルシステ
ムについて，一体型プラントの概念設計検討を行

った。さらに，各設計要求に対する適合性の中間
評価を行い，おおむね設計要求を満足する結果を
得た。（燃料製造システムについては別章にて詳
述する。）
　今後は，２００５年度のフェーズⅡ最終取りまとめ
に向けて，各再処理システムと燃料製造システム
の候補概念の設計研究と要素技術開発を継続し，
実用化候補概念のより一層の明確化を図ると共
に，実用化に至るまでの研究開発計画を立案する
予定である。
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１．はじめに

　将来のFBRサイクルシステムの開発において，
安全性を前提とした経済性向上，環境負荷低減等
の多様な要求項目が挙げられている。特に，燃料
サイクル（燃料製造及び再処理）システムとして
は再処理コストの大幅低減が期待できる低除染燃
料サイクル，さらに高レベル廃棄物へのTRU核種
の移行を極力抑えたTRU燃料サイクルを実現す
る必要がある。このため，燃料製造システムでは
多成分/高不純物含有の燃料製造プロセスの開発
が重要となる。また，放射線強度が高く，かつ高
発熱率の原料を取扱うこととなり，ホットセル構
造による遮蔽及び放射性物質の包蔵性を確保した
遠隔製造システムの確立が求められている。フ
ェーズⅠではサイクルシステムの経済性に関する
潜在能力を検討し，多様なサイクルシステムに対
応する主要燃料製造プロセスとして簡素化ペレッ
ト法，振動充填法（スフェアパック及びバイパッ
ク）及び鋳造法を候補として選定した。
　フェーズⅡでは，低除染TRU燃料製造システ
ム各候補について，各設計要求に配慮した量産機
器設備，付帯設備及び配置に関する概念設計を行
い，マテリアルハンドリング，遠隔保守等を考慮
し，ホットセル内での安定した製造可能性を検討
した。また，プロセスの条件設定と要素技術開発
状況の関係を明確にし，基本プロセスの成立性を
検討した。さらに，主工程設備，付帯設備等の設
計結果に基づく製造コスト評価及び廃棄物発生量
の評価を行った。
　本報告では，フェーズⅡ中間とりまとめにおけ
る各燃料製造システムの概念設計及びシステム評
価結果を報告する。

２．検討対象システム

　燃料種類と再処理方法及び燃料製造方法の関係
を図１に示す。
　Na冷却炉に適合する酸化物燃料及び金属燃料，
重金属冷却炉に適合する金属燃料及び窒化物燃
料，並びにガス冷却炉に適合する窒化物燃料の各
組み合わせに対するサイクルシステムが検討対象
となる。
　酸化物燃料製造システムについては，先進湿式
再処理からの原料溶液を出発物質とする，簡素化
ペレット製造プロセス及びゲル化・球状粒子振動
充填燃料（以下，「スフェアパック」という。）製

造プロセスを基本とする酸化物燃料製造システム
の概念設計を行った。また，酸化物電解再処理か
らの酸化物顆粒または金属電解再処理プロセスか
らのウラン及びプルトニウム・ウラン合金を出発
物質とする振動充填燃料（バイパック）製造シス
テムの概念設計を行った。
　金属燃料製造システムについては，金属電解再
処理からの合金原料を受け入れ，鋳造法のうちの
射出成型法により合金スラグを製造する金属燃料
製造システムの概念設計を行った。
　窒化物燃料製造システムについては，ガス冷却
炉に適合する被覆粒子燃料として，スフェアパッ
ク製造プロセスの酸化物粒子製造プロセスを参考
に経済性等の概略評価を行った。また，重金属冷
却炉に適合するピン燃料のペレット製造プロセス
に対しては，酸化物燃料のペレット製造プロセス
を参考に経済性等の概略評価を行った。

３．設計要求

　FBRサイクル実用化戦略調査研究における各種
燃料製造施設の概念設計における主要な設計要求
を以下に示す。
○安全性：臨界安全，火災爆発防止
○経済性：FBRサイクルの発電コストを将来の軽
水炉サイクルと同等とするため目標サイクルコ
スト（燃料製造及び再処理）を０．８円/kWhに設
定。このうち燃料製造システム分を０．３円/kWh
を目安とする。

○環境負荷低減性/資源有効利用性：TRU核種の
廃棄物への移行量及び固体廃棄物の発生量の低
減，試薬等の回収，U・Puの回収率の目標を９９％
以上。

○核拡散抵抗性：製造工程中に純粋なPuが単独
で存在しないこと，施設内のホールドアップ
対策。
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図１　FBR燃料サイクル技術の主要候補概念
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○技術的成立性（運転・保守補修性を含む）：基本
プロセス条件の開発目標の設定，ホットセル内
で所定の生産能力を発揮できる主要機器/マテ
リアルハンドリング機器概念，さらにこれらの
遠隔保守補修概念の構築。

４．システム設計・評価の手法

４．１　システム検討条件

（１）再処理との取り合い，設計範囲
　再処理施設との取り合いの境界条件：再処理製
品（原料）のPu富化度調整以降，新燃料の払い出
しまでを燃料製造施設とする。原料貯蔵施設等の
バッファを設ける場合は対象とする。
　設計範囲：再処理製品貯蔵施設，製造された
新燃料保管施設，放射性廃棄物処理・保管施設
（TRU廃棄物，低レベル等）を含める。
（２）リファレンスプラントの燃料製造能力，運転
条件等
　湿式再処理の製品を用いて低除染MA-MOX燃
料集合体を生産するプラント，すなわち簡素化ペ
レット燃料及びスフェアパック燃料の製造システ
ムの生産規模を２００tHM/年とする。乾式再処理
の製品を用いて低除染（MA-MOX及びMA- 金属）
燃料集合体を生産するプラント，すなわちバイパ
ック燃料及び金属燃料の製造システムの生産規模
は，平均燃焼度の違いを考慮し同じ出力を得るの
に必要な施設として比較するため，それぞれ
５０tHM/年及び３８tHM/年とする。
　運転条件として年間２００日のフル操業（２４時間連
続運転）とし，この運転条件で所定の生産量を達
成できる機器設備能力を設計する。この運転条件
は定期検査等の計画停止期間を除く年間運転可能
日数２５０日に対し，設備不良等の復旧期間５０日を
想定してフル操業期間２００日とする。（施設稼働率
８０％）
（３）受け入れ原料の仕様（再処理製品）
　再処理の負荷低減及び高レベル廃棄物の毒性低
減を目的とし，原料中の不純物仕様及びMA含有
量を設定した。
○MAの混入率：５wt％/HM以下
　MAの混入率は，FBRサイクルの平衡値である
約１．２wt％の他に，LWRからのMAをFBR燃料に
添加し消費することを想定し，最大５wt ％と設定
した。
○FPの混入率：１．２wt％/HM以下

　対象とする再処理法の中で，一番除染率の悪い
希土類に対して除染係数（DF）を５と設定し，
FBRの平衡サイクルでの燃料中のFP混入率が
１．２wt ％程度の値とした。なお，不純物量につい
て別途実施した炉心設計において，炉心性能への
影響が小さいと評価している。
（４）燃料製品の仕様
○燃料の種類：酸化物，金属，窒化物
○燃料の形態：酸化物については振動充填，ペレ
ット燃料。金属については射出成型燃料。窒化
物については被覆粒子燃料，ペレット燃料。

○ペレット燃料（酸化物及び窒化物燃料）
・炉心の基本仕様（表１）
・燃料集合体及び燃料要素の基本仕様（表２）
・スミア密度：８２％程度，公差±２～±５％以内
・Pu富化度：（別途設定），公差±３～±５％以内
・FP混入率：１．２wt％/HM以下
○振動充填燃料（酸化物）
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表１　炉心の基本仕様

金属燃料炉心酸化物燃料炉心項　　　　目

１，５００MWe１，５００MWe電気出力

３，９００MWth３，５７０MWth熱出力

２領域均質炉心２領域均質炉心炉心概念

１８ヶ月１７ヶ月運転サイクル長さ

１５万MWd/t１５万MWd/t炉心取出平均燃焼度
（目標値）

１．２１．２増殖比（目標値）

２７６体
１３８体
７８体
３０体
７体

３１６体
２６６体
１９８体
４０体
１５体

集合体数
内側炉心燃料
外側炉心燃料
径方向ブランケット燃料
主炉停止系
後備炉停止系

１９７．７mm１７９．７mm集合体配列ピッチ

８５cm８０cm炉心高さ

４４０cm４８０cm炉心等価直径

４/４４/４燃料交換バッチ数
（炉心/径方向ブランケット）

約６９/３５/２０約７９/６６/５０サイクルあたりの燃料交換体数
（内側炉心/外側炉心/径ブランケット）

＊２に示す通り＊１に示す通りTRU組成

０．０６/０．０１/０．０３/９９．９wt％－/０．３/－/９９．７wt％Ｕ組成
（U-２３４/U-２３５/U-２３６/U-２３８）

＊１：Pu-２３８/Pu-２３９/Pu-２４０/Pu-２４１/Pu-２４２/Np-２３７/Am-２４１/ 
Am -２４３/Cm-２４４
＝１．１/５４．１/３２．１/４．３/３．９/０．５/２．０/１．０/１．０wt％

＊２：Pu組成：Pu-２３８/Pu-２３９/Pu-２４０/Pu-２４１/Pu-２４２
　　　＝１/６８/２６/２．５/２．５wt％
　　　MA組成：Np-２３７/Am-２４１/Am-２４２/Am-２４３/Cm-２４３/Cm-

２４４/Cm-２４５
　　　＝１３/５２．５/１．５/１８/０．２/１２/２．８wt％
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・炉心の基本仕様（表１）
・燃料集合体及び燃料要素の基本仕様（表２）
・スミア密度：８０％程度，公差±５％以内
・Pu富化度：（別途設定），公差±５％以内
・FP混入率：１．２wt％/HM程度以下

○射出成型（金属）
・炉心の基本仕様（表１）
・燃料集合体及び燃料要素の基本仕様（表３）
・スミア密度：７５～８０％程度，公差±５％以内
・燃料スラグ直径公差：±３％以内
・Pu富化度：（別途設定），公差±５％以内
・FP混入率：１．２wt％/HM以下

（５）製品貯蔵施設，放射性廃棄物処理施設等
　年間生産量相当の貯蔵容量を持つ新燃料保管施
設を設置する。また，年間発生量相当の放射性廃
棄物（低レベル，TRU廃棄物等）を処理及び保管
できる放射性廃棄物処理・保管施設を設置する。

４．２　経済性評価方法１）

　以下の共通した考え方・手法を用いて燃料製造
プラントの経済性を評価した。
　燃料製造単価は，資本費と操業費と部材費で構
成され，その内訳を表４に示す。燃料製造単価
は，これらの費用を計算し，その合計として算出
する。
（１）資本費：資本費を構成する減価償却費，事業
報酬，固定資産税，閉鎖費は，いずれも建設費
から所定の条件を用いて算出した。
　施設建設費は，燃料製造と再処理の一体化プ
ラントとし，燃料製造固有の設備である燃料製
造主工程設備・新燃料一時貯蔵払出設備，燃料
製造と再処理の共通設備である廃棄物処理・一
時貯蔵設備，分析設備・ユーティリティ設備，
保守設備，計装制御設備，建屋・電気設備・換
気設備（躯体，受変電・非常用発電，建屋換
気・排気筒，放射線管理・核物質防護等）を算
定範囲とした。
　燃料製造主工程設備は，経済性評価上の区分
としては，湿式再処理製品としてPu富化度調
整済み硝酸溶液，酸化物電解再処理製品として
MOX及びUO2顆粒，金属電解再処理製品とし
てPu-U-Zr合金インゴット等を原料として受け
入れる工程から開始するものとした。
　燃料製造/再処理の共通設備は諸量比で按分
して，燃料製造施設の建設費の概略評価を行っ
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表２　燃料集合体及び燃料要素の基本仕様（酸化物
燃料）

径ブランケット
燃料集合体炉心燃料集合体項　　　目

集合体

１２７本２７１本　燃料要素本数

１４．５６mm１０．０３mm　燃料要素配列ピッチ

４，３７０mm４，３７０mm　全　長

PNC-FMSPNC-FMS
　ラッパ管
　　材　質

１６７．９mm１６７．９mm　　内対面幅

１７６．７mm１７６．７mm　　外対面幅

４．４mm４．４mm　　肉　厚

ワイヤワイヤ
　スペーサ
　　形　式

PNC-FMSPNC-FMS　　材　質

１．５０mm１．４８mm　　ワイヤ径

２００mm２００mm　　ワイヤ巻付ピッチ

１５kg/２２０mm１５kg/２２０mm

　構造材
　概略物量/概略長さ
　　ハンドリングヘッド

７０kg/７１０mm７０kg/７１０mm　　上部遮蔽体

８１kg/３，６６５mm８１kg/３，６６５mm　　ラッパ管

３４kg/２，９０５mm９７kg/２，９０５mm　　被覆管，ワイヤ，端栓

４０kg/５３５mm４０kg/５３５mm　　下部遮蔽体，
　　エントランスノズル

２４０kg/４，３７０mm３０３kg/４，３７０mm　　合　計

燃料要素

２，９０５mm２，９０５mm　全　長

１，５００mm１，５００mm　スタック長

１，５００mm８００mm　　炉心燃料

－３５０mm/３５０mm　　軸方向ブランケット
　　燃料（上/下）＊

下部１，０２０mm下部，１，０２０mm　ガスプレナム位置と長さ

HeHe　ボンド材

一体密封型一体密封型　形　式

中実ペレット中空ペレット
　炉心燃料部
　　形　式

U酸化物U，TRU混合酸化物　　材　質

９０％TD８２％TD　　スミア密度

ー中実ペレット
　軸方向ブランケット部
　　形　式

ーU酸化物　　材　質

ー９０％TD　　スミア密度

ODSODS
　被覆管
　　材　質

１３．０mm８．５mm　　外　径

１１．９mm７．５mm　　内　径

０．５５mm０．５mm　　肉　厚

＊中央部の３７ピンは削除。（０mm）
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た。なお，用地取得費，敷地造成費，R＆D費，
不確実性は建設費の評価から除外した。

（２）操業費：操業費は，人件費，修繕費，消耗品
等諸費，業務分担費，事業税から構成される。
このうち業務分担費及び事業税は，人件費，修
繕費，消耗品等諸費から所定の条件を用いて算
出した。以下に人件費，修繕費，消耗品等諸費
の算出方法について述べる。

�）人員及び人件費：燃料製造設備に関係する人
員を，高除染ペレット製造プラント運転に伴う
人員配置を参考にして，５班３交替制を前提と
して算定した。主工程は運転自動化を考慮する
と工程の監視，品質検査業務等が主体となり，
また主工程以外の人員配置もほぼ同じと考える
と，人員合計は各システム間でほぼ同一となっ
た。このため，各システムで同一の人員に設定
するものとし，５０tHM/年プラントで１５０人，
２００tHM/年プラントで３００人とし，人件費単価
９００万円/人・年とした。
�）修繕費：修繕費は，実績等から機器交換比率
を設定し機器交換費を見積もった。定期検査費
は定検に必要な資機材等の経費のみとし，業務
分担費については別途考慮されているため不要
とした。機器交換比率は，各システムの燃料
ミート加工と充填工程についてはその稼動環
境，機械的駆動の複雑さ等を考慮して５年で
３０％とし，燃料ピン検査工程以降とその他の周
辺設備については５年で１０％とした。

iii）消耗品等諸費：消耗品等諸費は定期交換部品
費，補充ウラン費，ユーティリティ費等を含む
ものであるが，定期交換部品費，ユーティリテ
ィ費はプロセスの違いとしてシステムごとに算
定し，これに保障措置費，工場管理費（工場で
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表３　燃料集合体及び燃料要素の基本仕様（金属燃
料）

ブランケット
集合体

炉心燃料
集合体項　　　目

１．燃料集合体

１２７本３３１本　燃料要素本数

１６．０２mm９．９５mm　燃料要素配列ピッチ

４，６００mm４，６００mm　全　長

　ラッパ管

PNC-FMSPNC-FMS　　材　質

１８３．７mm１８３．７mm　　内対面幅

１９１．７mm１９１．７mm　　外対面幅

４．０mm４．０mm　　肉厚

　スペーサ

ワイヤワイヤ　　型　式

PNC-FMSPNC-FMS　　材　質

１．２１mm１．３９mm　　ワイヤ径

約２５０mm約２５０mm　　ワイヤ巻付ピッチ

　構造材
　概略物量/長さ

１５kg/２２０mm１５kg/２２０mm　　ハンドリングヘッド

４１．５kg/２５０mm４１．５kg/２５０mm　　上部遮蔽体

５５．４kg/２，７３０mm５５．４kg/２，７３０mm　　ラッパ管

７２．６kg/２，６７０mm１０４．９kg/２，６７０mm　　被覆管，ワイヤ，端栓

１６７．７kg/１，３８０mm１６７．７kg/１，３８０mm　　下部遮蔽体，
　　エントランスノズル

３５２．２kg/４，６００mm３８４．５kg/４，６００mm　　合　計

２．燃料要素

２，６７０mm２，６７０mm　全　長

１，１５０mm１，１５０mm　スタック長

１，１５０mm８５０mm　　炉心燃料

ー１５０/１５０mm　　軸方向ブランケット
　　燃料（上/下）

上部，１，４５０mm上部，１，４５０mm　ガスプレナム位置と長さ

Na，２７．９gNa，１３．３g　ボンド材と重量

一体密封型一体密封型　型　式

　炉心燃料部

中実スラグ中実スラグ　　型　式

U-１０wt％Zr合金U-TRU-１０wt％Zr合金　　材　質

８５％TD７５％TD　　スミア密度

　軸方向ブランケット部

ー中実スラグ　　型　式

ーU-１０wtZr合金

－７５％TD

　被覆管

PNC-ODSPNC-ODS　　材　質

１４．８mm８．５mm　　外　径

１３．８mm７．５mm　　内　径

０．５mm０．５mm　　肉　厚

表４　燃料製造単価構成

減価償却費

資本費

燃料製造単価

事業報酬

固定資産税

閉鎖費

人件費

操業費

修繕費

消耗品等諸費

業務分担費

事業税

集合体部材費部材費
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のOA機器等）は実績を参考として考慮した。
（３）部材費：燃料部材費は，部材単価として燃料
製造単価に加算される。その値は現状の実態に
基づき部材仕様の合理化及び大量生産により部
材費低減を図り，５万円/kgHMを目標とした。

４．３　環境負荷評価方法

　燃料製造システムの環境負荷低減性の指標とし
て，廃棄物発生量及び核種の環境への移行率を評
価する。燃料製造システムでは，燃料の取り扱い
形態に応じて，燃料を非密封で扱うピン加工まで
の工程からの廃棄物を低レベル廃棄物（地層処分
並），密封で扱う燃料ピン検査工程以降からの廃
棄物をクリアランス廃棄物とする。なお，ブラン
ケット燃料を非密封で取り扱うセルからの廃棄物
は，除染によって低レベル廃棄物（余裕深度並）
にできるものとする。各区分毎の廃棄物発生量
は，主工程のマテリアルフロー及び機器の交換頻
度に基づいて見積もった。

５．設計及び評価結果

５．１　簡素化ペレット法

５．１．１　システムの特徴

　簡素化ペレット燃料製造システムは，溶液段階
でPu富化度を調整しマイクロ波脱硝で得られた
脱硝粉をそのまま成型するショートプロセスを採
用することで，煩雑な粉末混合工程を削減したシ
ステムである。溶液段階での富化度調整により製
品ペレットの高い均一性が期待できる。また，粉
体取扱い工程が大幅に削減されるため，燃料微粉
末の飛散が抑制され，セル内ホールドアップの低
減が期待できる。

５．１．２　プロセス

　プロセス条件は要素技術開発の成果を基に設定
した。プロセスフローを図２に示す。
　出発物質は富化度調整済み溶液であり，これを
マイクロ波脱硝，粗砕，焙焼，還元を順次行い原
料粉末に転換した後，エアータップ充填法により
成型機ダイスへ高密度に一定量充填し，グリーン
ペレットに成型する。成型用潤滑剤はあらかじめ
ダイス表面に噴霧するダイ潤滑成型法２）を採用す
ることで，原料粉と潤滑剤の混合工程，グリーン
ペレット内の潤滑剤を除去する予備焼結工程を削
減するとともに，MAによる原料粉の発熱で潤滑

剤が蒸発する課題を解決している。グリーンペレ
ットは，焼結工程及び熱処理工程によりO/M調
整された高密度の焼結体とし，外周研削，各種検
査を経て製品ペレットとする。これを高燃焼度対
応として開発中のODS鋼製被覆管に充填し，抵
抗溶接法により端栓を溶接した後，各種検査を経
て製品燃料棒とする。端栓溶接部の欠陥検査には
従来のX線検査方法では分解能が低く欠陥識別が
難しいことから，超音波探傷法を採用してい
る３）。製品燃料棒は集合体に組上げた後，各種検査
を経て製品集合体とする。

５．１．３　機器設計

（１）脱硝・焙焼・還元設備
　原料受入工程から受入れたMA含有低除染U/Pu
硝酸溶液（または低除染Ｕ硝酸溶液）をMA含有
低除染MOX粉末（または低除染UO2粉末）に転換
し，成型工程へ払出す設備である。脱硝容器を取
り付けた昇降可能なターンテーブルの上方に脱
硝，焙焼，還元，払出の各モジュールを配置し，
コンパクトな設備としている。燃料はターンテー
ブルの回転とともに脱硝容器に内包した状態でモ
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図２　簡素化ペレット法におけるプロセスフロー
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ジュール間を移動する。容器の移し替えを行わな
いことにより，燃料微粉の飛散要因を最小に抑
え，廃棄物への移行を抑制している。
　脱硝，粉砕，焙焼，還元，払出，ターンテーブ
ル昇降・旋回部等の遠隔保守対象機器はモジュー
ル構造とし，パワーマニピュレータ（PM）及び
インセルクレーン（ICC）により遠隔着脱可能な
構造とした。なお，これ以降の設備についても，
遠隔保守対象機器はモジュール構造とし，PM及
びICCで遠隔着脱可能な構造としている。
　脱硝・焙焼・還元設備の仕様を表５に示す。
（２）成型設備
　脱硝・焙焼・還元設備から還元粉末（MA含有
低除染MOXまたは低除染UO2）を受入れ，グリー
ンペレットに成型した後，焼結皿に整列・移載し
て自走搬送台車（以下，AGVと略す）へ払出す設
備である。
　脱硝・焙焼・還元設備の脱硝容器下部から排出
された還元粉末は，成型プレス上方に設置された
粉末受入ホッパに一時貯留し，重量を確定した
後，成型ホッパへ重力流にて移送する。成型ホッ
パからは定量供給機により成型プレスへ送られ，
エアータップ充填機によりダイスへ定量充填後，
炉心燃料用としては中空ペレットに，また軸方向

及び径方向ブランケット燃料用としては中実ペレ
ットに打錠・成型される。成型ペレットはコンベ
アによりペレット整列機へ送られ，ペレット積込
み装置により焼結皿上に整列・移載される。ペレ
ットが満載となった焼結皿はボートに移載され，
移載枚数が所定枚数に達したならボートごと焼結
皿の秤量が行なわれ，AGVへ払出される。この
後，AGVにより焼結皿は焼結設備へ搬送される。
　成型プレスの成型部は局所カバーで覆い，集塵
装置により飛散微粉末を吸引・回収するシステム
を設けることで，ホールドアップを抑制している。
　ペレット加工工程の設備仕様を表６に示す。
（３）燃料要素組立設備
　ペレット貯蔵庫またはスタック調整設備から
AGVを介してスタック調整済みペレットが積載
された波型トレイを受入れ，被覆管にペレット及
びプレナムスプリングを充填し，端栓溶接/外径
研削/除染/汚染検査を経て燃料要素に組み上げ
た後，完成した燃料要素を燃料要素トレイに積載
する設備である。設備の概略構造を図３に示す。
燃料要素２４本単位で充填することで量産に対応し
ている。ペレットは１列ずつ同一平面上で扱うこ
と，燃料要素については１本ずつ同一平面上で扱
うことから，平板形状管理により臨界安全を担保
する。なお，燃料要素の移動に傾斜あるいはピッ
クアップを採用しており，厳密には同一平面上で
の扱いではないため，今後，臨界計算による評価
が必要になることも考えられる。
　燃料要素組立工程の仕様を表７に示す。

５．１．４　配置設計

　燃料製造施設は，再処理施設との一体化プラン
トとし，主工程設備と周辺設備を配置する主建
屋，使用済燃料貯蔵建屋，新燃料集合体貯蔵建屋
及び管理棟の４建屋構成とした。主建屋から新燃
料貯蔵建屋への新燃料の払い出しは，主建屋の集
合体一時保管庫から燃料貯蔵建屋の貯蔵ピット
へ，地下１階の移送ルートを通じて台車により行
うものとした。設備合理化のため，周辺設備につ
いては主工程設備に付随する保守・補修設備を除
き，基本的に燃料製造/再処理共用設備として検
討を行うものとした。
　配置検討の結果，主建屋は地下２階，地上３階
建てとし，燃料製造用主工程設備は２階から地下
１階に，周辺設備であるユーティリティ設備，電
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表５　脱硝・焙焼・還元設備の仕様

・脱硝容器
　　IC，OC：ID２２０×H７２０mm
　　BL：ID２５０×H７５０mm
・装置外寸
　　４．６×４．３×H４．６m

寸 法

・脱硝工程
　　マイクロ波脱硝
　　４０kW，１hr
・焙焼工程
　　電気炉，８００℃，１hr
・還元工程
　　電気炉，８００℃，１hr
　　N2－５％H2雰囲気

運 転 条 件

４．３IC
設 備 能 力
（kgHM/hr） ４．３OC

８．５BL

９．１IC
要求処理量
（kgMH/hr） ７．７OC

２９．６BL

３IC

設 備 台 数 ２OC

４BL

IC：内側炉心燃料　OC：外側炉心燃料
BL：ブランケット燃料
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気盤室，建屋換気空調設備は地上２階以上に，ま
た中央制御室と出入管理室は３階に配置した。燃
料製造施設のセル容積は，主工程セル約３．０万m3，
付属セル（保守セル，分析セル）約０．９万m3，合
計は約３．９万m3となった。建屋寸法は約１４３m×
１４６m×高さ３６mである。
　新燃料貯蔵建屋は地下２階，地上３階建て，建
屋寸法は約４８．５m×１０９m×高さ３４mである。
　再処理関連部分を含む建屋容積は，主建屋が約
６８．０万m3，使用済燃料貯蔵建屋と新燃料貯蔵建屋
（いずれもピット貯蔵方式）がそれぞれ約１８．７万
m3なので，合計約１０５．４万m3である。
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表６　ペレット加工工程の設備仕様

設 備 能 力
仕　　　　様設備名称

設備台数要求処理量
（kgHM/d）

設備能力
（kgHM/d・基）燃料種類

２（＊）
１
１
１

２１８
１８４
３８２
３２８

４００
４００
５１０
１，７５０

IC
OC
AB
RB

レシプロ型成型機
・潤滑：ダイ潤滑式
・充填：エアータップ方式
・L４．６×D１．６×H４m

成型設備

２
１
１
１

２１８
１８４
３８２
３２８

２００
２００
５１０
６５０

IC
OC
AB
RB

連続プレッシャー型
ICOC臨界制限高さ４３mm
・装荷サイクル：３０分
・L９×D１．５×H１．９m

焼結設備

２（＊）
１
１
１

２１８
１８４
３８２
３２８

５３０
５３０
６９０
２，３００

IC
OC
AB
RB

センターレス・グラインダ
・研削速度：１２０個/分
・L３．５×D１．７×H１．９m

ペレット
研削設備

２（＊）
１
１
１

２１８
１８４
３８２
３２８

５３０
５３０
６９０
２，３００

IC
OC
AB
RB

密度抜取/外観全数検査式
・検査速度：１２０個/分
・L４．５×D２．３×H２．２m
・L４．５×D２．３×H２．２m

ペレット
検査設備

＊：物流合理性の観点から２基設置とした。
IC：内側炉心燃料，OC：外側炉心燃料
AB：軸方向ブランケット燃料，RB：径方向ブランケット燃料

図３　燃料要素組立設備　鳥瞰図

IC：内側炉心燃料　OC：外側炉心燃料　RB：径方向ブランケット燃料

表７　燃料要素加工工程の設備仕様

設 備 能 力
仕　　　　様設備名称

設備台数要求処理量
（本/d）

設備能力
（本/d・基）燃料種類

１
１
１

７０９
５９７
２０８

１，７００
１，７００
１，７００

IC
OC
RB

スタック長測定・調整方式
・２４本同時充填対応
・L３×D２．２×H２．２m

スタック
調整設備

１
１
１

７０９
５９７
２０８

７５０
７５０
７５０

IC
OC
RB

２４本同時押込み方式
・端栓溶接：加圧抵抗式
・L９．３×D４．５×H２．３m

燃料要素
組立設備

１
１
１

７０９
５９７
２０８

７５０
７５０
７５０

IC
OC
RB

・貫通欠陥検査：Heリーク
・端栓溶接部検査：超音波
・燃料識別検査：Ｘ線
・L２０．４×D３．９×H２m

燃料要素
検査設備

１
１
１

７０９
５９７
２０８

７５０
７５０
７５０

IC
OC
RB

・ワイヤ：自動巻付け方式
・検査：ゲージ・秤量・ITV方式
・L６．９×D７×H２．２m

ワイヤ巻
付・総合
検査設備
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５．２　スフェアパック法

５．２．１　システムの特徴

　スフェアパック燃料製造システムは，先進湿式
再処理からの富化度調整済み溶液を原料にゲル化
法によって大小２種類の球状燃料粒子を製造する
粒子製造工程と，この粒子を被覆管に振動充填し
それを集合体に組み立てるピン加工・集合体組立
工程から成る。燃料を溶液及び顆粒の形態で取り
扱うため燃料微粉の発生・飛散がきわめて少な
く，セル内ホールドアップの低減が期待できるシ
ステムである。

５．２．２　プロセス設計

　プロセスフローを図４に示す。富化度調整済み
溶液に増粘剤及び安定剤を添加して粘度を調整
し，振動ノズルを用いてアンモニア水中に滴下し
て球状のゲルを生成する。溶液粘度，流量，ノズ
ル径，振動数はウランを用いた要素技術開発の成
果に基づいて設定した４ ， ５）。得られたゲル球から
副生成物であり燃料粒子の割れやポアの原因とな
る硝酸アンモニウムを除去するため水及びアル
コールで洗浄し，その後減圧乾燥する。乾燥ゲル
球に空気を供給しながら焙焼し，添加剤を除去す
るとともに酸化物に転換する。次いで５％水素雰
囲気中で還元・焼結し高密度の燃料粒子を得る。
被覆管への燃料粒子の充填には浸透充填法を用い
る。浸透充填法とは，大粒子を先に充填し，次に
大粒子の隙間を通して小粒子を振動充填する方法

である。上下軸ブランケット燃料と炉心燃料の間
にはスペーサを挿入して被覆管内での燃料粒子の
移動・混合を防止する。燃料充填後，上部端栓を
溶接し，軸方向密度分布測定等のピン検査を行
い，集合体に組み立てる。

５．２．３　機器設計

（１）粒子製造工程
　粒子製造工程は，溶液調製槽，供給槽，滴下熟
成槽，洗浄槽，乾燥装置，焙焼炉，還元炉及び焼
結炉で構成される。
　溶液調整から乾燥までは，滴下溶液の安定性，
臨界管理上の寸法制限，及び滴下速度等のプロ
セス条件を考慮してバッチサイズを設定し，機
器容量を決定した。滴下溶液の調製から滴下完
了までを３時間とし，１日８バッチとした。焙
焼炉，還元炉，焼結炉は連続炉とし，臨界管理
上の寸法制限と昇・降温速度，保持時間といっ
たプロセス条件に基づいて機器寸法及び能力を
設定した。滴下熟成槽は，滴下溶液をアンモニ
ア水中に振動滴下し球状のゲル球とするための
設備である。溶液を滴下するための振動滴下装
置とアンモニア水中でゲル化反応を進行させる
反応槽とからなり，振動滴下装置は振動機と滴
下ノズルで構成される。臨界安全担保のため，
炉心燃料用は円環槽とした。ブランケット燃料
用は臨界安全上の制約がないので円筒槽とし
た。滴下ノズルからの液滴の落下距離を一定と
するため，オーバーフローによってアンモニア
水液位を一定とした。洗浄槽はゲル球をアンモ
ニア水とともに受入れ，初めに水で，次いでア
ルコールで洗浄し，ゲル球内の硝酸アンモニウ
ムを除去する設備である。乾燥装置は減圧乾燥
によってアルコールを除去し乾燥ゲル球を得る
装置である。焙焼炉及び還元炉はロータリキル
ン型を採用した。焼結炉は焼結皿方式を採用し
た。また，ジャミング（焼結皿の列が乱れるこ
とによる詰まり）が発生すると燃料粒子が散乱
し回収困難であるため，焼結皿の搬送方式にジ
ャミングの起こりにくいウォーキングビーム方
式を採用した。還元炉及び焼結炉では，出口に
おける燃料粒子の温度を８０℃ 以下とすることで
燃料の酸化を防止している。
　機器仕様の例として，内側炉心燃料大粒子製造
ライン機器について表８に示す。
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図４　スフェアパック法におけるプロセスフロー
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（２）振動充填・集合体組立工程
　振動充填・スペーサ挿入では，ピンの取扱いを
簡略化するため，ピン１００本を装荷したマガジン
単位で取り扱う。設備は，被覆管に装荷する燃料
粒子を供給する顆粒供給部，燃料を装荷した被覆
管をマガジンごと加振する振動充填装置，被覆管
にスペーサを挿入するスペーサ挿入装置，スペー
サ挿入のためマガジン上部の取り付け・取り外し
を行うハンドリング装置で構成される。マガジン
へのピンの装荷本数は，ダブルバッチを考慮して
１００本とした。搬送機器の移動速度を考慮し，１
マガジン分のピンの処理時間を６時間と見積も
った。
　主要機器仕様を表９に示す。
（３）試薬回収設備
　燃料製造工程からは，硝酸アンモニウムやアル
コールを含む廃液が発生する。これらを再処理施
設に送液し硝酸系廃液とともに蒸発濃縮処理する
ためには，硝酸アンモニウム及びアルコールを除
去する必要がある。また，アンモニア及びアル
コールは使用量が多いことから，廃棄物発生量及
びプラントのインベントリを小さくするために，
回収して再利用する。
　主工程からの廃液は一旦形状管理した廃液受け
槽に受け，核物質が未臨界濃度であることを確認
して回収設備に送る。廃液受け槽は試薬回収設備
が故障した場合でも修理の間主工程設備が運転で
きるよう，１日分の容量を持たせる。
　試薬回収フローを図５に示す。アンモニア系廃

液は少量の硝酸アンモニウムを含んでいる。蒸留
によってアンモニア水を回収し，電解透析によっ
て硝酸アンモニウムをアンモニア水及び硝酸に分
解・回収する。アルコール系廃液は蒸留によって
アルコールを粗分離した後，膜蒸留法によって精
製・回収する。回収したアンモニア水，硝酸，ア
ルコール，精製水は主工程で再利用する。

５．２．４　配置設計

（１）セル内機器配置の検討
ａ）機器配置の基本方針
　主工程セル内機器の配置にあたっては，マテリ
アルハンドリング及び保守補修を考慮する。
　マテリアルハンドリングの方針を以下に示す。
・機器間の湿潤ゲル球の搬送はラジアルスクリ
ューポンプによる機械搬送とする。

・燃料要素加工工程では，被覆管を装着したマガ
ジンを台車で搬送するため，直線的な機器配置
とする。

　また，保守補修の方針は以下に示す通りであ
る。
・軽微な故障はマスタ・スレーブ・マニプレータ
（MSM）を用いて補修する。
・重度の故障はPM，ICCを用い，モジュールの
交換により速やかな復旧を図る。故障品は補修
セルに搬送して修理する。

ｂ）配置設計の概要
�）主工程設備（粒子製造ライン及び振動充填ラ
イン），廃棄物処理，ユーティリティ等の各設備
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表８　粒子製造工程機器仕様

機 器 能 力
仕　　　　様機器名称

機器台数要求処理量機器能力

１

２０kgHM/バッチ
８バッチ/d

（１６０kgＨＭ/ｄ）

２０kgHM/バッチ
８バッチ/d

Cd吸収材付円環槽
φ１，１００×H９５０mm，t６８mm溶液調製槽

３７kgHM/バッチ
８バッチ/d

Cd吸収材付円環槽
φ６５０×H８００mm，t６８mm滴下・熟成槽

６７kgHM/バッチ
４バッチ/d

Cd吸収材付円筒槽
φ２５１×H２．３８０mm洗 浄 槽

６４kgHM/バッチ
８バッチ/d

Cd吸収材付円筒槽
φ１５３×L４，５００mm
０．０４MPa，６０℃

乾 燥 装 置

３

１６０kgHM/d

５３kgHM/dφ１２１×L４，０００mm
空気，４００℃，２h焙 焼 炉

１１６０kgHM/dφ１２１×L４，０００mm
N2－５％H2，６００℃，２h

還 元 炉

１１６０kgHM/dL１２，０００×W１，６００×H２，０００mm
N2－５％H2，１，７００℃，３h

焼 結 炉



１４３

サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１

を収容する燃料製造建屋，新燃料貯蔵建屋，廃
棄物貯蔵建屋及び管理棟を配する建屋構成と
する。
�）燃料製造建屋，新燃料貯蔵建屋及び廃棄物貯
蔵建屋間は地上１階に連絡通路を設け，作業員
及び物品類と台車による燃料集合体及び固体廃
棄物収納容器の移動作業の向上を図る。

�）燃料製造設備の主建屋及び新燃料貯蔵建屋，
廃棄物貯蔵建屋内機器配置の概要は，以下のと
おりとなった。なお，建屋寸法及び建屋容積は
外壁間寸法を基準とし，セル容積はセル壁厚の
内寸法を基準とする。主建屋内には，燃料製造
設備に含まれるすべての装置・機器と，廃棄物

処理設備，ユーティリティ設備，中央制御室を
設置する。

・粒子製造建屋のセル容積は主工程セル約６．５万
m3，付属セル（保守セル，分析セル）約９．６万
m3，廃液処理セル約４．１万m3で，セル容積合計
は約２０．２万m3となった。建屋規模は地下１階，
地上３階の３階建てで，約１６５m×１４８m×高さ
４４．５mである。
・振動充填・集合体組立建屋のセル容積は主工程
セル約６万m3，付属セル（保守セル，分析セル）
約１．５万m3で，セル容積合計は約７．５万m3とな
った。建屋規模は地下１階，地上２階建てで，
約１９８m×８１m×高さ２６mである。
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表９　ピン加工工程機器仕様

機 器 能 力
仕　　　　様機器名称

機器台数要求処理量
（本/d）機器能力燃料種類

１７４５
１００本/バッチ
１．５h/バッチ
（１，６００本/d）

IC

D１，６００×W１１，５００×H４，２５０mm燃 料 受入れ
装　　　 置

１６２７OC

２１，３７２BL

１１，１８５RB

２７４５１００本/バッチ
６h/バッチ
（４００本/d）

IC

D３，０００×W１３，０００×H６，７００mmピン加工装置 ２６２７OC

３１，１８５RB

２７４５１００本/バッチ
６h/バッチ
（４００本/d）

IC

D３，５００×W３，５００×H５，６００mm端栓溶接装置 ２６２７OC

４１，１８５RB

３７４５２５本/バッチ
２h/バッチ
（３００本/d）

IC

D１，２５０×W７，２００×H１，４００mm密度検査装置 ３６２７OC

５１，１８５RB

１７４５２５本/バッチ
０．７h/バッチ
（８００本/d）

IC

D１，０００×W７，４００×H１，０００mm除 染 装 置 １６２７OC

２１，１８５RB

３７４５２５本/バッチ
２h/バッチ
（３００本/d）

IC

D８００×W７，４００×H１，５００mmH e リ ー ク
試 験 装 置 ２６２７OC

４１，１８５RB

IC：内側炉心燃料，OC：外側炉心燃料，BL：ブランケット燃料，RB：径方向ブランケット燃料

図５　試薬回収プロセスフロー
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・新燃料貯蔵建屋は，地下１階，地上２階建て
で，約６８m×１１０m×高さ２５mである。建屋容
積は，粒子製造建屋８５．９万m3，燃料要素組立・
集合体組立建屋４１．７万m3，新燃料貯蔵建屋
１８．７万m3を合せて１４６．３万m3である。

５．３　乾式振動充填法（バイパック法）

５．３．１　酸化物電解法との組合せシステム

　本燃料製造システムは，乾式再処理法の酸化
物電解法再処理に対応するものであり，高除染
MOXでは既にロシア原子炉科学研究所（RIAR）
での実績がある。本法の特徴は，再処理で得られ
る酸化物顆粒燃料を振動充填により被覆管内に充
填する点にある。プロセスが比較的簡易で経済的
なメリットが期待できるシステムである。
　再処理側から供給される製品は，UO2顆粒，
MOX顆粒（Pu富化度３３％程度）及びMA顆粒（Pu
富化度４％，MA３０％程度）である。FBR平衡リ
サイクルにおける燃料製造ではPuが増殖してUが
減少するのでUO2を外部から補充する必要がある
が，内側炉心軸ブランケット，外側炉心軸ブラン
ケットは同時電解UO2析出物のみから新燃料を製
造し，最も大量にUO2を消費する径ブランケット
に対し同時電解UO2析出物に加え新たなUO2を購
入補充することとした。また，金属ウラン顆粒で
あるウランゲッタは，燃料のO/Mを下げ，燃焼
に伴って発生する余剰酸素による被覆管内面腐食
を防止する効果等があり，RIARの実績から燃焼
度の高い内側炉心燃料，外側炉心燃料中に７wt％
添加することとした。
（１）プロセス概要
　プロセスフローを図６に示す。
ａ）顆粒製造工程
　燃料ピンへの充填密度向上のため再処理顆粒を
５種類の顆粒サイズに分級し，粒度分布調整を行
う。分級の数については３～６種類が考えられて
おり，今後最適化の必要があるが現状では５種類
とした。混合工程では，粒度分布調整を行った
UO2顆粒，MOX顆粒及びMA顆粒，補充UO2顆粒
及びウランゲッタを混合し，Pu富化度を調整す
る。RIARでは粒径の異なる顆粒を事前混合なし
で被覆管内に充填し振動工程で均一化する方法を
採用しているが，国内のUO2顆粒及び模擬UO2顆
粒を用いた振動充填実験から，充填前の混合を追
加することで振動充填時にさらに良好な混合状態

を作りやすいとの知見を得ている。
ｂ）振動充填工程
　混合した顆粒を下部端栓付の被覆管に装荷し，
上部端栓を溶接して燃料ピンを製造する。充填密
度に関しては，上述の振動充填実験により混合比
の充填密度への影響及び顆粒スタック上部の密度
低下の改善を図り，８０％以上（スタック全長平均）
が達成可能と考えている。完成した燃料ピンはピ
ン検査，集合体組立工程を経て新燃料集合体に組
み立てる。燃料ピン検査について，充填密度軸方
向分布はγ線透過法による測定とした。一方，Pu
軸方向分布検査はアクティブγ線法による遅発γ
線測定法を採用することとした。
（２）設備設計
　振動充填端栓溶接装置は，顆粒燃料の装填，加
振，スペーサ挿入及び端栓溶接の機能を集約する
ことで，全体としてコンパクトな配置となるよう
に設計した。装置は機能ごとに分割したモジュー
ルで構成され，分解・交換・組立てが容易にでき
る構造とした。
　本燃料製造システムの機器仕様を表１０に示す。
（３）配置設計
　燃料製造工程関連機器は燃料ピン製造セル及び
集合体組立セルに設けた炉心とブランケットの各
専用のラインに集中配置した。その際，燃料ピン
は端栓溶接によって密封される（リーク率ゼロ）
という考えに基づき，表面除染設備までを燃料ピ
ン製造セルに配置し，Heリーク試験設備以降の
工程を集合体組立セルに配置した。また，セル内
にはバッファ（燃料ストック/仮置き場），メンテ
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図６　酸化物電解対応振動充填法プロセスフロー
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ナンスエリアを設け，セル内において容器等の仮
置きをする場合は臨界管理上，容器設置間隔を容
器中心間で５００mm以上確保することとした。
　再処理と一体化した酸化物電解法再処理・振動
充填法燃料製造施設のリサイクル建屋は地下１階
/地上３階（とし，１階に集中配置された再処理・
燃料製造セル内で再処理・製造を行うものとし
た。燃料製造設備の主工程セル容積は，１．６万m3

となった。再処理部分を含む建屋寸法は約１０４m
×５８m×３２mである。

５．３．２　金属電解法との組合せシステム

　本燃料製造システムは，金属電解法で得られる
合金を再処理施設で酸化転換したUO2粉末及び
MOX粉末を原料に燃料顆粒を製造し，被覆管に
振動充填するシステムである。なお，原料の不足
分は劣化UO2を必要量受け入れ，プロセスの中で
余ったPu（性状は（U，Pu）O2粉末）は余剰Puとす
る。製造する燃料は内側炉心燃料用，外側炉心燃
料用及びブランケット燃料（径方向及び軸方向）
用の３種類の顆粒燃料で，振動充填工程は酸化物
電解法との組合せシステムと共通技術である。
（１）プロセス概要
ａ）顆粒製造工程
　炉心燃料用顆粒燃料の製造では，MOX粉末に
使用済径方向ブランケット燃料の熱脱被覆で得た
UO2粉末を混合して所定の富化度に調整した粉末
を，転動造粒法により造粒し振動充填に適切な粒
径に分級後焼結する。富化度調整工程では，原料

粉末のPu富化度が約７０％に対し，製造する顆粒燃
料のPu富化度仕様が約２０～２５％と差が大きいこ
とから，富化度調整を２段階に分けて行う。転動
造粒工程で酸化物粉末に添加するバインダ（結合
剤）はブラチール系樹脂等とした。分級工程では，
焼結顆粒を所定粒径範囲の顆粒に分級する。製造
する代表粒子径は後工程での焼きしまりを考慮
し，暫定的に１，０００±２５０μm（４０％），４００±１００μ
m（２０％），２００±５０μm（１０％）とし，残り３０％は
リワークとした。焼結工程では造粒顆粒を焼結
し，高密度の顆粒とする。焼結は３工程からな
り，予備焼結でバインダを除去し，続いて本焼結，
最後に還元処理を行い，高密度のMOX顆粒を得る。
　ブランケット燃料用顆粒燃料の製造では，上述
のUO2燃料に外部調達した劣化UO2粉末を補充す
ることで必要製造量を補う。
　リワークは酸化転換工程，富化度調整工程及び
分級工程の各工程で行う。いずれも，サンプリン
グにより処理状態を確認し，規格から外れたもの
を原料として再度利用するものである。
（２）設備設計
　本燃料製造システムの機器仕様を表１１に示す。
転動造粒装置では収缶機にて取分けた所定量の粉
末を転動造粒機に入れ，バインダ調整槽から供給
されるバインダを添加しながら，粒子径を成長（造
粒）させる。低除染MA含有燃料粉末の場合，発
熱，高温化によりバインダ溶剤の揮発が懸念され
るが，燃料粉体の取扱量制限等の機内の温度上昇
防止，高温まで耐えられる溶剤の採用等の対策を
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表１０　酸化物電解対応振動充填燃料製造機器仕様

台数要 求 能 力設計能力仕　　　様機 器 名 称

１２６３kgHM/日UO2
４４８kgHM/日W１．８×D２．７×H３．８分級装置

１１４６kgHM/日MOX/MA

１８４kgHM/日IC
６１０kgHM/日W１．５×D１．５×H３．０混合装置

１７３kgHM/日OC

２３３６ピン/日炉心１８４ピン/日
W２．８×D２．８×H６．０振動充填装置

１５４ピン/日ブランケット１７２ピン/日

１

３９０ピン/日

５４７ピン/日W２．０×D２．０×H７．５Heリーク試験装置

３１６０ピン/日W１．１×D２．１×H４．２ピン検査装置１

３１４４ピン/日W２．０×D２．３×H５．８ピン検査装置２

４３３６ピン/日炉心のみ１０２ピン/日W２．０×D２．３×H５．８ピン検査装置３

２３９０ピン/日２２８ピン/日W２．０×D２．０×H５．０ラッピングワイヤ巻付装置

１
２集合体/日

２集合体/日W２．１×D２．４×H６．０集合体組立装置

１８集合体/日W１．０×D１．３×H６．０集合体検査装置



１４６

取ることとした。
（３）配置設計
　酸化転換から分級までの顆粒製造工程は，内側
炉心用顆粒燃料及び外側炉心用顆粒燃料を製造す
る炉心燃料製造セルと，ブランケット用顆粒燃料
を製造するブランケット燃料製造セルの２つのセ
ルに分けた。
　振動充填以降の工程については酸化物電解法対
応の振動充填燃料製造設備と同様の配置とした。
　再処理と一体化した金属電解法再処理・振動充填
法燃料製造施設のリサイクル建屋は地下１階（一部
地下２階），地上４階建てとし燃料製造設備の主工
程セル容積は，１．６万m3，となった。再処理部分
を含む建屋寸法は約９５m×９６m×３９mである。

５．４　射出成型法

５．４．１　システムの特徴

　射出成型法は金属電解法再処理で得られる金属
燃料に最適な燃料製造システムであり，海外での
試験製造の実績がある６）。射出成型法はプロセス
の特徴として形状管理が困難で質量管理を行わざ
るを得ない工程が複数存在すため小規模バッチ処
理が基準となるが，プロセスに化学変化を伴わな
いため工程が単純で制御が簡易であり，主工程設
備機器数が少なくて済む特長がある。

５．４．２　プロセス設計

　プロセスフローを図７に示す。
　射出成型法では，再処理システム側からU-Pu-
MA合金及びU-Zr合金を受け入れ，これをスラグ
と呼ばれる棒状燃料に鋳造する。受入合金は，射
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表１１　金属電解対応振動充填燃料製造機器仕様

台数要 求 能 力設計能力仕　　　様機　　　器

１×２段５６kgHM/日IC
８０kgHM/日L０．８×W０．８×H２．５富化度調整設備

１×２段４７kgHM/日OC

１７２kgHM/日IC

２３０kgHM/日L０．９×W０．９×H２．３転動造粒設備 １６１kgHM/日OC

１２２４kgHM/日RB＋AB

１×２段７２kgHM/日IC

２３０kgHM/日L１．６×W１．５×H２．５分級設備 １×２段６１kgHM/日OC

１×２段２２４kgHM/日RB＋AB

１５１kgHM/日IC

１６８kgHM/日L１４．５×W５．０×H２．４焼結設備 １４３kgHM/日OC

１１５７kgHM/日RB＋AB

１２２kgHM/日IC

７３kgHM/日L６．３×W１．８×H２．５脱バインダ加熱炉 １１９kgHM/日OC

１６７kgHM/日RB＋AB

１２２kgHM/日IC

７３kgHM/日L４．０×W１．４×H４．０微粉砕器 １１９kgHM/日OC

１６７kgHM/日RB＋AB

図７　射出成型法プロセスフロー
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出成型装置の黒鉛るつぼへ装荷するときに，所定
のPu富化度とZr濃度１０wt ％となるように重量を
調整され，溶融後，圧力差でパイプ状の石英ガラ
スの鋳型に射出成型される。
　射出成型時の臨界安全管理は質量管理によって
行い，二重秤量及びインターロック機能付きのマ
テリアルハンドリング機器により二重誤装荷の恐
れを排除した設計とした。また，射出成型時に液
状合金に接したモールド外表面に合金が付着し，
廃棄物となることから，付着物の剥離回収プロセ
スを追加した。
　使用済みの石英鋳型については独立した廃棄物
とせず，再処理で発生する放射性廃棄物を閉じ込
める人工岩石（人工鉱物固化体）の原料として再
利用する方法を採用した。黒鉛るつぼは一定回数
使用するたびに廃棄物となるが，焼却処理により
廃棄物量を低減することとした。
　射出成型で得られたスラグの被覆管充てん以降
の工程は，ほかの燃料製造システムとおおむね同
様であるが，金属燃料の低融点対策として，スラ
グと被覆管のギャップを溶融Naで埋めるNaボン
ディング工程とこれに対する検査工程を追加した。

５．４．３　配置設計

　金属燃料の場合，酸化物や窒化物燃料と異なり
粉末や顆粒の取扱工程が少なく除染等が簡易であ
ると考えられることから，燃料製造ラインを共有
し１ラインとした。
　機器数の設定に当たっては，海外の燃料製造設
備における歩留り実績６）を参考とした。主要機器

仕様を表１２に示す。
　射出成型法の場合，燃料製造に係わるプラント
建屋の構成は，地下１階，地上４階建ての再処
理・燃料製造共通建屋と使用済燃料・新燃料貯蔵
建屋であり，再処理関連部分を含む建屋容積の合
計は，３８tHM/年規模プラントで３２．５万m3である。

５．５　被覆粒子法

５．５．１　システムの特徴

　窒化物被覆粒子燃料製造システムは，先進湿式
再処理からの富化度調整済み溶液を原料にゲル化
法によって酸化物球状燃料粒子を製造，窒化した
後，その表面にTiNを被覆する７）被覆粒子製造工
程と，この粒子をSiCの円筒構造体（コンパート
メント）に充填し，それを集合体に組み立てる集
合体組立工程から成る。TiNがFPの閉じ込めを行
う７）ため，他の燃料製造システムのように，燃料
要素の組立工程が存在しない。

５．５．２　プロセス設計

　プロセスフローを図８に示す。原料溶液に炭素
粉末を添加した後，スフェアパック法と同等のプ
ロセス（溶液の粘度調整～還元）を経て，低密度
酸化物粒子を得る。この粒子を窒素・水素混合ガ
ス雰囲気下１５００℃ で炭素熱還元して窒化物粒子に
転換した後，水素ガス雰囲気下１７００℃ で焼結して
高密度粒子とする。次に，その表面に化学気相蒸
着法により低密度TiN（バッファ層）及び高密度TiN
（強度層）の二層被覆を行う。空気中の水分・酸素
と窒化物燃料の化学反応を防止するため，炭素熱還
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表１２　射出成型法燃料製造機器仕様

機 器 能 力
仕　　　様機 器 名 称

機器台数要求処理量機器能力

１
１０．３バッチ/d

１２バッチ/dD１，０００×W１，０００×H１，０００mm燃料成分調整装置

４３バッチ/dD２，３００×W１，９００×H２，５００mm射出成型装置

１９７０本/d９６０本/d（注）D１，５００×W１，８００×H１，３００mmモールド除去装置

２１，２５１本/d７２０本/dD１，４００×W１，４００×H１，３３０mmスラグ検査装置

１

３０１本/d

３０１本/dD５，９００×W１，５００×H１，０００mm燃料要素組立装置

１３０３本/dD３，０００×W１，０００×H３，５００mmNaボンディング装置

１７２０本/dD３，０００×W１，０００×H３，５００mm燃料要素総合検査装置

１
１本/d

２本/dD８，０００×W２，０００×H２，０００mm集合体組立装置

１２本/dD２，５００×W２，５００×H５，５００mm集合体検査装置

（注）運用により定格能力オーバー分を吸収するものとし，台数は増やさない。
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元～被覆は，Arガスセル内で行うものとする。ま
た，炭素熱還元の窒素ガスには，窒素１５を使用す
るものとする。これは，炉内で窒素１４が（n，p）
反応により炭素１４になるのを防止するためである。
　円筒構造体への被覆粒子の充填には，振動充填
等の特殊な方法は取らず，粒子を流し込むだけと
する。次いで，円筒構造体をラッパ管等の部材と
ともに集合体に組立てる。

５．５．３　機器設計

　被覆粒子製造工程は，スフェアパック法の諸設
備に，炭素熱還元炉，再還元炉及び被覆装置が追
加された構成をしている。
　炭素熱還元炉はトレイ方式，再還元炉（水素ガ
ス雰囲気下で余剰炭素をメタン化して除去するた
めの炉）はロータリーキルン式，被覆装置は流動
床式のいずれもバッチ炉とし，臨界管理上の寸法
制限と昇・降温速度，保持時間といったプロセス
条件に基づいて機器寸法及び能力を設定した。
　内側炉心燃料製造ラインの機器仕様を表１３に
示す。

５．５．４　配置設計

　被覆粒子燃料製造設備は，Pu富化度ごとに製
造ラインを分け，内側/外側炉心燃料，炉心中央

部/上下端部の組み合わせで燃料粒子４ライン及
びブランケット粒子２ラインの計６ライン（被覆
設備のみブランケット粒子１ラインの計５ライ
ン）とした。また，集合体組立設備は，内側/外
側炉心燃料，径方向ブランケット各１ラインの計
３ラインとした。
　プラント建屋の構成は，地下１階，地上３階建
ての燃料製造建屋，廃棄物貯蔵建屋，管理棟から
なり，主建屋内に新燃料貯蔵施設を含むものとし
ている。主建屋容積は，２００tHM/年規模プラン
トで６１．０万m3である。

５．６　システム評価結果

（１）技術的成立性
　各製造システムの基本的なプロセス技術の成立
性に係る課題及び量産設備設計並びに安定操業に
係る課題を表１４及び表１５に整理した。
（２）経済性
　各燃料製造システムの燃料製造単価（万円
/kgHM）及び発電単価のうちの燃料製造部分（円
/kWh）を表１６に示す。
　簡素化ペレットではコスト目標を達成できる見
通しを得た。他のシステムでは目標目安値には到
達していないが，機器数の削減，機器配置のコン
パクト化を図ることによってコスト低減の可能性
がある。
　なお，経済性に関しては，サイクルコストとし
てFBRサイクル全体での経済性評価が重要である。
（３）廃棄物発生量
　通常運転時における各システムからの低レベル
廃棄物（地層処分並）及び低レベル廃棄物（余裕
深度処分並）の発生量を表１７に示す。
　湿式再処理対応の燃料製造システムでは，簡素
化ペレットに比べてスフェアパックの方が低レベ
ル廃棄物（地層処分並）の発生割合が高いが，こ
れは，炉心燃料及びブランケット燃料製造ライン
を構成する設備機器数の差異によるものである。
両システムの比較では，低レベル廃棄物（地層処
分並）と低レベル廃棄物（余裕深度処分並）の割
合は異なるものの，全廃棄物量はほぼ同等とな
った。
　ただし，スフェアパックは，システムの特徴と
して核物質のダスト発生を最小限に抑えることが
可能であり，粉末取り扱い工程を含む簡素化ペレ
ットに比べて，機器への燃料微粉付着量を大幅に
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図８　被覆法プロセスフロー
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表１３　被覆粒子燃料製造機器仕様

機器台数要求処理量機器能力燃料種類運転方式仕　　　様機器名称

１１７０L/バッチ２５０LIC-C

バッチ式
３時間/バッチ
８バッチ/日

Cd吸収材付円環槽
φ１，０００×H１，０００mm，t８５mm溶液調整槽

１８０L/バッチ２５０LIC-UD

１１２０L/バッチ２５０LOC-C

１５５L/バッチ２５０LOC-UD

２８１５L/バッチ４２０LBL円筒槽，φ１，１００×H９５０mm

２１７０L/バッチ９０LIC-C

バッチ式
３時間/バッチ
８バッチ/日

Cd吸収材付円環槽
φ６００×H６００mm，t８５mm滴下・熟成槽

１８０L/バッチ９０LIC-UD

２１２０L/バッチ９０LOC-C

１５５L/バッチ９０LOC-UD

６８１５L/バッチ１６０LBL円環槽，φ６００×H６００mm

４１７０L/バッチ１００LIC-C

バッチ式
６時間/バッチ
４バッチ/日

Cd吸収材付円筒容器
φ２６０×L２，４００mm洗浄槽

２８０L/バッチ１００LIC-UD

４１２０L/バッチ１００LOC-C

２５５L/バッチ１００LOC-UD

１２８１５L/バッチ１００LBL円筒容器，φ２６０×L２，４００mm

６３１４kg/バッチ７５kgIC-C

バッチ式
３時間/バッチ
８バッチ/日

Cd吸収材付円筒容器
φ１４５×L３，２００mm乾燥装置

２１４６kg/バッチ７５kgIC-UD

４２３９kg/バッチ７５kgOC-C

２１１１kg/バッチ７５kgOC-UD

６１，５５０kg/バッチ３１５kgBL円筒容器，φ２６０×L４，０００mm

２１０９kg/（３時間）６５kgIC-C

連続式
（３時間）

ロータリーキルン
φ１１５×L４，５００mm焙焼炉

１５１kg/（３時間）６５kgIC-UD

２８２kg/（３時間）６５kgOC-C

１３８kg/（３時間）６５kgOC-UD

８５１０kg/（３時間）６５kgBL

１３４kg/（３時間）９０kgIC-C

連続式
（３時間）

ロータリーキルン
φ２１５×L４，５００mm還元炉

１１６kg/（３時間）９０kgIC-UD

１２７kg/（３時間）９０kgOC-C

１１３kg/（３時間）９０kgOC-UD

２１３０kg/（３時間）８５kgBL

２２４６kg/バッチ１８０kgIC-C

バッチ式
２４時間/バッチ
１バッチ/日

トレイ式，トレイ：t２０mm
炭素熱還元炉

１１１４kg/バッチ１８０kgIC-UD

２１９１kg/バッチ１８０kgOC-C

１８９kg/バッチ１８０kgOC-UD

５９９０kg/バッチ２４５kgBLトレイ式，トレイ：t３０mm

１２６kg/（３時間）７０kgIC-C

連続式
（３時間）

ロータリーキルン
φ１０５×L２，０００mm再還元炉

１１２kg/（３時間）７０kgIC-UD

１２０kg/（３時間）７０kgOC-C

１１０kg/（３時間）７０kgOC-UD

２１１０kg/（３時間）７０kgBL

１１０３kg/（１２時間）２８０kgIC-C

連続式
（１２時間）トレイ式，トレイ：t２０mm焼結炉

１４７kg/（１２時間）２８０kgIC-UD

１８２kg/（１２時間）２８０kgOC-C

１３８kg/（１２時間）２８０kgOC-UD

２４３０kg/（１２時間）２７０kgBL

７６８kg/バッチ１０kgIC-C

バッチ式
８時間/バッチ
３バッチ/日

流動床式
φ２００×H２，０００mm被覆装置

４３２kg/バッチ１０kgIC-UD

６５５kg/バッチ１０kgOC-C

３２５kg/バッチ１０kgOC-UD

２８２８７kg/バッチ１０kgBL

注　運転方式：（　）内の数字は炉内滞在時間を示す
　　燃料種類：IC－C…内側炉心燃料の中央部，IC－UD…内側炉心燃料の上下端部
　　　　　　　OC－C…外側炉心燃料の中央部，OC－UD…外側炉心燃料の上下端部
　　　　　　　BL…軸及び径方向ブランケット燃料
　　機器能力，要求処理量：バッチ当りあるいは炉内滞在時間当たりの能力・量
　　機器台数：運用上の仕様により，洗浄装置は滴下・熟成槽の２倍，乾燥装置は偶数の台数を配置する
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表１４　湿式再処理対応燃料製造システムの技術的成立性

ス フ ェ ア パ ッ ク簡 素 化 ペ レ ッ ト
評　価　項　目

窒化物（被覆粒子燃料）酸 化 物酸 化 物

開発状況
ゲル化顆粒製造技術の開発
・炭素粉末を均一に分散させたゲ
ル球を製造
・目標直径１，７００μmに対し，約９００
μmの高除染のMOX（外部ゲル
化）及びNp含有MOX（内部ゲル
化）を製造

被覆技術の開発
・TiN平板上に２２回の繰り返し蒸 
着を行い，TiN/TiCN/TiCの３層
コーティングによる１００μmの厚
膜を形成（２ヶ月間）

開発課題
ゲル化顆粒製造技術
・低除染燃料での直径１，７００μmの
ゲル球製造
・上記ゲル球の炭素熱還元の実証
被覆技術
・実用速度でのTiN被覆
・Tinの低密度/高密度２層被覆

開発状況
・小粒径～７０μm，大粒径～９００μ
mの高除染UO2顆粒製造に成功

・低除染MA含有MOX粒子の焼結
性については，ペレットでの結
果から類推
・HfO2等を用いた振動充填試験で
充填率８４％を達成（スタック長
３０cm）
・軸方向，径方向，周方向に密度分
布の偏りがない（±２％未満）こ
とをＸ線CTで確認
・端栓溶接・超音波探傷技術開発
・照射済み燃料に対するＸ線CT撮
像の例があり，密度分布測定に
適用の可能性がある
・高除染のMOX（Pu３０％，外部ゲ
ル化，BNFL）及び５％ Np含有
MOX（Pu３０％＋Np５％，内部ゲ
ル化，PSI）の振動充填燃料製造
の海外実績がある
開発課題
・低除染燃料でのゲル化条件の確
認
・低除染MOX顆粒の焼結条件の確
認

開発状況
簡素化プロセスによるペレット製
造技術の開発
・溶液でのPu富化度調整で目標精
度±２．５％を達成

・転動造粒法で粉末流動性指数目
標値６０以上を達成

・ダイ潤滑成型ペレットの外観，密
度，強度は現行法と同等以上であ
ることを確認

・上記を現行法で焼結し得たペレ
ットの外観，Pu均一性，微細構造
は現行法と同等，密度は目標値
９５％TD以上を達成
MA含有低除染MOXペレット製造
技術の開発
・Pu３０％の２％ Np/２％ Am/２％
模擬FP含有MOXペレットの焼
結試験で，焼結時の温度や酸素分
圧抑制により所定ペレット製造
の見通し得る

・焼結後の熱処理条件制御により
燃料仕様O/M＝１．９５のペレット
を得る

・セル内遠隔手動製造で３％及び
５％ Am含有MOXペレットの試
作に成功

開発課題
・造粒条件最適化，造粒法に代わる
エアータップ充填法の適用性確
認と方式選定，焼結プロセス条件
最適化，照射試験でリサイクル成
立性確認

・簡素化プロセスによるMA含有低
除染MOXペレット製造の確認

・基本プロセ
ス成立性
（要素技術
開発状況，
開発課題）

技術的
成立性

量産対応
ゲル化顆粒製造
・処理時間及び形状制限を考慮し
て得られた機器能力を基に，台数
を設定
被覆
・SiC被覆と同等の処理時間で，
TiNの２層被覆が可能であるとの
仮定の下に，形状制限を考慮した
機器能力を想定し，台数を設定

遠隔保守対応
・機器をモジュール化し，モジュー
ル交換による短時間での復旧を想
定している
・被覆装置・真球度判別装置は必要
数の２０％増しの台数を設置し，故
障時に即時に予備機に代替するこ
とにより，生産性を維持（冗長性を
有するため，経済性・環境負荷低減
性に難あり）
課題
ゲル化顆粒製造
・運転手順等の合理化による機器
能力向上及び台数削減
被覆
・プロセス技術開発結果に即した
機器の設計
共通
・遠隔保守に対応した，モジュール
の取付け・取外し機構

量産対応
・単体ノズルの最適流量に基づき，
所定能力を得るために複数ノズル
からの溶液滴下とした
・振動充填工程での複数ピン（１００
本）同時振動

・マテハンを考慮した機器能力，機
器台数を設定した
・故障要因，故障頻度を考慮した保
守補修頻度の推定
遠隔保守対応
・機器をモジュール化し，モジュー
ル交換による短時間での復旧を想
定
・搬送装置の移動速度を考慮した保
守補修時間の推定
・年間操業日数 ２５０日における稼働
日数 ２００日，年間製造量２００tHM確
保の可能性
課題
・運転手順等の合理化による機器能
力向上及び台数削減
・遠隔保守に対応した，モジュール
構造，取付け・取外し機構の具体化

量産対応
・ロット大規模化による品質管理の
簡素化

・形状管理の適用による工程管理の
簡素化

・脱硝転換設備：臨界制限を考慮し
た大型脱硝容器採用による生産性
向上

・成型設備：パンチ数増加による成
型能力向上（１４本）

・燃料要素組立設備：２４本同時挿入
方式採用による生産性向上

安定操業（遠隔保守対応）
・機器をモジュール化し，モジュー
ル交換による短時間での復旧を想
定（主要機器の脱硝転換設備につ
いては，モジュール構造の具体化
を図る）

・簡易シミュレータでシステム稼働
率を評価，年間運転日数２５０日のう
ち実稼働日数２００日で年間２００t-
HMの生産量が確保できる可能性

課題
・大型脱硝容器での脱硝性把握，成
型設備での成型能力・品質確認，
MA含有低除染燃料の製造歩留ま
り確認，遠隔保守に対応した，モジ
ュールの取付け・取外し機構，実規
模モックアップによる遠隔・補修
性確認

・量産設備
設計/安定
操業（遠隔
保守）検討
状況
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表１６　各システムの経済性

発電単価の
燃料製造分

燃料製造単価
（万円/kgHM）

年間製造量
（tHM/y）燃料製造システム

０．２３１５

２００

簡 素 化 ペ レ ッ ト

０．３０２１ス フ ェ ア パ ッ ク

０．３１２２窒 化 物 被 覆 粒 子

０．３４２３
５０

酸化物電解法対応
バイパック

０．３８２６金 属 電 解 対 応

０．３１２３３８射 出 成 型

表１５　乾式再処理対応燃料製造システムの技術的成立性

射出成型（金属燃料）
バイパック（酸化物燃料）

評 価 項 目
金属電解対応酸化物電解対応

開発状況
・合金の溶解性・冷却時の均一性の
確認
・U-Pu-１０Zr-２５MA合金及びU-Pu-
Zr-１０（未満）RE合金が，アーク法に
より均一に溶解することを確認
・アーク法により溶解後急冷したU-
Pu-Zr-２MA-２RE合金組織の均一
（REは分散）性を確認
・U-Pu-Zr合金による試験規模射出
成型の海外実績（６００本）

・U-Zr合金による実規模射出成型の
国内実績（５００本）

・U-２０Pu-１０Zr-２．１Am-１．３Np合金の
射出成型を実施
開発課題
・射出成型法によるU-Pu-Zr-MA-RE
合金スラグ製造実証
・製造されたスラグの均一（分散）性
確認

開発状況
・模擬物質による有機溶剤を用いた
転動造粒実験で，処理時間，有機溶
剤量の確認
開発課題
・再処理製品を所定のPu富化度燃
料顆粒にする技術
・転動造粒における顆粒特性評価と
Puスポットが生じないことの確
証
・振動充填におけるスミア密度確保
に対する実規模での確証
・焼結級で所定の焼結密度が得られ
るか今後確認が必要

開発状況
・φ１００μm程度の球形金属Uゲッタ
の試作に成功

・UO2，PuO2顆粒による燃料ピン製
造実績（RIAR）

・MOX共祈法によるピン製造実績
（解体核における研究）
・UO2顆粒による充填試験（東芝）
・燃料ピン軸方向密度分布分析開発
試験（JNC東海）

開発課題
・低除染MA燃料棒の軸方向密度，及
びPu軸方向分布の充填特性把握

・Pu富化度管理の精度の把握

・基本プロセ
ス成立性
（要素技術
開発状況，
開発課題）

技術的
成立性

量産対応
・射出成型装置，モールド除去装置
及びスラグ検査装置について，機
器の同左機構を検討
遠隔保守対応
・機器をモジュール化し，モジュー
ル交換による短時間での復旧を想
定している
課題
・搬送ラインと主工程設備との間
で，核燃料物資の搬入出を行うマ
テハン・秤量機器の設計検討

・マテハン取り合い・秤量に要する
作業時間の検討，機器の故障頻度
を考慮した稼働率の検討
・上記結果を反映した実効機器能力
に基づく機器台数の設定（建設費
の増額に繋がる）
・遠隔保守に対応した，モジュール
の取付け・取外し機構の検討

量産対応
・処理時間，臨界管理，マテリアルハ
ンドリングを考慮した機器台数設
定
遠隔保守対応
・機器をモジュール化し，モジュー
ル交換による短時間での復旧を想
定している
・保守が必要な機器はBSM又はP．
Mのアクセス性を考慮した配置と
した
課題
・マテハン取り合い・秤量等に要す
る作業時間の検討，機器の故障頻
度を考慮したプラント稼働率の検
討

量産対応
・処理時間，臨界管理，マテリアルハ
ンドリングを考慮した機器台数設
定
遠隔保守対応
・機器をモジュール化し，モジュー
ル交換による短時間での復旧を想
定している

・保守が必要な機器はBSM又はP．
Mのアクセス性を考慮した配置と
した

課題
・マテハン取り合い・秤量等に要す
る作業時間の検討，機器の故障頻
度を考慮したブラント稼働率の検
討

・量産設備
設計/安定
操業（遠隔
保守）検討
状況
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低減できる可能性がある。このことを考慮した場
合，低レベル廃棄物（地層処分並）の発生量に関
しスフェアパックシステムが有利となる可能性が
ある。
　一方，５０tHM/年製造プラントにおける酸化物
電解法のバイパックシステム及び３８tHM/年製造
プラントにおける射出成型システムは，低レベル
廃棄物（地層処分並）のみ発生する。これは，
２００tHM/yの大規模製造プラントは設備配置上炉
心燃料とブランケット燃料のセルラインを分離し
ているのに対し，小規模プラントにおいては建屋
のコスト合理化を図るため炉心燃料とブランケッ
ト燃料を同一セルで製造することとしたことに
よる。

６．フェーズⅡの今後の進め方

　フェーズⅡの中間評価では低除染TRU燃料製
造システムの基本プロセスの成立性について現段
階の要素技術開発進捗状況に基づく検討を実施し
た。また，施設全体（周辺設備等含む）の概念設
計より経済性目標が達成可能なシステム構成を提
示し，将来のサイクルシステムのニーズに適合す
る可能性を示した。さらに，高速炉サイクルを導
入する段階では小規模のサイクルシステムにおい
ても経済性が成立することが求められる可能性が
あり，今回の中間評価では湿式再処理に対応する
簡素化ペレットシステム２００tHM/年規模プラン
トの設備構成を基準として，機器基数/配置の概
略検討を行い５０tHM/年の生産規模の簡素化ペレ
ット燃料製造システムの製造コストを検討した。
その結果，製造ライン統合等による機器数削減が
製造コスト低減に有効であることを確認した。ま

た，乾式サイクルシステムでは５０tHM/年の生産
規模で経済性が成立する可能性を示しているが，
燃料製造システムでは目標コストを達成するため
の設備合理化検討が必要であることが分かった。
　フェーズⅡの後期においては，経済性向上に主
眼を置いた小規模燃料製造システムの設計を要素
技術開発の成果に基づき実施し，５０tHM/年の生
産規模での設計精度の向上を図るとともに技術的
成立性等の検討を深める。このシステム設計によ
りサイクルシステムのスクリーニングに必要な，
経済性等の評価データの信頼性を高める。また，
概念設計を通じて将来の先進燃料製造機器構造に
対する知見を蓄積し，次の開発フェーズである工
学試験に向けての機器設計情報を整理する。
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サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１

技
術
報
告

表１７　廃棄物発生量

廃 棄 物 発 生 量（t/年）

生 産 規 模
（tHM/年）シ ス テ ム クリアランス

レベル以下の
廃　　棄　　物

低 レ ベ ル 廃 棄 物

余裕深度処分並地 層 処 分 並

３．８５．８８．９２００簡 素 化 ペ レ ッ ト 法

２．２３．９１０．６２００ス フ ェ ア パ ッ ク 法

１４．９－１１．３５０酸化物電解法対応
バイパック

１４．９６．４１７．６５０金属電解法対応

３．２－６．４３８射 出 成 型 法

０．４７．０８．５２００被 覆 粒 子 法
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１．はじめに

　高速増殖炉（FBR）燃料再処理技術開発は，軽
水炉燃料再処理にて実用化されているPUREX法
が，高燃焼度でプルトニウム富化度が高いFBR燃
料に適用可能か否かを評価することから始まっ
た。１９８０年に竣工した高レベル放射性物質研究
施設（CPF：Chemical Processing Facility）を試験
フィールドに，高速実験炉「常陽」の照射済燃料
を用いて，実験室規模ながら溶解から溶媒抽出ま
での一連のホット試験を実施し，FBR燃料再処理
に対して，PUREX法が適用可能であることが明
らかになった。
　その後，経済性向上，環境負荷低減及び核拡散
抵抗性の改善を目指し，単サイクル抽出，マイナー
アクチニド（MA）分離回収，ウラン（U）/プルト
ニウム（Pu）/ネプツニウム（Np）共回収等の先
進湿式再処理プロセスの技術開発にその目標をシ
フトさせてきた。１９９６年からはこれら新しい試験
を実施するために，CPFのホットセルを中心とし
た改造工事が行われた１）。
　１９９９年に開始された，「高速増殖炉サイクルの
実用化戦略調査研究」（以下，実用化戦略調査研究
という）において，再処理システムの有望候補概
念の一つとして，先進湿式再処理プロセスに高濃
度溶解液を供給するための高効率溶解技術，晶析
技術等の要素技術が加えられた。特に，晶析技

術，単サイクル抽出とU/Pu/Np共回収を合わせ
た簡素化溶媒抽出技術，MA分離回収技術の一連
のプロセスをNEXTプロセス（New Extraction Sys-
tem for TRU Recovery Process）と呼ぶこととして
いる。また，先進湿式再処理プロセスの代替法と
して直接抽出技術の開発も開始した（図１）。
　２００１年に実用化戦略調査研究フェーズⅡが開始
されたが，CPFは改造工事のために停止していた
ため，先進湿式再処理プロセス要素技術開発はA
棟，B棟等のコールド試験，ウラン試験，プルト
ニウム/RI試験や国内外施設で基礎研究・調査を
進めてきた。
　改造工事終了後の２００２年１２月からは，小型遠心
抽出器等の各種試験装置を利用して高速実験炉
「常陽」の照射済燃料等を用いた先進湿式再処理プ
ロセスに関するホット試験を開始した。
　一方，高速増殖炉照射済燃料は，ラッパ管が付
属しているためにせん断工程の前にラッパ管を取
り外す解体工程が必要となり，そのための軽水炉
再処理にはない解体機が必要となる。また高速炉
照射済燃料は軽水炉燃料に比べて含まれるPu量，
FP量が多いため比放射能量が多くなる。そのため
溶媒抽出工程での溶媒の放射線劣化を低減すべく
溶媒と溶解液との接触時間が短い遠心抽出器の採
用が考えられている。
　これらの再処理機器について実用化戦略調査研
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図１　先進湿式再処理プロセスのフロー（従来法，代替法との比較）
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究フェーズⅡ終了以降のホット工学実証に向けて
コールド試験，ウラン試験等を通して開発を進め
ている。

２．先進湿式再処理プロセス開発

２．１　高効率溶解試験

　先進湿式再処理プロセスでは，燃料溶解液に大
量に含まれるウランを回収し，後段の溶媒抽出工
程以降で取り扱う核物質量を少なくするために，
晶析技術の導入が検討されている。しかしなが
ら，晶析技術の導入にあたっては，晶析工程に供
給させる溶解液は５００gHM/Lを超える高濃度の溶
解液が必要となる。Fragmentationモデル２）をベー
スとした溶解速度評価式を用いた解析及び過去の
実照射済燃料を用いた試験の結果３）から，従来の
せん断片溶解では，晶析工程にかなう高濃度の溶
解液を得ることは実質的に困難であることが分か
った。一方，上記評価式での解析から，実用的な
溶解時間で高濃度の溶解液を得るためには，燃料
粉化による溶解の高効率化が必要であるとの結果
が得られた。
　高濃度溶解挙動を確認するため，高速実験炉「常
陽」MK- Ⅱ照射済炉心燃料粉末を用いてバッチ溶
解試験を行った。最終U，Pu濃度については晶析
工程供給液と同等の高濃度溶解液（約５６０gHM/L）
となる条件，及び溶解挙動の比較のため半分の最
終U，Pu濃度となる溶解条件とした。高濃度溶解
の手順としては，溶解槽へあらかじめ１０mol/Lの
硝酸２０５mLを液張りし，粒径１０６ μ m以下に粉砕
した照射済燃料ピン約１．５本分（約１１５g）の燃料
粉末を装荷した。その後，約６時間かけて１００℃
まで昇温した。溶解中は，溶解液のサンプル採取
及びオフガス中のKr測定を行い，溶解挙動に係る
データを採取した。
　図２は，せん断片及び燃料粉末で溶解した際の
Kr放出率の積算と温度の関係を示したグラフで
ある。これによると，せん断片では溶解時間５００
分でも完全に溶解できなかったのに対し，燃料粉
末の溶解では温度をゆっくり上昇させたにもかか
わらず３００分程度で溶解は終了した。この結果は，
これまでの解析で予想されたとおり，燃料を粉化
することにより実用的な時間で高濃度溶解液を得
ることが出来ることを示すものである。また，燃
料粉末の溶解では，初期溶解温度を比較的低くす
ることによりKrの急激な放出が認められず，急激

に溶解が進行していないことがわかる。したがっ
て，溶解温度を適切に管理することにより溶解速
度を制御でき，短時間での急激な溶解オフガスの
発生を抑制できる可能性があることが分かった。

２．２　晶析試験

　Uの晶析は，U溶解度の温度依存性を利用した
沈殿分離法であり，新たな化学試薬の添加を必要
としない分離プロセスである。あらかじめ晶析法
により一部のUを分離すると，後段の溶媒抽出工
程で処理すべき物質量を減少させることができ
る。晶析法によりUは硝酸ウラニル水和物（UNH）
の結晶として回収されることから，化学的挙動の
類似性から，Uと同伴する可能性がある６価のア
クチニド（PuO22＋やNpO22＋）の挙動を知ることは
重要である。
　これまでのU，Puを用いた試験において，６価
のPuは単独では析出しない濃度領域でも，６価
のUと共存した場合に赤橙色の結晶となって共析
出すること，また，４価のPuは，６価のUと共存
した場合でも，従来からの予想通りPuは析出せ
ずにUのみが析出するとの結果を得ていた４）。し
かし，晶析工程で受け入れる高濃度溶解液中では
Puの原子価は４価と６価が共存していると考え
られるため，この共存系におけるPuの晶析挙動
を確認する必要がある。このため，U，Pu溶液を
用いたグローブボックスでの晶析試験を実施し
た。さらに，照射済燃料溶解液を用いたセルでの
晶析試験を実施した。
（１）回収MOX粉末等を用いた晶析試験
　グローブボックスでの晶析試験は，CPFにおい
て照射済燃料から回収したMOX粉末，及びUO2
粉末を用いて，５００gU/L程度，５０gPu/L程度の硝
酸溶液を調整し，原料液とした。
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図２　Kr放出率に基づく溶解度曲線
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　４価のPuの割合をパラメータとした試験条件
を表１に示す。各原料液のPu原子価は吸光光度
法により確認した。原料液をおよそ４５℃ から所定
の温度まで１時間程度で冷却し，析出した結晶を
１８０gU/L硝酸ウラニル溶液で洗浄し，母液（結晶
と共存している溶液のこと），洗浄液，結晶につ
いてU，Pu，酸の濃度測定を行った。
　結晶及び洗浄液の分析結果から，Puの原子価
が全量６価の系，及び４価と６価のPuが共存す
る系においてもPuはUと共析出することを確認し
た。また，Uの晶析率は，原料液中の全ウラン量
に対して晶析したウラン量であり，晶析したウラ
ン量は原料液中の全ウラン量から母液中の全ウラ
ン量を除いたものであることから①式のように表
される。また，晶析UはUNHの結晶として回収
されることから，晶析Uに関与しない原料液中の
遊離酸量と母液中の遊離酸量が等しく②式が成り
立つ。よって，①式と②式から，U晶析率は③式
より算出できる。

・・・①

・・・②

・・・③

　ここで，CY：U晶析率，CM：母液のU濃度
［g/L］，CF：原料液のU濃度［g/L］，AM：母液の
酸濃度［mol/L］，AF：原料液の酸濃度［mol/L］，
VM：母液の体積［L］，VF：原料液の体積［L］で
ある。
　表２にはU晶析率，並びに洗浄後結晶のPuの除
去率（DF）を示す。いずれもU晶析率は７割程度
である。またA-２runとA-３runの結果から，６価の

Puが存在するとPuのDFが著しく低下する。これ
はPu（VI）がUと共晶析するためと考えられ，Pu
のDFを上げるためにはPuの原子価を４価に調整
することが必要であることがわかった。
（２）照射済燃料を用いた晶析試験
　照射済燃料を用いた晶析試験は，高速実験炉
「常陽」で燃料集合体平均燃焼度６３，７００MWd/tの
MK- Ⅱ照射済炉心燃料（Pu富化度約３０％）を用い，
急冷条件（B-１run）及び緩冷条件（B-２run）の２
通りの冷却速度にて行った。原料液を調整するた
め，溶解液（約２８０gHM/L）を約６００gHM/Lに濃
縮し，Pu原子価を４価に調整するために，濃縮後
にNOxガスの吹込みを実施した。NOxの吹込み
量は，Puのモル比でおよそ６倍の物質量とした。
吹込み後，B-１runでおよそ３日，B-２runでおよそ
５日経過したのち試験を実施した。その後，４０℃
以上の溶解液を，急冷条件のB-１runではおよそ
２００分で１３．６℃ に，緩冷条件のB-２runでは５００分で
１０．６℃ に冷却した。晶析開始点はB-１run，B-２run
ともに冷却開始から６０分程度後であった。結晶洗
浄液には，実際のプラントでの使用が想定される
硝酸を用いた。本試験では想定温度でのウラン溶
解度が最も低くなる８M硝酸を使用した５）。「常
陽」照射済燃料溶解液から分離したUNH結晶（B-１
run）を写真１に，B-１run及びB-２runのUNH結晶
サンプルの粒径分布を図３に，また，結晶中のU
に対するPuの除去率（DF）を表３に示す。
　図３では，B-１runで得られた結晶粒径はB-２run
の粒径より小さいことから，結晶の総表面積が大
きいことを示すものである。もし，Pu移行率が表
面付着母液の影響に依存するのであれば，結晶の
総表面積の大きいB-１runの方が母液付着量は多く
なりDFが低くなる。しかし，表３よりB-１runの
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表１　Pu（Ⅳ）のパラメータ試験条件

最終
到達
温度

原　　　　料　　　　液

酸濃度Pu（Ⅳ）
割　合Pu濃度U濃度

１１℃２．７mol/L１００％５１g/L５４０g/LA-１
run

１６℃５．６mol/L０％４７g/L６１０g/LA-２
run

１６℃５．６mol/L５０％
程度４０g/L５５０g/LA-３

run

表２　Pu（Ⅳ）のパラメータ試験結果

洗浄後結晶中Uに対する
Puの除去率（DF）（＊）　U晶析率

２９６５％A-１ run

１．５６９％A-２ run

４．９７０％A-３ run

（＊）DFは以下の式による

DF＝　　　　　　　　　　　　　　　　　
原料液中のPu濃度/原料液中のU濃度

結晶中のPu濃度/結晶中のU濃度
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方がDFはわずかながら大きいという逆の結果で
あったことから，DFへの影響は結晶内部へ取り
込まれるPu量に起因するものと考えられる。た
だし，結晶中に取り込まれるPu量については，
単に結晶生成時の物理的な巻き込まれによるもの
か，化学的な作用が働いているかは，今回の試験
結果では言及できない。
　また，本試験の分析結果によると母液Pu濃度

が５００g/Lになっていることから，同じ条件で飽
和濃度が２００g/L強のUと比較してPu（IV）のほう
がずっと高い溶解度を期待できることも分かった。
　上記（１）（２）の結果から，U晶析においてPu
が６価で存在する場合，Puが結晶へ移行しDFが
低下することがわかった。また，Puを全量４価と
した場合は，ある程度の分離性能は期待できるこ
とがわかった。

２．３　簡素化溶媒抽出試験

　従来のPUREXプロセスによる再処理では，溶
媒抽出法により使用済燃料溶解液に含まれるUや
Puと，核分裂生成物（FP）を分離するものであ
る。すなわち，溶媒に抽出されたU及びPuは，還
元剤の利用によりUとPuに分配され，分配された
UとPuは，各々精製工程で精製され，各々の製品
として回収していた。さらに，Pu製品について
は，MOXとして燃料製造することから，Pu製品
にU製品を混合しMOXとして適切な比となるよ
うにしていた。
　PUREXプロセスに供する溶解液中のU/Pu比
が，事前にMOX燃料製造にとって適切な比とす
ることができれば，UとPuを溶媒に抽出した後，
一括で溶媒から逆抽出することにより，適切な比
のU/Pu混合製品のみが得られる。この方法はPu
を単独で扱わないため，核拡散抵抗性に優れてい
る。加えて，一括で回収できることから，UとPu
の分配工程を削除することができる。
　実用化戦略調査研究においては，上記のメリッ
トを取り入れ，U，Pu，Npを分離せずに共回収す
ることによる分配工程の削除，及び，低除染許容
とプロセス最適化により精製工程を削除した，共
抽出－逆抽出工程のみのU/Pu/Np共回収単サイ
クル抽出プロセスである簡素化溶媒抽出プロセス
を提案している。
　過去に実施した簡素化溶媒抽出のプロセス試験
では，ＵとともにNpとPuの高い抽出率を得られ
た。しかし，逆抽出についてはウランのリークが
見られた。そこでウランリーク対策を行った試験
を実施した。
　試験では，向流抽出装置としてCPF型ミニ遠心
抽出器（１６段/台）を２台用いた。また，供給液
は高速実験炉「常陽」MK- Ⅱの照射済燃料（Pu富
化度約２８％，平均燃焼度約６３，７００MWd/t）３ピン
の溶解液を用いた。図４に示す簡素化溶媒抽出フ
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写真１　「常陽」照射済燃料溶解液から分離した
UNH結晶（B-１ run）

図３　UNH結晶の粒径分布

表３　結晶中Uに対するPuの除去率（DF）

除去率（DF）洗浄前/後

　５．６洗浄前
B-１ run

２４．５洗浄後

　４．６洗浄前
B-２ run

１８．５洗浄後
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ローシートは，①逆抽出液流量の増加（装荷溶媒
に対する比で約２５％増），②逆抽出液加温（約２５℃
⇒約４８℃），③調整酸供給方法変更（酸濃度１０M
⇒３M，流量３倍）の３点が主な改良点である。
　特に，②逆抽出液加温の改良については，本来
逆抽出段全段の加温が理想であるが，試験装置の
制約から逆抽出供給液を加温しフィードした。そ
の効果を調べるため，試験中に逆抽出バンク１１段
目の温度を測定し，その結果及びコールド試験の
結果から，運転中の温度プロファイルを推定し
た。さらに，同プロファイルを用い抽出計算コー
ドMIXSET-Xにて濃度プロファイルを計算した。
濃度プロファイルの計算結果，及び試験で得られ
た硝酸濃度及びＵ濃度の分析値を合わせて図５に
示す。
　試験の結果，硝酸濃度及びＵ濃度は逆抽出段付
近のみではあるが，計算結果と良く一致していた。
また，廃溶媒中へのウランリークは認められなか

った（廃溶媒中のU及びPu濃度は，今回使用した
吸光分析の検出下限値（U：０．０３g/L，Pu：０．２ 
g/L）未満であった）ことから，ウランリーク対
策が有効であることを確認できた。また，ラフィ
ネート中のU及びPu濃度についても検出下限値
（U：０．０３g/L，Pu：０．２g/L）未満であった。なお，
Pu濃度についてはα分析（検出下限値：０．０１ 
mg/L）を実施中である。

２．４　ＭＡ分離回収試験

（１）SETFICS法
　AmとCmの同位体には長半減期のアルファ線
放出核種が存在する。これらの元素は，PUREX
法による再処理では抽出されずに高レベル廃液へ
と移行することから，回収するためには別の分離
化学手法が必要となる。OO/ D［iB］CMPO（オク
チル（フェニル）-N，N- ジイソブチルカルバモイ
ルメチルホスフィンオキシド，以下CMPOと呼
ぶ）は，米国アルゴンヌ国立研究所（ANL）で開
発された二座配位型の有機リン抽出剤であり，高
酸性の水溶液からAmやCmを含むアクチニド元
素を回収する性能に優れている。CMPOを主た
る抽出剤として用いる溶媒抽出法はTRUEX法
（Trans-uranium extraction）と呼ばれる６）。
　CPFではTRUEX法の応用と改良に関する試験
研究を行ってきた。TRUEX法では製品溶液に希
土類元素が混入するが，これはAmとCmを原子
炉で燃焼する際に好ましくなく，可能な限り希土
類元素と相互分離した上で回収することが望まれ
る。この観点からTRUEX法を改良したSETFICS
法（Solvent Extraction for Trivalent f-elements 
Intra-group Separation in CMPO-complexant Sys-
tem）についての試験研究を行った。
　CMPOは本質的にこれらの元素群を相互分離
する機能に乏しいので，別の試薬の併用が必要と
なる。キレート剤の一種であるジエチレントリア
ミン五酢酸（DTPA）は水溶性の化合物で，希土
類元素に比べてAmやCmと優先的に錯体を形成
する。この性質を利用し，抽出後に選択的にAm
とCmを逆抽出するSETFICSフローシートを作成
した（図６）。試験はTUREX法の場合と同様の方
法により，小型遠心抽出器を使用して行ってお
り，現在データ解析中である。
（２）抽出クロマトグラフィー分離法
　抽出クロマトグラフィー分離技術は，均一の孔
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図５　逆抽出バンク内のUの濃度分布

図４　簡素化溶媒抽出フローシートの例
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径を有する多孔質のシリカ粒子を支持体とし，表
面に抽出剤であるCMPOを保持し吸着材（これを
CMPO/SiO2-Pと呼ぶ）として用いるものであり，
これまでコールドでの基礎試験を実施してきた。
分離の原理は一般に同じ抽出剤を用いる溶媒抽出
法と同様であるが，経済性の観点から比較的希薄
な溶液からの分離回収への適用が効果的である。
また，SETFICS法ではAmやCmと希土類元素を
相互分離するために，分離機能を提供するDTPA
を塩析剤である硝酸塩の溶液に加えて用いている
が，抽出クロマトグラフィーでは成分を溶出しな
がら分離を行うので必ずしも塩析剤を添加する必
要がなく，二次廃棄物を低減する上で利点とな
る。
　抽出剤であるCMPOの分子は有機高分子を被
覆したシリカ粒子（SiO2-Pという）の表面に静電
的に保持されていると考えられ，水溶液との接触
において，水溶液中の溶解度に依存して吸着材か
ら溶出する現象が認められる。抽出剤の溶出は金
属イオンの捕捉機能の低下を招くので，これを可
能な限り抑制する必要がある。これまでにカラム
分離におけるCMPOの溶出挙動等を調べた結果，
あらかじめ溶離液に抽出剤を飽和する方法や，溶
出液からの抽出剤の回収にはSiO2-Pや有機高分子
マトリックスの利用が好適であることを明らかに
した。これらの知見から，抽出剤の使用量や製品
への移行量を最小化したプロセスが構築できると
の見通しを得た。
　吸着材の耐久性としては，支持体であるシリカ
粒子は熱や放射線への耐性が高いが，抽出剤や有
機高分子被覆については考慮が必要であり，これ
までに熱，硝酸等７）による吸着材の劣化の様子を
調べた。その結果，CMPO/SiO2-Pは，約４０℃ にお
いてCMPOの相転移によると考えられる吸熱が

認められたが，以後は約２００℃ まで安定に使用す
ることができることが分かった。また，CMPOは
約２９０℃ 以上で有機高分子被覆がそれぞれ分解し
始めるが，硝酸の影響による熱分解挙動の変化は
観察されない。このような挙動から，使用済吸着
材の処理方法に関して，適当な有機溶剤を用い使
用済吸着材から抽出剤を回収し，熱分解により有
機被覆を分解して安定なシリカを得る方法が考え
られる。
　以上のように，抽出クロマトグラフィーについ
ては実用性の可能性についての知見が得られてい
る。また，シリカ支持体は，種々の抽出剤の保持
に利用できるものであり，Sr抽出剤，Cs抽出剤，
TODGAをシリカ粒子に保持した吸着材を合成し
それらの性能を調べる試験を進めるとともに，今
後は照射燃料に由来する溶液を用いた試験に展開
していく予定である。

２．５　直接抽出試験

　直接抽出法とは，硝酸とTBPが錯体を形成して
いる状態の溶媒（TBP硝酸錯体という）と，固体
の照射済燃料を直接接触させることにより，Ｕと
Puを選択的に回収するプロセスである８）。直接抽
出法は，先進湿式再処理プロセスにおける溶解と
共除染工程の一体化ができ，プロセスが簡略化で
きるとともに，溶解用硝酸や抽出工程から発生す
る廃液量が低減され，高レベル廃液濃縮工程の削
減が期待できる。そのため，先進湿式再処理プロ
セスの有望な代替技術の一つと位置付けられる。
　２０００年より直接抽出法の基礎的試験を開始し，
U3O8粉体と模擬FP酸化物（SrO，ZrO2，MoO3，
RuO2，Pd，CeO2，Nd2O3）の混合物からUが選択
的に抽出できること，Gd2O3ペレットを用いた抽
出速度等の知見を得た９）。その後，CPFにて使用
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図６　SETFICSフローシートの例
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済燃料中のU及びPuの直接抽出の可能性及び核分
裂生成物との分離性能を確認するため，高速実験
炉「常陽」の照射済燃料を機械的に粉体化し，常
圧下において４０-８０℃ のTBP硝酸錯体で直接抽出
試験を行った。
　直接抽出試験に用いた使用済燃料は，機械的に
粉砕し粒径１０６ μ m以下とした。あらかじめ硝酸を
接触させて調製した１００mLから２００mLのTBP硝
酸錯体と燃料粉末を接触させ，スターラによる撹
拌をしつつ，溶解液の温度を約４０から８０℃ に調整
した。一定時間ごとに溶解液のサンプリングを行
い，U及びPuは吸光光度法，核分裂生成物はγ線
スペクトル分析法により定量分析を行った。６時
間の溶解試験後，溶液内の未溶解燃料と不溶解残
渣（以下，溶解残渣という）の重量を測定した。
　直接抽出試験条件及び試験終了後の溶解残渣の
重量を表４に示す。TBP硝酸錯体に対する燃料割
合の高いNo．４以外の溶解残渣量は１g以下であ
り，燃料粉末の９９．４％以上が溶解した。TBP硝酸
錯体中のウラン及びプルトニウム濃度は最大
３６０g/L，４７g/Lであった。
　図７はプルトニウム溶解率を示すグラフであ
る。図中のNo．１～３は温度のみを変化させた試
験結果であり，プルトニウムの溶解率は時間とと
もに高くなり，いずれの温度においても１２０分以
降はほぼ一定となった。また，溶解初期の溶解率
は溶解液温度条件の高い試験ほど高くなってお
り，プルトニウム溶解率の温度依存性が示され
た。一方，TBP硝酸錯体に対する照射燃料重量の
割合が高いNo．４では，１８０分以降溶解率が低下
する傾向が見られた。これは，TBP硝酸錯体中の
硝酸の減少により，一度溶解したプルトニウム及
びウランが硝酸塩として晶析したと考えられる。
また，試験温度は一定であるがプルトニウム富化
度と燃焼度の異なるNo．３（Pu富化度１８％，
３２GWd/tHM）とNo．５（Pu富化度３０％，６４GWd/ 

tHM）では，プルトニウム溶解率はNo．５が一様
に低い。これは，これまでの経験から燃焼度の影
響よりもプルトニウム富化度の影響が現れたもの
と考えられる。
　一方，直接抽出法のうち，TBP硝酸錯体の希釈
剤として，飽和炭化水素（n-dodecane）の代わり
に超臨界二酸化炭素（sf-CO2：super fluid CO2　臨
界点：７．３MPa，３１℃）を用いる方法を超臨界直接
抽出法（Super-DIREX法：SUPER critical fluid Di-
rect Extraction）と呼んでおり，U，Puの回収後に
プロセス液を減圧することにより，二酸化炭素は
気体として除去され，U，Puの硝酸TBP錯体と分
離される。そのため，更なる廃液量の低減が期待
できる。CPFのグローブボックスにおいては，Pu
（未照射MOX燃料）を用いた超臨界直接抽出試験
を開始したところであり，超臨界直接抽出技術成
立性についてのデータ収集と解析を実施してい
る。
　なお，本報告の内容は，（財）エネルギー総合工
学研究所が実施している「革新的実用原子力技術
開発提案公募事業」の一環として実施した成果の
一部である。
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表４　直接抽出試験条件及び溶解残渣重量

溶解残渣
（g）

温　度
（℃）

燃料（g）/　　　　　　
　　TBP硝酸錯体（mL）

燃　焼　度
（GWd/tHM）

Pu富化度
（％）No.

０．５２４０

１６g/２００mL
３２１８

１

０．３３６０２

０．５６８０３

１４．６６０４０g/１００mL４

０．９９８０１６g/２００mL６４３０５

図７　直接抽出試験におけるプルトニウム溶解率
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３．先進湿式再処理機器開発

　実用化戦略調査研究における目標の一つである
経済性向上を達成するために，プロセスの合理化
とともに，使用される機器の合理化による小型
化・高効率化が求められている。

３．１　解体せん断一体化装置開発

　従来，高速炉使用済燃料集合体の解体技術とし
て，CO2レーザによる方法が検討されていたが，
遠隔操作による光軸調整及び装置の大型化等の課
題があった。一方，近年のYAGレーザ技術の発
展により高出力化が可能になってきたことから，
YAGレーザの燃料集合体解体技術への適用性に
ついて検討している。図８に，YAGレーザを適用
した一体型解体・せん断機装置概念を示す。
　レーザを用いた使用済燃料集合体の解体におい
ては，燃料ピンのハンドリングを阻害する要因と
して，スリットカット（ラッパ管切断）時におけ
る過剰切断による燃料ピンの損傷，発生ドロスに
よる燃料ピンの溶着，クロップカット（燃料ピン
束切断）時におけるスペーサワイヤー終端部切断
に伴うワイヤーの離散等の問題が挙げられていた。
　これらの問題点を解決するために，YAGレーザ
による切断試験を実施し，各種切断パラメータ
（アシストガス条件（種類，流量），加工光学系条
件（焦点距離），入熱条件（出力，速度））の最適
化を検討した。本試験の結果，燃料ピン損傷及び
ドロス溶着の最小化，スペーサワイヤーの離散回
避に向けた適正条件が得られた。
　次に，解体装置にYAGレーザを適用するに当
たり，放射線環境下でのレーザ伝送系（光ファイ

バー）の特性を把握する必要があることから，γ
線照射環境下でのレーザ出力の違いによるフォト
ブリーチング効果＊の把握及び放射線量の違いに
よる高出力YAGレーザ伝送系の伝送効率と昇温
特性を把握するための試験を実施した１０）。
　本試験の結果，YAGレーザの入射出力が同じ
場合，γ線照射線量が高いほど伝送効率が低下す
ること，レーザ入射出力が高出力になるほどフォ
トブリーチング効果による損失回復が起こり伝送
効率の低下が抑制されることを確認した。なお，
光ファイバー表面温度については，照射線量の増
加及びレーザ入射出力の増加に伴い表面温度が上
昇することを確認した。
　一方，もんじゅ燃料集合体の解体方式にレーザ
解体法が選定された頃から２０年が経過しており，
当時，機械式解体法が候補技術から除外された理
由であった切断刃物等の摩耗についても材料の改
善が進んでいる。このことは，使用済燃料集合体
解体への機械式解体法の適用性，並びに，それに
伴う信頼性・コスト等の点で有利なシステム構築
への可能性を期待させるものである。
　そこで，金属等の切断に，近年，発達している
切断刃物を用いて，もんじゅ燃料集合体ラッパ管
を模擬した部材の切断予備試験を実施し，機械式
解体法の適用性を確認した。得られたデータから
改良切断刃物の耐久性向上が確認され，実機への
機械的切断方法の適用性は運用条件・利用方法を
適切に設定することで，可能性が高まるものと考
えられた。

３．２　遠心抽出器システム開発

　先進湿式再処理技術では，抽出工程に小型で高
性能を有する遠心抽出器の適用が検討されてい
る。遠心抽出器はロータの回転により水溶液と有
機溶媒を激しく混合するとともに，遠心力によっ
て相分離性を高めた抽出装置であり，小型化，稼
働率向上，放射線による溶媒劣化低減等の観点か
ら技術的利点を有する。抽出工程に対する遠心抽
出器の適用にあたって，抽出，分配，逆抽出，洗
浄の各工程はそれぞれ複数段の遠心抽出器から構
成されるため，システムとして工学的に性能を実
証することが重要である。これまでに，遠心抽出
器システム試験装置（ACT：Advanced Centrifugal 
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＊放射線等により劣化した光ファイバーに高強度光を照射することで損傷部が回復する現象。

図８　一体型解体・せん断機概念図
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Contactor Test System，処理能力１０kg-HM/h）を
利用したウラン工学試験では，抽出試験や１段停
止時を想定したマルオペレーション試験を実施し
ており１１）－１２），その結果，遠心抽出器が有する高い
処理性能を実証するとともに，異常時を想定した
評価を進めてきた。２００３年度はそれらの結果を踏
まえて，逆抽出性能を中心にウラン工学実証試験
を行った。ACT（逆抽出工程）の外観を写真２に
示す。
　逆抽出工程は１２段の遠心抽出器から構成されて
おり，システム試験条件は，ストリップ液（希硝
酸）の供給温度及び水相流量に対する有機相流量
の比（以下，O/A）をパラメータとした。試験条
件を表５に示す。
　試験中は液の流動状況に関して，全体を通じて
抽出器各段で液位は安定しており，オーバーフ
ローの発生は認められなかった。また，採取した
サンプリング溶液の状態からエントレイメント
（異相混入）の発生も認められなかった。ウラン濃
度プロファイルは，有機相，水相ともに１０分程度
でほぼ定常状態に達しており，平衡状態に達する

時間が短い。このように工程の立上げや停止に要
する期間が短い点が遠心抽出器の利点の一つであ
り，実際の処理時間をより多く確保することが可
能となる。図９に試験開始３０分後における有機相
中ウラン濃度のプロファイルを各試験条件につい
て示す。この結果，逆抽出性能に与えるストリッ
プ液供給温度の効果（条件１及び２の比較）及び
O/Aの効果（条件２及び３の比較）が大きいこと
が実験的に分かった。また，いずれの条件におい
ても逆抽出性能の目標値とした０．０１g/L以下が７
～９段目で得られており，本条件において，逆抽
出工程で排出される溶媒側へのウランのリークは
ないと工学的に判断できる。
　図１０に試験開始６０分後におけるストリップ段の
温度プロファイルを示す。供給温度が３５℃ である
条件１では，遠心抽出器１２段で両端（１段目及び
１２段目）における溶液の温度差が約７℃，供給温
度が６０℃ である条件２，３では，温度差がそれぞ
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表５　逆抽出試験におけるストリップ液供給温度及
びO/Aの条件

O/Aストリップ液
流　量

ストリップ液
供給温度

０．８１７８．４L/h３５℃条件１

０．８１７５．６L/h６０℃条件２

１１４４．０L/h６０℃条件３

写真２　遠心抽出器システム試験装置
（逆抽出工程）　　　

図１０　試験開始６０分後における温度プロファイル

図９　試験開始３０分後における有機相中のウラン濃
度プロファイル
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れ約１７℃，１９℃ であった。溶液温度は逆抽出性能
に大きく影響するため，得られた温度プロファイ
ルは，実際の再処理環境における逆抽出性能を検
討する上で，工学的に有用なデータとなる。

３．３　高度化遠心抽出器開発

　高度化遠心抽出器の開発として，駆動部の耐久
性を飛躍的に向上させるために，磁気軸受を採用
した遠心抽出器の開発を進めている１３）。従来のグ
リース封入型の転がり軸受では，グリース自身が
放射線によって劣化し，潤滑不良によって軸受が
損耗を受けることで，機械的寿命に影響すること
が懸念された。グリースを使用しない軸と非接触
の磁気軸受では，これらによる影響を考慮する必
要はなく，飛躍的な耐久性向上が達成できる。磁
気軸受型遠心抽出器の外観と構造を図１１に示す。

これまでに，磁気軸受型遠心抽出器の設計を実施
し，その結果をもとに試作機を製作した。２００３年
度はこの試作機を用いて，液の流動性や分配性に
ついて基礎的な評価を行うとともに，２００４年度以
降に耐久性や制御性を総合的に評価する試験を実
施するために，さらに３基の抽出器を製作した。
　流動試験では水相流量や有機相流量，さらにそ
れらの比（O/A）をパラメータとして，エントレ
イメントの発生状況について調査した。使用した
試験装置の構成を図１２に示す。表６の流動試験結
果から分かるように，いずれの試験条件でもエン
トレイメントの発生は認められず，運転中の液位
も安定していた。今後は試験装置の整備を行った
上で，耐久試験を実施し，軸受改良に基づく効果
を検証する予定である。
　
４．まとめ

　実用化戦略調査研究における実用化候補概念の
一つである先進湿式再処理技術開発についてプロ
セス開発と機器開発を実施している。
　従来のPUREX法に対し，経済性，核拡散抵抗
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表６　流動試験結果

測　定　結　果（％）
O/Aトータル流量

（L/min）
有機相流量
（L/min）

水相流量
（L/min） 有機相エントレイメント水相エントレイメント

００１２１１

０１４２２

０１６３３

０１７３．５３．５

０１８４４

００２６４２

００．６７６２．４３．６

０００．５６２４

図１２　流動試験装置の構成図１１　磁気軸受型遠心抽出器外観及び構造概略
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性，環境負荷低減性等の向上を図るために，高効
率溶解技術，晶析技術，簡素化溶媒抽出技術，
MA分離回収技術等のプロセス開発について，技
術的課題を解決するために高速実験炉「常陽」の
照射済燃料を用いたホット試験等を実施してきて
おり，その技術的成立性の見通しを得つつある。
また，直接抽出技術については，照射済燃料を用
いた常圧下でのホット試験に加え，未照射MOX
燃料を用いた超臨界直接抽出試験も開始してお
り，技術的成立性の見通しを得るためのデータ収
集を行っている。
　一方，湿式再処理用の機器に対し，解体せん断
一体化装置，遠心抽出器システムの開発及びその
高度化のための工学規模での技術開発を進めてお
り，将来の工学規模ホット試験のためのデータ収
集を行っている。
　
５．今後の予定

　２００５年度の実用化戦略調査研究フェーズⅡの最
終取りまとめに向けて，候補概念の明確化の根拠
となるデータを着実に得ていくとともに，それ以
降に計画される工学規模ホット試験に向けての準
備を着実に進めていく。
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１．はじめに

　「FBR実用化戦略調査研究」において，再処理
システムの有望候補技術の一つとして，従来の湿
式再処理技術とは全く異なる概念の乾式再処理技
術があげられている。乾式再処理法として，金属
電解法と酸化物電解法の２つのプロセスを対象と
して検討を進めている。
　また，乾式再処理法に使用される機器について
は，高温の溶融塩等による厳しい腐食環境に対す
る耐食性が要求されることから，湿式再処理とは
異なる観点からの機器の開発が必要である。

２．金属電解法プロセス開発

　金属電解法乾式再処理技術は，金属の精錬技術
を応用したもので，工程が単純で高い経済性が期
待されると共に，核拡散抵抗性，環境負荷低減の
観点から優れた可能性を有している。現在考えら
れている酸化物燃料及び金属燃料を対象にした乾
式再処理プロセスを図１に示す。
　金属燃料の場合は，使用済燃料せん断片からボ
ンドナトリウム（Na）を除去した後，電解精製工
程へ移送する。酸化物燃料の場合は，脱被覆工程
においてせん断ピンから被覆管を除去した後，Li
還元工程において塩化リチウム（LiCl）溶融塩中
で金属リチウム（Li）により，金属へ還元する。
こうして得られたアクチニド元素を含む金属は，
電解精製工程において，塩化リチウム－塩化カリ
ウム（LiCl-KCl）溶融塩中で溶解し，固体陰極あ
るいは液体カドミウム（Cd）陰極でアクチニド元

素を核分裂生成物から分離して回収する。回収し
たアクチニド元素には，溶融塩や液体カドミウム
といった溶媒が付着しているため，陰極処理工程
において付着物を高温で蒸留分離する。陰極処理
で得られたアクチニド金属はそのまま金属燃料の
ための再処理製品となる。酸化物燃料とする場合
は，酸化処理を行い再処理製品とする。一方，電
解精製工程等の使用済み溶融塩には多くの核分裂
生成物が含まれるため，定期的に塩リサイクル処
理（パイロコンタクタによる超ウラン元素回収及
びゼオライトカラムによる核分裂生成物除去）を
行い，溶融塩を再生する。
　金属電解法は，これまでに金属電解法乾式再処
理技術の開発実績を有する財団法人電力中央研究
所と共同で高レベル放射性物質研究施設（CPF）
にプルトニウムを使用することのできる金属電解
法乾式再処理試験設備を整備し，図１の下線で示
す，Li還元工程，電解精製工程，陰極処理工程及
び酸化工程の主要な工程について研究を行ってい
る。これまでに，設備の試運転を兼ねたコールド
試験を終了し，酸化ウラン及び金属ウランを使用
したウラン試験を実施している。

２．１　試験設備

　乾式試験設備として図２のようなグローブボッ
クス３基をCPF内に新設した。このうちの１基
は，Ar循環精製装置による換気設備を使用して
高純度Ar雰囲気（O2，H2O＜１０ppm）とし，金属
電解法の一連のプロセス試験を実施するため，還
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図１　金属電解法乾式再処理プロセス
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元試験装置，溶融塩電解装置，蒸留試験装置及び
酸化処理装置の他，示差熱分析装置，ガスクロマ
トグラフ等の分析装置を設置した。加熱炉は，還
元/酸化試験用として抵抗加熱炉２基（最高使用
温度８００℃），蒸留試験用に誘導加熱炉１基（最高
使用温度１，６００℃）が設置されている。

２．２　ウラン試験

　試験設備の設置後，コールドの模擬物質（チタ
ン）を用いて基礎的試験条件を確認した後，ウラ
ン試験を実施した。
　ウラン試験では，プルトニウムを添加する前
に，ウラン単独系での基礎データを取得すること
を目的として，酸化ウランの還元から回収した金
属ウランの酸化処理までの一連の試験を実施して
いる。試験の概要と結果を以下に示す。
（１）還元試験
　UO2ペレットを使用して，還元速度及び還元率
を測定するための還元試験を実施した。試験で
は，タングステン（W）製のるつぼに粒径１mm
以下に粉砕した１０gのUO2粉末をLiClと共に装荷
し６５０℃ でLiを漸次あるいは一括添加する。試験
中，定期的にサンプルを採取し，LiCl中のLi2O濃
度を測定し還元反応の進行と還元率を同定した。
試験結果を図３に示す。塩の撹拌を行った場合，
UO2粉末は反応当量のLiを添加後約１３時間でほぼ
完全に金属に還元されたことが塩中Li2O濃度分析
により確認された。塩の撹拌を行わない場合は，
倍以上の時間を要することが明らかとなった。

（２）電解精製
　還元ウランを使用した電解精製において，陽極
に装荷したウランの溶解量を測定し，溶解率を同
定するための試験を実施した。試験は，Li還元試
験で得られた還元ウランを陽極として約５００℃ の
LiCl-KCl-３wt ％ UCl3中で直径１２～１５mmの鉄陰極に
定電流を流すことで電解精製を行った。金属ウラ
ンの回収量及び電流効率は，蒸留による陰極処理
後の金属ウラン量から評価した。試験の結果，図
４に示すようにデンドライト状のウランが回収さ
れた。還元ウランはるつぼに装荷した状態で陽極
としているため陽極分極が大きかったが，陽極近
傍の塩を攪拌することにより改善されることが認
められた。還元物を陽極とした電解精製におい
て，陽極溶解率は９９％以上を達成できることが確
認された。

技
術
報
告

図２　乾式試験用グローブボックス設備

図３　還元率の時間変化

図４　電解析出物（金属ウラン）
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（３）陰極処理試験
　電解精製試験で得られた固体陰極析出物中の金
属ウラン量を同定するため，析出物に付着する塩
化物を蒸発分離する蒸留試験を実施した。試験で
は，固体陰極析出物を機械的に掻き取り，タング
ステン製のるつぼに装荷して，１，４００℃ まで加熱
した。試験中の温度プロファイルを図５に示す。
　事前に行ったLiCl-KCl-３wt ％ UCl3のみの蒸留試
験では，９２０℃ の時点で蒸発物を輸送するノズル
部の温度上昇が観察され，この点から塩化物の蒸
発輸送が開始されたと考えられる。電解析出物を
用いた試験でも９５０℃ 程度で付着塩が蒸発を始め
たと考えられる。試験の結果，析出物に付着する
塩化物は析出物重量の約５０％であった。装荷した
析出物の約９７％を塩化物あるいは金属として回収
した。
（４）酸化試験
　陰極処理工程で得られた金属製品を酸化処理
し，酸化物燃料の原料とするための酸化試験の一
環として，電解析出物のデンドライト状ウランの
酸化試験を実施した。試験は，示差熱分析装置
（TG-DTA）内でAr-２０％O2ガス気流下で実施した。
TG-DTA測定結果を図６に示す。図より約２５７℃ に
おいてDTA曲線に発熱ピークが観察されると共
にTG曲線に重量増加が見られることから，この
温度で酸化反応が始まったことが推察される。ま
た，３５４℃ には塩化物の溶融による吸熱ピーク
（LiCl-KCl-３wt ％ UCl3の融点：３５２℃）が観察され
た。さらに温度が上がり，６６１℃ 付近よりTG曲線

は重量減少を示しており，塩化物の蒸発が顕著に
現れているものと推察される。

２．３　まとめ

　これまでに，試運転及びコールド試験を経て，
還元～蒸留，酸化までの金属電解法乾式再処理の
一連のウラン試験を実施した。その結果，Li還元
工程に投入したウラン量の９５％を金属製品として
回収できることを確認した。当面，ウラン試験を
継続し，物質収支データの充実を図る予定である。
　ウラン試験終了後は，MOX及びPuO2を使用し
たプルトニウム試験を実施し，ウラン試験と同様
の物質収支データを取得すると共に模擬核分裂生
成物を添加して，金属電解法乾式再処理での除染
係数データ等を取得することとしている。

３．酸化物電解法プロセス開発

　乾式再処理法の一つである酸化物電解法に関す
る技術的成立性を確認するため，プロセスの基礎
試験を実施している。酸化物電解法とは，溶融塩
に溶解した使用済燃料からウラン及びプルトニウ
ムを電解操作により酸化物として電極上に回収す
る手法である。図７に酸化物電解法の基本工程を
示す。工程の中心となるPuの回収手段としては，
核不拡散の観点からUと共に混合酸化物として陰
極上に析出させるMOX共析法の適用を目指して
開発を進めている。
　試験としては，U及び模擬FPを用いた試験を応
用試験棟溶融塩電解試験装置（図８）にて，溶融
塩中でのPuの基礎物性及び電気化学的データ取
得をロシア原子炉科学研究所（RIAR）への委託試
験にて，U，Pu，模擬FPを用いたMOX共析試験
をRIARへの委託試験（電力共通研究）にてそれ
ぞれ実施した。以下に各試験の概要を述べる。
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図５　陰極処理試験中の温度変化

図６　TG-DTA測定結果
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３．１　ウラン試験

　MOX共析工程においては，溶融塩に酸素，塩素
ガスを吹き込み，プルトニウムをPuO22＋とし，UO2
の析出電位よりも若干卑な電位にて定電位電解を
行い，UO2とPuO2の共析出物を得ることができる
（図９）。
　過去のMOX共析試験においては，希土類元素の
析出物顆粒中への混入が見られるが，UO2電解
（酸素ガス吹き込みがない条件）では析出物への移
行は見られていない。また，UO2電解では希土類
元素（Ce）が共存する系での電流効率の低下が見
られるが，MOX共析工程では，Ceが共存しても
高い電流効率が得られている１）ことから，酸素ガ
スの吹き込みによるCe塩化物の酸塩化物への転
換が考えられる。
　システム設計においては，希土類金属イオンの

析出電位がMOXの析出電位から離れていること
からその混入量を低く評価しているが，Ceが酸
塩化物として挙動している可能性があることか
ら，不純物として含まれる希土類元素が酸素ガス
共存下において電解に与える影響を検討するため
に不純物としてCeを用いたU試験を実施した。
（１）試験概要と結果
　使用した塩はNaCl-２CsClであり，初期のU及び
Ce濃度はそれぞれ５．５wt％，２．０wt％に調製した。
電解は溶融塩温度６２０℃，電流密度は初期陰極表
面にて約０．０６A/cm2の定電流にて実施した。
　電解は，ガスの吹き込み条件をパラメータとし
て以下に示す３ランを連続して実施した。ガスの
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図７　酸化物電解法基本工程（MA（Am，Cm）と残りのUO2を同時回収）

図８　溶融塩電解試験設備

図９　MOX共析の原理
（MA（Am，Cm）と残りのUO2を同時回収）
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吹き込み総量は０．１５L/分，電解時間は各２時間
である。
①Cl2：O2：Ar＝１０：１：４
②Cl2：O2：Ar＝５：２：８
③Cl2：O2：Ar＝２．５：２．５：１０

　得られた析出物は，洗浄及び秤量後，混入して
いるCe量の分析を行った。
　電解の結果を表１に示す。電流効率は，洗浄後
の析出物の重量から算出したものである。
　Ceの析出電位はUO2に比して卑であるため，電
解により析出することは考えにくい。従って，U
との置換や酸塩化物としての析出等，別のメカニ
ズムによるものと想定されることから，今後は塩
中での希土類元素の挙動解析が必要とされる。
（２）析出物の形状
　電解により得られた析出物は粉砕，洗浄後，振
動充填燃料の原料として使用されることから，析
出物顆粒の形状を把握することが必要である。不
純物を含まない系における電解では，図１０に示す
ような形状のUO2が得られた。析出物の粉砕を行
っていないため，約０．２mm程度以下の比較的小
さい結晶が集積した顆粒状となっている。UO2の
電解では通常１mm程度の粒径の顆粒が得られる
が，電解時間が短かったことにより結晶が十分成
長しなかった可能性がある。

３．２　Pu基礎データ取得

　MOX共析工程では，酸化還元電位の異なるU
とPuを電解操作で回収するため，Puを効率的
に回収するためには溶融塩中でのプルトニウム

イオンの価数変化及び安定性に関する情報が必
要不可欠であるが，酸化物電解法で用いている
NaCs-２CsCl塩中でのこれらに関する測定はこれ
まで実施されていなかった。このため，同塩中で
の電気化学測定を行い，Puの酸化還元電位を正
確に測定した。試験では，プルトニウムの酸化還
元電位が，酸素イオンの有無により，どのように
変化するかを確認するため各種パラメータを変化
させて実施した。
　試験パラメータは，①塩中Pu濃度，②試験温
度，③塩中酸素ポテンシャルとした。このうち，
塩中Pu濃度は，測定に適したPu濃度を検討する
ために，低い濃度から徐々に濃度を高めていった
ものである。図１１に試験に用いた電気化学測定セ
ルを示す。るつぼ及び陽極にはカーボンを，陰極
にはタングステンまたはカーボンを用いた。参照
電極は，塩素ガス電極を用いた。
　図１２に測定結果の一例を示す。
　電気化学測定の結果，NaCl-２CsCl塩中でのPu
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図１０　UO2析出物の拡大写真

表１　電解試験結果

Ce混入量電流効率析出物重量

３．２wt％２４％２．４g①

３．２wt％７０％７．０g②

３．３wt％２５％２．５g③

図１２　Puの電気化学測定結果（一例）

図１１　電気化学測定セル外観
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（Ⅲ・Ⅳ価）の酸化還元電位を取得することができ
た。また，酸素分圧を上昇させた系では，電気化
学測定で観察されたPuの酸化ピークが減少する
傾向が観察され，酸素ポテンシャルを上げること
で溶融塩中のPuイオンが沈殿していくことが推
測された。

３．３　MOX電解共析試験

　MOX共析工程のプロセス制御試験として，使
用済燃料からPu富化度３０％程度のMOX顆粒を得
るための試験を，電力共通研究としてロシア原子
炉科学研究所（RIAR）にて実施している。これま
での試験により，使用済燃料中のFP元素（Nd，
Ce，Sm，Pr，La）及び腐食生成物（CP：Fe，Cr）
による，MOX共析への影響評価を行い，高Pu富
化度の回収物を得ようとする場合に，同時にPuO2
を主成分とする沈殿が発生することが判明してい
る。２）

　沈殿を抑制する電解条件について，吹き込むガ
ス中の塩素ガス分圧を高くすることで，沈殿を抑
制し，PuO2沈殿が生成せず，かつ析出物中のPu
富化度が３０％以上となる電解条件を把握した。回
収したMOX析出物の外観を図１３に示す。
　また，上記の試験結果を踏まえて，使用済燃料
の再処理を模擬した一通りのプロセス試験を実施
した。試験ではU，Pu，Amと共に，模擬FP（Nd，
Ce，La，Ba，Mo，Zr，Pd，Ru，Rh）及び模擬
CP（Fe，Cr）を導入し，図７に示した基本工程に
準じた操作を行った。試験におけるU，Pu，Am
のマスバランスは９５％以上となり，おおむね良好
であった。また，回収されたMOX析出物のPu富
化度は３０％近い結果が得られた。３）

３．４　まとめと今後の展開

　酸化物電解法の中心となるMOX共析工程の成
立性を検討するための基礎となる各種試験を実施
した。試験により，溶融塩中におけるPuや不純
物元素の挙動を検討するための基礎データが得ら
れつつあり，プロセスとして実現させるための電
解制御条件の検討を実施中である。引き続き基礎
データを取得しつつ，RIARでのMOX共析試験を
通して，プロセス制御条件の確立を図っていく予
定である。

４．周辺技術開発

４．１　溶融塩中核種分析技術開発

　乾式再処理では，高温の溶融塩中でU，Pu等の
核物質を取扱うことから，塩中の核種を分析する
ことが必要となる。この溶融塩中に含まれる核物
質の量を迅速かつ正確に分析することは，乾式再
処理の工程を安定，安全に運転するためにも必要
となる。このため，光学的な手法を用いた分析技
術に開発を実施している。各分析手法の特性を試験
検討により把握した上で，適用性を評価していく。
（１）蛍光光度法によるウラン測定試験
１）試験装置概要
　市販の蛍光光度計を測定に用いて特製の光学セ
ルホルダーをセル室内に設置して行った。この光
学セルホルダーは，加熱ヒーター及び制御用の熱
電対を備え，測定試料の温度を５ ℃ から上限８００  ℃
程度まで制御することが可能である。測定試料に
ついては，幅１０mm，厚さ１mmの石英ガラス製
光学セルの中に溶融状態（６５０℃）で充填し，常温
にて冷却固化したものを用いた。
　測定試料は励起光の出射口に対し４５° に設置さ
れ，励起光により生じた蛍光発光は出射口から
９０° の角度にある受光部で検知される。セル室内
の光学系の配置を図１４に示す。
２）結果
①　蛍光強度とウラン濃度の関係
　ブランク補正を行い試料表面で物理的に反射し
た励起光の影響を除外したUO2Cl2の蛍光スペクト
ルを図１５に示す。
　上記の結果からUO2Cl2より生じる蛍光スペクト
ルは５３０nm付近に大きなピークが見られた。この
５３０nmにおける蛍光強度と試料中のUO2Cl2濃度の
関係については，UO2Cl2濃度が約０．１mol％以下の
場合に正の相関を持つこと分かった。また，UO2Cl2
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図１３　MOX析出物外観
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濃度が０．１mol％を超える場合には，U濃度の増加
に伴い蛍光強度が減衰する濃度消光の効果が見ら
れた。
②　蛍光強度と試料温度の関係
　図１６に蛍光強度と試料温度との関係を示す。更
に得られたデータについて，Y＝a・exp（b・X）
の指数関数を用いた曲線回帰分析を行ったとこ
ろ，極めて高い当てはまり精度（R2＝０．９６８）を得
た。このため，発光強度の温度依存性については，
おおむねアレニウスの法則に従うことが分かった。
（２）コールド試験による各種元素の吸光度測定
１）試験装置概要
　電気化学試験室内のグローブボックス内に溶融
塩吸光度測定装置（光学系及び光学定盤）及び分
光用小型電気炉を設置し，電気炉内に内径２５mm
φの石英管付吸光セル（セル部：石英製，セルパ
ス：１０mm）を挿入し，吸光スペクトルを測定し
た。測定試料は吸光セルに装荷され，６５０±１０℃

に加熱溶融される。吸光セル内面に付着した気泡
を除去するためArガスの供給又は，ガラス管によ
る攪拌を行った後に，測定を実施した。図１７に試
験装置概要を示す。
２）試験結果
　希土類の測定結果としてNd3＋，貴金属の測定結
果としてPd2＋の測定結果を一例として示す。
①　Nd3＋の吸光スペクトル
　NaCl-２CsCl溶融塩中のNd3＋の吸光スペクトル
結果よりNd3＋は３５３，３６０，５１７．５， ５３３．５，５８９， 
７５１．５，８１０nmに極大波長を取り，５８９nmに急峻
なピークを取ることが確認された。図１８に５８９nm
におけるNd3＋濃度と吸光度の関係を示す。この結
果より，Nd3＋濃度と吸光度の間に良好な正の相関
関係があることが確認された。
②　Pd2＋の吸光スペクトル
　NaCl-２CsCl溶融塩中のPd2＋の吸光スペクトル結
果より５０５．５nmを極大波長とし，４５０～７００nmの
間になだらかなピークを有することが確認され
た。図１９に５０５．５nmにおけるPd2＋濃度と吸光度の
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図１４　セル室内の光学配置

図１５　UO2Cl2蛍光スペクトル（励起光；３６１nm）

図１６　蛍光強度（５３０nm）と試料温度（T）との関
係（励起光：３６１nm）

図１７　試験装置概要
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関係を示す。この結果より，Pd2＋濃度と吸光度の
間に良好な正の相関関係があることが確認された。
（３）金属Pu溶解試験
　U，Pu等の分析技術においては，従来の湿式再
処理での分析法が十分な実績を有している。その
ため，乾式独自の分析法が十分に確立するまで
は，乾式再処理試験試料の分析は湿式法での分析
となる可能性がある。そのため，乾式再処理試験
より発生する固体試料を溶解し，湿式法に適用で
きるようにする必要がある。そこで，Pu系固体
試料のマイクロ波を利用した溶解技術開発を行っ
ている。マイクロ波溶解法は，１試料を溶解試薬
とともに密封容器に入れてマイクロ波を照射する
ことによって，高温・高圧状態で溶解を促進させ
る方法である。図２０に装置概略図を示す。また，
溶解曲線を図２１に示す。硝酸のみでは溶解速度が
遅いものの，従来法と同様の硝酸－微フッ酸で溶
解を行うと，従来法と比較して格段に溶解の進展
が早く，マイクロ波溶解法が十分有効であること
が分かった。

４．２　廃棄物処理技術開発

　乾式再処理より排出される放射性FPを含む塩
化物の廃棄物に既存のホウケイ酸ガラス固化を適
用するには，塩化物のガラスへの溶解性が低いこ
とから，これを酸化物へ転換処理する必要があ
る。このため，この転換処理に関連する技術開発
を行った。
　塩化物の酸化物への転換処理については，既存
の手法としてホウ酸（H3BO3）を用いたものがあ
るが，CsClを酸化物とする際に過剰なホウ酸が
必要となり，処理後に発生する廃棄物量が大きく
なってくる。そこで熱力学計算コードによる事前
検討をもとに（図２２），以下の反応により同様の反
応を効率良く生じさせることができる酸化ホウ素
（B2O3）及び水蒸気（H2O）を用いた手法を試みた。

２MCl＋xB2O3＋H2O→M2O・xB2O3＋２HCl（８００℃）
M：Li，Na，K，Cs等，アルカリ金属

　このような手法を用いて，乾式再処理にて実際
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図１８　５８９nmにおけるNd3＋濃度と吸光度の関係 図２０　装置概略図

図２１　溶解曲線図１９　５０５．５nmにおけるPd2＋濃度と吸光度の関係
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に使用する［Na，Cs］Clを用いた転換試験を実施
した（図２３）。試験の結果，既存手法に対して発生
する廃棄物量を約２割軽減できることを確認した。

４．３　保障措置技術開発

　東海再処理工場及び六ヶ所再処理工場の湿式再
処理法の施設に対しては実際に保証措置が適用さ
れている。一方，乾式法により再処理工程を構築
した場合の保障措置の適用については，今後の検
討課題のひとつである。
　このため米国ロスアラモス国立研究所（以下，
LANL）との共同研究により，乾式再処理施設の
ための保障措置技術（計量管理手法）の検討を行
っている。酸化物燃料を対象にした場合は，軽水
炉再処理に比較して高いPuスループット，低除
染燃料による測定精度の低下及び工程内滞留量が
大きいこと等が課題としてあげられた。このた
め，塩中に滞留する核物質の量，Pu取扱量が多い
ことから，従来型の計量管理手法では頻繁なク

リーンアウト操作が必要となり，運転への影響が
大きいことが分かった。
　そこで，乾式再処理施設の計量管理手法として
ARBI（Adjusted Running Book Inventory）統計量
を用いて転用のないことを保障する概念を適用す
ることを提案している。本概念は，電解槽について
は槽内の核物質量の測定を実施し，受け入れ量と払
い出し量の測定値から計算した値と電解槽内に滞
留する核物質量の差が電解槽内を除く工程内滞留
量としてほぼ一定の値を示していれば，核物質の転
用は発生していないことを表すというものである。
　LANLからは，ARBI統計量を計量管理に適用す
る場合の課題を検討した結果，電解槽を除く工程
内滞留量はほぼ一定値に飽和すること等の前提条
件が必要なこと，工程内滞留量の変化についての
工学的な検討が必要であること及び電解槽内の核
物質量を正確に測定する必要があること等の課題
があげられている。

５．機器開発

５．１　せん断・脱被覆装置開発

　酸化物電解法では溶融塩中に溶解させた使用済
燃料中から電気化学的にUO2，PuO2を還元析出さ
せて回収する。この際，処理能力の観点から使用
済燃料を溶融塩中へ容易に溶解させるためには，
あらかじめ使用済燃料を粉体化しておくことが要
求される。また，効率的にUO2，PuO2を還元析出
させるためには，金属製構造材はできるだけ溶融
塩中に溶解させないことも要求される。これらの
要求機能を満足するため，本装置は解体工程におい
て使用済燃料集合体から取り出した燃料ピン全体
（燃料と構造材）を粉砕する機能，並びに構造材で
ある金属製の被覆管及びワイヤーと燃料を分離す
る機能を有するものとしている。本装置の特長は，
①粉砕処理により使用済燃料を溶融塩に溶解し易
い粉体状に加工できること，②粉砕処理時の機械
的応力により構造材が帯磁する性質を利用するこ
とで，磁性を帯びない使用済燃料と磁性を帯びた
構成材とを磁力により分離が可能なことである。
　これまでに，基礎データ取得用として二軸せん
断破砕法による粉砕試験装置，並びに分級及びド
ラム型磁選法による磁気分離装置を製作し，模擬
燃料ピンを用いた工学規模コールド試験により粉
砕及び分離に関する基本性能を確認してきた４）。
　機械式破砕機については，せん断刃等の磨耗及
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図２２　熱力学計算コードによる計算結果

図２３　処理後の生成物
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び破損による寿命を評価するため，回転刃，スク
リーンの減肉量と燃料ピン処理量の関係を把握す
る試験を実施した。その結果，回転刃については
減肉許容量を０．１mmとした場合，約３０万本の破
砕処理が可能であることが確認された。なお，「FBR
実用化戦略調査研究」の設計における５０tHM/yプ
ラントでの年間処理本数は約７８，０００本であること
から，装置寿命は約４年となる。また，スクリー
ンについては減肉許容量を３mmとした場合，約
４８，９００本の破砕処理が可能であり，耐久性の向上
が今後の課題である。
　一方，磁気分離機については，これまでの検討
結果から課題とされる燃料と構造材との分離効率
を向上させるため，繰り返し磁気分離を行う多段
分離法による分離性能確認試験を実施した。その
結果，磁性体側（磁性を帯びた構造材側）の磁気
分離を２回繰り返すことにより，燃料分離効率は
約８６％から約９６％へと８％程度向上することを確
認した。「FBR実用化戦略調査研究」で要求され
る燃料分離効率９９．９％は磁気分離操作を多段化す
る等の改良で可能となるが，装置が大型化し，工
程も複雑となることから，下記に示すハル溶融分
離工程を含めることで要求性能の達成を図る。
　また，各要素機（機械式破砕，分級搬送，磁気
分離）をシステム化した際の基本性能及び課題を
確認するための機械式脱被覆システム試験装置
を，第２応用試験棟３階試験室に設置した。装置
の外観を図２４に示す。
　なお，機械式粉砕の際，被覆管の金属破砕粉
（以降，ハル）に燃料粉が同伴することにより燃
料回収率が低下するという課題への対策として，
磁気分離後のハルを誘導加熱炉に投入し溶融する
ことで，電磁アルキメデス力により金属成分を内
側に，燃料を外側に集めて分離するハル溶融分離
装置も併せて開発している。
　これまでにセル内溶融炉として有利と考えられ
るCCLM（Cold Crucible Levitation Melting）技術
による分離試験等を実施した。CCLM方式の概念
を図２５に示す。
　溶融分離試験の結果，溶融金属を炉底から出湯
することにより，模擬核燃料と金属の分離が可能
であり，出湯後の金属中への模擬核燃料の移行率
は最大０．２５％であることを確認した。また，溶融
炉内には投入量の約９０％の模擬核燃料が金属とと
もに残留することが確認された。

５．２　形状管理式CCIM型溶融塩電解槽開発

　「FBR実用化戦略調査研究」における溶融塩電
解槽の設計では，質量管理による臨界管理方式を
想定しているため電解槽の多系列化が不可避とな
る他，頻繁な計量管理に伴う溶融塩のサンプリン
グや分析作業によるプラント全体の処理能力の低
下が懸念されている。また，酸化物電解法では高
温の溶融塩環境下においてプロセスガスとして塩
素や酸素を使用するため，電解槽内は過酷な腐食
条件となる。このため，現行装置では耐食性の観
点から緻密化ジルコンを採用しているが，セラミ
ック系材料であることから大型化する場合の製作
性，耐震性，機械的強度の課題を抱えている。
　そこで，処理能力の向上，廃棄物発生量の低減
等の観点から，るつぼを冷却することにより温度
を低減するとともに，内面に形成される塩凝固層
（スカル層）によって腐食性物質を遮断するコール
ドクルーシブル（CCIM：Cold Crucible Induction 
Melting）技術の適用により腐食環境を緩和する
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図２４　機械式脱被覆システム試験装置

図２５　CCLM方式によるハル溶融分離の概念
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とともに，臨界管理を形状管理方式とすることに
より核物質の計量時間の大幅な合理化を図った先
進的溶融塩電解槽として形状管理式CCIM型溶融
塩電解槽の開発を進めている。本装置の特長とし
ては，①CCIM技術による固体塩の溶融時間の大
幅な短縮化，②るつぼ表面がスカル相に覆われる
ことによるるつぼ材料と腐食物質（溶融イオン，
塩素ガス，酸素ガス）との接触の抑制，③るつぼ
材料温度の低下による腐食速度の低下，④るつぼ
材料として金属材料が使用可能なため，装置の大
型化の容易性，⑤金属材料の使用によるるつぼの
耐震性，機械的強度の向上，⑥形状管理式臨界管
理方法による電解槽数の削減，⑦核物質の計量時
間の合理化などが期待できることである５）。
　これまでにCCIM技術の電解槽への適用性の確
認，並びに基礎データ取得用として工学規模の円
環型誘導加熱式電解槽（図２６）を第２応用試験棟
３階試験室に設置するとともに，メーカが所有す
る半球型CCIM装置を用いて黒鉛製補助加熱体に
よる固体塩の加熱溶融の可能性を確認した。ま
た，商業規模電解槽においては遠隔操作性も考慮
した大型の電極が必要となることから，電極設計
支援計算コード開発にも着手している６）。
　工学規模の円環型誘導加熱式電解槽を用いた
コールド電解試験により，商業規模電解槽を想定
した場合の電極の大型化に伴う電流密度分布によ
る電解析出物の偏析性を緩和する方法として考案
した２種類の電極対（上下配置電極/交互配置電
極）と２種類の電解方法（主電解/補助電解）を
組み合せた電解システムの有効性を確認した７）。
　さらに，同装置を用いた誘導加熱試験を実施
し，得られた温度分布データから諸パラメータを

調整した計算コードを用いた数値解析により，商
業規模の溶融塩電解槽の加熱性能を評価した。そ
の結果，るつぼ底部に設置した円環型黒鉛製補助
加熱体の局部加熱という課題はあるものの，高周
波電源周波数３kHz，入力電力２MWという加熱
条件により，約１tの固体塩を４０分程度で６５０℃ 程
度にまで加熱溶融可能であることを確認した８）。
　また，電極設計支援計算コードの解析精度向上
を図るため，小規模ウラン電解試験を実施しUO2
の偏析性について実験的に確認するとともに（図
２７），偏析結果を基に計算コードに使用する分極
データを整備した。さらに，本計算コードを用い
て商業規模電解槽における電流密度分布を評価
し，電解析出状況を推定・評価した。

５．３　塩蒸留装置開発

　酸化物電解法では電解工程で回収した陰極析出
物を燃料製造工程へ供給するため，陰極析出物に
同伴する塩を除去する陰極処理装置が必要とな
る。塩除去の方法としてはプロセス設計の合理化
の観点から蒸留方式が有望とされている。しかし
ながら，酸化物電解法の溶融塩（NaCl-２CsCl）に
関する工学的な蒸発特性データはない。そこで蒸
発速度に関する基礎データを取得するため塩蒸発
試験を実施している。
　塩の蒸発挙動を推定するため，拡散係数式
（Chapman-Enskogの式９））と気体拡散理論を組み
合せた理論式を検討し，圧力，温度，蒸留時間及
び蒸発面積をパラメータとし，小型装置（図２８）
を用いた基礎試験により，基礎データの取得を行
った。各パラメータ試験の結果，塩単独系におけ
る蒸発速度は理論式から予想された傾向を示し，
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図２６　円環型誘導加熱式電解槽 図２７　UO2電析状況（陽極側に偏析）
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圧力に反比例し，絶対温度の平方根，蒸気圧，蒸
留時間及び蒸発面積に比例した。また，模擬析出
物（HfO2）を混合させた条件での蒸発速度は塩単
独系の条件の約１/５程度に低下した。これは，
析出物の混合により塩の蒸発面積が制限されたこ
と，並びに模擬析出物の存在により塩の蒸発が阻
害されたためと考えられる１０）。
　商用規模装置を設計（構造，寸法，運転条件）
していく上で，析出物混合による塩蒸発速度への
影響評価は重要であることから，今後，これらに
関する基礎データを取得していく予定である。

６．乾式機器用材料開発

　酸化物電解法では６５０℃ の溶融塩中で塩素や酸
素を使用しながら使用済燃料の処理を行うため，
厳しい腐食環境が形成される。このため，溶融塩
電解槽に適用するるつぼ材料の腐食低減が重要な
開発課題であり，これまでにコールドクルーシブ
ル技術の適用とセラミック材によるるつぼ材料の
高耐食化を中心に技術開発を進めてきた。
　これまでに，各種金属材料を対象に，材料温度
をパラメータとした腐食試験を実施し，耐食性上
有望な金属材料としてハステロイ材を選定し
た１１）。この結果をもとに，さらに溶融塩中に腐食
性模擬FP塩を共存させた環境で，試験片の冷却
によって塩凝固層を形成し，ハステロイ材の腐食
試験を行った。腐食試験装置の概要と試験前の供
試材外観を図２９に示す。
　試験の結果，塩凝固層内には模擬FP塩の浸透
が認められ試験片と接触した環境であったが（図
３０参照），腐食速度は０．１mm/y以下であり，優れ

た耐食性を示した。また，水洗後の試験片は試験
前同様の光沢を維持しており，外観上の変化は認
められなかった。このことから，塩凝固層によっ
て保護された材料は，腐食性物質が溶融塩中に共
存しても，凝固塩中で固体化するために，腐食に
ほとんど影響しないものと推定された。
　一方，セラミック材によるるつぼ材料の高耐食
化については，これまでに酸化物電解法の腐食環
境で良好な耐食性が期待されるセラミック材を熱
力学計算及び腐食試験結果から選定し，耐食性を
有効に利用する方法としてコーティング膜の適用
を検討してきた。また，膜の施工方法として，溶
射膜を基本として封孔処理にゾル・ゲル膜を利用
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図２８　塩蒸留試験装置の概略図

図３０　試験後における試験片及び塩凝固層の観察結
果（塩凝固層形成前FP添加）

図２９　CCIM環境模擬腐食試験装置の概要
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した複合膜の検討を進めており，黒鉛へのセラミ
ックコーティングについては技術的見通しが得ら
れている。密着性及び耐食性の観点から，金属材
にコーティングする膜の改良を行い，塩素－酸素
雰囲気における環境暴露及び溶融塩中浸漬試験に
よって効果の検証を行った。その結果，ハステロ
イ材に対して，溶射膜に安定化ジルコニア（ZrO2-
８％Y2O3），ゾル・ゲル膜にジルコン（ZrSiO4）を
適用した複合膜について評価した結果，溶融塩中
での密着性は良好であったものの，気相中では膜
の剥離が認められ，課題を残した。暴露試験後に
おける各試験片の外観観察結果を図３１に示す。今
後は，気相中における密着性を改善するために，
溶射膜及びゾル・ゲル膜の配合や膜の性状につい
て再検討を行い，改良を行う予定である。

７．まとめと今後の予定

　「FBR実用化戦略調査研究」における実用化候
補概念の一つである乾式再処理技術開発につい
て，プロセス開発と機器開発を実施している。
　プロセス開発については，金属電解法及び酸化
物電解法について検討を実施している。
　金属電解法については，還元～蒸留までの金属
電解法乾式再処理の一連のウラン試験を実施し
た。その結果，Li還元工程に投入したウラン量の
９５％を金属製品として回収できることを確認し
た。ウラン試験終了後は，MOX及びPuO2を使用
したプルトニウム試験を実施し，金属電解法乾式
再処理での除染係数データ等を取得していく予定
である。
　酸化物電解法については，MOX共析工程の成
立性を検討するための基礎となる各種試験を実施
した。試験により，溶融塩中におけるPuや不純

物元素の挙動を検討するための基礎データを取得
しつつ電解制御条件の検討を実施中である。引き
続き基礎データを取得しつつ，RIARでのMOX共
析試験を通して，プロセス制御条件の確立を図っ
ていく予定である。
　一方，乾式再処理用の機器に関しては，せん断・
脱被覆システム装置，形状管理式CCIM型溶融塩
電解槽，塩蒸留装置の開発，またそれに必要な材
料開発を進めており，乾式再処理設備としての成
立性を評価するためのデータ収集を実施している。
　２００５年度のフェーズⅡの最終取りまとめに向け
て，候補概念の明確化の根拠となるデータを着実
に得ていく予定である。
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図３１　塩素－酸素雰囲気における暴露試験後の外観
観察結果
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１．はじめに

　実用化戦略調査研究で目指す燃料サイクルを実
現するためには，燃料製造コストを大幅に低減す
るとともに遠隔操作を必要とするTRU（超ウラン
元素）リサイクル燃料の製造に対応できる燃料製
造技術の開発が必要である。
　従来のMOX燃料製造では，プルトニウムの取
り扱いに起因してウラン燃料製造では必要とされ
ない技術や設備が，特に粉末を取り扱う工程に求
められ，これらが大幅な製造コストアップの要因
となっていた。従来の機械混合による製造プロセ
スを基にした技術改良では，MOX燃料製造コス
トの削減に限界があるため，燃料製造プロセスそ
のものを見直し，プルトニウムとウランの混合比
を燃料仕様に調整した溶液をJNC独自の技術であ
るマイクロ波加熱脱硝により直接混合転換する技
術を基にしたショートプロセスと呼ばれる新たな
ペレット製造プロセスの開発を進めている１） ，２） ，３）。
　ショートプロセスの概念を現行プロセスと比較
して図１に示す。現行の混合転換工程では，プル
トニウムとウランが等量となるように硝酸プルト
ニウムと硝酸ウラニルの溶液を混合しているが，
ショートプロセスでは，この混合段階でプルトニ
ウム濃度を調整し，その後のマイクロ波加熱脱
硝，焙焼還元工程により得られるMOX粉末をそ
のまま成型，焼結してMOXペレットを得る。こ
の結果，粉末混合工程を含む多くのプロセスが不

要となり，抜本的な燃料製造コストの低減が可能
となる。また，TRUリサイクル燃料製造の実現に
は，遠隔操作による粉末取り扱いが大きな課題と
なっているが，粉末取り扱い工程がほとんどない
ショートプロセスは，課題の大部分を解決するこ
とができる。
　ショートプロセスを実現するため必要となる主
な要素技術は，溶液でのPu富化度調整技術，粉末
流動性の改良及びダイ潤滑型成型技術である。ま
た，MOX加工プラントの搬送設備の合理化には
粉末気流搬送技術が有効である。本稿では，これ
ら４つの要素技術開発について，これまでの開発
成果を報告する。

２．Pu富化度調整技術開発

　現行の燃料製造では，プルトニウムとウランが
等量となるように混合された硝酸溶液をマイクロ
波直接加熱脱硝法で混合転換したMOX粉末（以
下，１：１MOX粉末）とUO2粉末を秤量混合しPu
富化度を調整している。このため，原料となる１：
１MOX粉末には，高いPu富化度調整精度は要求
されていないので，当然，送液装置であるエアリ
フトも送液精度を求める設計はされていない。一
方，ショートプロセスでは，Pu富化度調整を混合
転換前の溶液段階で実施するため，硝酸プルトニ
ウム溶液及び硝酸ウラニル溶液の定量混合技術を
開発し，燃料仕様上要求される精度でプルトニウ
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図１　MOX燃料製造フローの比較
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ム及びウランの硝酸溶液を調製する必要がある。
　溶液混合によるPu富化度調整精度を評価する
ため，実際の送液設備を模擬したモックアップ装
置（図２）により送液精度調査試験を実施した。
試験の結果，現行設備でのPu富化度調整精度は，
送液精度と分析誤差や液量測定誤差を含めて評価
すると，目標にわずかに届かない３０wt ％±２．６％
であった。このため，図２の点線枠内のように設
備の一部改造（定量供給槽の追加）を行うことで
送液量を微調整できる手法を検討した。この結
果，施設の通常運転範囲のPu/U濃度溶液を用い
た場合（ここでは，Pu濃度を約２００g/LとしてU
濃度を変化させて検討）には図３に示すように，
目標とするPu富化度調整精度（想定Pu富化度：
３０wt％±２．５％）を十分に満足するPu富化度調整
精度（３０wt ％±１．８％程度）が得られることが分
かった４）。
　また，混合硝酸溶液のPu濃度を現行の５０％か
ら標準的な燃料のPu富化度である３０％程度に低
下しても，現行のマイクロ波加熱直接脱硝粉末と
同様の条件で転換可能であることを確認するた
め，　Pu富化度を３０％に調整した硝酸プルトニウ
ム・硝酸ウラニル混合溶液を用いたマイクロ波加
熱直接脱硝試験をビーカスケールで実施した。そ
の結果，Pu富化度調整溶液は，従来の１：１混合

溶液と同様の処理時間で脱硝処理ができ，得られ
た粉末も熱分析やX線分析の結果から１：１MOX
脱硝粉末と同様の熱特性であり，MOX粉末中で
のプルトニウム偏析等の異常のないことを確認し
た５）。
　以上の結果から，溶液段階でPu富化度調整を
行うことに関連する技術は，現行設備の一部を改
良する程度の変更で成立することを確認できた。

３．粉末流動性の改良及び直接成型焼結

　ペレット成型工程においては，所定量のMOX
粉末を成型金型に充てんし，軸方向荷重で圧縮す
ることにより成型体を得る。現行の１：１MOX
粉末は，粉末が細かいため粉末の流動性が悪く，
サイズが小さく比較的充てんしにくいFBR燃料ペ
レット成型用の金型へ所定量を安定して充てんす
るためにタブレット造粒を行っている。しかし，
ショートプロセスでは，マイクロ波直接脱硝法で
混合転換された粉末（以下，MH粉末）を直接ペ
レット化するため，そのまま金型に充てんできる
ようにMH粉末の流動性を改良するとともに，
MH粉末を実際に成型，焼結し，ペレットの焼結
特性や品質が現在の燃料仕様を満足できることを
確認する必要がある。
　MH粉末の流動性を改良する手法として，①従
来の焙焼還元条件よりも高い温度で処理し，仮焼
して粒成長を起こさせることにより流動性を改良
する手法（高温度焙焼・還元法）と，②造粒処理
による顆粒調製技術により流動性を改良する手法
（造粒法）について試験を実施し，得られた粉末
の流動性に対する金型への充てん性を確認した。

技
術
報
告

図２　Pu富化度調整試験装置

図３　Pu富化度調整精度
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流動性改良技術開発に当っては，粉末特性値を用
いて粉末の充てんし易さを評価する必要があるこ
とから，粉末の流動性評価手法の確立にも取り組
んだ。
　さらに，流動性を改良した粉末を用いて，ショー
トプロセスを模擬した成型及び焼結を行い，粉
末の成型性，焼結性，Pu均一性などを評価し，
ショートプロセスへの適合性を確認した。

３．１　流動性評価手法の確立

　核燃料粉末の流動性を表す指標としてはCarrに
より提案された流動性指数が良く知られている６）。
MH粉末の流動性改良に当っては，特に直接成型
を行うために金型への粉末の充てんし易さが重要
であるが，Carrの流動性指数と充てんし易さの関
係が明らかになっていないこと，Carrの流動性指
数を得るには，専用のパウダーテスタを用いる必
要があり，グローブボックス内での取り扱いが要
求されるMOX粉末の場合には簡単に測定できな
いこと等の問題がある。
　このため，真密度と粒径をパラメータとして表
１に示すような様々な粉末を用いて①Carrの流動
性指数と充てんし易さの関係を把握するととも
に，②簡便に測定可能な粉末物性値を用いて流動
性を評価する手法の開発を試みた。また，③粉末
の物性因子と流動性の関係を調査，整理するため
に，各種の粉末物性測定を行った。なお，物性測
定はMOX模擬粉末についても行い，評価指標策定
のための補間データとした７）。
（１）現行MOX粉末の流動性の調査
　粉末の流動性は，パウダーテスタによりCarrの
流動性指数を求め，充てん性は，模擬金型（φ ８
mm，h：２０mm）への充てん量測定により調査し
た。この結果，現行プロセス粉末のCarrの流動性
指数は２０～５０であり，流動性の程度は『あまり良

くない～不良』と定義されることが分かった。さ
らに，粉末の粒径，真密度，比表面積の違いが，
流動性に影響を与えると考えられるため，これら
の物性が異なる模擬粉末の流動性を測定した結
果，流動性指数は１６～８９であり，流動性に多大な
影響を与えることを確認した。また，Carrの流動
性指数が６０以上であれば模擬金型へスムーズに充
てんできることが分かった８）（図４）。
（２）簡便な評価手法の確立
　流動性と関係し，簡便に測定できる粉末物性値
として粉末のカサ密度とタップ密度に着目し，両
者の比から算出される圧縮度とCarrの流動性指数
との間の相関を調べた９） ， １０）。その結果，図５に示
すように原料粉末と造粒粉末の２つのグループに
分かれるが圧縮度とCarrの流動性指数には強い相
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表１　模擬粉末の物性

比表面積
（m2/g）

平均粒径
（μm）

真密度
（g/cm3）粉　　末　　名

４．３，７．８０．７，８．０７．２三酸化タングステン（WO3）

２．４２２１２．１二酸化タングステン（WO2）

２．６３７．３二酸化セリウム（CeO2）

２．９８５．３バリウムーフェライト（Ba-Fe12O19）

３．９０．７５．５酸化亜鉛（ZnO）

０．１～４．４２～７８４．０アルミナ（Al2O3）

図４　充填率と流動性指数との関係

図５　圧縮度による流動性評価（造粒粉末）
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関があり，MOX粉末についても圧縮度による流動
性評価が可能である。また，充てん性についても
圧縮度との相関が認められ，圧縮度により簡便に
充てん性を評価できることが確認できた１１）（図６）。
（３）流動性評価指標の策定・検討
　各種粉末物性と流動性との関係について比較
し，評価指標としての検討を行った。この結果，
Carrの流動性指数と凝集性（付着応力）や平均粒
径・真密度を組み合わせた値とに相関があること
が分かった。ただし，平均粒径が細かくなりすぎ
ると，粉末が凝集し，見かけ上の粒径が大きくな
るので流動性指数が大きくなることも分かった
（図７）。この結果は，流動性の良くない現行MOX
粉末の流動性を改良するには，粒径の増加，表面
状態の改質（付着応力の低下）が有効であること

を示唆している１２）。
　今回の試験で圧縮度による簡便な充てん性の評
価手法が見出されたが，圧縮度による評価の適用
範囲には限界があり，今後継続して，粉末特性値
と流動性，充てん性の関係について検討し，評価
手法の一般化，高精度化を図る。

３．２　粉末流動性改良試験

（１）高温度焙焼・還元法
　高温度焙焼・還元試験については，ビーカス
ケール試験で得られたPu富化度３０％に調整した
脱硝粉末を用いて従来の処理温度（７５０℃）よりも
高い温度（～１，１５０℃）で焙焼・還元処理すること
で粒成長させ，流動性を改良できることを確認し
た（図８）。しかし，流動性の目標値であるCarr
の流動性指数６０に達していないことが分かっ
た１３）。
（２）造粒法
　造粒処理による粉末流動性改良試験を実施して
いる。試験は，比較的大粒径で高密度な顆粒が得
られる湿式造粒法の転動造粒法と，比較的小粒径
で低密度な顆粒が得られる乾式造粒法の流動層造
粒法について，MOX粉末への適用性を検討する
ため，粉末の密度・粒径・粒子形状などの特性に
ついてMOX粉末を包含する種々の模擬粉末を用
いて行った（表２に三酸化タングステン（WO3）
での試験例を示す）。
　流動層造粒法では，模擬粉末の流動性・充てん
性が向上することを確認した。流動層造粒の特徴
として，原料粉末の粉末物性のうち，粒径と真密
度が造粒特性に影響を与え，原料粉末の粒径が１０
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図６　圧縮度による充てん性評価

図７　流動性指数と粉末物性との関係 図８　高温度焙焼・還元粉末の流動性評価結果
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μ m以下であれば，造粒できることを見出した。
MOX粉末への適用性については，MOX粉末の真
密度は約１１g/cm3と高いが，粒径が数μ ｍと小さ
いため流動層造粒法で造粒できる見通しを得
た１４）。なお，流動層造粒法のMOX粉末を用いた
試験については，現在実施中である。
　転動造粒法でも，模擬粉末の流動性・充てん性
が向上することを確認した。転動造粒の特徴とし
て，原料粉末の粉末物性に影響されずに造粒処理
ができることがわかった。
　これらを受けてPu富化度３０％に調整した粉末
を使用した転動造粒法による造粒試験を実施し
た。この結果，平均粒径７００ μ ｍ～１，０００ μ ｍの造粒

粉末が得られ，転動造粒条件（含水率，回転数等）
を調整することでさらに小粒径の造粒粉末を調製
できるようになってきており（写真１），流動性指
数は目標値である６０を超え，７０～８０程度まで向上
し，模擬金型（φ８mm×２０mm）への充てん率も
１００％近くに向上できた１１）（表３）。
　これにより，転動造粒法によるMOX粉末の流
動性を改良できる見通しが得られた。今後は，従
来から行っているタブレット造粒法による造粒に
よる流動性改良効果との比較を含めて評価する。

３．３　ペレット直接成型・焼結試験

　３．２節の粉末流動性改良試験で得られたPu富化
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表２　模擬粉末を用いた造粒試験結果

表３　Pu富化度調整造粒粉末の造粒試験結果

焼結密度
（ ％T.D.）

成型密度
（％T.D.）

充填率（％）Carrの流動性指数
原 料 粉 末

造粒後造粒前造粒後造粒前

実施中実施中　９９９６８５５２脱 硝 粉 末

９５４９１００７７７２２１焙焼還元粉末

写真１　Pu富化度調整転動造粒粉末のSEM観察結果

試験結果（１例）顆粒特性顆　　　粒装　　　　置

造 粒
処 理 後

原料粉末
（WO3）粒　径：大粒径

密　度：高密度

強　度：強い　

流動性：良い　

転
動
造
粒
法

８６２７流 動 性
指 数

９９５９充てん率

造 粒
処 理 後

原料粉末
（WO3）粒　径：小粒径

密　度：低密度

強　度：弱い　

流動性：良い　

流
動
層
造
粒
法

７０２７流 動 性
指 数

９９５９充てん率
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度３０％に調整されたMOX粉末を用いたペレット
成型・焼結試験を実施した。
　ダイ潤滑成型を模擬するため，潤滑剤をダイ壁
面及びパンチに塗布し，焼結は，ペレットに含ま
れる添加剤がダイ潤滑で塗布した極少量の潤滑剤
のみであることから，添加剤除去のための予備焼
結，脱ガスを行わず，本焼結のみを行った。
　高温度で焙焼・還元した粉末を用いた試験の結
果，１，０００℃ 未満で処理した粉末の焼結密度は
９５％T.D.（理論密度）の目標値を満足し，１，０００℃
以上で処理した粉末には，焼結密度が約９１％T.D.
まで低下するものもあり，目標値の９５％T.D.に達
しないものもあることが分かった１５）。
　転動造粒法により調製されたMOX造粒粉末を
用いた試験の結果，焼結密度は目標値の９５％T.D.
を満たすことができた。
　また，図９に７５０℃ で焙焼還元し，造粒処理を
行っていない粉末を原料としたペレットのEPMA
（電子線マイクロアナライザ）分析の結果を示す。
得られたペレットにはPuスポットの偏析は無
く，設定したPu富化度に調整できており，Pu均
一性が良好であることを確認した。
　なお本試験は，手作業でダイ潤滑機構を模擬し
て行ったため，比較的粒径の大きな潤滑剤も塗布
されてしまい，得られた焼結ペレットには潤滑剤
によるへこみが見られるが，有意な欠け，割れ，
焼き膨れ，マイクロクラック等は見られず，健全
なペレットが製造できることが確認された（写真
２）。
　以上の結果から，転動造粒法により調製された
MOX粉末は，目標とする粉末流動性及び焼結性
を満足する見通しが得られた。

４．ダイ潤滑型成型機の開発

　ペレット成型工程において，金型に充てんされ
た粉末を圧縮成型する際，粉末と成型金型壁面と
の摩擦が大きいと粉末に伝わる圧縮荷重が不均一
となり，成型体の欠け，割れ，密度不均一，機械
的強度低下の原因となる。このため，現行プロセ
スにおいては，成型工程の前に潤滑剤を添加，混
合しているが，粉末への添加剤混合操作を排除し
たショートプロセスでは，ペレット成型時にダイ
（金型）壁面に微量の潤滑剤を塗布することによ
り，MOX原料粉末を直接成型するダイ潤滑成型
技術が必要となる。
　これにより，潤滑剤を粉末に添加混合する工程
を削除できる他，成型体に含まれる潤滑剤の量を
大幅に削減できるため，添加剤を分解除去する予
備焼結工程及び焼結ペレット中に残留した分解ガ
スを除去する脱ガス工程の２工程も削減可能とな
る。
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図９　Pu均一性（EPMA）

写真２　MOXペレット外観写真
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　また，現行成型機の金型交換作業は，細かな調
整作業が要求され，TRUリサイクル燃料製造にお
いて遠隔作業で交換しようとする際の大きな障害
となる。このため，細かな調整作業を必要とせず
簡単に金型交換ができる機構の開発も実施した。

４．１　ペレット成型方式及びダイ潤滑方式の選定

　ダイ潤滑機構付き成型機の開発を行うに当っ
て，国内外の使用実績の調査，予備試験を行い，
ペレット成型方式，ダイ潤滑方式及び潤滑剤の選
定を行った。
（１）MOX用成型方式の選定
　ペレット成型方式は大別してロータリー方式と
レシプロ方式があり，ウラン燃料製造においては
量産性に優れるロータリー方式が，MOX燃料で
は，粉末特性に応じたきめ細かな成型条件の調整
が可能なレシプロ式が，主として採用されてい
る。
　一般産業も含めた成型機の使用実績に関する調
査の結果，ロータリープレスは上パンチ（上杵），
ダイス（臼），下パンチ（下杵）を取り付ける回転
盤に孔開け加工を行なう際，回転盤の厚さが厚
く，上下２方向から切削加工を行なうため軸芯に
ズレが生じる。また，十数セットの金型を回転盤
の孔に挿入するだけで短時間に金型交換できるよ

うにしている。これらのことから，ダイスと下パ
ンチには径方向で約３０μmのクリアランスが必要
であり，充てん時に粉末飛散が懸念される。一方
レシプロプレスは，ダイスと下パンチのクリアラ
ンスを１ μ mまで小さくでき，粉末飛散を防止で
きることがわかった。また，TRUリサイクル燃料
製造において重要となる研削屑の低減には，焼結
体の外径を燃料仕様に収めるために成型ペレット
内部の密度分布を均一にして焼結時の外径の熱収
縮歪を少なくする必要がある。このような多様な
制御には上パンチと下パンチの加圧バランスを任
意に制御できるレシプロ式が適している。
　以上から，レシプロプレスを選定した。
（２）ダイ潤滑方法及び潤滑剤の選定
　ダイ潤滑法にはオイル，グリスなどをダイ壁面
に塗布する湿式法と，ステアリン酸亜鉛などの粉
末潤滑剤をダイ壁面に噴霧塗布する乾式法があ
る。MOX粉末のダイ潤滑成型に適する潤滑方法
と潤滑剤を選定するため，一般産業界で用いられ
ている液状及び粉状の潤滑剤をダイ壁面に塗布し
て，UO2粉末及びMOX粉末成型時に粉末とダイ
壁面に生じる摩擦係数から潤滑性を評価した。
　図１０に示す試験の結果，乾式法の方が湿式法に
比べ摩擦係数が低い傾向（滑り易い）を示し，良
い潤滑性能を示した。潤滑剤としては，現在，粉
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図１０　摩擦係数測定結果
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末に混合して使用しているステアリン酸亜鉛が最
良であり，現行の潤滑剤混合法と同等の潤滑性能
を示した。
　以上の結果から，ステアリン酸亜鉛粉末を乾式
で噴霧する方式を採用した。

４．２　MOX用ダイ潤滑型成型機の開発

（１）成型機の設計・製作
　４．１節の選定結果から，レシプロプレス用の乾
式ダイ潤滑試験機を設計・製作し，既存の中空ペ
レット製造試験用６連レシプロプレスに組み込ん
だ。ダイ潤滑試験機は，ダイ壁面の塗布に必要な
ステアリン酸亜鉛粉末をバッファ用ホースに供給
し，金型下部に設けた噴霧口から上パンチ方向に
噴霧塗布する方式とした。なお，ダイ壁面に塗布
されない潤滑剤は吸引回収した。（図１１）
（２）ダイ潤滑試験結果
　MOXを模擬したモリブデン粉末を用い，ダイ
潤滑成型ペレットと現行の潤滑剤混合法ペレット
の外観，密度，強度，成型時の潤滑性を比較評価
した。
　その結果，ペレット外観には有意な欠け，ひび
などは認められず（写真３），ペレット密度も，潤
滑剤混合法と同等であった（図１２）。なお，ダイ潤
滑成型時には無潤滑時等に生ずる異音等の発生は
みられなかった。
　ペレット破壊強度は，試験した範囲では現行の 潤滑剤混合法に比べ高い結果が得られた（図１３）。

また，ペレットの金型からの抜き出し時の圧力が
現行の潤滑剤混合法に比べ同等であることから，
成型時の潤滑性能は，現行の潤滑剤混合法に比べ
同等であるという結果が得られた（図１４）。なお，
ペレット内のダイ潤滑量は，原子吸光分析の結
果，平均で０．０１５wt ％であり，潤滑剤混合法の約
０．５wt％に対し，大幅に低減した。

４．３　金型交換の簡易化（図１５）
　セル作業で金型交換が簡単にできるようにダイ
セット（金型を取り付け，上下に動作して粉末成
型するユニット）機構の開発を行った。このダイ
セットは，上パンチを固定するホルダ孔の側面に
油圧室を有したスリーブ（筒状の薄板）を配置し，
油圧室の下部に取り付けたねじの締付により油を
押し出し，スリーブを同心円状に収縮させて上パ
ンチを位置決め固定することができる。また，ダ
イの固定は，テーブル板をダイセットのシャフト
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図１１　乾式ダイ潤滑試験機の概略

写真３　模擬粉末ペレット外観写真

図１２　成型圧力とペレット密度
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に組み込み，ダイスを一括で挟み込むことで固定
できる。
　これらの開発の結果，セル作業では困難と思わ
れる細かい調整作業を行なわずに金型交換ができ
る。なお，６連配列の金型の交換は現在，グロー
ブボックス作業で約８．５時間費やしているが，ダ
イセット機構の開発により約３０分に短縮すること
ができる。

５．気流搬送技術の開発

　粉末搬送容器の保管スペースや搬送スペースを
削減し，燃料製造プラントのコンパクト化を図る
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図１３　成型圧力とペレット破壊強度

図１５　金型交換が簡単にできる機構

図１４　成型時の潤滑性能
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ことと，搬送設備を介して燃料製造設備間を移動
していたものを直接搬送することにより搬送設備
を合理化する粉末気流搬送技術について，模擬粉
末を用いた試験を行い，MOX粉末の気流搬送の
技術的成立性を確認した。

５．１　気流搬送方法の選定と新方式の考案

　MOX粉末を気流搬送するための要件は，①粉
末滞留がないこと，②セル内の負圧維持（圧力変
動）のため，少ない空気量で搬送すること，③搬
送能力が高いこと，④粉末が形状変化し，流動性
を低下させることのないこと，⑤搬送配管を摩耗
させないことである。そこで，既存技術である吸
引方式，MOCO方式（旧西独，MOCO社方式），
PFC（Plug Flow Conveyor）方式のカタログ，文
献１６）から，上記５つの要件に適合できるかを調査・
予測した（表４）。その結果，吸引方式は高速搬送
であるため，粉末と搬送配管壁との衝突力が強
く，粉末の形状変化，搬送配管の摩耗及び摩耗キ
ズ内部への粉末滞留の恐れがあること，また，低
濃度搬送のため，搬送能力が低いことが懸念され
た。また，MOCO方式も高速搬送であるため，粉
末の形状変化，搬送配管の摩耗及び粉末滞留の恐
れがあること，また，加圧による高濃度搬送であ
るため空気量を多く必要とし，圧力変動が懸念さ
れた。PFC方式は低速搬送で，かつ，加圧による
高濃度搬送であるため，圧力変動のみが懸念され
た。しかし，PFC方式は圧力変動対策のみを行え
ば良いことから，この方式をベースに新たな気流

搬送方法を開発することとした。PFC方式は，プ
ラグ状粉末（約５００gの粉末をひとつのかたまり状
としたもの）と圧縮空気の供給を交互に切り替え
て搬送配管全長に及ぶ数十個のプラグ状粉末を低
速搬送するため，供給元では高圧空気が必要とな
る。このため，供給元で高圧空気を必要としない
ようにプラグ状粉末を１個ずつ間欠に搬送する
Shot（Shot Flow Conveyor）方式を考案し，試験
機を設計・製作した（図１６）。なお，先の調査・予
測結果を試験により確認できるようにするため
に，この試験機を電気制御による粉末供給バルブ
の切り替えにより既存技術のMOCO方式，PFC
方式にも対応できるようにした。また，吸引方式
は真空ブロワへ接続することにより対応できるよ
うにした。

５．２　比較試験

　MOX粉末を模擬したモリブデン造粒粉末（粒径
サイズの中央値（D５０）：１２４μ m）を用い，粉末
滞留，圧力変動，搬送能力及び搬送後粉末の流動
性について試験を行った。なお，試験は搬送配管
内径φ２８mm，搬送配管全長約１２m，コーナ数４
箇所の条件で実施した。
　試験の結果，①粉末滞留については，Shot方式
が最も良好で，搬送空気流量３００～６００NL/minで
粉末滞留率をほぼ０％とする粉末搬送ができた。
一方，MOCO，PFC方式では粉末滞留率を０％と
することはできず，搬送空気流量が２５０NL/min
以下になると搬送配管内が搬送粉末により閉塞し
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表４　既存技術の気流搬送方法の調査・検討

調 査・検 討 項 目

方　　　法搬送方法と　
搬送イメージ

搬
送
管
摩
耗

流
動
性
低
下

搬
送
能
力

圧
力
変
動

粉
末
滞
留

×××○×

・吸引ブロアで吸引搬送
・低濃度高速搬送
　（風速２０～３０m/s）

××○××

・圧空を用いて搬送
・高濃度高速搬送
　（風速５～１５m/s）

○○○×○

・粉末と圧空の供給を交互
に切り替えて搬送
・高濃度低速搬送
　（風速１～５m/s）
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た。なお，Shot方式では１００NL/minでも搬送配
管の閉塞はみられなかった。
　②圧力変動については，少ない搬送空気流量で
搬送できるShot方式が最も良好であった。なお，
吸引方式は吸引と排気の搬送空気量が等しいた
め，圧力変動はない（図１７）。
　③搬送能力については，Shot，PFC，MOCO方
式では搬送空気流量３００NL/minで，吸引方式では
搬送空気流量１，０００NL/minで試験した結果，Shot
方式は約５kg/min，PFC，MOCO方式はともに
約１２kg/min，吸引方式は約２kg/minであり，搬
送能力ではPFC，MOCO方式が良好であった。
　④搬送後粉末の流動性については，搬送空気量
が少ないほど搬送後の粉末の流動性は良好であっ
た（図１８）。従って，低い搬送空気量でも閉塞がみ

られないShot方式が流動性を最も低下させず搬送
することができた。
　以上の試験結果から，既存技術の搬送方式に比
べ，開発したShot方式は，粉末滞留が少なく，圧
力変動を少なく，流動性を低下させず搬送できる
ことを確認した。なお，搬送能力については，臨
界管理上，１回の取扱量を４０kgMOXと想定する
と，１０分程度で搬送でき，設備の運転時間の律速
となるほどの時間ではなく，許容できる範囲と判
断した。

５．３　摩耗試験

　Shot法を搬送方式として絞り込み，気密維持の
安全性に繋がる搬送配管摩耗試験と，搬送配管摩
耗による粉末滞留量の関係を調べる試験を行っ
た。MOX粉末に対し比重が約１．５倍のタングステ
ンカーバイト造粒粉末（粒径中央値（D５０）：３５０

サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１

技
術
報
告

図１６　Shot方式の開発と気流搬送試験機の概念図

図１７　既存搬送方式とShot方式の粉末搬送試験結
果（粉末滞留）

図１８　既存搬送方式とShot方式搬送試験結果（流動
性の低下）
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μ m）を模擬粉末として使用した。搬送配管の摩
耗量は最小読み取り値０．０１mmの超音波厚み測定
器で定めた測定ポイントの配管肉厚を測定した。
また，粉末滞留量は搬送した重量に対して回収し
た重量の差から算出した。試験は１プラグ約５００g
の搬送を繰り返し行い，延べ搬送量約４tonまで
データを取得した（図１９）。
　その結果，粉末滞留は約１００kgの搬送量までは
みられないが，搬送配管にキズ状の摩耗が増加す
るにつれ，キズ内部に微小粉末が入り込んで急激
に粉末滞留量が増え，その後，滞留量４００gの付近
で増減を繰り返した。また，搬送配管の摩耗率
（減少した肉厚/試験開始前の肉厚）試験では水平
部で搬送前肉厚の約４％，コーナ部で約８％の摩
耗がみられ，搬送配管が搬送前肉厚の１/２に摩耗
する搬送量は，水平管が６８ton，コーナ管が６０ton
と推定され，MOX粉でもほぼ同じ結果になるも
のと予想される。これより，年間５０ton規模のMOX
燃料製造施設であれば，搬送配管の肉厚が１/２で
交換するものとすると，搬送配管の水平部，コー
ナ部のいずれも約１年ごとの交換となる。なお，
搬送配管交換時には搬送配管に滞留した核物質が
飛散するため，気密を有する包蔵物に搬送配管を
収納する必要がある。以上より，開発したShot法
は，搬送配管が簡単に交換できるグローブボック

ス内の搬送には適用できるが，グローブボックス
間，セル間では困難であると判断した。

６．まとめ

　ショートプロセス，低コストプラントを実現す
るための４つの要素技術について，これまでの開
発の総括と今後の課題を以下に示す。

６．１　Pu富化度調整技術開発

　現行設備の一部改良により，燃料仕様を満足す
るために必要な精度でPu富化度の調整が可能で
あることが確認できた。また，MH粉末の混合転
換特性が，従来，混合転換を実施している１：１
混合転換粉末と同等の脱硝特性や脱硝後粉末の特
性を持つことが確認できた。

６．２　粉末流動性の改良

　「高温度焙焼・還元法」では，MH粉末の流動性
の測定及びペレット焼結密度の測定結果から，
９５％T.D.以上の焼結密度を達成するために必要な
粉末特性となるようにMH粉末を調製することが
困難であることが分かった。
　一方，「造粒法」では，粉末の流動性が良好であ
ること及びペレット品質（Pu均一性，結晶粒径）
が良好であることが確認できた。現在，製品粉末
として粒径の最適化及びそのための造粒条件を把
握するための試験を継続実施している。今後，従
来の造粒法で調製した粉末の粉末流動性を測定し
比較評価していく。
　この造粒プロセスを転換プロセス設備（脱硝及
び焙焼・還元）に新たに付加することは，製造コ
スト増加要因となるので，転換機能と造粒機能を
融合させた新たな機器開発に今後取り組む必要が
ある。

６．３　ダイ潤滑型成型機の開発

　MOX粉末を成型する場合の各種潤滑剤の潤滑
性能を評価した結果，既存プロセスにおいて使用
しているステアリン酸亜鉛粉末を直接，金型に噴
霧塗布する方法が最も潤滑性能が良く，MOX粉
末に潤滑剤を添加混合後成型する現行法と同等の
潤滑性能を得られることが確認できた。また，模
擬粉末を用いた性能確認試験により，成型体の強
度は従来法を上回ること，潤滑剤含有量の大幅低
減により，予備焼結，脱ガス工程の削除が可能で
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図１９　Shot方式による繰り返し搬送試験結果
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あることの見通しが得られた。
　また，遠隔保守に向け，成型機の金型交換作業
を簡単に行うための機構を開発し，設計通り機能
することを確認した。
　今後，ダイ潤滑型成型機でMOX粉末を用いた
実試験を実施する必要がある。

６．４　気流搬送技術開発

　粉末搬送方法，搬送配管内粉末滞留率及び搬送
配管の摩耗などの基礎的なデータを取得し，粉末
搬送方法として新たに考案したShot法が最適であ
ることが分かった。しかし，搬送経路が長くなる
と造粒粉末からの微粉が搬送配管内の表面に滞留
すること，搬送配管の摩耗が当初想定したよりも
大きいことなどがわかり，適用範囲はセル内，グ
ローブボックス内の搬送に限定される。
　したがって，粉末輸送は，現行と同じく容器搬
送を基本とすることになるが，再処理と燃料製造
を一体化したショートプロセスプラントであれ
ば，粉末搬送工程は限られており，現行MOXプ
ラントでも採用されている重力落下方式の採用に
より，コスト低減が可能と考えられる。

７．おわりに

　これまでの試験結果から，ショートプロセスに
よるペレット製造の個々の要素技術について，技
術的成立性の見通しを得ることができ，大幅な燃
料製造コスト低減の見通しが得られた。２００４年度
から，ODS鋼照射試験の一環として，流動性の改
良されたPu富化度調整済MH粉末の製造を実施
し，その後，中空ペレット製造，燃料要素加工を
行い常陽で照射する計画である。
　さらに，ショートプロセスのプラントスケール
への反映を目的に，処理能力を設定してPu富化
度調整設備の設計検討を行う。また，粉末流動性
の改良については，ペレット成型ダイスへの高充
てん率確保による焼結ペレット品質の安定性向上
を目指し，小径造粒粉末の製造法開発や流動性向
上技術開発などを行う。
　ダイ潤滑型成型機の開発については，今後，小
規模MOX用ダイ潤滑成型機（３kg/ロット）を整
備し，その後，高速増殖実験炉「常陽」で照射試
験用ペレットを製造する計画としている。

　今後は，上述のように工学規模の試験設備を開
発，整備した上で，MH粉末の混合転換からペレ
ット製造まで一連の試験を行い，ショートプロセ
スによる製造技術の確立を目指す。
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１．はじめに

　現在，FBRサイクルが本来有する長所を最大限
に活用した実用化システム像を抽出し，併せて，
将来社会の多様なニーズに柔軟に対応できるよう
な開発戦略を提示することを目的とした実用化戦
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燃料製造システムの要素技術開発（２）
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略調査研究を実施している１）。高速炉の特長を最
大限に利用することにより，使用済燃料の再処理
工程においては必ずしも従来のような高い除染係
数を必要とせず，多少不純物を含んだプルトニウ
ムを燃料として利用することができる。したがっ
て，「FBR実用化戦略調査研究」においては，マ
イナーアクチニド（MA）低除染燃料を将来の実
用化燃料仕様としている。この燃料は，ネプツニ
ウム（Np），アメリシウム（Am）等の長半減期の
核種や高い放射線を放出する希土類元素を含むた
め，従来のグローブボックスでの取り扱いではな
く，セルでの遠隔製造に適した振動充填燃料製造
プロセスを実用化の候補概念の一つとして開発し
ている。
　振動充填燃料製造プロセスとして，湿式法再処
理で回収される製品硝酸溶液を原料とした粒子燃
料製造試験とその振動充填試験，及び乾式法再処
理により電解析出して回収された粒形が非均一な
顆粒の振動充填試験を進めている。
　粒子燃料製造試験については，２００２年度に応用
試験棟に整備した振動充填燃料製造試験装置を用
いて，２００３年度から外部ゲル化法と凍結真空乾燥
法による粒子燃料製造試験を実施している。外部
ゲル化法については希土類元素としてサマリウム
（Sm）を添加した粒子製造試験を実施し，Smの影
響がないことを確認した。凍結真空乾燥法につい
ては，廃液処理が非常に容易という利点があり，
高密度のUO2粒子が得られるかどうかを主眼とし
て試験を実施している。
　一方，振動充填試験については，湿式再処理に
対応した振動充填技術であるスフェアパック燃料
と乾式再処理に対応したバイパック燃料につい
て，充填密度が高く，燃料ピン軸方向密度が均一
となる最適充填条件を検討するための試験を実施
している。両方の充填技術について模擬物質を用
いた長尺ピンへの充填試験や，バイパック燃料を
対象としてゲッターを添加した場合の充填挙動評
価等を実施している。
　また，スイスのポールシェラー国立研究所
（PSI）及びオランダのNRGとの共同研究として，
内部ゲル化・振動充填法で製造したスフェアパッ
ク燃料２） ，３）を主として，ペレット燃料及びペレット
燃料を破砕して振動充填したバイパック燃料４）の
照射初期の熱的挙動，特に溶融限界線出力を評価
するための照射試験を実施しており，２００４年１月

から照射試験を開始し，照射試験の終了した燃料
については照射後試験を実施している５）。これら
の照射試験の結果，照射初期の熱的挙動を評価す
るとともに，得られた照射試験結果や，未焼結あ
るいは微焼結粒子充填体の熱伝導度に関する炉外
評価試験結果を振動充填燃料設計コードに組み込
み，その信頼性向上を進めている。
　本報告では，各種試験のうち，希土類元素の代
表としてSmを添加した外部ゲル化法による粒子
製造ウラン試験，スフェアパック燃料の充填挙動
予測を目的とした，模擬物質を用いた長尺ピンへ
の振動充填試験，及びバイパック燃料についてゲ
ッターを添加した場合の充填挙動評価の結果につ
いて報告する。

２．粒子燃料製造試験（模擬FP添加小径粒子製造

試験）

　外部ゲル化法による粒子燃料製造は，製造工程
において微粉末の発生量が少ない，遠隔製造が可
能であるという長所に加えて，製造した粒子が高
密度で，粒度分布が狭く，真球度が良いなどの振
動充填燃料に適した性質を有することから，低除
染振動充填燃料に用いる粒子燃料製造手法の有力
候補のひとつである。
　これまでに，委託試験（ウラン試験）において
大径粒子及び小径粒子の製造条件の把握を行うと
ともに模擬原料液を用いた耐放射線性を確認し，
低除染振動充填燃料への適用性について検討を行
った。
　実用化戦略調査研究フェーズⅡにおける燃料製
造法の絞込みのためには，上記の試験結果に加え
てFP元素のゲル化に与える影響の確認が必要と
なる。
　そこで，本試験では模擬FP元素を添加すること
で，模擬FP元素が外部ゲル化法による粒子製造条
件に与える影響を確認するために試験を実施し
た。

２．１　模擬FP元素の選定及び添加量の検討

　FBR実用化戦略調査研究において検討されてい
るFBR平衡炉心燃料組成６）において，含有量が
０．０１％以上となっているFP元素はSm，イットリ
ウム（Y），ガドリニウム（Gd），ユーロピウム
（Eu）の４種類である。希土類元素の化学的な性
質は一般的に似ていることから，代表元素として
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含有率の最も高いSmを選定した。また，添加量
については，過剰に加えて添加の影響の傾向を把
握することとし，分析機器の検出能力を考慮して
約７wt％とした。
（１）試験方法
　振動充填燃料では，２または３成分の異なる粒
径の粒子を充填に用いる。各成分の重量割合は大径
粒子が多いが，個数では小径粒子が圧倒的に多く，
小径粒子の量産技術の確立が重要なキーとなる。
　小径粒子の製造条件は委託試験７）と本試験の直
前にウランを用いて行った小径粒子製造試験で得
られた試験条件を基に設定した。外部ゲル化法の粒
子製造フローを図１に示すとともに，各工程の主
な条件を下記に示す。また試験条件を表１に示す。
（２）分析評価
（a）粒子形状
　乾燥粒子，焙焼・還元粒子，焼結粒子の直径，
真球度測定を行った。
（b）U/Sm比分析
　ICP発光分光分析装置で，滴下原料液，乾燥ゲ
ル粒子，焙焼・還元粒子のSm/U+Sm比を求めた。
（３）試験結果
①原料液調製
　滴下原料液は，溶液の均一化のためにスターラ
で１時間溶液の攪拌を行った後に，不溶解残渣を
取り除くために，吸引ろ過で２回ろ過を行った
（ろ紙の保留粒子：１ μ m）。ろ過後の滴下原料液
の粘度測定を行った結果２３．８cP（２１．６℃）であり， ろ過及び室温の上昇に伴う液温の上昇で，ろ過前

の粘度３５．２cP（１７．９℃）より粘度が低下した。
②滴下
　液滴の分割状況は肉眼で見る限りでは均一に分
割されていた。滴下の状態を図２に示す。
③ゲル化
　振動機で分割した液滴は，２５wt％のアンモニア
水中に滴下した。熟成時間は約１８時間である。熟
成後の湿潤ゲル粒子の写真を図３に示す。変形し
ている湿潤ゲル粒子は，粘度の低下によってアン
モニア水への着水時の衝撃により変形したものと
考えられる。
④洗浄
　純水を用いて，表２に示す条件で洗浄を行った。
⑤乾燥
　エタノール洗浄後の湿潤ゲル粒子を約２時間浸
漬した後にエタノールを除いてSUS製バットの上
で自然乾燥させた（図４）。乾燥ゲル粒子をデジタ
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図１　外部ゲル化法の製造フロー

２，５００PVA　重　合　度
滴
下
原
料
液

０．６５wt％PVA 濃 度

４０vol％THFA 割 合

２（ろ紙の保留粒子：１ μ m）回ろ 過

２．３８（２１．６℃）cP粘 度

１３０μmノ ズ ル 径
滴

下

条

件

５×１０4Pa送 液 圧 力

１，９００Hz振 動 数

０dBV発 振 機 出 力

１G加 速 度

２５wt％アンモニア濃度ゲ
ル
化
条
件 １８h熟 成 時 間

２８h洗 浄 時 間洗  
浄 ９pH洗 浄 廃 液

有エタノールの使用の有無乾  
燥 自然乾燥乾 燥 方 法

炉内雰囲気：空気
①０℃ →１５０℃（３００℃/h），
②１５０℃ ×２h，
③１５０℃ →３５０℃（３００℃/h），
④３５０℃ ×２h
炉内雰囲気をAr－H2に切
り替え
⑤３５０℃ →６００℃（３００℃/h），
⑥６００℃ ×２h

昇 温 プ ロ グ ラ ム

焙
焼
・
還
元

炉内雰囲気：Ar－５％H２
①０ ℃ →１６００ ℃（３００℃/h），
②１６００℃ ×２h，
③１６００ ℃ →６００ ℃（４００℃/h）

昇 温 プ ロ グ ラ ム
焼  
結

表１　試験条件
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ル顕微鏡で撮影し，粒径測定を行った。乾燥ゲ
ル粒子の粒度分布を図５に示す。平均粒径は１８４
 μ m，標準偏差３５ μ m，真球度は１．２８であった。
⑥焙焼・還元

　ゲル粒子の焙焼・還元後の粒子重量は１８．０％減
少していた。これは二ウラン酸アンモニウム
（ADU），テトラヒドロフルフリルアルコール
（THFA），ポリビニルアルコール（PVA）等の分
解による減少である。焙焼・還元粒子の顕微鏡写
真を図６に，粒度分布を図７に示す。平均粒径は
１５２ μ m，標準偏差２８ μ m，真球度は１．３１であった。
焙焼・還元粒子の平均径は，乾燥粒子と比較して
約１７％収縮していた。
⑦焼結
　焼結後の粒子重量は１．３％の重量減であった。焼
結粒子の顕微鏡写真を図８に，粒度分布を図９に
示す。平均粒径は１６１ μ m，標準偏差３６ μ m，真球
度は１．２４であった。
　焙焼・還元粒子と比較して焼結粒子の平均径は
約２４％収縮していた。
⑧試験結果のまとめ
　洗浄ゲル粒子，乾燥ゲル粒子，焙焼・還元粒子，
焼結粒子について直径，真球度を測定した結果を
表３に示す。
　また，滴下原料液，乾燥ゲル粒子，焙焼・還元
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図３　湿潤ウランゲル粒子

図２　ゲル化のための溶液滴下

洗浄後廃液pH洗 浄 時 間

１１５０分１回目

１１２０分２回目

９～１０１１０分３回目

９～１０７０分４回目

９１１０分５回目

９１５分６回目

９１９時間１０分７回目

９２時間３０分８回目

表２　洗浄条件

図４　乾燥ウランゲル粒子

 図５　乾燥ゲル粒子の粒度分布
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粒子中のUとSmの濃度比をICP発光分光分析装置
で測定した結果を表４に示す。

２．２　考察

　本試験で製造したUO2粒子の特性は，平均粒径
１０９μm，標準偏差１４μm，真球度１．２６である。ゲ
ル化法でシングルノズルを用いて１００μm前後の
粒子を製造した場合，標準偏差は約３ μm，真球
度は約１．１であることからすると，本試験で製造
した粒子はやや分布が広く粒子形状も変形してい
るといえる。
　この原因については，滴下直前の滴下原料液の
粘度が目標の約４０cPに対して２３．８cP（２１．６℃）と
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図６　焙焼・還元粒子

図７　焙焼・還元粒子の粒度分布 図９　焼結粒子の粒度分布

図８　焼結UO2粒子

焼結粒子焙焼・還元粒子乾燥ゲル粒子

２０３２３７１９１（個）測定粒子数

１０９（１４）１５２（２８）１８４（３５）（μm）平均粒径
（標準偏差）

１．２６（０．１５）１．３１（０．２４）１．２８（０．２２）平均真球度
（標準偏差）

表３　粒径と真球度の比較
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低かったために，アンモニア水面と衝突した際の
衝撃で変形したものと考えられる。
　粘度の低下の原因はろ過によるPVA濃度の低
下，液温の上昇である。また，PVA濃度が低下し
たためゲル粒子形状を保つ保持力が弱まったこと
も変形の原因と思われる。
　上記のように滴下原料液の粘度及びPVA濃度の
低下が変形の主原因と考えられること，また，乾
燥から焼結までの工程では，粒子の割れ欠け等の
異常は観察されなかったことから，７％程度の
Sm添加では粒子製造が困難になるような影響は
与えないものと思われる。
　また，粒子製造工程でのSm/U+Sm比を分析し
た結果を表４に示す。滴下原料液，乾燥ゲル粒
子，焙焼・還元粒子中のSm/U+Sm比がほとんど
変化無いことから，外部ゲル化による粒子燃料製
造工程においてFP元素がゲル化廃液等へ漏出す
る等の影響はないことを確認した。
　現在，「FBR実用化戦略調査研究」において実
用化燃料として検討されているMA低除染燃料
は，FPの添加量は総量でも約４％であるため，こ
れらのFP元素が外部ゲル化法による粒子製造条
件に大きな影響を与えることはないと考えられる。

３．スフェアパック燃料充填試験

　スフェアパック燃料製造時の粒子投入法として
は浸透法，事前混合法，同時充填法等の方法が知
られている。なかでも浸透法は，大粒子と小粒子
の被覆管への投入を別々に行えるため，粒子装荷
時における偏析の発生が無く，充填後の軸方向密
度分布の均一性に優れた方法と考えられている。
　本試験では，実用化戦略調査研究のスフェアパ
ック燃料製造プラントのシステム評価研究に資す
るため，長尺ピン（ピン長は最大２m，スタック
長は最大１．５m）を用いた浸透法による充填試験を
実施し，長尺ピンにおける充填時間（小粒子の浸
透時間）に関する知見を得ることを目的として試
験を実施した。

３．１　試験方法

　試験条件の一覧を表５に示す。充填試験は東海
事業所乾式プロセス・材料試験棟にあるコールド
の振動充填試験設備を使用して実施した。模擬粒
子としては，MOX粒子（密度約１１g/cc）と比較
的密度が近いHfO2粒子（密度約８．９g/cc）を用い
て，スタック長に対する充填時間の変化を調査し
た。また，粒子の密度の違いによる充填時間の変
化を見るため，HfO2と密度の異なるガラス（粒子
密度２．５g/cc），TiO2（粒子密度４．２g/cc），CeO2（粒
子密度７．０g/cc）の各球状粒子を使用して充填試
験を実施し，３００mmの大粒子充填体中に小粒子
が浸透するのに要する時間を求めた。
　なお，粒子は試験に使用する前に分級し，大粒
子に関しては８５０～７１０μm，小粒子に関しては９０
～７５μmの粒径範囲に調節した。充填の進行状況
を目視観察するため，模擬被覆管としてアクリル
管（内径５あるいは７mm，長さ５００mm，１，０００ 
mm，１，８００mm）を使用した。
　大粒子投入時の装荷速度は，予備試験の結果か
ら，高さ３００mmの大粒子充填体を形成するのに対
して約４分２０秒程度を目安とした。被覆管中に計
画した長さの大粒子充填体を形成した後，加振を
一旦停止し，人手にて，小粒子を装荷する。小粒
子の被覆管への投入速度はコントロールしていな
い。その後，定常振動による加振（加速度２～１０G，
周波数１５０Hz又は２００Hz）を再開し，小粒子を大
粒子充填体中に浸透させる。加振中はスタック上
端部における偏析を防止するために，荷重棒（重
さ約３７０g）を被覆管の上端から挿入し，大粒子充
填体の上にある小粒子層に荷重をかけた。小粒子
は被覆管の底から積みあがるようにして，充填が
完了した状態の層を充填体の下部から形成し，最
後に大粒子充填体の上端部に到達する。小粒子が
浸透を開始してから，充填が完了した層が大粒子
充填体の上端に到達するまでの時間を充填時間
（充填が完了したことを確認するため，加振時間は
充填時間より長くなっている）として記録する。
また，最終的な２成分充填体のスタック長より，
模擬燃料ピンの全スタック平均充填率を求めた。
　なお，　全スタック平均充填率は以下の式で定
義した。
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焙焼・還元粒子乾燥ゲル粒子滴下原料液

７．３８７．４７７．４１Sm/U＋Sm（wt％）

表４　Sm/U+Sm比
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　ここで，P：全スタック平均充填率（％）
　　　　　 W：被覆管に装荷した粒子の重量（g）
　　　　　  r：被覆管内径（cm）
　　　　  ρ：粒子密度（g/cm3）
　　　　　  l：　スタック長（cm）

３．２　試験結果及び考察

　充填時間のスタック長依存性を図１０に示す。ま

た，全スタック平均充填率を表６に示す。これら
のデータを整理して得られた全スタック平均充填
率のスタック長依存性を図１１に示す。図１２に充填
時間の粒子密度依存性を示す。
　表６からわかるように，TiO2粒子及びCeO2粒
子による全スタック平均充填率はHfO2粒子及び
ガラス粒子による全スタック平均充填率と比較す
ると低くなっているが，これは理論密度比で表わ

技
術
報
告

表５　スフェアパック燃料充填試験条件

充填条件８充填条件７充填条件６充填条件５充填条件４充填条件３充填条件２充填条件１

２３．５０g２３．９０g４１５．６０g３０４．２１g１９３．６０g１９５．１１g８４．５０g８４．５１g粒 子 総 重 量

アクリル管
５００/７

アクリル管
５００/７

アクリル管
１，８００/７

アクリル管
１，８００/７

アクリル管
１，０００/７

アクリル管
１，０００/７

アクリル管
５００/７

アクリル管
５００/７

材質
長さ/内径（mm）被 覆 管

加振連続投入
（投入後も加振）

加振連続投入
（投入後も加振）

加振連続投入
（投入後も加振）

加振連続投入
（投入後も加振）

加振連続投入
（投入後も加振）

加振連続投入
（投入後も加振）

加振連続投入
（投入後も加振）

加振連続投入
（投入後も加振）粒子投入方法

２００
－
５
６．００

２００
－
５
４．１７

２００
－
５
３８．３３

２００
－
５
１９．８３

２００
－
５
１９．８８

２００
－
５
１３．０２

２００
－
５
４．２２

２００
－
５
４．２５

周波数帯（Hz）
掃引速度（Hz/s）
加速度（G）
加振時間（min）

投入時加振条件

２００
－
５
５．２８
５．２８

２００
－
５
５．５０
５．５０

２００
－
５
８．９５
９．５７

２００
－
５
５．３３
１０．１０

２００
－
５
３．７５
１２．３５

１５０
－
２
４．２８
５．４３

１５０
－
２
２．１８
４．２５

２００
－
１０
１．４２
２．６８

周波数（Hz）
掃引速度（Hz/s）
加速度（G）
充填時間（min）
加振時間（min）

投入後加振条件

［粒径範囲ごとの成分割合］

成　　　　分　　　　割　　　　合　［％］

充填条件８充填条件７充填条件６充填条件５充填条件４充填条件３充填条件２充填条件１

ガラスビーズガラスビーズHfO2HfO2HfO2HfO2HfO2HfO2材質（燃料粒子相当）

７４．９７４．９７６．７７６．８７６．８７６．２７５．４７５．４８５０－７１０（μm）

２５．１２５．１２３．３２３．２２３．２２３．８２４．６２４．６９０－　７５（μm）

充填条件１４充填条件１３充填条件１２充填条件１１充填条件１０充填条件９

２５．１１g１６．０３g１６．００g１６．００g１６．０６g１６．００g粒 子 総 重 量

アクリル管
５００/５

アクリル管
５００/５

アクリル管
５００/５

アクリル管
５００/５

アクリル管
５００/５

アクリル管
５００/５

材質
長さ/内径（mm）被 覆 管

加振連続投入
（投入後も加振）

一括投入
（投入後のみ加振）

一括投入
（投入後のみ加振）

加振連続投入
（投入後も加振）

加振連続投入
（投入後も加振）

加振連続投入
（投入後も加振）粒子投入方法

２００
－
５
４．９０

－
－
－
－

－
－
－
－

２００
－
５
５．７２

２００
－
５
５．５０

２００
－
５
２．０３

周波数帯（Hz）
掃引速度（Hz/s）
加速度（G）
加振時間（min）

投入時加振条件

２００
－
５
２．５０
５．００

３００－３，０００
１００
３０
１．６０
３．７２

２００
－
５
１．３７
５．０７

２００
－
５
２．２０
３．３８

２００
－
５
１．４３
３．１７

２００
－
５
１．６６
５．６２

周波数（Hz）
掃引速度（Hz/s）
加速度（G）
充填時間（min）
加振時間（min）

投入後加振条件

［粒径範囲ごとの成分割合］

成　　　　分　　　　割　　　　合　［％］

充填条件１４充填条件１３充填条件１２充填条件１１充填条件１０充填条件９

CeO2TiO2TiO2TiO2TiO2TiO2材質（燃料粒子相当）

７８．１７８．０７８．１７８．１７７．９７８．１８５０－７１０（μm）

２１．９２２．０２１．９２１．９２２．１２１．９９０－　７５（μm）

［充填条件］

成　　　　分　　　　割　　　　合　［％］

充填条件１４充填条件１３充填条件１２充填条件１１充填条件１０充填条件９

CeO2TiO2TiO2TiO2TiO2TiO2材質（燃料粒子相当）

７８．１７８．０７８．１７８．１７７．９７８．１８５０－７１０（μm）

２１．９２２．０２１．９２１．９２２．１２１．９１０６－　９０（μm）

［充填条件］
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した粒子密度がHfO2粒子及びガラス粒子の方が
高いためである。
　図１０を見ると，HfO2粒子（粒子密度８．９g/cc）
に関しては，充填時間はスタック長に比例して増
加する傾向があることが理解できる。一方，図１１
からは，　全スタック平均充填率はスタック長に
依存せずほぼ一定であることがわかる。
　上記の結果から，浸透法によるスフェアパック
充填試験においては，　全スタック平均充填率に
関しては，短尺ピンのデータをそのまま長尺ピン
に対しても適用できることがわかる。また，充填

時間に関しては，実燃料ピンスケールでの充填試
験ができない場合には，それ以下のスタック長で
の試験データから，充填時間とスタック長の関係
を表現する一次式を最小二乗法等で求め，その直
線を外挿することにより推定可能なことがわかる。
　図１２から，粒子密度４．２g/cc以上の密度を有す
る粒子に関しては，充填時間がほぼ一定になる傾
向があることがわかる。この傾向は，MOX粒子
の密度（約１１g/cc）でも，大きく変わることはな
いものと考えられ，図１０のデータはMOX粒子の
充填挙動に近く，その充填時間予測に適用できる
ものと推定できる。
　今後は，粒子の粒径，表面状態や真球度等の他
の因子の影響を調べる。また，浸透法については
模擬粒子としてHfO2を用いた長尺ピン充填試験
を継続し，充填時間に関するデータの精度を向上
させるとともに，同時充填法による充填時間短縮
の可能性等についても調査する。

４．バイパック燃料充填試験

　被覆管内面の腐食を防ぐため，高速炉用MOX
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表６　スフェアパック燃料充填試験結果

充填条件８充填条件７充填条件６充填条件５充填条件４充填条件３充填条件２充填条件１

２９９
３９８
３０１．５
７９．９

３０４．５
４０５
３０４．５
８０．５

１，４４５．５
１，８８０
１，４４５．５
７９．８

１，０５８
１，３７９
１，０６０
８０．１

６８０
８７９．５
６８０
７９．４

６８１
８８２
６８１
７９．９

２９３
３７５．５
２９４
８０．２

２９３
３７５．５
２９４
８０．２

大粒子のみスタック長（mm）
加振前スタック長（mm）
加振後スタック長（mm）
全スタック平均充填率（％）

試験結果

充填条件１４充填条件１３充填条件１２充填条件１１充填条件１０充填条件９

２９７
３８３
２９６
６３．９

３０５
４０１
２９１
６８．６

３０２
３９３
２８８
６９．１

２８８
３８１
２８８
６９．２

２８８
３８０
２８５
７０

２９０
３８０
２８８
６８．４

大粒子のみスタック長（mm）
加振前スタック長（mm）
加振後スタック長（mm）
全スタック平均充填率（％）

試験結果

図１１　全スタック平均充填率のスタック長依存性 図１２　充填時間の粒子密度依存性

図１０　充填時間のスタック長依存性
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バイパック燃料には金属ウランを主成分とする微
細球形粒子（以下，ゲッター）を添加することが
考えられている。充填技術開発の観点からは，
MOX粒子と粒径，形状及び比重の異なるゲッ
ターを添加した上で均質に充填する技術を確立す
ることが重要である。そこで，ゲッター含有バイ
パック燃料の充填構造を明らかにすることを目的
に，短尺アクリル管とUO2粒子，金属ウラン粒子
を用いて，ゲッターの添加を想定した振動充填燃
料ピンを作成し，軸方向の充填率分布の測定等を
実施した。
　また，同様の条件で模擬粒子による充填試験を
実施し，相互の試験結果の相関性を調べることに
より，模擬粒子を用いた試験の模擬性の検討を行
った。両者の相関性を明らかにすることで，応用
試験棟等では実施が困難な長尺ピンを用いた場合
のゲッター含有バイパック燃料の充填挙動を，模
擬粒子を用いた試験から予測することが可能とな
る。

４．１　試験方法

　粒子投入法をパラメータとして実施した試験の
条件を表７にまとめて示す。模擬粒子を用いた試
験では，燃料粒子の模擬物質としてはZrO2，ゲッ
ターの模擬物質としてはHfO2を使用した。試験条
件は，UO2粒子及び金属ウラン粒子を用いた試験
（以下，「UO2粒子による試験」という）と模擬粒
子による試験で基本的には同一であるが，UO2粒
子では１成分としている４２５～１０６μmの粒径範囲
を，ZrO2粒子では４２５～２５０μmと２５０～１０６μmの
２成分に分けている。ただし，成分割合について
はUO2粒子の４２５～２５０μmの成分割合とZrO2粒子
の４２５～２５０μmと２５０～１０６μmの２成分の合計割
合は等しくしているので，試験結果に大きな影響
は与えないものと考えられる。
　アクリル管の内径については，模擬粒子による
試験では５mmのものを使用しているが，これは
充填試験後，内部構造を分析するために実施する
マイクロフォーカスX線CT装置では，内径７mm

技
術
報
告

表７　バイパック燃料充填試験条件

充填条件５充填条件４充填条件３充填条件２充填条件１

３１．１０g３１．０５g１０４．８g１０５．５g１０５．５g粒 子 総 重 量

１０wt％１０wt％１０wt％１０wt％１０wt％ゲッター添加量

アクリル管
５００/５

アクリル管
５００/５

アクリル管
５００/７

アクリル管
５００/７

アクリル管
５００/７

材質
長さ/内径（mm）被 覆 管

加振連続投入
（投入後も加振）

一括投入
（投入後のみ加振）

６分割投入
（投入後のみ加振）

加振連続投入
（投入後も加振）

一括投入
（投入後のみ加振）粒 子 投 入 方 法

２００－４００
１００
１０
１

－
－
－
－

－
－
－
－

２００－４００
１００
１０
２

－
－
－
－

周波数帯（Hz）
掃引速度（Hz/s）
加速度（G）
加振時間（min）

投入時加振条件

５００－１，０００
１００
２５
１０

５００－１，０００
１００
２５
１１

５００－１，０００
１００
２５
１０

５００－１，０００
１００
２５
８

５００－１，０００
１００
２５
１０

周波数（Hz）
掃引速度（Hz/s）
加速度（G）
加振時間（min）

投入後加振条件

［充填条件］

成　分　割　合 ［％］

充填条件４，５充填条件１，２，３

ZrO2（燃料粒子相当）UO2（燃料粒子相当）粒　　径

４５．０４５．０８５０－６００（μm）

８．２８．２６００－４２５（μm）

４．１
８．２

４２５－２５０（μm）

４．１２５０－１０６（μm）

１６．４１６．４１０６－　４５（μm）

１２．２１２．２４５－　　（μm）

HfO2（ゲッター相当）U（ゲッター相当）

１０．０１０．０１０６－　４５（μm）

［粒径範囲ごとの成分割合］
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の場合，Ｘ線の透過量が不十分で分析ができない
ことによる。なお，充填条件１～３については日
本核燃料開発株式会社（NFD），充填条件４～５
については東海事業所乾式プロセス・材料試験棟
で試験を実施した。

４．２　試験結果

　試験結果を表８にまとめて示す。
　スタック長から求めた全スタック平均充填率を
比較すると，UO2粒子による試験では７９．３％（充
填条件１），７９．８％（充填条件２），７９．０％（充填
条件３），模擬粒子による試験では７９．２％（充填条
件４），７９．９％（充填条件５）となり，ほぼ同程度
の値となった。
　なお，２種類の粒子（燃料粒子相当とゲッター
相当）が存在する場合の全スタック平均充填率は，
以下の式で定義した。

　ここで，P：全スタック平均充填率（％）
　　　　   W：被覆管に装荷した粒子の重量（g）
　　　　　  r：被覆管内径（cm）
　　　　   �：平均粒子密度（g/cm3）
　　　　　  l：スタック長（cm）

　燃料ピンの一部分に着目した場合に用いる，充
填率を以下の式で定義した。

　ここで，p：充填率（％）
　　　　   ω：注目した領域に充填された粒子の
　　　　　　　重量（g）
　　　　   Ｖ：注目した領域の体積（cm3）
　　　　  �  ：平均粒子密度（g/cm3）
　平均粒子密度は以下の式で求めた。

　ここで，�：平均粒子密度（g/cm3）
　　　　　 χ：ゲッターの重量含有率
　　　　　 ρ g：ゲッター相当の粒子密度
　　　　　　　（g/cm3）
　　　　　 ρ f：燃料粒子相当の粒子密度
　　　　　　　（g/cm3）

　また，一括投入法と加振連続投入法の違いによ
る全スタック平均充填率の違いもほとんどみられ
なかった。スタック長が５０cmを超える場合，一
括投入法では，スタック下部の充填率が低くなり，
全スタック平均充填率も低下する場合がある。し
かし，今回の燃料ピンはスタック長が約３０cmと
短尺であったため，一括投入法の場合でもスタッ
ク下部でも稠密化に十分な流動が起こり，加振連
続投入法と全スタック平均充填率に違いが生じな
かったものと考えられる。
　模擬粒子による試験で，燃料ピンの軸方向３箇
所の点について，財団法人ファインセラミックス
センターで行ったマイクロフォーカスＸ線CT像
による構造解析により，各々の充填率を算出し，
その平均値が全スタック平均充填率と等しくなる
よう補正した。その結果を図１３に示す。また，充
填率を算出した３箇所の横断面像，縦断面像，立
体構築像の例を図１４-１，１４-２に示す。
　図１３からわかるようにUO2粒子による試験で
は，どの条件でもスタック上部になると充填率が
低下する傾向が見られる一方，模擬粒子による試
験ではスタック上部で充填率が低下する傾向は見
られない。
　スタック上部の充填率低下の原因としては，粒
子投入時の粒度偏析（粒径差による偏析）及び加
振時の粒度偏析の２つが主要な原因と考えられ
る。また，模擬粒子による試験では，　図１４-１，１４-
２からわかるように，大粒子と大粒子間の濃淡の
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表８　バイパック燃料充填試験条件

充填条件５充填条件４充填条件３充填条件２充填条件１

３１８
７９．９

３１０
７９．２

２９６
７９．０

２９３
７９．８

２９６
７９．３

スタック長（mm）
全スタック平均充填率（％）試験結果
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差がほとんどないことから，スタック上部での大
きな粒度偏析は確認できず，このことは充填率が
低下する傾向が見られないことと一致している。
　UO2粒子による試験の場合，どのケースもスタ
ック上部では充填率は低下する傾向を示している
が，充填条件３では他の２条件に比較して低下の
程度が小さく，全体的にも均質性が高い。これは，
充填条件３では粒子を６分割して投入すること
で，粒子投入時の粒度偏析がある程度抑制されて
いるためと考えられる。この投入時の粒子の不均
質性だけが，スタック上部の充填率低下の原因で
はないものの，均質な充填を行うための重要なパ
ラメータであることは明らかである。

　UO2粒子による試験では，軸方向の充填率に加
え，金属ウランの含有率を求めた。その結果を図
１５に示す。この図からわかるように，金属ウラン
の含有率はスタック上部で上昇している。これは，
試料容器中での偏析（粒子投入中に密度の大きい
金属ウランが試料容器中の底部にたまる），試料
容器からアクリル管に粒子を投入する時の偏析等
により，投入終了時に粒子中の金属ウランの割合
が高くなっているためと考えられるが，今後，こ
の原因を解明する必要がある。このため，金属ウ
ランの含有率の均質性の観点からも，投入時の均
質性が重要なパラメータであることに変わりな
い。ただし，充填条件３でもスタック上部の金属
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図１４-２　ZrO2+HfO2粒子（充填条件５）のCT像
（スタック上端から１cm）　　 

図１４-１　ZrO2+HfO2粒子（充填条件４）のCT像
（スタック上端から１cm）　　 

図１３　充填率の軸方向分布
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ウラン含有率は上昇していることから，加振時の
形状・粒径等の影響による金属ウランの偏析等の
他の要因が影響を与えていることが考えられ，今
後の詳細な検討が必要である。

５．まとめと今後の予定

　「FBR実用化戦略調査研究」における燃料製造
システムの実用化候補概念の一つである振動充填
燃料の製造技術開発の現状として，湿式法再処理
で回収される製品硝酸溶液を原料としたゲル化法
による粒子燃料製造試験とその振動充填試験，及
び乾式法再処理により電解析出して回収された粒
形が非均一な顆粒の振動充填試験について報告し
た。
　ゲル化法による粒子燃料製造試験では，模擬FP
元素としてSmを添加したウラン試験を実施し，
Smは粒子製造工程に影響を及ぼさないことを確
認した。今後は，大小二つの大きさの粒子燃料の
量産性を評価する試験を実施する予定である。
　一方，スフェアパック燃料充填試験では，模擬
物質を用いた長尺ピンへの充填試験を実施し，充
填率は軸方向で均一であること，充填時間につい
てはピンの長さに比例することを確認した。一方，
バイパック燃料充填試験としては，酸化物粒子と
は形状，密度が異なるゲッターを添加した短尺ピ
ンへの充填試験を実施し，バイパック燃料の充填
挙動を概ね把握した。

　今後，　大小二つの大きさの粒子燃料の量産性
を評価する試験やスフェアパック燃料及びバイパ
ック燃料の最適充填条件等，　２００５年度のフェー
ズⅡの最終取りまとめに向けて，候補概念の明確
化の根拠となるデータを蓄積していくとともに，
今後の照射試験に向けての準備を着実に進めてい
く。
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図１５　金属ウラン含有率の軸方向分布
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１．はじめに

　フェーズⅡの最終取りまとめにおいて予定され
ている実用化候補概念の明確化にあたって，FBR
システム及び燃料サイクルシステムの技術総括の
結果に加えて，種々の視点から評価を行い，各候
補概念の特徴の明確化をはかる手法の一つである
多面的評価の活用を目指した検討を実施している。
　多面的評価については，より客観的な評価が可
能となるような手法の構築を目指し，整備を進め
ており，ここでは現状における評価手法（案）の
概要を以下に述べるとともに，具体的な評価イ
メージを提示するため，５つの開発目標（安全性，
経済性，環境負荷低減性，資源有効利用性，核拡
散抵抗性）に対する候補概念の適合度の試評価結
果についても記載する。
　なお，本評価手法については概念の明確化にお
ける活用方法を含め，今後も手法の更なる検討を
進めるとともに，定量評価の際に用いている評価
基準（開発目標に対する適合度を求める尺度）の
設定等については，今後の研究開発の動向，社会
動向等も考慮しながら，具体的な検討を進めてい
く予定である。今後の予定も含めた有望なFBRサ
イクルシステム概念の検討フローを図１に示す。

２．FBRサイクルシステム候補概念の組み合わせ

　原子炉，炉心燃料，再処理，燃料製造のそれぞ
れの分野での技術検討成果に基づき，これらの技

術を組み合せ，多面的評価で対象とするFBRサイ
クルシステム候補概念を選定した。
　まず，FBRシステムの違いによる影響を評価す
る観点から，それぞれの炉の特長を引き出すうえ
で有望な炉心燃料及び燃料サイクルシステム技術
を組み合せてFBRサイクルシステム候補概念を構
築した。ナトリウム冷却炉に対する炉心燃料とし
ては，これまでの開発実績が多いMOX燃料と高
性能が期待できる金属燃料を選定し，MOX燃料
に対する再処理技術としては先進湿式法（含む超
臨界抽出法），酸化物電解法を，燃料製造技術と
しては簡素化ペレット法，振動充填法を組み合わ
せた。金属燃料に対しては再処理技術としての金
属電解法と燃料製造技術としての射出成型法とを
組み合せた。鉛ビスマス冷却炉については，より
高い性能を引き出せる強制循環方式を対象とし，
燃料としては窒化物燃料とMOX燃料を取り上
げ，それぞれに対して先進湿式法，簡素化ペレッ
ト法を組み合せた。ヘリウムガス冷却炉について
は，炉心性能と安全性で高いレベルを達成し，原
子炉出口温度高温化への対応の潜在的能力を有す
る窒化物被覆粒子燃料を選定し，それに対応して
脱被覆＋先進湿式，被覆粒子燃料製造を組み合せ
た。水冷却炉については，冷却材との共存性から
MOX燃料を選定し，これに対応して先進湿式法，
簡素化ペレット法を組み合せた。
　炉心については，より効率的にPuを増殖させ
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図１　有望なFBRサイクルシステム概念の検討フロー
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る資源重視型炉心と炉心全体の平均燃焼度を向上
させ，燃料サイクルコストの低減をねらった経済
性重視型炉心とを検討し，双方を評価対象とした。
　また，中性子経済に優れているというFBRの特
長を生かしたLLFP（長寿命核分裂生成物）分離・
核変換サイクルについても評価を行った。
　以上により選定した２２ケースのFBRサイクルシ
ステム候補概念を表１にまとめる。燃料サイクル
施設の処理規模は，プラントとしての特性を横並
びに評価する観点から，大規模施設としては２００ト
ン/年，小規模施設としては５０トン/年に統一した。
　なお，原子炉の出力規模はサイト当たり３GWe
規模を目標として検討を進めたが，各炉概念の設
計上の制約から，結果として出力規模に差が生じ
ている。従って，そのスケール効果を踏まえて結

果を解釈する必要がある。また，水冷却炉やLLFP
核変換ナトリウム冷却炉の一部の評価については
現在，検討中であるため，その結果については続
報にて報告する。

３．多面的評価

３．１　評価手法

　FBRサイクルシステム候補概念の多面的評価に
あたっては，経済性や環境負荷低減性などの５つ
の多面的な評価の視点に対する適合度（効用値）
をできるだけ定量的に評価することとした。これ
に適用する評価手法としては，関連する物理量や
項目を階層構造（一次～三次程度）に属性展開
し，最下層の評価指標の効用値を求め，これらか
らその評価の視点に対する適合度（効用値）を求

技
術
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表１　評価対象となるFBRサイクルシステム候補概念（２２ケース）

サイクル設定の趣旨炉心＊燃料製造
再　　処　　理

燃　料炉ケース
方　式処理規模湿/乾

MOX燃料の最も有望な湿式概念
資源

簡素化ペレット

先進湿式大規模
（２００t/y）

湿式

MOX
Na大型炉ツイン
（１，５００MWe）

１

経済２

FP核変換の代表的な有望概念LLFP３

燃料製造法の違いを評価
資源

振動充填
４

経済５

燃料サイクルシステム施設規模
の違いを評価

資源
簡素化ペレット先進湿式

小規模
（５０t/y）

６

経済７

小規模施設の経済性向上に有望
な再処理概念

資源
簡素化ペレット超臨界

８

経済９

MOX燃料の最も有望な乾式概念
資源

振動充填酸化物
電解

小規模
（５０t/y）乾式

１０

経済１１

金属燃料で最も有望なサイクル
概念

資源
射出成型金属電解小規模

（５０t/y）乾式金属
１２

経済１３

初期投資の少ない概念

資源

簡素化ペレット超臨界小規模
（５０t/y）湿式MOX

Na中型炉シングル
（７５０MWe）１４

経済Na中型炉モジュール（４基）
（７５０MWe）１５

Pb-Bi炉サイクルの有望概念
資源

簡素化ペレット先進湿式大規模
（２００t/y）湿式窒化物

Pb-Bi中型炉（４基）
強制循環
（７１０MWe）

１６

経済１７

燃料の違いを評価
資源

簡素化ペレット先進湿式大規模
（２００t/y）湿式MOX

１８

経済１９

He炉サイクルの有望概念
資源

被覆法脱被覆＋
先進湿式

大規模
（２００t/y）湿式窒化物

被覆粒子
He大型ツイン
（１，１２４MWe）

２０

経済２１

水炉サイクルの有望概念簡素化ペレット先進湿式大規模
（２００t/y）湿式MOX水炉

（１，３５６MWe）２２

＊炉心

 資 源 ：倍増時間を短縮し，より効率的にPuを増殖させる炉心仕様。増殖比１．１～１．２。（資源重視型炉心）
 経 済  ：ピン太径化により燃料体積比を向上させ，平均燃焼度向上により燃料サイクルコストの低減を図った概念。

 径ブランケット燃料無で増殖比１．０を僅かに上回る程度。（経済性重視型炉心）
 LLFP  ：径ブランケット域にターゲット集合体としてLLFPを装荷し，核変換することを目指した概念。

�
�
�
�
�
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める多属性効用分析法（MUF:Multi-attribute Util-
ity Function method）をベースとする多面的評価
手法を開発した１） ，２）。
　多面的評価手法では，図２に示すように，属性
展開した最下層の指標に対し，効用分析による定
量化手法や定性的な分析により効用値を算出し，
同じレベルの関連する評価指標に対して総和が１
となる影響度（重み）を工学的な判断により設定
する。このようにして求めた効用値と各指標の重
みとの積を階層構造に従い，順次上位の階層に向
かって積算していくことにより，その評価の視点
に対する適合度（効用値）を算出する。
　ここで，定量評価が可能な指標は，図２に示す
効用関数を用いて規格化し，０～１までの効用値
で表す。すなわち努力目標（＝効用値が１．０のとき
の属性値），達成目標（＝効用値が０．５のときの属
性値）及び許容値（＝効用値が０．０，すなわちFBR
サイクルシステムの導入意義がなくなる属性値）
の３点で定義される指数関数（効用関数）を用い
て効用値を算出する。一方，定量評価が困難な指
標については，専門家判断による評価を行いこれ
に基づき０～１で数値化した効用値を求めた。
　なお，安全性と核拡散抵抗性のうちの制度的核
拡散抵抗性については，それぞれで適合すべき基
準を設定し，これらに対し合否判定を行って，す
べての基準に対して合格の場合に多面的評価を行
う対象とするといった，あらかじめクリアする必
要がある前提条件を課した。　

３．２　評価結果

（１）安全性
（�）　評価指標
　安全性については，FBRシステム設計及び燃料
サイクルシステム設計のそれぞれにおいて決定論
的検討を主体とし，確率論的検討を補完的に採用
した評価を進めている。ここでの評価も主として
決定論的方策について，深層防護を基本思想とし
てそれぞれのシステムの特徴を踏まえた安全上の
指針や基準に則り，十分なレベルの安全対策が施
されていることを確認する。
　図３に安全性に関する評価構造を示す。
　FBRシステムと燃料サイクルシステムでは内包
する核分裂性物質の量とその再配置の可能性が大
きく異なることから安全性確保方策が基本的に異
なり，１次指標として「FBRシステム安全性」及
び「燃料サイクルシステム安全性」を設定する。
「FBRシステム安全性」としては，「設計基準事象
に対する安全性」として，「安全設計方針」と「安
全評価」をとりあげ，深層防護の考え方を基本と
して安全設計の考え方に基づいた設備設計がなさ
れていること及び代表的な起因事象に対する安全
評価により設備設計の妥当性を確認する。また，
「設計基準を超える事象に対する安全性」として，
受動的炉停止能力や全交流電源喪失時の炉心冷却
確保方策などにより炉心損傷発生頻度を１０-6/炉年
未満に抑えられる見通しを確認する「炉心損傷防
止」，炉心損傷時の「影響緩和」として「機械的エ
ネルギー発生防止」及び「安定冷却と閉じ込め」
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図２　評価の視点に対する適合度（効用値）算出の構造
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を評価する。
　「燃料サイクルシステム安全性」では，「安全設
計方針」として，深層防護の考え方を基本として
安全設計の考え方に基づいた設備設計がなされて
いることを確認する。また，「安全評価」として，「設
計基準事象に関する安全評価」により設計基準事
象に対する安全設計の妥当性を確認するととも
に，「リスク評価」として施設内での放射性物質の
大規模放出事象の発生頻度を１０-6/プラント年未満
に抑制できる見通しを確認する。
（�）評価結果
　評価対象となるFBRサイクルシステムを構成す
る技術概念ごとに，安全性の評価指標に沿って評
価した。
（a）FBRシステム技術の評価結果３）

　現行軽水炉やもんじゅで適用された基準，指針
類を参考に安全設計方針を定め，主要安全設備の
概念を具体化している。その根幹は深層防護の考
え方であり，「異常の発生防止」「異常の拡大防止」
「事故影響の緩和」の段階ごとに適切な手だてを講
じていることを確認した。　
　各FBRシステムの概念に応じて，安全評価の対
象とする事象を抽出し，評価した結果，いずれも
判断基準を満足することを確認している。
　炉心損傷を防止する機能としては，受動的炉停
止能力として自己作動型炉停止機構（SASS）ある
いは現行炉で高い信頼性実績に基づく多様性のあ
る原子炉停止系を備えている。全交流電源喪失時
の炉心冷却については，自然循環による除熱が可
能な崩壊熱除去系により崩壊熱除去が可能な見通
しを得ている。これらも踏まえて，各FBRシステ
ム概念について炉心損傷頻度の概略評価を行い，
１０-6/炉年未満を達成できる見通しが得られている。
　各FBRシステムの特徴に応じた炉心損傷の影響

緩和策として，炉心損傷時に再臨界の可能性が想
定される場合には，溶融燃料を炉心外へ排出する
機構による再臨界回避方策あるいは未臨界性を確
保できるコアキャッチャー概念を採用することな
どにより，有意な機械的エネルギーの発生を防止
している。また，融体の安定冷却については，可
能な限り原子炉容器内で達成し，格納施設への
熱・機械的負荷を大幅に低減して閉じ込め能力を
確保することとしている。
（b）燃料サイクルシステム技術の評価結果４）

　現行の「再処理施設安全審査指針」あるいは
「MOX燃料加工施設安全審査指針」に準拠して設
計することを基本方針として，システムの特徴に
応じた臨界安全，放射線遮へい，放射性物質の閉
じ込め，発熱対策，火災・爆発等安全確保対策が
とられている。　
　安全評価では，各施設において技術的に発生が
想定される代表的な異常事象に対して周辺公衆の
線量当量を評価し，判断基準（５mSv/事象）を
満足できる見通しであることを確認している。さ
らに，放射性物質を大量に包含する工程で発生し
得る異常事象を起因として，機器の多重故障及び
ヒューマンエラーを重ね合わせた設計基準を超え
る事象を対象にリスク評価を行い，施設内の放射
性物質の大規模放出の発生頻度を適切に抑制でき
る見通しを確認している。
　多面的評価対象のFBRサイクルシステム候補概
念はこれらの技術概念を組み合せて構成されるこ
とから，FBRサイクル全体としても安全性評価に
おいて適合すべき基準を満足しうると判断する。
（２）経済性
（�）評価指標
　FBRサイクルシステムの経済性は発電原価で評
価する。発電原価は資本費，運転維持費及び燃料
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図３　安全性の評価構造
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費により構成され，年あたりの経費を算出した
後，FBRシステムの運転開始年に現在価値換算し
た合計を，同じく運転開始年に現在価値換算した
発電量の合計で除して，発電量あたりの単価（耐
用年平均発電原価）として求める。なお原子力発
電の経済性について，２００４年１月に，バックエン
ド費用を詳細に考慮した結果として５．３円/kWh
が報告５）されている。多面的評価においても各施設
における操業時の廃棄物処理，輸送，貯蔵，処分
の各費用並びに廃止措置時の解体費用，廃棄物処
理，輸送，処分の各費用を燃料費（廃止措置時の
解体費用のうちサイクル施設については燃料費
に，炉施設については資本費に計上）として考慮
して発電原価を算出した。
　経済性の効用値は，発電原価に対する効用関数
を表２の評価基準により定義し，算出した。
（�）評価結果
　図４に炉型や燃料形態の組み合せの異なるFBR
サイクルシステムの経済性効用値の試算例を示
す。図中で効用値が大きいほど目標への適合度は
高い。冷却材としてナトリウム，鉛ビスマス，ヘ
リウムをとりあげ，燃料サイクルシステム側はい
ずれも湿式の大規模燃料サイクルとした。ここで
はFBRサイクルシステムが潜在的に到達可能な経
済性を比較することを目的として，経済性重視型

炉心を対象とした候補間比較を行った。
　どの概念も目標である４．０円/kWh（効用値＝
０．５）をほぼ達成できる見通しである。以下に中間
評価で構築した各FBRサイクルシステムの特徴を
示す。
　ナトリウム冷却炉（ケース２）では，２ループ
化，合体機器の採用，炉容器コンパクト化，配管
短縮化などによる物量の削減が図られ，建設単価
の基準値（目安値）である２０万円/kWeを達成で
きる見込みである。
　鉛ビスマス冷却炉は，冷却材の比重が大きいこ
とによる構造設計・耐震設計上の制約から構造物
が厚肉化すること，冷却材温度がナトリウム冷却
炉やヘリウムガス冷却炉より低い（構造材の腐食
対策）ことによる蒸気発生器伝熱面積の増加など
により，物量が増加する傾向がある。加えて，耐
震設計の制約から，出力規模が中型となり，ス
ケール効果が活かせないことによる物量の増加も
ある。燃料サイクルシステム側では窒化物燃料は
窒素－１５の濃縮・回収設備を追加する必要があり，
酸化物燃料の湿式燃料サイクルシステムに比較
し，燃料サイクル単価は増加する傾向にあるが，
窒化物燃料は重金属密度が高く，酸化物燃料に比
べ燃焼度向上に対して高い潜在的能力を有し，燃
料費の低減が見込める。
　ヘリウムガス冷却炉は，直接発電や高熱効率と
いう建設費低減のメリットがあるものの，冷却材
の除熱特性により炉心が大型化すること，冷却材
の圧力が高いことによる原子炉構造物量の増加
（厚肉構造），減圧事故対策のために１次系である
タービン発電機も収納する大型の鋼製格納容器が
必要になることなどにより，物量が多くなる傾向
がある。また，窒化物燃料被覆粒子であるため
に，窒素－１５の濃縮・回収設備の追加や，再処理
における被覆粒子燃料に特有の脱被覆工程の追加
などのコスト増加要因がある。また，燃焼度もナ
トリウム冷却炉，鉛ビスマス冷却炉の炉心に比べ
若干低い。
　図５にナトリウム冷却炉と組合わせる燃料サイ
クルシステム技術の違いに着目した場合の経済性
効用値の試算例を示す。
　燃料サイクル施設の処理規模はいずれも５０t/y
の小規模施設であるが，どのシステムも経済性の
目標を達成できる見込みであり，小規模施設間で
の燃料サイクル費に顕著な差は認められなかった。
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図４　炉型及び燃料形態別の経済性（効用値試算例）

ここ１０年の米国における天然ガス
火力発電における発電原価予測値
の最安値（２．３¢/kWh）を現在の為替
レートで換算した値（国際的な競争
力を確保）

２．５円/kWh努力目標
（効用値１）

将来の軽水炉サイクルの発電原価
予測４円/kWhに比肩する経済性の
確保

４．０円/kWh達成目標
（効用値０．５）

現在の軽水炉サイクルの発電原価
（５．３円/kWh）以上の経済性の確保５．３円/kWh許容値

（効用値０）

表２　経済性　評価基準
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　先進湿式法（ケース７）は相対的に効用値が小
さくなっているが、図４のケース２（大規模）と
の比較からわかるように、本再処理方法は大規模
施設の経済性は大幅に向上する傾向がある。
　超臨界直接抽出法（ケース９）は先進湿式法に
比較し，抽出工程の削減が図れることから，小規
模・先進湿式法再処理の経済性向上に有望な概念
であり，再処理施設の建設費及び運転維持費の減
少にその効果が表れている。
　酸化物電解法（ケース１１）は高レベル廃棄物の
処理において，処分体へのFP含有率を湿式再処理
に比べ高くできる処理方法を想定しているため，
高レベル廃棄物発生量が少なく，輸送・処分費用
が低いために燃料費が減少する傾向となっている。
　金属電解法（ケース１３）を組合わせる金属燃料
サイクルは燃焼度を高くできるため，加工及び再
処理費が減少する傾向がある。しかし，金属電解
法において高レベル廃棄物はFP含有率が低い人
工鉱物固化体としての処理を想定しており，発生
量が多く，輸送・処分費用が増加する傾向がある。
　なお，各概念における高レベル廃棄物の処分形
態及び発熱が，輸送，貯蔵及び最終処分場に与え

る影響を考慮して費用を計上する必要があるが，
本評価では高レベル廃棄物の輸送・処分費用は発
生体積に比例するとして計上している。酸化物電
解法，金属電解法については処分形態等を考慮し，
今後，これらの経済性をより精度よく求めていく
必要がある。
（３）環境負荷低減性
（�）評価指標
　環境負荷低減性の評価構造及び評価指標の重み
を図６に示す。１次指標として，埋設処分される
放射性固体廃棄物と施設の操業に伴い環境に希釈
放出される気体及び液体の放射性物質に着目する。
　放射性固体廃棄物についての２次指標として
は，廃棄物処分場に与える負荷の観点から発生総
量（体積）及び処分場占有面積に換算した発生量
（面積）を，また処分場からの長期的影響の観点か
ら潜在的放射性毒性及び地下水移行シナリオに基
づく高レベル廃棄物処分場からの被ばく影響を評
価する。これらは，発電電力量あたりに換算し評
価する。
　環境に希釈放出される気体及び液体放射性物質
については，被ばく影響を２次指標とし，サイト
の発電電力量あたりの被ばく影響を評価する。
　上記，各２次指標に対する評価基準を表３に示
す。現行技術による高除染体系のFBRサイクルシ
ステムの性能を比較基準とし，各指標の特性を踏
まえ，工学的判断の下に各目標を設定した。
（�）　評価結果
　発生量（体積）は浅地中処分廃棄物が支配因子
である。炉のコンパクト化，燃焼度の向上による
燃料サイクル施設規模の縮小により，廃止措置時
の浅地中処分廃棄物発生量の抑制が図られている。
　発生量（処分場面積換算）は高レベル廃棄物が
支配因子である。実用化戦略調査研究では発熱核
種であるMAをリサイクルすることによる高レベ
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図５　燃料サイクルシステムの技術別（小規模施設）
の経済性（Na冷却炉と組み合わせた場合の効
用値試算例）

図６　環境負荷低減性評価構造及び重み
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ル廃棄物への移行及び環境への影響を抑制するこ
とを目指している。また，それぞれの再処理方法に
適した処分形態を採用した処分体を提示している。
　１０００年後のガラス固化体及び地層処分TRU廃
棄物の放射性毒性は，MAの廃棄物への移行が支
配因子であるが，低除染TRUサイクルにより，対
象核種の廃棄物への移行抑制を図っている。
　環境負荷低減性における候補概念間の差は，主
に燃料サイクルシステムの技術の違いによるもの
である。図７にナトリウム冷却炉について，再処
理及び燃料製造概念の違いによる環境負荷低減性
の違いについての試算例を示す。燃料サイクル施

設の処理規模はいずれのケースも５０t/yの小規模
施設である。
　評価結果は，超臨界直接抽出法や酸化物電解法
においてMAの廃棄物への移行率が先進湿式再処
理に比べ，高くなる傾向にあり，このため，放射
性毒性の指標ではこれらの効用値が低くなる傾向
にある。また，金属電解法では高レベル廃棄物と
してFP混入率の低い人工鉱物固化体を想定して
いるため，発生量（処分場面積換算）の効用値が
低くなる傾向にあるが，今後，処分形態と処分場
概念の整合を図った評価とする必要がある。
　今回の試評価では候補間に顕著な差は見られな
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表３　環境負荷低減性　評価基準

１００年程度の長期にわたり処分場への負荷が許容可能な程度努力目標
基準システム※の１/１０

・発生量（体積）

・発生量（面積） 【低レベル廃棄物】
　プラント建屋の合理化，プロセスの合理化により達成しうるレベル
【高レベル廃棄物】
　MAのリサイクルにより達成しうるレベル

達成目標
基準システム※の１/２

現行のFBRサイクル技術体系の環境負荷許容値：基準システム※の値

数１００年から１０００年程度で天然ウラン並みに低減努力目標
基準システム※の１/１００

・１０００年後の放射性毒性

燃料サイクルのロス率１％に対応する毒性低減達成目標
基準システム※の１/１０

現行のFBRサイクル技術体系の環境負荷許容値：基準システム※の値

ALARAの観点から，より高いレベルの低減割合（２桁程度）努力目標
基準システム※の１/１００

・高レベル廃棄物による処
分場からの被ばく影響

評価上有意な低減割合（１桁程度）達成目標
基準システム※の１/１０

現行のFBRサイクル技術体系の環境負荷許容値：基準システム※の値

ALARAの観点から，より高いレベルの低減割合（２桁程度）努力目標
指針値の１/１００

・操業時周辺被ばく影響

評価上有意な低減割合（１桁程度）達成目標
指針値の１/１０

安全指針における被ばく線量目標値５０ μSv/年許容値
指針値（３００万kWeを仮定）

※現行技術による高除染体系のFBRサイクルシステムを想定　
努力目標＝効用値１，達成目標＝効用値０．５，許容値＝効用値０

図７　燃料サイクルシステムの技術別（小規模施設）の環境負荷低減性
（Na冷却炉と組み合わせた場合の効用値試算例）　　　　　
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いが，今後，設計データ，評価構造，評価基準等
の更なる見直しを行い，環境負荷低減性評価の検
討を進めることとしている。
（４）資源有効利用性
（�）評価指標
　資源有効利用性の評価構造を図８に示す。
　「資源節約性」として着目する天然ウラン累積需
要量は，原子力発電設備容量，FBRサイクルシス
テム導入時期などを想定し，プルトニウムバラン
スを考慮して，軽水炉からFBRに置き換えていく
間に我が国において必要となる天然ウランの累積
量である。「持続利用可能性」は，天然ウランの潜
在能力の何％程度をエネルギーとして利用するか
を示す指標である。効用値は表４の評価基準で定
義した効用関数より算出した。
（�）評価結果
　図９に炉型及び燃料形態に着目した資源有効利
用性評価の試算例を示す。図は資源節約性におけ
る評価基準を厳しくした場合（ケースA）の評価
結果である。
　ウラン資源のリサイクル利用により天然ウラン
利用率（持続利用可能性）は高く，サイクル全体

でのロス率が１％以下であるため，いずれのケー
スも０．９５を超える高い適合度となっている。候補
間の資源節約性に関する適合度を比較すると，ナ
トリウム冷却炉の金属燃料炉心は増殖性能に優
れ，初装荷プルトニウムインベントリが少なく，
相対的に適合度が高い。次いでナトリウム冷却炉
の酸化物燃料炉心及び鉛ビスマス冷却炉の窒化物
燃料炉心は同程度の適合度となっている。また，
ヘリウム冷却炉の窒化物燃料炉心は初装荷プルト
ニウムインベントリが大きく，適合度は低くなる
傾向にある。
　また，資源節約性における評価基準を厳しくし
た場合（ケースA）の方が評価基準を穏やかにし
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図９　炉型及び燃料形態別の資源有効利用性比較
　　　（FBRサイクルシステム一律２０５０年導入とした場合の試算例）

【資源節約性】

表４　資源有効利用性　評価基準

【持続利用可能性】

※電力化率２５％，原子力発電比率４０％

人口１２０億人
エネルギー
消費量：３倍/人※

１，０００年利用

努力目標
１００％

人口１００億人
エネルギー
消費量：２倍/人
５００年利用

達成目標
３０％

人口８０億人
エネルギー
消費量：現状
３００年利用

許容値
７％

既知ウラン資源量
（４００万tU）の５％

努力目標
２０万t

ケ
ー
ス
A

究極ウラン資源量
（１，６００万tU）の５％

達成目標
８０万t

究極ウラン資源量
の１０％

許容値
１６０万トン

天然ウラン資源量
および将来の世界
における日本の原
子力発電電力量の
割合から想定され
る日本のウラン利
用割合の不確実性
を考慮し，各基準
値をケースＡの２
倍に設定

努力目標
４０万t

ケ
ー
ス
B

達成目標
１６０万t

許容値
３２０万トン

図８　資源有効利用性　評価構造及び重み 
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た場合（ケースB）よりも候補間の相対的な差が
大きくなり，適合度も変わることから，今後，評価
基準の設定方法を慎重に検討していく予定である。
（５）核拡散抵抗性
（�）評価指標
　核拡散抵抗性はTOPS６） ，７） ，Generation-IV ８）など
の国際的な議論の場においても，次世代の原子炉
や燃料サイクルの実用化に対する評価視点として
重要とされている。実用化戦略調査研究では，再
処理工場やMOX燃料製造での経験をいかし，高
いレベルの核拡散抵抗性の実現を目指して，不純
物を多く含有し，放射能や発熱量が多く容易に接
近できない，Puを単離しない低除染TRU燃料を
基本とするFBRサイクルシステム概念を提案して
いる。
　核拡散抵抗性としては，制度的な核拡散抵抗性
と技術的な核拡散抵抗性に着目した。制度的な抵
抗性については，国際社会の中で核物質を利用し
ていくための必要条件と位置づけられることから
核不拡散を制度上，担保する基準に適合している
か否かの合否判定により評価を行う。技術的抵抗
性については，核爆破装置１個の製造を行うこと
を想定し，難接近性，難取扱性，難単離性，核兵
器非魅力性を２次指標として取り上げ，それぞれ
をさらに下位の指標に展開した。図１０に評価構造
と重みを表５に各指標の評価基準を示す。
　制度的抵抗性と技術的抵抗性の重みは等分に配
分し，技術的抵抗性の下位指標の重みについては
難単離性が核拡散抵抗性を増すために効果的な方
策であることから，他の指標の２倍の重みとし，
他の指標へは等分に配分した。
（�）評価結果
　核拡散抵抗性の効用値の試算結果を図１１に示す。

（a）炉型の観点からの候補概念間比較
　先進湿式法再処理と組み合せた場合で，炉型の
違いによる差異を比較すると，技術的核拡散抵抗
性の視点全体に対する効用値は０．２２～０．３で，核拡
散抵抗性全体では０．７２～０．８の間に分布しており，
ほとんど差異がない。これはいずれのFBRサイク
ルシステムも低除染TRU燃料を採用しているこ
とから難接近性などに高い適合度を示しているこ
とによる。
（b）燃料サイクルシステムの観点からの候補概念
間比較

　ナトリウム冷却炉の場合で燃料サイクルシステ
ムの違いによる差異を比較すると，金属電解法再
処理/射出成型法燃料製造の効用値が若干低くな
っている。これは核物質原料の形状の違いによる
取り扱い性と核爆破装置を製造するのに必要とな
る原料の量を評価する難取扱性において，金属電
解法再処理では比較的Pu富化度の高い金属合金
を取り扱うことから，評価が相対的に低くなった
ためである。今後，燃料サイクルシステムのプロ
セスにおける低除染燃料の難接近性，難取扱い性
等については更に検討を加えて行く予定である。
（６）多面的評価結果のまとめ
　基準適合性確認型評価である安全性を除く，４
つの開発目標についての多面的評価の試算例を図
１２に示す。ナトリウム冷却炉と組み合せた場合の
再処理・燃料製造方法毎の４つの開発目標に対す
る適合度についての試算例であるが現時点での暫
定的な結果では以下の傾向が見られる。
　経済性については５０t/yの小規模施設で比較し
た場合は，乾式法（酸化物電解法，金属電解法）
と超臨界型先進湿式法の目標適合度が相対的に高
くなる傾向がある。また，燃料サイクル施設の規
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図１０　核拡散抵抗性　評価構造及び重み 
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模の違いを先進湿式法を用いて比較したところ，
大規模施設の経済性は大幅に向上する傾向がある。
　環境負荷低減性については再処理での製品回収
率が優れている先進湿式法再処理が相対的に目標
適合度が高くなっているが，超臨界型先進湿式法
は廃棄物へのアクチニドの移行率がやや大きく乾
式法（酸化物電解法，金属電解法）よりも目標適

合度は低い傾向にある。
　資源有効利用性では金属電解法再処理＋射出成
型法燃料製造が増殖性能に優れた金属燃料に採用
されることから相対的に高い評価となっている。
　核拡散抵抗性についてはあまり差異がないが，
金属電解法再処理＋射出成型法燃料製造が比較的
プルトニウム富化度の高い金属合金を取り扱うこ
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表５　核拡散抵抗性 評価基準

基 準 の 意 味基　　　準項目と重み

難（１．０），中（０．５），易（０）定性評価頑丈性（０．０２５）

難（１．０），中（０．５），易（０）定性評価接近性（０．０２５）

難（１．０），中（０．５），易（０）定性評価改造性（０．０２５）

基準値１００倍（ほぼ近接作業不可能）１００Sv/h努力目標

物質接近性（０．０２５） 核物質防護の基準値１Sv/h達成目標

接近への困難なし０Sv/h許 容 値

持ち運び困難かどうか難（１．０），中（０．５），易（０）定性評価形状（０．０５）

一連の大規模なオペレーション必要１００t努力目標

必要原料量（０．０５） チームでかつ車両等必要１t達成目標

個人運搬可能１０kg許 容 値

U化合物並に必要１年努力目標

Pu抽出時間（０．１０） Pu化合物並に必要１ヶ月達成目標

週のオーダー１週間許 容 値

国が必要１，０００億円努力目標

Pu抽出資金（０．１０） 組織が必要１０億円達成目標

個人で可能１，０００万円許 容 値

成功見込みなし０％努力目標

核兵器不適応性（０．０７） 性能発揮するか不透明５０％達成目標

完全に成功１００％許 容 値

核兵器組み立て困難１，０００W/kg　HM努力目標

発熱量（０．０３） 核兵器組み立てが困難になる程度１００W/kg　HM達成目標

核兵器級並１０W/kg　HM許 容 値

図１１　核拡散抵抗性の適合度比較（試算例）
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となどのため，相対的にやや低い評価となってい
る。今後，低除染燃料の接近性や取り扱い性等に
ついて更に検討を加えて行く予定である。
　FBRシステムと燃料サイクルシステムの技術総
括と現時点までに得られている多面的評価の結果
から，炉型ごとに代表的な組み合せ概念を整理す
ると以下のとおりとなる。
　「ナトリウム冷却炉＋酸化物燃料＋先進湿式法
再処理＋ペレット法（または振動充填法）燃料製

造」サイクル概念：経済性と環境負荷低減性の目
標に対する適合度が高い概念であるが，過度な投
資リスクを負うことなく導入できるようにするに
は経済性やナトリウムに固有の技術課題（ナトリ
ウム漏えい等）等のプラント信頼性の実証が重要
な課題である。燃料サイクルシステムの経済性に
関しては，大規模施設では目標に適合する可能性
はあるものの，小規模施設での高い経済性を目指
すため，超臨界直接抽出技術の採用等のプロセス
簡素化の課題がある。
　「ナトリウム冷却炉＋金属燃料＋金属電解法再
処理＋射出成型法燃料製造」サイクル概念：倍増
時間の点で優れ，資源有効利用性の目標に対する
適合度が高い概念であるが，燃料サイクルシステ
ムの実用化を見通すには，実用機器設計に必要な工
学規模の試験データ取得，使用済み燃料を用いた
TRU回収，廃棄物処理試験等の実施が課題である。
　「鉛ビスマス冷却炉＋窒化物燃料（金属燃料）＋
先進湿式再処理（または金属電解法再処理）＋ペレ

ット法燃料製造」サイクル概念：ナトリウム冷却

炉に次いで高い潜在的な能力を持つ概念である
が，概念の成立性を左右する鉛ビスマスに対する
防食技術，耐腐食材料の開発，窒化物燃料を採用
する場合は十分に安価な窒素－１５の濃縮・回収技
術の開発等の課題がある。
　「ヘリウムガス冷却炉＋窒化物被覆燃料＋脱被
覆先進湿式再処理＋被覆法燃料製造」サイクル概

念：経済性の開発目標は満たした上で，炉心出口
温度８５０℃ という特徴を活かし，水素製造等の多目
的利用の可能性を有する概念であるが，概念の成
立性を左右する高温構造材や被覆粒子窒化物燃料
の開発，十分に安価な窒素－１５濃縮・回収技術の
開発等の課題がある。
　「水冷却炉＋酸化物燃料＋先進湿式再処理＋ペ
レット法燃料製造」サイクル概念：軽水炉のプラ
ント技術の設計・運転経験が活用でき，将来軽水
炉と同等の経済性となる可能性のある概念である
が，燃料被覆管の開発や炉心損傷対策等の課題が
ある。

４．FBRサイクルシステムの導入シナリオと効果

４．１　FBRサイクルシステム導入シナリオ

　現在のエネルギー消費量を考えると，化石燃料
及びウランなどの資源は将来枯渇することが予測
される。エネルギー需要の伸び，資源開発の進展
などの様々な要因を考慮すると，枯渇の発現時期
に不確定幅はあるが，現在の世界的な人口の増加
やエネルギー使用量の増加を考えると，遠くない
将来に発現する可能性が高いと考えられる。化石
燃料が枯渇した場合，エネルギーを安定に供給で
きなくなり，枯渇に伴いエネルギー発生あたりの
コストも増加することが予想される。また，たと
え枯渇の心配がなくなったとしても，化石燃料を
利用し続けた場合，二酸化炭素が継続的に発生
し，地球温暖化を招く可能性があり，二酸化炭素
の排出制限や環境税などが導入される可能性があ
る。その場合もまたエネルギー発生あたりのコス
トの増加やエネルギー安定供給の危機を招く可能
性がある。
　FBRサイクルシステムは原子力発電の一般的特
性として，二酸化炭素の排出が少なく，かつ高速
中性子の利用によるTRU燃料の転換・増殖，燃料
のリサイクルによる資源の有効利用の特性を有す
る。将来社会の不確実性を考慮し，発現する可能
性があるリスクに備えてFBRサイクルシステムの
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図１２　ナトリウム冷却炉と組み合せた場合の再処
理・燃料製造方法毎の４つの開発目標に対す
る適合度の試算例（FBRサイクルシステムの
導入を２０３０年と仮定，資源有効利用性の資源
節約性の評価基準をケースAとした場合）
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開発，導入を図ることには意義がある。
　実用化戦略調査研究ではエネルギーシステムに
求められるニーズを考慮し開発目標を設定した。
経済性，資源有効利用性及び環境負荷低減性で掲
げた目標は，①低コストエネルギーが志向され，
②エネルギー長期利用及び自給率の向上が必要で
あり，③できる限り放射性廃棄物の放射能及び潜
在的毒性を低減することが求められる社会に合致
したものである。また，④FBRは軽水炉に比べ高
温を利用できるため熱源としての多目的利用も可
能である。
　FBRサイクルシステム導入の想定条件を以下に
示す。
①　国内のエネルギー需要予測として原子力発電
設備容量６７GWeと想定

②　軽水炉の寿命を６０年と想定し，軽水炉のリプ
レースとして導入

③　FBRサイクルシステム導入まではプルサーマ
ルによるプルトニウム消費を想定

④　六ヶ所再処理工場（４０年寿命）でのMA分離
は想定しない

⑤　六ヶ所再処理工場の次の軽水炉再処理工場
（４０年寿命）ではMAを分離しFBRシステムで消
費する

⑥　FBRサイクルシステム導入年はFBRサイクル
候補概念ごとの研究開発ロードマップに基づき

設定する
⑦　導入初期は増殖比１．１～１．２程度の炉心（資源
重視型炉心）を導入する

⑧　増殖性が必要とされない時代には増殖比１．０
程度の炉心（経済性重視型炉心）を導入する

　図１３にFBRサイクルシステム候補概念ごとの移
行状況を示す。
　２０３０年に導入した場合のナトリウム冷却炉で
は，炉心燃料が酸化物及び金属燃料でもウラン資
源の枯渇が懸念されている２０７０～２０８０年時点で６０
～８０％程度の移行が完了しており，２１００年過ぎに
はほぼFBRサイクルシステムへの移行が完了して
いる。
　鉛ビスマス冷却炉は増殖比が高く，初装荷プル
トニウムインベントリが少ないので，２１３０年代に
はほぼ移行を完了するものの，２０５０年から導入す
るため，２０７０～２０８０年付近では３０％程度までの導
入にとどまる。同じく２０５０年に導入した場合のヘ
リウムガス冷却炉では，増殖比が高いものの，初
装荷プルトニウムインベントリが多いために移行
が遅れ，２０７０～２０８０年付近では２０％程度までの導
入にとどまる。
　図１４に各ケースの天然ウラン累積需要量及び使
用済み燃料蓄積量評価結果を示す。２０３０年に導入
を想定したナトリウム冷却炉では，炉心燃料が酸
化物燃料，金属燃料ともにウランの累積需要量は
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図１３　FBRサイクルシステム候補概念ごとの移行状況
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究極資源量の５％である８０万t以下に抑えられる。
２０３０年に導入できるナトリウム冷却炉は，２０５０年
に導入するほかの冷却材の炉に比べ２０万ｔから７０
万ｔのウランを節約でき，早期に導入できるFBR
サイクルシステムは資源節約性の観点からメリッ
トを有する。
　図１５に各ケースの使用済み燃料蓄積量評価結果
を示す。鉛ビスマス冷却炉やヘリウムガス冷却炉
では導入年を２０５０年としていることから，４０年寿
命の使用済み燃料貯蔵施設換算で数万トン規模以
上の施設が余分に必要となる。

４．２　導入効果

（１）他電源との比較
　火力（LNG，石炭），軽水炉（ワンススルー，

プルサーマル）等の他電源とFBRとの経済性，資
源供給性，環境影響低減性等７つの視点からの特
性比較を行い，FBRサイクルシステムが持つ特徴
の明確化を行い，FBRサイクルシステム導入のメ
リット，デメリットを明らかにすることを目的と
した評価を現在実施中であり９） ，多面的評価と同
様な多属性効用分析法（MUF）ベースとした評価
手法を用いることを検討している。
（２）投資対効果
　FBRサイクルシステムの研究開発に対する投資
の妥当性を判断するため，投資とそれによって得
られる効果を比較評価した１０）。投資対効果比（利
益指数）として約２０倍との評価結果が得られた。
また，主なパラメータの不確かさを考慮したパラ
メータ感度解析でも７～８倍から６０倍程度の利益
指数が得られていることもあわせて考えると，
FBRサイクルシステムの研究開発への投資によ
り，少なくとも数倍以上の効果が得られることか
ら，投資は妥当と判断できる。

５．おわりに

　多面的評価については検討途上の試評価ではあ
るものの，現時点までの設計研究と要素技術開発
の成果に基づき開発目標に対する適合度を評価
し，FBRサイクルシステム候補概念についての特
徴を暫定的ではあるがおおむね把握した。
　今後，フェーズⅡの最終取りまとめに向けて，
概念明確化における多面的評価の活用方法を含
め，感度解析等により主要因子が適合度に与える
影響も参考に，多面的評価手法の最適化に向けた
検討を進めるとともに，技術総括と組み合わせる
ことにより，有望なFBRシステムと燃料サイクル
システムを明確化するための手法整備を目指した
検討を進めていく予定である。
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　Ａ　

An（Actinoid，アクチノイド）

　アクチノイド元素の略号。原子番号８９のアク
チニウムから１０３のローレンシウムに至る１５元
素Ac，Th，Pa，U，Np，Pu，Am，Cm，Bk，
Cf，Es，Fm，Md，No，Lrの総称。詳細は「MA」
を参照

ANL（Argonne National Laboratory，アルゴンヌ

国立研究所）

　米国エネルギー省（以下，DOE）傘下の研究
所。イリノイとアイダホに二つの研究所があ
る。基礎科学研究，科学研究施設の開発・運営，
エネルギー資源開発及び環境管理の四つの分野
で研究開発を行っている。従業員約４，５００人。

ATWS（Anticipated Transient Without Scram）

　異常な過渡変化時のスクラム不作動事象。流
量喪失型のULOF（Unprotected Loss of Flow：
流量低下時スクラム失敗事象），出力上昇型の
UTOP（Unprotected Transient Over-Power：過
渡過出力時スクラム失敗事象），通常時炉心入
口温度上昇型のULOHS（Unprotected Loss of 
Heat Sink：過渡時除熱源喪失時スクラム失敗事
象）がこれに含まれる。

　Ｂ　

BOR-６０

　ロシアの国立原子炉科学研究所（RIAR）の高
速増殖実験炉（電気出力１２Mwe，熱出力５５ 
MW）。１９６９年１２月の運転開始以来，発電，燃材
料の照射試験に使われてきた。１９８９年に設計寿
命に達したが，寿命延長のための評価を実施
し，２００９年１２月までの寿命延長許可が発行さ
れ，現在も運転している。

BREST-３００，BREST-１，２００

　ロシアが研究している鉛冷却高速炉。BREST-
３００（３００MWe）とBREST-１２００（１２００MWe）の研

究が行われている。沸点が高く，化学的に不活
性な鉛を冷却材として使用し，密度が大きく熱
伝導性が良い窒化物燃料を組み合せることによ
り，軽水炉と競合できる経済性，分かりやすい
安全性，高い核拡散抵抗性，放射性廃棄物発生
量が少ない，という特長を兼ね備えたプラント
概念であるとして提案されている。一方，冷却
材としては，鉛の融点は高いため，高温での保
守・補修技術が必要なこと，防食に対する制御
が難しいなどの欠点を有する。

　Ｃ　

CABRI

　仏CEAカダラッシュ研究所にある安全研究
用炉。反応度挿入型の燃料破損挙動及び破損後
挙動を観測するための試験計画（CABRI- Ⅰ試
験）が，フランス，ドイツ，日本等の国際協力
で実施されてきた。現在，より高い燃焼度条件
及び改良燃料に対応するデータの蓄積等を目的
としたCABRI- Ⅱ試験が進められている。

CCIM（Cold Cruisible Induction Melting）

　誘導加熱でるつぼの内容物を溶融させるとと
もに，壁面を冷却することにより析出物で壁面
を覆い，塩によるるつぼ材料の腐食を抑制して
長寿命化を図る技術。

CDA（Core Disruptive Accident，炉心崩壊事故）

　一般にFBRでは，プラントの安全性を評価す
るための事故を想定しても，炉心での冷却材沸
騰や燃料破損は生じることなく，また格納施設
の健全性を損なうことはない。しかし，FBRで
は軽水炉に比べて高いプルトニウム富化度（あ
るいはウラン濃縮度）の燃料で炉心を構成して
いるという特徴を考慮して，その発生頻度が工
学的に無視できるほど十分小さくとも，仮想的
に炉心損傷状態を仮定して，その影響が炉容器
及び格納施設内で適切に緩和されることを確認
している。この仮想的な安全評価事象が炉心崩
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壊事故である。FBRの開発当初から安全設計・
評価が行われ，FBRの安全研究の重要課題の一
つとなってきている。仮想的炉心崩壊事故
（HCDA：Hypothetical Core Disruptive Accident）
とも呼ばれる。

CMPO〔オクチル（フェニル）-N，N- ジイソブチ

ルカルバモイルメチルホスフィンオキシド〕

　SETFICS法によるTRU抽出工程に用いられ
る溶媒。

　Ｄ　

DDI（Duct-Duct Interaction，燃料集合体ダクト

間相互作用）

　燃料集合体ダクトが照射変形等を起こすこと
による，燃料集合体ダクト間の機械的相互作用
のこと。

DF（Decontamination Factor，除染係数）

　汚染の原因となっている放射性物質が，除染
処理によって除去される程度を示す指標であ
る。通常，除染処理前の放射能濃度を処理後の
放射能濃度で割った値で表す。再処理工程にお
いて精製したウランあるいはプルトニウム製品
の除染係数は，〔使用済燃料の放射能濃度〕/
〔再処理後の製品中の放射能濃度〕の比（ここで，
放射能濃度は特定核種の濃度とする場合もあ
る）で求められ，除染係数が高いほど，核分裂
生成物などの不純物が除去されたことを意味
する。

DRACS（Direct Reactor Auxiliary Cooling Sys-

tem，直接炉心冷却系）

　崩壊熱除去系の方式の一つで，原子炉容器内
に冷却コイルを設け，原子炉容器内の冷却材を
介して炉心を直接冷却する方式。冷却コイルに
伝えられた熱は，原子炉容器の外に設けられた
空気冷却器から大気中に放熱される。

　Ｅ　

EAGLE

　カザフスタン共和国・国立原子力センターの
試験用原子炉IGRを用いて，２００４年度までJNC-
NNC契約として実施する高速炉の安全性試験
計画。試験の目的は，大型高速炉の固有安全特
性の確認であり，仮想的な炉心損傷時において
も，溶融した燃料が炉心から速やかに排出され
ることにより，厳しい事故への拡大が回避でき
ることを実験及びその評価によって確認する。
（「IGR」，「NNC」参照）

EPMA（Electron Probe Micro-Analyzer）

　EPMA（電子線マイクロアナライザ）は電子線
を試料に照射し，ミクロン領域の元素分析や二
次電子像観察が可能な装置。直径１０μm（＝
０．０１mm）以下に絞った電子線を試料表面にあ
て，そこから出てくる特性Ｘ線をＸ線分光器で
測定し，その波長と強度から元素の種類，分布
状態，濃度，含有量等を分析することで，金属，
無機，有機材料の分析，生体，生物組織の分析
に広く利用できる。

EVST（Ex-Vessel Storage Tank，炉外燃料貯蔵槽）

　炉外燃料貯蔵槽は，新燃料及び使用済燃料の
中継貯蔵を行う貯蔵容器，遮蔽プラグ，回転ラ
ック等から構成される設備である。また炉心内
で所定の燃焼期間を経た使用済燃料を炉心から
取り出す際に，使用済燃料から発生する崩壊熱
が十分低下するまで，一定期間ナトリウム中で
貯蔵できる冷却系統設備を有する。

　Ｆ　

FBR（Fast Breeder Reactor，高速増殖炉）

　使用した燃料よりも更に多くの燃料を生み出
す（増殖）原子炉で，我が国には実験炉「常陽」，
原型炉「もんじゅ」がある。ウラン２３８が中性子
を吸収すると核分裂性のプルトニウムに転換さ
れることを利用した原子炉で，高速中性子でそ
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の転換率が高いので，水のような中性子の減速
効果のあるものを原子炉冷却材として用いず
に，ナトリウムなどを原子炉冷却材として用い
る原子炉。燃料としてはプルトニウムとウラン
の混合体（MOX燃料）を用いる。プルトニウム
への転換率を高めるため，炉心からもれて出る
中性子をウラン２３８に吸収させるブランケット
（外套部）を設けている。
　軽水炉では天然ウランの１％程度を有効に利
用できるに過ぎないが，核燃料サイクルの中で
FBRを有効に用いることにより，この利用でき
る割合は９０％以上〔TRU回収率９９％以上，燃焼
度１５万MWd/t（＝約９atomic％）程度（炉心燃
料取出平均）の場合〕に高まりウラン資源を十
分に利用することができる。

FBRサイクル

　FBRとその関連する核燃料サイクルのことを
いう。FBRサイクルにおいては，原子炉の中で
できたプルトニウムは一度原子炉の外に取り出
され，不要の核分裂生成物などを分離した後，
新しい燃料に加工される。燃料として天然ウラ
ンとプルトニウムの混合酸化物燃料を用いるの
でウラン濃縮過程を必要としない。しかも，ウ
ラン濃縮過程から発生する劣化ウランを天然ウ
ランに代えて用いることができる。FBRでの燃
焼によって生成されたプルトニウムを回収して
利用することが前提とされるので，リサイクル
型である。

FCI（Fuel-Coolant Interaction，燃料－冷却材熱

的相互作用）

　燃料－冷却材相互作用ともいう。燃料が溶融，
破損し冷却材と直接接触すると，溶融燃料の熱
量が冷却材に急激に伝わることによって溶融燃
料・冷却材の熱的な相互作用が発生する。このと
き発生する急激な蒸気圧力は周辺の構造物等へ
の機械的負荷となり，同時に発生する蒸気泡は
炉心反応度，出力に影響を与える可能性がある。

FP（Fission Product，核分裂生成物）

　ウランやプルトニウム等の核分裂に伴って生
じた核種及びその一連の放射性崩壊で生じる核
種のこと。大部分が放射性であり，その半減期
は１秒以下のものから数百万年に及ぶものまで
幅広い。（「LLFP」参照）

　Ｇ　

Generation- Ⅳ（Gen- Ⅳ）

　２０００年１月に米国DOEが主催した第４世代
原子力発電システム国際ワークショップを契機
として，２１世紀前半（２０３０年まで）の実用化を
目指す次世代原子力技術開発計画を国際的枠組
みで推進するGEN- Ⅳプロジェクトが開始され
た。仏国，アルゼンチン，ブラジル，カナダ，
日本，韓国，スイス，南アフリカ，英国，米国
及び欧州原子力共同体（ユーラトム）が参加し
ている（２００４年１月現在）。これまでに，第４世
代炉の候補概念の選定（６概念）と技術開発計
画（ロードマップ）を策定してきた。現在，国
際共同研究を具体的に進めるための枠組み（実
施体制や協定等）並びに国際共同研究内容につ
いて協議・検討が進められている。

GWd/t（giga-watt-day-per-ton，ギガワット・デ

イ・パー・トン）

　燃焼度の単位。MOX燃料の単位重量当たり
に発生した熱エネルギーの総量で表したもの。
原子炉の運転において，炉心に装荷された核燃
料が，原子炉から取り出されるまでに中性子と
の反応により消費された割合を示すことにもな
る。

　Ｈ　

HLW（高レベル放射性廃棄物）

　一般には放射性廃液をその放射能に応じて分
類する際に，低レベル廃液とか中レベル廃液，
高レベル廃液などと呼ぶ。ここで用いている
HLWは再処理分野における用語であり，再処
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理工程で回収から漏れた少量のU，Pu，Np，大
部分のAmとCm，全ての核分裂生成物を含む高
レベル放射性廃液やそれをガラス固化したもの
を指す。

　Ｉ　

IGR（Impulse Graphite Reactor，黒鉛減速パル

ス出力炉）

　カザフスタン共和国にある安全性試験炉。旧
ソ連時代から軽水炉及び高速炉燃料の破損限界
や燃料挙動を測定するために活用されてきてい
る。IGRは，短時間に大きな出力パルスを与え
て，試験燃料を溶融させることのできる黒鉛減
速のパルス型試験炉であり，試験燃料は原子炉
の中央にある試験孔に設置される。試験燃料を
装荷する試験孔の直径は約２０cmと大きく，最大
約１０kgの燃料を溶融させる能力を有する。これ
までにも軽水炉燃料及び高速炉燃料の破損限界
や燃料挙動を観測するための研究に広く活用さ
れてきている。IGRは，EAGLEプロジェクトに
必要な能力（６０本程度の燃料ピンまたは１０kg程
度の試験燃料を短時間に溶融できるような高
い加熱能力）を有する唯一の試験炉である。
（「EAGLE」，「NNC」参照）

IHX（Intermediate Heat Exchanger，中間熱交換

器）

　ナトリウムや溶融塩などで原子炉炉心を冷却
する原子炉では，熱交換器の伝熱管に欠陥が生
じる場合などの事故対策のために，二段階熱交
換方式が採用される場合がある。この場合，原
子炉側からみて初段の熱交換器を中間熱交換器
という。例えば，ナトリウムで原子炉炉心を冷
却する高速増殖原型炉「もんじゅ」では，原子
炉炉心で加熱された一次側ナトリウムの熱エネ
ルギーを，初段の熱交換器である中間熱交換器
で二次側ナトリウムに伝え，そのナトリウムと
三次側の水とを二段目の熱交換器である蒸気発
生器で熱交換させることで，発電用蒸気を得る

二段階熱交換方式が採られている。したがっ
て，万一蒸気発生器に欠陥が生じナトリウムと
水との反応が起っても炉心にまで影響を及ぼす
ことのないようになっている。

IRACS（Intermediate Reactor Auxiliary Cooling 

System，２次系分岐型補助冷却系）

　高速増殖炉発電プラントの安全性を確保する
ために，プラント異常時に確実に原子炉を停止
し，炉停止後の崩壊熱を確実に除去する崩壊熱
除去系のうちの一つの方式である。二次系から
分枝した系統に設けた冷却器により，１次冷却
系を介して炉心を冷却する方式。

　Ｌ　

LBB（Leak Before Break，漏洩先行型破損）概念

　LBB概念とは，内部流体を含む構造物中に欠
陥が存在し，それが運転期間中に進展して貫通
に至ったとしても，材料の靱性が十分に高い
か，または作用応力が低ければ，漏洩を検知す
ることにより破断することなしに適切な対応処
置を講じることができ，すなわち全断面瞬時破
断（いわゆるギロチン破断）は起らないとする
概念である。高速増殖炉を含めて原子炉プラン
トでは原子炉冷却材に水やナトリウム等を用い
て，原子炉は高温で運転される。したがって起
動，停止，異常時には熱過渡変化による応力が
原子炉冷却系統にかかるので，原子炉容器や配
管の損傷に対しては厳しい監視が行われてい
る。しかしながら，液体金属冷却の高速増殖炉
では運転圧力が低いので，配管初期破損でクラ
ックが発生して冷却材が漏洩しても急激な破断
に発展することはない。したがってLBB概念に
基づき，クラックの発生する可能性の高い溶接
部を重点に直接または遠隔操作で表面観察ある
いは超音波探傷を行い，健全性を常時確認し，
冷却材の漏洩検出器で微小な漏洩の段階でリー
クを発見できれば，即座に原子炉を停止でき大
事に至らず，安全性が確保できることとなる。
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Li還元（リチウム還元）技術

　Li還元技術は，金属燃料乾式再処理技術を使
用済酸化物燃料へ適用する際に，酸化物を金属
に転換するために適用される技術であり，溶融
塩化リチウム（LiCl）を浴塩（溶媒）として，金属
リチウム（Li）によりアクチニド元素の酸化物を
金属へと転換する方法である。

LLFP（Long-Lived Fission Product，長半減期FP

または長寿命FP）

　核分裂によってできた核種，またはそのよう
な核種から放射性の崩壊によってできた核種の
うちで半減期の長いものをいう。主要なものと
して，ヨウ素-１２９（半減期１，５７０年），パラジウム-
１０７（半減期６５０万年），セシウム-１３５（半減期２３０
万年），ジルコニウム-９３（半減期１５３万年），テク
ネチウム-９９（半減期２１万１千年），スズ-１２６（半
減期１０万年），セレン-７９（半減期６万５千年）等
がある。LLFPの多くは燃料再処理工程で，高レ
ベル放射性廃棄物の放射線と崩壊熱の発生の主
要な原因となる。

　Ｍ　

MA（Minor Actinide，マイナーアクチニド）

　周期律表において原子番号８９のアクチニウム
から１０３のローレンシウムに至る１５の元素を総
称してアクチノイド元素といい，このうちアク
チニウムを除いたものをアクチニド元素とい
う。原子番号９０，９１，９２のトリウム，プロトア
クチニウム，ウランは天然に存在するアクチニ
ドである。９３のネプツニウム以降は人工元素で
あり，例えば原子炉内で核燃料物質が中性子捕
獲反応とβ壊変を繰り返すことによって生成す
る。したがって原子炉の使用済燃料のなかには，
原子番号９４のプルトニウムとともに微量の他の
アクチニドが含まれている。一般に長寿命の放
射能を持ち，α壊変を行うが，重い元素では自
発核分裂も行う。アクチニドの用途としては原
子力分野が多く，核的性質が利用されるので，

元素としての特性よりは，個々の同位体の性質
が重要視される。使用済燃料中でウラン，プル
トニウムに比べ存在量の少ないアメリシウム
（Am），キュリウム（Cm）及びネプツニウム（Np）
をマイナーアクチニドと称する。

MOX共析

　酸化物電解法において，経済性や核拡散抵抗
性の向上ため，プルトニウムとウランを一緒
に，酸化物として電極に回収する工程。（「酸化
物電解法」参照）

MOX燃料（混合酸化物燃料）

　ウラン酸化物とプルトニウム酸化物を混合し
て作った燃料である。我が国では新型転換炉
「ふげん」，高速実験炉「常陽」，高速増殖原型炉
｢もんじゅ ｣で使用されている。軽水炉で用い
るMOX燃料は「プルサーマル燃料」と呼ばれて，
仏，独等で２，０００体を超える使用実績がある。

　Ｎ　

Naボンディング

　熱伝導率は良いが融点の低い金属燃料を高い
線出力で用いるため，燃料ミート（スラグ）と被
覆管の隙間にナトリウム（Na）を詰めておくこ
とを言う。また，このNaをボンドNaと言う。
運転中に沸騰しないこと，材料との共存性など
の観点からナトリウムが選択されている。

NERI（Nuclear Energy Research Initiative，原子

力研究イニシアチブ）

　米国エネルギー省（DOE：Department of En-
ergy）が，将来原子力エネルギー利用上の障害
を克服するとともに，米国内の大学，研究所及
び産業界の原子力科学技術を再活性化すること
を目指して，１９９９年に開始したプログラムであ
り，原子力開発が停滞していた米国の新たな取
り組みとして注目を集めている。この取り組み
では，研究機関，大学，企業などから研究テー
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マを募集し，以下の目的に沿うものを選定し，
予算の割り当てが行われる。１）将来の原子力
エネルギー拡大のための廃棄物処理，核不拡散
問題などの解決，２）海外市場を含めた原子力
市場での競争力を維持するための原子力の革新
的技術開発，３）原子力技術革新のための科
学，工学の基盤の整備と維持，４）性能，効率，
信頼性，経済性改善，原子力の応用。

NEXT（New EXtraction System for TRU 

Recovery）

　先進湿式法の略称。（「先進湿式法」参照）

NNC（National Nuclear Corporation，英国原子

力会社）

　英国における原子力産業の国際競争力の強化
をねらいとして，１９７３年３月に設立された。設
立当初は原子力発電所の設計・建設，プロジェ
クト管理を担当してきが，現在は，内外に原子
力業務を提供するメーカーである。

NNC（National Nuclear Center，国立原子力セン

ター）

　カザフスタン共和国の国立原子力センター
（NNC）は，政府直轄の国立研究所であり，こ
れまでに原子力や宇宙開発に関する実験に係わ
る研究を行っている。これらの研究を通じて，
試験炉を用いた実験研究や高温材料及び試験技
術を蓄積している。なお，カザフスタン共和国
は独立後に，非核宣言を行い，IAEAや核不拡
散条約にも加盟して，原子力については平和利
用に限定した研究，開発，利用を行うとともに，
所有する試験施設と技術をもとに海外との共同
研究を行っている。（「EAGLE」，「IGR」参照）

（n，p）反応

　中性子（n：neutron）を吸収して陽子（p：pro-
ton）を放出する核反応。結果として，質量数は
変わらず，原子番号が１だけ減少する。例とし

ては，「N-１４が中性子を吸収してC-１４に変化す
る核反応」などが挙げられる。

　Ｏ　

ODS鋼（Oxide Dispersion Strengthened フェラ

イト鋼，酸化物分散強化型フェライト鋼）

　フェライト系ステンレス鋼は，燃料の高燃焼
度化を達成するために必要な耐照射性には優れ
ているものの，高温強度が不足している。ODS
鋼は，微細な安定酸化物粒子をフェライト系ス
テンレス鋼の中に分散させることにより高温強
度の飛躍的な改善をねらった材料で，高燃焼度
燃料被覆管として期待され開発中である。当面
は，製造技術の確立，製造コスト低減の見通し
が最重要課題となっている。

O/M

　酸化物燃料の化学組成は，おおまかにはウラ
ン，プルトニウムなどの重金属原子１個に対し
て酸素原子２個をもつ化合物と考えられるが，
正確には酸素（Oxygen）原子数と重金属（Metal）
原子数の比（「O/M」という）は２からわずか
にずれる。このわずかな差が原子炉中の燃料の
ふるまいにいろいろ影響するので，O/Mの調整
は燃料の性能を確保する上で特に重要な項目で
ある。

　Ｐ　

Pb-Bi（鉛ビスマス）

　鉛（Pb）とビスマス（Bi）の合金。鉛単体の融点
（約３３０℃）に比べ，融点が約１２０℃ と低く，FBR
の冷却材として扱いやすい。このため，冷却材
を液体状態に保つための予熱系（電気ヒータ等）
については，ナトリウム冷却炉（ナトリウムの
融点，約１００℃）のために開発された技術を適用
できる利点がある。しかしながら，ビスマスが
中性子を吸収するとα放射性のポロニウムが生
成されることから，保守作業に対する影響に注
意が必要である。
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PCRV（Pre-stressed Concrete Reactor Vessel，

プレストレストコンクリート製原子炉容器）

　コンクリートにライナの内張りをした原子炉
容器で，コンクリートの中に鋼製のより線でで
きた緊張材が桶のたがのように容器を締め付け
ている。大型化が容易とされている。

PNC-FMS鋼

　PNC-FMS鋼は，高速増殖炉実用化段階の燃
料集合体ラッパ管部材として開発が進められて
いる高強度フェライト/マルテンサイト鋼であ
り，オーステナイト鋼に比べて耐スウェリング
性が格段に優れている。

PRACS（Primary Reactor Auxiliary Cooling Sys-

tem，１次系共用型炉心冷却系）

　高速増殖炉発電プラントの安全性を確保する
ために，原子炉異常時に確実に原子炉を停止
し，炉停止後の崩壊熱を確実に除去する崩壊熱
除去系のうちの一つの方式である。１次冷却系
中間熱交機器（IHX）に組み込んだ補助熱交換器
（冷却コイル）により，一次系を介して炉心を冷
却する方式である。

PSI（Paul Scherrer Institute）

　スイスの国立研究所。素粒子物理学，生命科
学，固体物理，材料科学，原子力及び非原子力
のエネルギー研究，エネルギー関連のエコロ
ジー等の研究開発を行っている。

PUREX法（Plutonium Reduction Extraction 

Method）

　使用済燃料の再処理で用いられる溶媒抽出法
の一つで，現在一般的に実用化されている方法
である。有機溶媒はリン酸トリブチルをドデカ
ンで希釈したものを用いる。使用済燃料の硝酸
溶解液を，パルスカラム，ミキサセトラ，遠心
抽出器などの装置を用いて有機溶媒と接触させ
ることにより，まずウランとプルトニウムだけ

を有機相に抽出させ，核分裂生成物を水相に残
す。次にこの有機相を硝酸ヒドロキシルアミン
などの還元剤を含む水相と接触することによ
り，プルトニウムだけを水相に逆抽出させ，ウ
ランとプルトニウムを分離する。

Pu富化度

　MOX燃料中のプルトニウム濃度【Pu/（Pu＋
U）：wt％】のこと。

　Ｒ　

RE（Rare Earth Elements，希土類元素）⇒「希

土類元素」参照

RIAR（Research Institute of Atomic Reactors，

原子炉科学研究所）

　ロシア，デミトロフグラードにある国立研究
所。研究炉４基，実験炉４基（うち高速炉１基），
放射化学実験設備，ホットセル等の施設があ
り，原子炉材料科学，原子炉安全性，同位元
素，核燃料サイクル等の分野で研究開発を行っ
ている。従業員約５，０００人。

　Ｓ　

SAS（Safety Analysis System）

　ANLで開発されたCDA（炉心崩壊事故）起因
過程解析コード。冷却材沸騰から燃料破損，破
損燃料の分散挙動に係わる熱流力・核計算を行
う。最新のバージョンはSAS-４Aであり，JNC，
独FZK，仏IPSNにより改良・整備が継続され
ている。（「CDA」参照）

SASS（Self Actuated Shut Down System，自己

作動型炉停止機構）

　制御棒は，制御棒駆動機構と電磁石で接続さ
れているが，この接続部分に高温になると磁性
を失う熱感知合金を用いることにより，電磁石
に電流が流れている状態でも，炉内の温度上昇
により自動的に制御棒が切り離される方式の炉
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停止機構を構成できる。受動的安全装置である。
（「受動的安全性」参照）

SCFBR（Supercritical Pressure Light Water Fast 

Breeder Reactor，超臨界圧軽水冷却高速炉）

　SCFBRは，超臨界圧水を冷却材とし，現在
の火力ボイラの主流である貫流型直接サイクル
を用いることにより，熱効率を高めた高速増殖
炉概念である。（「超臨界圧水」参照）

SETFICS（Solvent Extraction for Trivarent-f-ele-

ments Intra-groupseparation in CMPO-comlex-

ant System）

　使用済燃料の硝酸溶解液からウランやプルト
ニウム等を回収した後の高酸性廃液からアメリ
シウム（Am）やキュリウム（Cm）を回収するた
めに，核燃料サイクル開発機構が開発した溶媒
抽出法ベースのMA回収システム。廃液から
Am，Cmを回収しFPを取除くプロセス（一部
のランタニド元素はAm，Cmに随伴）と，その
中間製品から前プロセスで使われる硝酸塩等の
試薬を取除くプロセスで構成され，最終製品は
一部のランタニド元素を含むAm，Cmである。
後者のプロセスの抽出溶媒には，CMPO/TBP
混合溶媒を用いる。（「CMPO」，「TBP」参照）

SG（Steam Generator，蒸気発生器）

　タービンを駆動するための蒸気を発生させる
ための熱交換器。軽水炉のPWRでは，原子炉
１次冷却材と水蒸気側で熱交換させているが，
ナトリウム冷却FBRでは，放射化されていない
２次冷却材ナトリウムと，水蒸気側で熱交換さ
せている。

SGACS（Steam Generator Auxiliary Cooling 

System，水・蒸気系による崩壊熱除去系）

　FBRの崩壊熱除去系の一種。SGの胴容器外
壁を大気の自然対流で冷却する方式。静的な崩
壊熱除去系である。

SIMMER（Sn,Implicit，Multifield，Muticompo-

nent，Eurlerian Recriticality）

　米国ロスアラモス国立研究所で開発された
CDA遷移過程（起因過程に続く，炉心内での溶
融領域が拡大し，再臨界に至る可能性のある過
程）の多成分・多相の熱流動，核計算を行う２
次元汎用計算コード。最新のバージョンはJNC
が開発したSIMMER- Ⅲである。

　Ｔ　

TBP（Tributyl Phosphate，リン酸トリブチル）

　無色の液体で水に難溶。金属元素の溶媒抽出
に多く用いられ，核燃料の再処理工程のU，Pu
の溶媒抽出過程等で利用されている。

TRU（Transuranium，超ウラン元素）

　原子番号がウラン（原子番号９２）より大きい
元素。いずれも人工の放射性元素で，現在１１２
番元素までが知られている。このうち原子番号
１０３のローレンシウムまでの元素はアクチノイ
ドに含まれる。すなわち，ネプツニウム（Np，
９３），プルトニウム（Pu，９４），アメリシウム
（Am，９５），キュリウム（Cm，９６），バークリウ
ム（Bk，９７），カリホルニウム（Cf，９８），アイン
スタイニウム（Es，９９），フェルミウム（Fm，
１００），メンデレビウム（Md，１０１），ノーベリウ
ム（No，１０２），ローレンシウム（Lr，１０３）であ
る。

TRUEX（Trans Uranium Extraction）法

　中性の二座配位型有機リン化合物のCMPO
とTBP（Tri-n-Buthyl Phosphate）との混合溶媒
を用いるTRU分離のための新しい溶媒抽出法。
１９８０年代にANLで開発され，１９９０年代に入り
旧動燃で高レベル廃液のTRU分離法としての
研究を開始した。米国，日本以外でもイタリア，
インド，ロシア等で研究が実施されている。
MA核種に対する抽出能が強力で被抽出液中の
硝酸を希釈する必要がなく，また共通の抽出剤
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（TBP）を使用するので，既往PUREX法との取
り合いが極めて良い。また既往の抽出技術（抽
出器，移送，計測制御等）も使えるなど，多く
の利点を有する。

　Ｕ　

UIS（Upper Internal Structure，炉心上部機構）

　FBRの原子炉容器の回転プラグから炉心上部
に吊り下げられ，遮蔽部，胴，整流板，熱電対
支持物などで構成される構造体。燃料集合体出
口での冷却材温度検出，制御棒の所定位置への
支持などの機能を持つ。

ULOF（Unprotected Loss of Flow，流量喪失時

スクラム失敗事象）

　外部電源喪失等により１次冷却系ポンプの停
止などの過渡事象が発生した際に，原子炉停止
系の作動に失敗することを重ね合わせた事故事
象。一般には流量喪失により炉心燃料温度が短
時間で上昇し，炉心損傷に至る。高速炉では，
一般に独立２系統の原子炉停止系が装備される
ため，このような事象の発生する確率は１０－6/
炉・年以下であり，技術的には発生するとは考
えられない事象である。ULOFは，短時間に大
規模な炉心損傷に至る事象であり，従来から，
その事象推移の不確かさを考慮して幅広い事象
シナリオが検討され，高速炉の炉心崩壊事象の
代表的事象とされてきている。

UTOP（Unprotected Transient Over Power，反

応度挿入型スクラム失敗事象）

　広義にはあらゆる反応度挿入型の起因事象に
対して原子炉停止系の作動（スクラム）に失敗
することを重ね合わせた事故事象を意味する
が，狭義には「異常な過渡事象」に分類される
制御棒誤引抜き事象に対してスクラム失敗を重
ね合わせた事故事象を指す。この狭義のUTOP
事象はATWS事象（異常な過渡時スクラム失敗
事象）の一つであり，通常はこちらの意味で用

いられる。高速炉では，一般に独立２系統の原
子炉停止系が装備されるため，このような
UTOP事象の発生頻度は十分に小さく，技術的
には発生するとは考えられない事象である。

　Ｙ　

YAGレーザー

　YAGはイットリウムアルミニウムガーネッ
ト（yttrium aluminum garnet）の略称であり，
酸化イットリウムと酸化アルミニウムの複酸化
物である。これに添加物としてNd＋3イオンを微
量加えた単結晶をレーザー素子に用いたものを
YAGレーザーという。

　あ　

アクチノイド⇒「An」参照

アミン抽出法

　現行の核燃料再処理では溶媒抽出法が採用さ
れており，抽出剤として分離性能や耐放射線性
などの面からTBPが選ばれている。高速炉サイ
クルでは，分離性能（除染性能）について不純
物の許容値が大きいことから，TBPと比較して
分離性能は多少落ちるが，水・油の使用量を少
なくできる可能性のあるTOA（トリオクチルア
ミン），DOA（ジオクチルアミン）を代替抽出剤
として用いる溶媒抽出法がアミン抽出法であ
る。

イオン交換法

　ある種の物質が水溶液に接触するとき，その
物質中のイオンを溶液中に出し，溶液中のイオ
ンを中に取りこむ現象を利用した元素分離方
法。（溶液の状態を変化させることで，特定の
物質を交換体のイオンと取り替え，他の物質は
そのまま流すことができ，選択的分離が可能。
分析化学だけでなく一般産業においても実用化
している技術である。）
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１次系共用型炉心冷却系⇒「PRACS」参照

遠心抽出器

　高速回転場を利用して水相と有機相を強制混
合し，ついで遠心力を利用して比重の大きい水
相を回転筒の外周部に，比重の小さい有機相を
回転軸の近くに集め相分離する装置。小型化が
可能，接触時間が短く溶媒の放射線損傷を低減
できる等の特長から，次世代の再処理用抽出装
置として，各国で技術開発が進められている。

塩廃棄物

　乾式再処理法における電解工程の廃溶媒な
ど，化学形態が「塩」である廃棄物。

塩浴塩素化法

　酸化物燃料を金属電解法で処理するために酸
化物を金属に還元する方法の一つ。溶融塩中に
塩素ガスを直接吹き込むことにより，金属状態
を経由することなく酸化物燃料を直接イオン化
する方法。米国ANLが開発したLi還元法と比較
して塩廃棄物が少なくなるという特徴がある
が，塩素ガスの取り扱いが課題となる。（「金属
電解法」参照）

オフガス系

　使用済燃料のせん断・溶解工程において，放
出される揮発性核種を除去する気体放射性廃棄
物処理系統。

　か　

ガードベッセル

　液体金属冷却高速炉の場合，一次系が低圧系
であり万一の漏洩時にも減圧沸騰の恐れがない
ため，炉容器や一次主冷却系の損傷があって
も，液体金属冷却材が漏洩して炉心燃料が露出
することを防止すればよい。そのために原子炉
容器，一次主冷却系循環ポンプ容器，中間熱交
換器等の一次系機器，配管の外側に保護容器を

設け２重構造としている。この保護容器をガー
ドベッセルという。内側炉容器と外側ガードベ
ッセルの間の容積は液体金属冷却材がリークし
た時でも炉心燃料頂部が露出せず，自然循環除
熱が出来るように頂部と出口配管までの冷却剤
の容積を考慮して設計される。

階層分析法（AHP：Analytic Hierarchy Process）

　意思決定法の１つで，アメリカ・ピッツバー
グ大学のサーティ教授によって開発されたもの
で，ある事柄についての意思決定を，問題・評
価基準・代替案という「階層構造」として捉え，
各階層ごとに一対比較を行った上で，代替案の
どれが好ましいかを決める手法である。人の主
観判断を取り扱う問題に適している。

外部ゲル化法

　硝酸ウラニル及び硝酸プルトニウム混液をア
ンモニアガス雰囲気下でアンモニア水中に滴下
し，液滴表面からゲル化反応を生じさせて酸化
物顆粒燃料を製造する方法。増粘剤（PVA）及び
その分解保護剤のアルコール（THFA）を添加す
る必要がある。サイクル機構などで開発中。硝
酸アンモニウムなどの廃棄物の発生が難点であ
る。（「ゲル化」参照）

核物質防護

　核物質防護とは，核物質の盗取など不法な移
転や原子力施設などへの妨害破壊行為を防止す
ること。核物質防護は盗んだ核物質を原料にし
て核兵器が作られるのではないかというシナリ
オを想定しているため，核不拡散を確保するた
めの手段の一つと言われている。我が国の原子
力開発利用の進展に伴い，原子力施設における
核物質の取扱量や核物質の輸送機会が増大して
きており，核物質防護の重要性は国際的にも国
内的にも，きわめて大きくなってきている。

核分裂生成物⇒「FP」参照
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サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１

核燃料サイクル

　天然に存在するウラン資源が採掘，精錬，転
換，濃縮，加工されて核燃料として原子炉で使
用され，さらに原子炉から取り出されたあと再
処理，再加工され再び原子炉で使用され，残り
が廃棄物として処理処分されるまでの一連の循
環（サイクル，最近ではサイクルをリサイクル
と呼ぶことも多い。）をいう。

確率論的安全評価（PSA：Probabilistic Safety 

Assessment）

　確率論的安全評価とは，原子力施設等で発生
し得るあらゆる事象を対象としてその発生頻度
と発生時の影響を定量評価し，その積としての
「リスク（危険度）」がどれ程小さいかで安全性
の度合いを表現する手法である。PSAは，決定
論的安全評価を補完する有用な情報を提供でき
るため，世界各国で広範に利用されている。ま
た，この評価手法については，核燃料サイクル
施設の安全評価への適用も試行されている。

還元抽出法

　U，TRUや希土類が溶解している溶融塩にLi
を含む液体金属（CdあるいはBi）を接触させる
と，U等はLiによって還元され金属となり，液
体金属相中に抽出される。この際に各元素の還
元されやすさの違いによって，U，TRUを選択
的に金属相中に抽出し，FPと分離することが
できる。ただし高い効率で分離を行うために
は，複数段の還元抽出を連続して実施する必要
がある。

乾式再処理法

　塩化リチウム（LiCl）や塩化カリウム（KCl）の
溶融塩やカドミウム（Cd），ビスマス（Bi），鉛
（Pb）等の液体金属を溶媒とした再処理法の一
種。（「酸化物電解法」，「金属電解法」，「フッ化
物揮発法」参照）

簡素化ペレット法

　酸化物燃料製造法として，旧動燃より開発し
ている簡素化燃料製造法。転換工程でのプルト
ニウムの富化度調整，高流動性のMOX粉への
転換を行うほか，ペレット工程では原料秤量，
均一化混合及び造粒等を削除する。製品スペッ
クアウトは乾式回収せず，転換工程で湿式回収
を図る。これらの合理化により，従来工程に比
べ大幅な工程数の削減が図られる。

簡素化溶媒抽出法

　PUREX法のようにPuを単独で分離せず，単
サイクルでU/Pu/Npを共回収し，回収品の精
製を行わない湿式再処理法。簡素化溶媒抽出法
は，抽出条件の最適化を除けば，従来の知見を
流用できる部分がかなり多い。（「先進湿式法」
参照）

感度解析

　計算機を用いた数値解析やシミュレーション
などにおいて，入力値や設定値の変動が評価結
果に及ぼす度合いを評価すること。どの値が結
果に対する影響度が高いかなどを把握する。

希土類元素

　原子番号５７から７１までのランタニド元素（１５
元素：ランタン（La），セリウム（Ce），プラセオ
ジム（Pr），ネオジム（Nd），プロメチウム（Pm），
サマリウム（Sm），ユーロピウム（Eu），ガドリ
ニウム（Gb），テルビウム（Tb），ジスプロジウム
（Dy），ホルミウム（Ho），エルビウム（Er），ツ
リウム（Tm），イッテルビウム（Yb），ルテシウ
ム（Lu））に加えて，これらに性質が極めて類以
したスカンジウム（Sc），イットリウム（Y）の２
元素を加えた１７元素のこと。化学的な性質が類
以しており，相互の分離が難しい。

共晶

　共融混合物ともいう。２成分以上を含む液体
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から，同時に晶出する２種以上の結晶の混合
物。例えば，二つの金属材料が接触している場
合，その接触面では金属の融点より低い温度（共
晶温度）で共晶合金を生成し，金属間の接合，
浸食が生じる。特に，金属燃料の場合には，被
覆管との接触面でこの現象が問題になる。

共晶反応

　一つの液相から同時に二つの固相を生じる反
応。また，その反対に二つの固相が反応して液
相を形成すること。金属燃料では，燃料合金中
のUと被覆管中の鉄が共晶反応を起こし，それ
ぞれの融点より低い温度で液相を生じる可能性
があるため問題とされる。

共除染

　一般的には，異なる元素を同時に他の元素か
ら分離すること。現行の再処理工程では，溶解
した使用済燃料中のウランとプルトニウムを分
離することなく，TBPによる抽出により溶媒中
に行こうさせ，同時に他の核分裂生成物から分
離する。

均質炉心

　FBRの炉心型式としては，均質炉心と非均質
炉心とがある。均質炉心では炉心燃料がMOX
のみで単純に構成され，通常炉心の周囲にウラ
ン酸化物で作られたブランケット燃料が置かれ
る。炉心領域にブランケット燃料を混在させた
ものが非均質炉心である。「常陽」，「もんじゅ」
は均質炉心である。（「径方向非均質炉心」，「ブ
ランケット」参照）

金属電解法

　使用済燃料を溶融塩中に溶解し，酸化・還元
電位差を利用して金属Uを固体陰極に析出させ
る。その後，溶融カドミウム陰極でプルトニウ
ム及びMAの析出生成自由エネルギーがウラン
と近接することを利用して金属プルトニウム・

ウラン・MAの共析出を行い，アクチニドを回
収する乾式再処理法。基本プロセスは米国ANL
が開発した。

金属燃料

　金属ウランや金属プルトニウムにジルコニウ
ム（Zr）等を添加して合金とした原子炉用の燃
料。なお，Zrを１０％程度添加することにより，
U-Puだけの金属燃料よりも融点を１００℃ 以上高
くすることができる。

形状管理

　燃料サイクル施設における臨界管理の方法の
一つ。核燃料物質を収容する容器の形状を工夫
することにより，臨界になることを防ぐ方法。

径方向非均質炉心

　FBRの炉心型式としては，均質炉心と非均質
炉心とがある。均質炉心では炉心燃料の周囲に
ブランケット燃料が置かれる。炉心領域内にブ
ランケット燃料を混在させたものが非均質炉心
である。径方向に非均質炉心を構成したものを
径方向非均質炉心という。これに対し，炉心の
上下方向に非均質炉心を構成したものを軸方向
非均質炉心という。非均質炉心は，ボイド反応
度の低減，増殖率の向上の点で効果があるとさ
れている。（「均質炉心」，「ブランケット」参照）

ゲル化

　コロイド粒子または高分子溶質が相互作用の
ために，独立した運動性を失って集合した構造
をもち，固化した状態をゲルという。

減圧事故

　原子炉において，原子炉冷却材圧力が減少す
る事故。軽水炉において安全評価上厳しいとさ
れる。安全評価の対象となる事象としては，加
圧水型炉の加圧器逃し弁の誤全開による一次系
圧力の異常な減圧等がある。高温ガス炉では，

サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１
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一次冷却材の減圧事故が最も厳しい炉心昇温事
故と想定されている。

コアキャッチャー

　原子炉の炉心損傷事故時に，格納施設の健全
性を保持し放射性物質の放散を抑制する目的
で，溶融燃料及び構造材等の混合物を冷却保持
するために，炉容器内，あるいは炉容器外の炉
心下方に設置される装置。溶融物質を固定化し，
崩壊熱を除去して除熱源へ輸送する機能が要求
される。高速炉用にはさらに臨界防止体系とす
る必要がある。

効用関数

　定量評価が可能な評価指標に対して許容値
（＝０），達成目標（＝０．５）及び努力目標（＝１．０）
の３点で定義される指数関数U（X）のことであ
る。この関数を用いて，属性値に対応する価値
観を０～１．０で数値化した効用値として求める
ことができる。

効用値

　評価すべき特質（属性）に対する相対的満足
度のこと。通常，最大満足度を１．０，最低満足
度を０とし，０から１．０の範囲の値でその効用
値を示す。

高クロム鋼

　耐熱鋼のうち，多量のクロムを添加すること
により高温強度及び耐高温腐食性を向上させた
フェライト系・マルテンサイト系合金鋼。低熱
膨張・高熱伝導率であり，配管短縮や機器コン
パクト化等の経済性が期待できる。

高除染

　再処理の目的は使用済燃料中のFPを除去し，
所定の純度の核物質（ウラン，プルトニウム）
を回収することである。再処理前後の核物質中
のFPの割合の比を除染係数という。従来の軽

水炉燃料再処理では１０6～１０8程度の除染係数が
要求されており，一般にこのような高い除染係
数の再処理を高除染という。（「DF」参照）

高レベル放射性廃棄物⇒「HLW」参照

混合酸化物燃料⇒「MOX燃料」参照

　さ　

サーマルストライピング

　高温流体と低温流体が交互に流入する場所に
おける温度ゆらぎ現象をサーマルストライピン
グという。配管合流部や原子炉炉心上部のよう
な高温と低温の流体が混合する部分では，サー
マルストライピングにより生じた熱応力の繰返
しによる高サイクル疲労により，構造物が破損
することがある。

再処理

　原子炉で使用した燃料（使用済燃料）の中に
は，燃え残りのウランや新しくできたプルトニ
ウム等，燃料として再び利用できるものと，ウ
ラン等の分裂で生成し燃料として利用できない
核分裂生成物が存在する。使用済燃料を化学的
プロセスにより，再び燃料として利用できるウ
ラン，プルトニウム等をそれ以外の物質（高レ
ベル放射性廃棄物）から分離する作業のこと。

再臨界回避

　FBRの安全評価で考えられてきた仮想的な炉
心損傷時には，炉心冷却材の大規模な沸騰によ
って反応度が増加して即発臨界を超過した場
合，あるいは溶融した炉心燃料が大規模に集中
して再臨界を超過した場合，溶融燃料の急激な
温度上昇によって，核分裂性ガスや冷却材蒸気
の膨張，燃料被覆管やラッパ等のスチール並び
に燃料自体が蒸発・膨張して，炉心内で機械的
なエネルギーを放出する可能性が考えられる。
このような再臨界が発生することがないよう
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に，炉心燃料設計の段階からあらかじめ考慮
し，即発臨界を超過しないこと及び溶融燃料が
集中しないよう溶融初期に炉心外に流出するよ
うな工夫を講じることを再臨界回避方策という。

錯体

　配列結合を含むとみなされる化合物（広義に
は化学種）を錯体という。現行再処理で利用さ
れているTBPを抽出剤とした溶媒抽出法では，
使用済燃料を溶かした硝酸水溶液から，硝酸イ
オンにより中和されたウラン，プルトニウムを
TBPとの錯体として溶媒中に抽出する。一方，
超臨界直接抽出法では，あらかじめTBPと硝酸
の錯体を準備しておくことにより，使用済燃料
の硝酸水溶液への溶解を行うことなく，ウラ
ン，プルトニウムをTBPとの錯体として使用済
燃料から直接分離する方法である。

酸化物電解法

　使用済の酸化物燃料を溶融塩（LiCl-CsCl等）
中で塩素ガスを吹き込みながら溶解（塩素化溶
解）し，酸化・還元電位の差を利用して，アクチ
ニドを酸化物（ウラン酸化物，プルトニウム酸
化物）として共析出する乾式再処理法。基本プ
ロセスはロシアRIARが開発した。

３次元免震

　３次元免震は，建屋及び機器を水平方向（２
次元）だけではなく上下方向にも免震する手法。
３次元免震装置により建屋及び機器への地震力
が緩和され，プラントの構造設計における耐震
性の向上を図ることができる。

酸素ゲッター

　MOX燃料はウラン酸化物とプルトニウム酸
化物（（Pu，U）O2）で構成されているが，この
MOX燃料の酸素比率を調節するために添加さ
れる成分を酸素ゲッターという。MOX燃料は，
燃焼初期のステンレス鋼被覆管との共存性は良

好であるが，照射の進行にしたがって単体酸素
濃度の増加（核分裂に伴い，ウランやプルトニ
ウムと結合していた酸素が解放される）とFPの
蓄積により被覆管の腐食が起りやすくなる。こ
のため，単体酸素濃度の上昇を抑制するため，
金属ウランなどを酸素ゲッターとして燃料に添
加する。

ジオクチルアミン

　溶媒抽出法での４価イオンの分離に用いられ
る有機溶媒の一種。分子式は（C8H17） 2NH。

軸ブランケット削除型燃料集合体（ABLE［Axial 

Blanket Elimination］型）

　炉心損傷事故時の再臨界事象を回避するため
の方策の一つ。あらかじめ燃料集合体の中央部
約３７ピン程度の下部軸ブランケットのペレッ
ト，あるいは上部軸ブランケットのペレットも
併せて削除しておく構造。これによって当該部
分の熱容量を低減しておき，溶融燃料が被覆材
のみを溶融させることによって燃料の炉心部か
らの流出を早期化することを狙う。内部ダクト
付き燃料集合体に比べて燃料の流出には時間を
要するものの，炉心部分の燃料割合は従来型集
合体と変わらないために炉心性能への影響は小
さくできる概念として提案された。

自己作動型炉停止機構⇒「SASS」参照

地震PSA

　原子力プラントの安全性を評価する手法の一
つにPSA（確率論的安全性評価：Probabilistic 
Safety Assessment）がある。例えば，シビアア
クシデント（炉心損傷等の過酷事故）を対象と
して，機器の故障など事故の発端となる事象の
発生頻度とその影響を定量的に評価することに
より，原子炉施設の安全性を総合的に評価する
場合にPSA手法が用いられている。PSAのうち
地震に対する安全性評価を目的としたものが地
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震PSAである。すなわち，地震PSAとは，原子
炉施設に影響を及ぼす可能性が考えられるあら
ゆる地震を考慮して，原子炉施設の機器等の損
傷の組み合せによりシビアアクシデント発生に
至るシナリオを，確率論的に定量評価する安全
性評価手法である。

質量管理

　燃料サイクル施設における臨界管理の方法の
一つ。一度に取扱う核燃料物質の質量を制限す
ることにより，臨界になることを防ぐ方法。

実用化構造設計基準（FDS：FBR Design Standard）

　原子炉施設で使用される構造物には，他産業
の一般構造物と比較して，きわめて高い安全性
が要求されることから，その構造設計について
は規格・基準類が規定されている。これらの規
格・基準類の内，わが国で最も多く用いられて
いるのは昭和５５年に策定された「発電用原子力
設備に関する構造等の技術基準」（通産省告示第
５０１号）である。しかしながら，告示第５０１号は
発電用軽水炉を念頭に制定された内容であるた
め，FBRの使用条件（軽水炉より高温で低圧）
に対しては，必ずしも十分に対応していない。
このため高速増殖原型炉「もんじゅ」の建設に
際しては，FBRの使用条件を踏まえた「高速原
型炉第１種機器の高温構造設計指針」（BDS）
が昭和５９年に科学技術庁原子力安全局により策
定された。BDSに対して，実用高速炉構造設計
基準（FDS）は，実用時代の高速炉構造設計用の
新しい規格・基準として位置付けられる。FDS
には，２１世紀の高速炉に求められる高い信頼性
と経済性を可能にすべく，BDS策定以降に開発
された新しい技術（従来よりも合理的な構造設
計手法や高温強度に優れる材料等）が取り込ま
れる予定であり，現在これらの技術開発が進め
られている。

重金属密度

　重金属とは，比重５以上の金属を指す。原子
炉で使用されるウラン，プルトニウムのような
核燃料物質及び冷却材の一種である鉛，ビスマ
スが相当する。FBRでは燃料物質中のウラン・
プルトニウムの密度を重金属密度と呼び，炉心
特性を表す指標の一つとして使用する。ちなみ
に，酸化物/窒化物/金属燃料の重金属密度は，
それぞれ９．７５/１３．５２/１４．２（g/cm3）である。

受動的安全性

　一般に原子炉システムは，事故等に備えて事
象を安全に終息させる機能を備えている。この
機能を働かせる際に，非常用ディーゼル発電機
等の駆動源が必要なポンプ，ファン等の動的機
器や制御系を用いる場合と，重力，放熱等の自
然の物理現象を活用する場合がある。後者のよ
うに外部からの動力や駆動信号などを必要とせ
ず，異常時に原子炉で生じる物理現象に基づい
て自然に安全を確保できる特性を受動的安全性
という。

蒸気発生器（Steam　Generator）⇒「SG」参照

晶析法

　溶液を過飽和にして溶質を結晶として取り出
す操作をいう。温度変化による溶解度変化の小
さなものは蒸発濃縮により過飽和状態を作り出
す。温度変化により溶解度が急激に減少するも
のは冷却法を用いる。溶解液からのウラン（硝
酸ウラニル）の晶析は後者によるが，旧西ドイ
ツ・カールスルーエ原子力研究所でのウラン精
製への適用例を除き，世界的にも実施例がな
い。今後，ウラニル晶析条件の把握を始め，プ
ルトニウム及び核分裂生成物との分離性の確認
が晶析法の成立性の判断に必要となる。

ショートプロセス法⇒「簡素化ペレット法」参照
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除染係数⇒「DF」参照

人工鉱物固化体

　天然鉱物であるソーダライト（sodalite）が３
次元のかご状構造の中に塩化物を安定に保持す
ることを利用して，人工的に合成したソーダラ
イトの結晶中に乾式再処理法における電解工程
の溶媒等の塩化物形態の廃棄物を固化したも
の。基礎試験レベルではガラス固化体と同等以
上の耐浸出特性を持つという見通しが得られて
おり，塩廃棄物の固化体として実用化に向けた
研究開発が進められている。

振動充てん燃料

　粉体燃料（球状，非球状）を振動させている
被覆管の中に流し込み，高密度に充てんするこ
とにより，燃料ピンに加工する方法。現行の機
械混合法によるペレット燃料製造と比較してプ
ロセスが簡略化でき，粒子の取り扱いも容易な
ことから，遠隔技術による燃料製造工程の実現
が期待される。また製造ラインの自動化が容易
と考えられることから，低除染の燃料製造法と
しての展開も考えられる。粉体燃料の製造に
は，硝酸プルトニウム及び硝酸ウラニルの混液
を出発液として，試薬中に液滴を滴下してゲル
化反応により造粒し，洗浄及び乾燥工程を経て
仮燒・還元後，焼結する湿式法，電析あるいは
沈殿により製造したウラン酸化物（UO2），プル
トニウム酸化物（PuO2）を粉砕，分級する乾式
法の二法がある。

水蒸気改質法

　天然ガス等の化石燃料を水蒸気とともに加熱
することにより水素を製造する手法。代表と
してメタンガスによる水蒸気改質法があり，
８００℃ 程度の温度で触媒により反応が進む。水
素分離膜を使用して触媒部の水素分圧を低下す
ることにより５００℃ 程度でも水素製造を行うこ
とができる。ただし，化石燃料を原料ガスとす

るため二酸化炭素を排出する。

スウェリング（Swelling）

　原子炉内で使用されている核燃料は，燃焼度
の増大とともに，核燃料物質が消失し同時に核
分裂生成物が増加する。この結果，燃料中で原
子空孔が集まってボイドを形成するため全体と
して体積が増加する（ボイドスウェリング）。こ
れとは別に気体状の核分裂生成物も発生するの
で，これによる体積増加がある（バブルスウェ
リング）。これらによる燃料の膨張を全体とし
てスウェリングという

スフェアパック燃料

　MOX等の小さな球状の粒子燃料を被覆管に
充てんした燃料ピンをスフェアパック燃料とい
う。この際，充てん密度を上げるため被覆管に
振動を与えながら２～３種類（数１０μm～１，０００
μm）の径の粒子を組み合せて充てんする。ス
フェアパック燃料製造ではペレット燃料製造工
程で必要な微粉末取り扱い，ペレット成型等の
工程が不要であり，工程の簡素化の可能性があ
り燃料製造コスト低減が期待できる。また遠隔
製造に優れた燃料製造工程とできる可能性があ
り，MA，FPを同伴した燃料製造への適用が期
待できる。

スミア密度

　出力密度（線出力）は，当該位置の中性子密
度，燃料ピン内の核分裂性物質の量などに依存
するが，被覆管内の核分裂性物質の量は，原料
の状態や濃度，燃料製造方法などによって異な
る（例：ペレット－被覆管の内径よりもやや小
さめの円柱状の燃料材が装填されている状態/
振動充てん燃料－被覆管内に小さな粒子が詰め
込まれている状態）。高速炉では中性子のエネ
ルギーが高いため，被覆管内の幾何学的な形状
はほぼ無視できることから，ペレット燃料・振
動充てん燃料で統一的に使える燃料仕様とし
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て，被覆管内の領域で均質化（スミアあるいは
スメア）した密度を用いる。

スラグ

　金属等の小さな塊のこと。

製品移行率

　使用済燃料を再処理した場合に使用済燃料中
に含まれる核物質量に対する再処理製品中の核
物質量の比率。燃料製造では，再処理製品中に
含まれる核物質量に対する燃料製品中の核物質
の比率。再処理と燃料製造を通してでは，使用
済燃料中に含まれる核物質量に対する燃料製品
中に含まれる核物質量の比率となる。

セルライナ

　ホットセルの気密等を維持するため，セルの
内壁に施す鋼板の内張りのこと。

先進湿式法（NEXT）

　軽水炉燃料の再処理法として実績のある
PUREX法をベースに，これを大幅に見直した
「簡素化溶媒抽出法」（抽出溶媒にTBPを用いる
が，プルトニウムをウラン及びネプツニウムと
分離せず，低除染で共回収する）と「晶析法」
を組み合せ，更にTRU回収機能を付加した先
進的な湿式再処理方法。

増殖比（Breeding Ratio）

　原子炉の運転に伴いウラン２３５やプルトニウ
ム２３９などの核分裂性物質が核分裂等で減少す
る割合に対してウラン２３８，プルトニウム２４０な
どから新たに中性子を吸収して核分裂性物質
（プルトニウム２３９，プルトニウム２４１など）を生
成する割合の比率をいう。特にその比が１．０を
超える場合を増殖比，１．０以下の場合を転換比
と呼ぶ。

ゾルゲル法

　水溶液から直接に酸化物固体を得る製造法の
総称。核燃料製造では，アクチノイド硝酸溶液
の液滴にアンモニアを作用させることにより，
酸化物として固化させる。アンモニアを液滴の
外部から作用させる外部ゲル化法と，液相中に
アンモニアドナー（加熱すると分解してアンモ
ニアを発生する化学物質）を添加しておく内部
ゲル化法がある。酸化物燃料微小球（直径１
mm程度以下）を調整する方法として，高温ガ
ス炉用燃料の製造に用いられている他，FBR用
振動充てんMOX燃料の試作に応用されている。

ソルトフリー技術

　再処理工程における塩の発生を伴わないプロ
セス技術のこと。溶媒抽出法による再処理主分
離工程（分離，精製，溶媒再生）の各ステップ
において，分解してガス化する化学試薬による
反応操作とその廃試薬を電気分解により処理す
る方法，あるいは化学試薬を用いず直接（in 
situ）電気化学を適用して反応を操作する方法
をいい，それらを包括的に組み合せることによ
って，工程操作に伴う塩を完全に排除すること
が可能となる。この結果，放射性廃液の高濃縮・
高減容が可能となることから，処分の合理化が
図られる。

　た　

ダイ潤滑方式

　成型の際の粉末と型の間に強い摩擦が発生す
ると，圧力が不均一となって歪が発生したり，
型が破損するなどの不具合の原因となるため，
通常は粉末中に潤滑材を混合させるという方法
がとられる。ダイ潤滑方式とは，鋳型の内壁へ
の潤滑剤の塗布と成型を交互に行い，形を崩さ
ずにスムーズに金属製鋳型から製品を大量に抜
き出す方法であり，従来必要であった潤滑材添
加や混合の手間を省略できるため，工程の合理
化を期待できる。
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多属性効用分析法（MUF：Multi-Attribute Utility 

Function Method）

　評価上で影響する属性に対する効用値を定
め，各属性の影響度を考慮して加算することで
全体の効用値を算出し，その優劣を決定する手
法。質の異なる諸要因やトレードオフの関係に
ある諸要因同士の総合評価が可能となる。ここ
で効用値は評価すべき特質（属性）に対する相
対的満足度のことで，最大満足度を１．０，最低
満足度を０とし，０から１．０の範囲の値をとる。

脱被覆

　再処理の前処理として燃料被覆管を燃料から
除去すること。

タンク型（Tank Type）

　FBRの炉型は原子炉冷却材等の循環系から見
てループ型とタンク型に大別される。タンク型
FBRは，一次系循環ポンプや中間熱交換器を原
子炉容器内に収容するので機器配置のコンパク
ト化を図りやすいが，大きな原子炉容器を必要
とするため，その耐震性を確保することが難し
いと言われている。

単軸縦型ガスタービン

　実用化戦略調査研究で設計検討を行っている
ヘリウムガス冷却高速炉では，発電機・タービ
ン・コンプレッサが同軸にある単軸式，床設置
面積が小さい縦置き型を採用している。単軸縦
型ガスタービンを採用することにより，ガス
タービンユニットを包蔵する原子炉格納容器の
容積が低減でき，多軸式あるいは横置き型と比
べて物量の削減が期待できる。単軸縦型はこれ
までに実績の無い方式で多くの開発課題を有す
るが，海外の高温ガス炉設計（GT-MHR）で設
計・開発が進められている。

炭素熱還元

　酸化物燃料を炭化物または窒化物燃料に転換

する方法。炭素熱還元法では，酸化物と炭素の
混合物を，それぞれ真空中あるいは窒素ガス気
流中で約１，５００℃ に加熱することにより，残量
酸素量が０．１％以下の炭化物や窒化物を製造す
ることができる。

窒化物燃料

　ウランの場合はUN，プルトニウムの場合は
PuNである窒素化合物の燃料。熱伝導性が金属
燃料並に良好であり，融点が高い特徴を有する。

窒素１５（N-１５）

　天然の窒素（N）は，ほとんどがN-１４からなる
が，このN-１４が中性子を捕獲すると陽子を放出
し長寿命核種であるC-１４が生成され，環境に悪
影響を及ぼすおそれがある。このため，窒化物
燃料を使う場合には，天然の窒素に０．３７％程度
存在するN-１５を９９％程度に濃縮して使用する
必要がある。

中間熱交換器⇒「IHX」参照

抽出クロマトグラフィー

　イオン交換法の原理に基づき，交換体への任
意の元素の吸着速度を制御する手法。

超ウラン元素⇒「TRU」参照

長寿命FP⇒「LLFP」参照

長半減期FP⇒「LLFP」参照

超臨界圧水

　軽水（通常の水）は，圧力２２．１MPa，温度
３７４℃ 以上になると，液体と気体との明確な区
別がなくなり，温度の上昇に伴って連続的に密
度が変化し，沸騰現象を起こさない。このよう
な状態の水を超臨界圧水と称し，このような状
態となる最小の圧力を臨界圧力と呼ぶ。
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直接抽出法

　溶媒抽出法では，一旦硝酸に溶かし硝酸塩と
なっているPuの状態をつくり，これがTBPと
錯体を形成するため，有機相にPuが移動する
が，直接抽出法は初めからTBPと硝酸の混合液
を用意し，これにPuを接触させて一気にTBP・
硝酸塩の錯体を作るというもの。固体である使
用済燃料から直接U/TRUを回収することがで
き，試薬量を少なくすることによる廃液発生量
低減や機器設備の合理化（溶解から抽出までの
工程を１つの機器で実施）だけでなく，抽出済
みのものが固体（スラッジ）なので，廃液濃縮
設備等，不要となる設備もある。

直接炉心冷却系⇒「DRACS」参照

低除染

　再処理の目的は使用済燃料中のFPを除去し，
所定の純度の核物質（ウラン，プルトニウム）
を回収することである。再処理前後の核物質中
のFPの割合の比を除染係数といい，従来の軽
水炉燃料再処理では１０6～１０8が要求される。こ
れに対し，FBRでは中性子経済が良いため，軽
水炉ほどの除染は必要とされない。現在までの
評価では，５～４０００程度を低除染の指標として
いる。（「DF」参照）

低除染燃料

　FPの除染係数の低い再処理製品を原料とし
て製造される燃料である。FBRの燃料は軽水炉
に比べて不純物の許容量を高くとることができ
るため，FPを徹底的に除染する必要はなく，再
処理工程を簡素化することが可能である。

電解共析

　高温冶金技術に基づく乾式再処理法において
目的物質を析出させるとき，電解質の酸化還元
電位と電極電位の関係から複数の物質を同時に
析出する場合がある。酸化物電解法再処理で

は，この原理を利用してウランとプルトニウム
を同時に陰極上に析出させ，核拡散抵抗性に優
れた再処理システムの構築を目指している。

電解精製

　高温冶金技術に基づく乾式再処理法では，電
解により目的物質を電極に析出させるとき，酸
化還元電位の相違から不純物の多くは析出せず
に電解液中に残る。すなわち目的物であるウラ
ン，プルトニウム等が精製され，不純物である
放射性生成物が除去される。乾式再処理法は一
般に湿式再処理法に比べ不純物の除去の割合
（除染係数）は小さいが，高速炉サイクルとして
実用的なレベルの除染係数を得るのは比較的容
易である。

転動造粒法

　粉末を原料として顆粒状の粒子を作る造粒法
の一つ。容器の回転あるいは振動運動により粉
末原料を転がし，水分により付着凝集させて凝
集体を生成する。さらに単一粒子をその表面に
付着させて成長させるか，あるいは小さい凝集
体をいくつか会合させて大きい凝集体にする
か，いずれかの過程を経て球形に近い粒形を持
つ粒子を造粒する方法。

トップエントリ方式

　ループ型の一種である。実証炉の設計で採用
された。ループ型の配管系を短縮し，原子炉建
物の縮小によるコストダウンを図るため，原子
炉容器，中間熱交換器，一次主冷却系ポンプを
それぞれ逆U字型の配管で連結する方式。

ドップラ反応度

　核燃料のドップラ効果を量的に表すもので，
燃料の温度が単位温度上昇したときの反応度変
化を表す。原子炉内の燃料温度が上昇すると，
燃料中のウラン２３８の中性子吸収が増加し，反
応度を減少させ，出力を下げる働き（ドップラ
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効果）をするので，炉心及び安全設計上，重要
な現象である。

ドロス処理工程

　金属電解法において，不純物等から混入した
酸素により酸化されたU/TRUの酸化物（ドロ
ス）を回収し，再び塩化物に還元して主工程に
戻す工程。

　な　

内部ゲル化法

　硝酸ウラニル及び硝酸プルトニウム混液に，
アンモニアドナーの６メチル４アミン〔（CH2） 6 N4〕
及び錯化剤の尿素（H2NCONH2）を添加し調整
液とする。その調整液を１１４℃ ～１２０℃ で加温し
たシリコンオイル中に滴下し，液滴内部よりゲ
ル化反応を生じさせ酸化物顆粒燃料を製造する
方法。廃棄物のシリコンオイルの処理が課題。
スイスPSIで開発中。

内部ダクト付き燃料集合体〔FAIDUS（Fuel As-

sembly with Inner Duct Structure）型〕

　炉心損傷事故時の再臨界事象を回避するため
の方策の一つ。あらかじめ燃料集合体の内部に
溶融燃料排出用ダクトを設けた燃料集合体の構
造。集合体中央部の３７ピン程度を六角のダクト
で置換し，下部を高圧または低圧プレナムへ接
続して溶融燃料の流出経路とする。全ての燃料
集合体に内部ダクトを設けた場合には炉心性能
の低下をもたらすものの，炉心損傷の拡大開始
以前に燃料流出によって再臨界の可能性を回避
することを比較的容易に示すことができる概念
として提案された。

内部転換比

　ブランケットを除いた炉心燃料の転換比を内
部転換比という。なお，転換比とは，原子炉に
おける「中性子の吸収によって親物質から生成
された核分裂性物質量」の「核分裂するために

消費された核分裂性物質量」に対する割合を
いう。

ナトリウムボンディング⇒「Naボンディング」参照

鉛ビスマス⇒「Pb-Bi」参照

鉛リン酸ガラス

　主に（PbO）x（P2O5）yを骨格とするガラス。

２次系分岐型補助冷却系⇒「IRACS」参照

燃料集合体ダクト間相互作用⇒「DDI」参照

燃料スミア密度

　燃料の１００％理論密度（TD：Theoretical Den-
sity）に対し，被覆管内面に燃料を均一になら
した密度との比率。％ TDで表現する。（「スミ
ア密度」参照）

燃料－被覆材機械的相互作用⇒「FCMI」参照

燃料ピン健全性評価（CDF評価）

　CDF（Cumulated Damage Fractionクリープ損
傷和）は，材料がクリープ破断に至るまでの寿
命を１とした場合に現在までどれだけの寿命を
消費したかを示す数値。燃料ピンのCDF評価と
は，燃料ピンに負荷される内圧等の想定荷重条
件に対応するCDFを算定・評価すること。

燃料－冷却材熱的相互作用⇒「FCI」参照

　は　

ばい焼（焙焼）

　対象物が溶解しない程度の温度で酸素や水蒸
気などと相互に作用させて，後の工程で処理し
やすい化合物に変化させたり，成分の一部を気
化させて除去する操作。
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バイパック燃料

　振動充てん燃料。燃料棒製造において顆粒状
の核燃料物質を被覆管中に充てんする方法であ
り，実用上適切な高密度を得るために通常は充
てん中や充てん後に被覆管に振動を加える。狭
義には真球状の粒子を充てんするスフェアパッ
ク燃料と区別して不定形の顆粒を用いるものを
称し，広義には両者を総称してバイパック燃料
と呼ぶ。顆粒の直径は数十ミクロンから１mm
程度であり，一般に核燃料に用いられるペレッ
ト型燃料（被覆管中に円柱状の「ペレット」を
充てんするタイプの燃料）に比べ，放射線防護
上厄介な微粉末が大幅に少なく，また製造公差
が緩いことから，将来の遠隔自動化燃料製造プ
ラントへの適用性が高いと期待される。

ハステロイ

　米国ヘインズ社の登録商標で，ニッケルベー
スの合金で，耐酸性にすぐれた合金である。

破損限界試験

　パルス型試験炉等の中央にある試験孔に試験
燃料を設置し，短時間に大きな出力パルスを与
えて，燃料を溶融させる試験をいう。IGRは，
６０本程度の燃料ピンまたは１０kg程度の試験燃
料を短時間に溶融できるような高い加熱能力を
有する唯一の試験炉である。（「IGR」参照）

白金属元素

　ルテニウム，ロジウム，パラジウム，オスミ
ウム，イリジウム及び白金の６元素の総称。代
表的な貴金属で，酸・アルカリに侵されにくく，
また，融点が高く，比重が大きい。

ハル

　溶解槽で溶け残る燃料の被覆片。

バンドル圧損

　燃料棒を束ねて一体化したものを燃料バンド

ル（燃料クラスタ）と称する。冷却材がこの燃
料バンドル部分で損失する圧力をバンドル圧損
（圧力損失）と称する。

反応度挿入（制御棒誤引き抜き等）

　例えば，原子炉運転中に誤って制御棒を引き
抜くことにより，炉心に過度な正の反応度が添
加され，原子炉出力及び燃料温度の上昇を引き
起こす。このように，あらかじめ計画されてい
ない過度の正の反応度添加を原因とする事象を
指す。

反応度挿入型スクラム失敗事象⇒「UTOP」参照

非均質炉心⇒「径方向非均質炉心」，「均質炉心」，

「ブランケット」参照

被覆管型燃料

　ジルコニウムやステンレス等の材料でできた
円筒形の管（被覆管）に燃料（ペレット燃料，
振動充てんによる粉体燃料）を納めたもの。燃
料の燃焼とともに放出されるFPガスを蓄える
ためのガスプレナムが，燃料の上部または上下
部に設けられる。通常，被覆管の内部には，冷
却材との圧力バランス調整と冷却材への熱伝達
をよくするため，ボンド材と称する不活性なヘ
リウムガスまたはナトリウムを充てんする。
（「ボンド材」参照）

被覆粒子燃料（BISO型，TRISO型）

　被覆粒子燃料は，燃料核と呼ばれる直径数百
μm～１mm程度の燃料（酸化物燃料または窒
化物燃料）を，核分裂生成物（FP）の緩衝や障壁
機能をもつ複数層で被覆したもので，被覆層数
によりBISO型，TRISO型がある。酸化物燃料
の場合には，燃料核を内側から低，高２つの密
度の熱分解炭素（PyC），高密度炭素（PyC），炭
化ケイ素層（SiC）等で被覆する。窒化物燃料の
被覆については，TiN等について検討中であ
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る。（「TRISO型被覆粒子燃料」，「PyC」参照）

評価指標

　評価の視点での優劣を指し示す値。本報告書
では，「経済性」，「資源有効利用性」，「環境負荷
低減性」，「核拡散抵抗性」，「安全性」及び「技
術的実現性」の６つの視点に対して，FBRサイ
クルシステムが開発目標に対してどの程度達成
されたかを判定するための指標として，一次指
標から三次指標まで階層化し，設計要求との関
連を明示することを心掛けた。

腐食生成物CP（Corrosion Products）

　原子炉プラントを構成している機器，装置，
配管などの構成材料の腐食によって生成された
物質である。特に原子炉冷却材が循環する系統
中に生じるFe，Co，Mnなどの酸化物が問題と
なる。これらは，主として冷却材中に溶存酸素
がある場合に発生しやすい。放射化したものを
放射性腐食生成物という。また，再処理プラン
トなどでは，溶解や分離のための機器の内面に
おいて，硝酸により構造部材の構成元素が腐
食・溶出したものがあり，これらも腐食生成物
の一つとしている。

フッ化物揮発法

　使用済燃料をフッ化物に変換し，その蒸気圧
などの物性，あるいは吸着性など化学的性質の
差を利用して分離する再処理方式である。フッ
化反応は高温下のアルミナ流動床等で行われる
が，工学的には高放射性粉流体の取り扱い，遠
隔保守の技術，プロセス化学的にはプルトニウ
ム，MAの挙動等が新たな課題である。ロシア，
米国ANL，原研（日本原子力研究所）等で開発
実績がある。

不溶解残渣

　再処理の溶解工程において溶媒に溶解せずに
固体のまま残る一部の成分。モリブデン，テク

ニチウム，ルテニウム，ロジウム，パラジウム
等の元素の一部が，単体または合金状等の不溶
解固体粒子として溶解液中に分散して存在する。

ブランケット

　核分裂性物質に転換する目的で，炉心内もし
くはその周囲に配置される親物質をいう。プル
トニウムを利用するFBRでは，親物質であるウ
ラン２３８をブランケット材とし，燃料ピンの上
下端部に配置（軸方向ブランケット）する場合
や，炉心の外周部にブランケット材だけで集合
体（ブランケット集合体）を作って配置（径方
向ブランケット）する設計例が多い。ブランケ
ット集合体を，炉心内部に，燃料集合体と交互
に配置する炉心設計を，非均質炉心という。（「均
質炉心」，「径方向非均質炉心」参照）

プレストレストコンクリート原子炉容器⇒

「PCRV」参照

フレッティング

　高速流体が起こす機械的な振動によって金属
材料が磨耗する。この振動による磨耗をフレッ
ティング磨耗という。

分散強化型フェライト鋼⇒「ODS鋼」参照

ペレット燃料

　ペレット（Pellet）は一般には，球状または円
柱状の物体を指す。FBRではMOX粉末を成型
し焼結してセラミックス質にした円柱状の燃料
ペレットをいう。ペレットを積み重ねて燃料被
覆管に挿入し燃料棒（ピン）とする。

ボイド反応度

　固体燃料と冷却材に液体を用いる原子炉の炉
心内において，冷却材の沸騰によるボイド（気
泡）の発生あるいは気泡通過等が炉心反応度に
及ぼす核的な反応度効果。ナトリウムを冷却材
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に用いるFBRでは，冷却材の沸点が炉心内では
９００℃ 以上となり，安全評価で想定される事故
事象に対しては冷却材が沸騰することはないよ
うに設計される。仮想的な炉心損傷を仮定した
場合には，冷却材沸騰（ボイド化）による正の
反応度効果が炉心損傷の事象推移に影響を与え
ることが，炉心崩壊事故に関する研究から示さ
れており，再臨界を回避するためには正のボイ
ド反応度の大きさを制限する必要がある。本報
告書においては，ダクト－ダクト間，内部ダク
ト内のナトリウム（冷却材）を残し，炉心部の
燃料棒部分（軸方向非均質炉心の場合には，内
部ブランケット高さ部分も含む）のナトリウム
（冷却材）を１００％除去したときの全投入反応度
を指す。（「CDA」，「再臨界回避」参照）

崩壊熱除去

　原子炉では核分裂連鎖反応の結果，エネルギ
－を発生するとともに，核分裂生成物が生成さ
れる。この核分裂生成物は放射性物質であり，
核崩壊により，放射線を放出しながら熱が発生
する。即ち原子炉の炉心は，炉停止後も核分裂
生成物の崩壊により，持続して熱が発生する。
これを崩壊熱といい，その発生量は，原子炉停
止直後では，定格出力の約１０％に相当する。そ
の後，核分裂生成物の崩壊に伴って崩壊熱の発
生量は減少する。したがって原子炉は運転停止
後も一定時間冷却系の一部を用いて，この崩壊
熱を除去する必要があり，この目的のための冷
却系を崩壊熱除去系（余熱除去系）と呼んでい
る。

ホウケイ酸ガラス

　ホウ酸（B2O3）とケイ酸（SiO2）を主成分として
含むガラス。ホウケイ酸ガラスの化学構造は，
主にケイ酸とホウ酸が網目構造を形成するので
結晶質の構造とは違い，イオン半径が異なる多
種類の放射性物質は網目の中に入り，均質で安
定な一体化した物質になる。放射性物質はガラ

スと混ざるのではなく，色ガラスと同様，ガラ
ス成分の一つとしてガラスそのものになる。し
たがって，割れても放射性物質は，ガラスと一
体になっていて移行しにくい。高レベル放射性
廃液のガラス固化には，主にこのガラスが用い
られる。

ホールドアップ

　脱硝粉のような微紛を用いたペレット製造に
おいては，取り扱い中に核物質が飛散し工程内
に滞留することがある。これをホールドアップ
といい，保障措置における計量管理の観点から
「ホールドアップ問題」として指摘された経緯が
ある。

放射能インベントリ

　放射能の内蔵量のこと。

放射能毒性

　毒科学的観点から見た放射線の生体に対する
有害作用。

保障措置

　原子力平和のための核物質並びに設備，資材
及び情報が核兵器等へ転用ないしは利用されて
いないことを保証するために取られる措置。

ホットセル

　高放射性物質を取り扱えるように十分な遮蔽
を施した実験室等の一区画をいう。遮蔽壁の外側
からマニピュレータなどの遠隔操作器具により，
自由に安全に実験が行えるようになっている。

ボンド材

　燃料と被覆管の隙間の熱伝達性能を高めるた
めに充てんする材料をボンド材という。熱伝導
率と，燃料及び被覆管材料との共存性とを考慮
し，酸化物燃料ではヘリウムガス，金属燃料や
窒化物燃料ではナトリウムが用いられる場合が
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多い。（「Naボンディング」参照）

　ま　

マイクロ波脱硝装置

　物質中に含まれるNOx成分を除去するため
の操作を脱硝という。硝酸ウラニルと硝酸プル
トニウム混合硝酸水溶液をマイクロ波発振装置
（大型の電子レンジのようなもの）により加熱・
脱硝するための装置。

マイナーアクチニド⇒「MA」参照

マニピュレータ（manipulator）

　離れた場所からの操作によって人間の手と同
様の動作をさせる操作機械の形式の一つ。人間
が操作するマスタ腕をセル外に配置し，それに
追従して仕事をするスレーブ腕をセル内に配置
することで遠隔操作を行う。一般的には，マス
タ腕とスレーブ腕をワイヤロープ，金属テープ
またはリンクなどで結合し動作を伝達する機械
式マスタ・スレーブ・マニピュレータのことを
指す。

水・蒸気系による崩壊熱除去系⇒「SGACS」参照

無ヒューム溶解

　酸素を吹き込みながら溶解することで，NOx
ガスの発生を抑制する方法。例えばUO2の溶解
反応では下記の通りNOxの発生が抑えられる。
通常の溶解：
　３UO2＋８HNO3→３UO2（NO3） 2＋２NO＋４H2O

　（［HNO3］＜１０M）
　UO2＋４HNO3→UO2（NO3） 2＋２NO2＋２H2O

　（［HNO３］＞１０M）
無ヒューム溶解：
　２UO2＋４HNO3＋O2→２UO2（NO3） 2＋２H2O

モンテカルロ法

　確率的な現象を利用して各種の数値計算を行

い，問題の解や法則性などを得る方法。コンピ
ュータによるシミュレーション手法として用い
られる。乱数を用いることから，賭け事の街と
して有名なモナコの都市モンテカルロの名がつ
けられた。

　や　

溶媒抽出法

　完全には混ざり合わない二種類の液体間で，
一方の液体中の特定の成分を他方の液体中に移
動させるプロセスのこと。液－液抽出ともい
う。核燃料再処理法において現在主流となって
いるPUREX法では溶媒抽出法が用いられてい
る。PUREX法では，燃料を溶解した硝酸水溶
液から，ドデカン等で希釈したTBP（リン酸ト
リブチル：抽出剤）中にウラン，プルトニウム
を抽出する。高レベル廃液の群分離工程にもこ
の溶媒抽出法の応用が研究されており高レベル
廃液からのマイナーアクチノイドの分離回収，
またマイナーアクチノイドと希土類元素との分
離のために，様々な溶媒抽出系が試されている。

　ら　

ランタニド

　周期律表において原子番号５７のランタンから
７１のルテチウムまでの１５の元素を総称してラン
タニド元素という。アクチニド元素及びランタ
ニド元素は最外殻電子構造が近似しており，溶
液化学的にも両者の性質にほとんど差異がない
ので相互分離は非常に難しい。高レベル廃液の
核種分離プロセスでは，TRU抽出の際に共抽出
されるランタニド元素の分離が最重要課題の一
つである。

流量喪失型スクラム失敗事象⇒「ULOF」参照

理論密度

　燃料物質の結晶の格子定数から計算される理
論的な密度。ペレット燃料などの焼結燃料の密

サイクル機構技報　No.２４別冊　２００４．１１
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度は理論密度より低くなるため，密度を理論密
度に対する比として表すことが多い。

臨界管理

　燃料サイクル施設において臨界事故の発生を
防止するために核燃料物質を管理すること。取
扱う容器の形状により臨界を防止する形状管理
と，取扱う量そのものを制限する質量管理，取
り扱い時の濃度により管理する濃度管理などの
方法がある。

ループ型（Loop Type）

　FBRの炉型は原子炉冷却材等の循環系から見
てループ型とタンク型に大別される。ループ型
FBRは，原子炉容器内に炉心，反射体等のみを
収容し，一次系循環ポンプや中間熱交換器を原
子炉容器内に入れずそれらを配管で結合する構
造である。ループ型は機器の独立性が高く，保
守・補修時の接近性に優れているが，冷却系配
管を収納する空間が必要であり物量が大きくな
る傾向がある。（「トップエントリ方式」参照）

劣化ウラン

　U-２３５の同位体存在比が天然のものよりも少
ないウラン。天然ウランの同位体組成は，ウラ
ン２３５が０．７％程度であるが，軽水炉の燃料とし

て使用するためには，ウラン２３５の割合をおよそ
３～４％に高めた濃縮ウランを必要とする。こ
の濃縮ウランを製造すると，ウラン２３５の割合
が０．２％程度のウランが残り，このウランを劣
化ウランという。

炉心圧損

　冷却材が，炉心入口と出口の間で炉心構造物
との流動摩擦等により失う圧力のこと。圧損と
は，圧力損失の略称である。（「バンドル圧損」
参照）

炉心上部機構⇒「UIS」参照

炉心取出平均燃焼度

　燃料交換時に取り出される燃料集合体に対す
る平均燃焼度を指す。すなわち，取り出される
すべての燃料集合体の燃焼度の和をとり，燃料
集合体体数で割った平均値である。

炉心燃料体積比

　燃料集合体断面積に対する燃料断面積の割合
をいう。

炉心崩壊事故⇒「CDA」参照
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サイクル機構技報No.２４
別冊特集号　結言

　高速炉サイクル実用化戦略調査研究フェーズⅡは２００１年度より５ヵ年計画で開始さ

れ，当初の計画どおりに２００３年度までの成果と今後の見通しを踏まえて中間報告書を

とりまとめ，この度サイクル機構技報の特集号を発行するに至りました。

　このフェーズⅡでは，フェーズⅠで抽出された有望候補概念を出発点として，革新

技術を積極的に取り入れつつ，それぞれの魅力を最大限に引き出すことを念頭におい

てシステムの設計研究を深め，かつこれら候補概念の技術的成立性を左右する要素技

術開発，試験研究を進めてまいりました。この特集号は，フェーズⅡ中間段階ではあ

りますが，実用化開発目標に対する達成状況，技術的な見通し，開発課題，さらには

各候補概念が持っているポテンシャルを集約したものです。

　これら中間とりまとめの結果については，機構の研究開発課題評価委員会や文部科

学省の第三者評価に提示し，フェーズⅡ中間とりまとめ及び今後の進め方について，

厳正なチェックアンドレビューを受け，計画どおり進めることとの評価をいただきま

した。

　一方，海外の状況を見ますと，第４世代原子力システムの候補概念が選ばれ，国際

共同開発プログラムが構築されつつあります。選ばれた６概念のうち３概念はナトリ

ウム冷却，重金属冷却，ガス冷却の高速炉であり，実用化戦略調査研究で対象として

いる候補概念と合致しており，第４世代原子力システム開発の国際的な取り組みの中

でも，実用化戦略調査研究の成果や開発計画が各国から注目されているところです。

各国は，限られたリソースとインフラから，国際共同によってより良い原子力システ

ムをいかに早く，安く実現するかを模索している状況にあります。

　我が国の実用化戦略調査研究は，高速炉サイクル実用化に至る「ダーウィンの海」

の海図を世界のトップランナーとして描くものとの認識のもと，今後とも関係者一同，

熱意と使命感を持ちつつ果敢に挑戦し，積極的に成果を発信していく所存です。

　最後にサイクル機構内外の関係者の皆様方から貴重なご助言，ご支援をいただいた

ことに心から感謝するとともに，高速炉サイクル実用化に向けて引続きご指導を賜り

ますようお願い申し上げ，結言といたします。

大洗工学センター　システム技術開発部長

　　　　　　　　山下　英俊
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